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第一

　

昭和35年度の地方財政の状況

一決算規模

　

０

　

地方公共団体の数

　　　

昭和36年３月31日現在における財産区を除く地方公共団体（以下「地

　　

方団体」という。）の総数は4,763団体である。

　　　

普通地方公共団体は、都道府県46、市町村3, 502 (555市、2,947町村）、

　　

計3,548団体である。前年同期と比べると30団体（町村のみ）減少し

　　

た。

　　　

特別地方公共団体は、財産区を除き、特別区23、一部事務組合（普通

　　

会計のみ）、1,192、計1,215団体で、前年同期と比べると一部事務組合が

　　

86団体増加した（第１表参照）。

　

⇔

　

人口および面積

　　

１

　

人

　

□

　　　　

昭和35年10月１日現在の国勢調査人口は9,341万人である。前回の

　　　

国勢調査人口と比べると414万人増加し、その増加率は4.6％で、年

　　　

率0.9％である（第２表参照）。

　　　　

これを市部および郡部に分けると、つぎのとおりである。

　　　　　　　　

35年10月１日現在

　　

30年10月１日現在

　　　　

増減状況

　　

市部人口

　

5,933万人

　

63.5％

　

5,028万人

　

56.3%

　　

905万人

　

19.2％

　　　

特別区

　　

831万人

　

8.9％

　　

697万人

　

7.8％

　　

134万人

　

15.8％

　　　

大都市

　　

838万人

　

9.0％

　　

723万人

　

8.1％

　　

115万人

　

18.2％

　　　　

市

　　　

4,264万人

　

45.6%

　

3,608万人

　

40.4%

　　

656万人

　

18.0％

　　

郡部人□

　

3,408万人

　

36.5％

　

3,899万人

　

43.7%

　

・491万人a12. m

　　　

合

　

計

　　

9,341万人100.0％

　

8,927万人100.0％

　　

414万人

　

4.6％

　　　　

一団体当り人口規模はっぎのとおりで、町村の人口規模は昭和28年

　　　

度当時の５千人と比べると、合併により著しく増大してきている（第

　　　

２表参照）。

- １－
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市町村数の推移

、町村削応行）
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３千人
２千人

　

人口段階別の市および町村の数はつぎのとおりで、

規模町村は、なお、11.1％である。

２－

　　

19.2^

　　

15.8％

　　

4.2％

　　

27.8^

5千人未満の小

9,89j

　

(町伺了油即丿追法他行|川

　　　　　

3,975

　　　　　　

(柚り辻川ﾝ,岫1迢江地行)

　　　　　　　　

3,720 3･609　3,532

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3,502



市

　　　　　　　　　　　

35年10月１日現在

　　　　　

３万人未満

　　　

15

　　

2,7％

3万人以上５万人未満

　　

272

　　

49.0％

５万人以上10万人未満

　　

156

10万人以上20万人未満

　　　

71

　　　　　

(ほかに特別区2)

20万人以上50万人未満

　　　

33

　　　　　

(ほかに特別区19)

50万人以上100万人未満

　　　

３

　　　　　

(ほかに特別区2)

100万人以上

　　　　　　　　

５

　　

合

　　　

計

　　　　　　

555

　　　　　

(ほかに特別区23)

　　　　　　　　

５千人未満

　

1

5千人以上１万人未満

町

　

1:万人以上２万人未満

村

　

２万人以上３万人未満

　

L

3万人以上

　　　　

合

　　　

計

28.1^

12.8％

5｡9％

0.5％

　

1.0％

100.0％
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34

2,955

　

11.1％
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9.5％
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12.9^

(ほかに特別区3)

　　

28

　　　

5.7％

(ほかに特別区18)

　　　

2

　　　

0.4％

(ほかに特別区2)

　　　

4

　　　

0.8％

　

490

　　

100.0％

(ほかに特別区23)

1,438

　　　

33.3％

1,435

　　　

33.2^

1,126

　　　

26.1#

　

269

　　　

6.2％

　　

54

　　　

1.2％

4,322

　　

100.0％

２

　

面

　

積

　　

昭和35年10月１日現在の市部面積および郡部面積は、つぎのとおり

　

である。

　　　　　　　　　　　

35年10月１日現在

　　　

30年10月１日現在

　

市部面積

　　

８万１千km2

　

21.9％

　　

6万５千km2

　

17.8％

　

郡部面積

　　

28万５千km2

　

77.1％

　　

29万９千km2

　

80.9％

　

境界未定

　　　　

３千km2

　　

1.0％

　　　　　

5干k㎡

　　

1.3％

　　

合

　

計

　　　

36万９千km2

　

100.0％

　　

36万９千km2

　

100.0％

　　

１一団体当り面積規模はっぎのとおりで、町村の面積規模の増加が著

　

しい。

区
市

　

村

別
都
市

特
大

　

町

35年10月１日現在

　　　　　

24.76km2

　　　　　

39.89km2

　　　　

142.84km2

　　　　　

96.41km2

30年10月１日現在

　　　　　

24.76km2

　　　　　

38.lOkmS

　　　　

130. 53km2

　　　　　

69.18km2

比較増減

　　

一

　

1. 79km2

12. 31km2

27. 23km2

叫決算総額

　　

昭和35年度における地方団体の普通会計決算額を単純に集計すると、

-

３－



　　　　　　　　　　　

総

　

額

　　　　　

都道府県

　　　　　　　

市町村

　　

歳

　

入

　　

２兆

　

937億円

　　　　

１兆2,773億円

　　　　

8,164億円

　　

歳

　

出

　　

１兆9,928億円

　　　　

１兆2,089億円

　　　　　

7,839億円

　

である（第３表参照）。

　　

前年度と比べると，

　　　　　　　

歳

　

入

　　

3,455億円

　　

19.Wo (前年度12.6％）

　　　　　　　

歳

　

出

　　

3,101億円

　　

18.4％（前年度11.9％）

　

増加した。

軸

　

純計決算額

　　

決算総額より都道府県と市町村間の相互重複額（都道府県支出金，分

　

担金，負担金等) 679億円を控除した純計決算額は，

　　　　　

歳

　

入

　　

２兆

　

258億円

　　

（前年度

　

１兆6,894億円）

　　　　　

歳

　

出

　　

１兆9,249億円

　　

（前年度

　

１兆6,239億円）

　

である（第５表参照）。

　　

前年度と比べると，

　　　　　　　　　　

歳

　

入

　　

3,364億円

　　　

19.9％

　　　　　　　　　　

歳

　

出

　　

3,010億円

　　　

18.5％

　

増加した。増加率はつぎのように最近の最高である。

地方財政純計

　　　　　

国の一般会計決
規模増加率

　　　　　

算規模増加率

年

　

度
ｌ
Ｃ
＾

Ｃ
Ｏ

T
j
l

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
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歳

　

入

11.3％

12.5%

　

6.9％

12.3^

19.9％

出
％
％
％
％
％

　

　
０

　
３

　
４

　
６

　
５

歳
6
1
1
1
7
1
1
1
8

この純計決算規模の国民一人当り額は，

　　　　　　　　

歳

　

入

　　

21,685円（前年度

　　　　　　　　

歳

　

出

　　

20,605円（前年度

歳

　

入

　　　

歳

　

出

　

9.4％

　　　

5.0％

13.6％

　　　

11.1％

　

3.8％

　　　

12.1％

　

9.9％

　　　

12.3％

22.8^

　　　

16.6％

18, 297円）

17,588円）

で、前年度より歳入3,388円、歳出3,017円増加した。

　

また、この決算規模を昭和31～33年度平均を100とする指数でみる

と、

　　　　　　　　　　　　　　

－４－



歳
歳

入

　　

146 C前年度　122)

出

　　

U4（前年度

　

122)

であ'り、年率13.0％程度の増加率であ芯(第６表参照)。

　　　　　　　　

第２図決算額の推移
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(昭円)

二

　

決算収支

　

一日

　

実質収文一

　　　　　　

一

　　　

全地方団体の歳入歳出差引残高（形式収支額）は、1,009億円（うち

ぐ＞都道府県684億円、市町村325億円）である。

　　　

この額より予算繰越等に伴い翌年度に繰り越すべき財源361億円（う

　　　　　　　　　　　　　　

－5_－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昌

　　

几例

　

－

　　　　　　　　　　

12.510 ’　　　ヰ］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

12,061

　　　　　　

川

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

.13､999-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11,877

.

　　　　　　　　　　　　　

1.1,071

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13,425

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14,537

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13,316

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15.043

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14,556

　　　

＿

　　　　　　　　　　　　

13,620

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11,962

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13､875

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13.347

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15､972.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14,950

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

16,894,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

16,239

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

19,610

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17,431

　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　

20,258

　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

19,249



ち都道府県219億円、市町村142億円）を控除した実質収支は648億円

　

（うち都道府県465億円、市町村183億円）の黒字である。

　

前年度と比べると、形式収支では354億円（うち都道府県249億円、

市町村105億円）、実質収支では278億円（うち都道府県192億円、市町

村86億円）黒字が増加した。

　

この実質収支を黒字団体と赤字団体とに分けるとっぎのとおりで、全

地方団体の90.7％（前年度87.2％）に相当する4,313団体（前年度4,104

団体）が黒字で、その黒字額は746億円（前年度497億円）である。赤

字団体は、全地方団休の9.3％（前年度12. Wo)に相当する444団体（前

年度603団体）で、その赤字額は98億円（前年度127億円）である（第

８表参照）。

　

団体数

　

都道府県

　

市町村

　　

計

実質収支額

　

都道府県

　

市町村

　　

計

　

黒字団体

　　

44団体

4,269団体

4,313団体

467億円

279億円

746億円

　

赤字団体

　

2団体

442団体

444団体

△2億円

△96億円

△98億円

　　　

計

　

46団体
4,711団体(謬腿尹

4.757団体

　

465億円

　

183億円

　

648億円

このうち都道府県では、

　

黒字団体は44団体（前年度42団体）で、その黒字額(467億円）は前

年度(284億円）より183億円増加した。

　

赤字団体は青森県、和歌山県の２団体で、その赤字額（２億円）は前’

年度（11億円）より９億円減少した（前年度まで赤字であった三重県およ。

び徳島県は黒字となった。）。

市町村では、

　

黒字団体は大都市５、市458、町村2,649、特別区23、一部事務組合

1,134の4,269団体（前年度大都市４、市431、町村2,548、特別区21、

一部事務組合1,058、計4,062団体）で、その黒字額(279億円）は前

年度(213億円）より66億円増加した。

　　　　　　　　　　　　　

－６－



　

赤字団体は市92、町村292、一部事務組合58の442団体（前年度大都

市１、市119、町村429、特別区２、一部事務組合48、計599団体）で、

その赤字額（96億円）は前年度(116億円）より20億円減少した。

　

実質収支額こらこ財政再建債等匹うち都道府県

　　　　　　　　　　　　　

に‾
億円、市町村76億円）を赤字とみなして調整を加えると、その収支は

423億円｡（うち都道府県316億円、市町村107億円）の黒字となり、前

年度（59億円）と比べると364億円（うち都道府県237億円、市町村127

億円）黒字が増加した。

　

これを黒字団体と赤字団体に分けると、全地方団体の85.7％（前年度

76.0％）に相当する4,078団体（前年度3,671団体）が黒字で、その黒

字額は608億円（前年度377億円）である。

　

赤字団体は全地方団体の

14.3% (前年度22.0％）に相当する679団体（前年度1,036団体）で、

その赤字額は185億円（前年度318億円）である。

このうち都道府県では、

　

黒字団体は33団体（前年度23団体）で、その黒字額(347億円）は前

年度(184億円）より163億円増加した。

　

赤字団体は13団体（前年度23団体）で、その赤字額（31億円）は前年

度(105億円）より74億円減少した。

　

なお、財政再建団体のうち岩手

県、兵庫県および熊本県の３団体が昭和35年度をもって財政の再建を完

了した。

市町村では、

　　　　　　　

｀

　

黒字団体は大都市４、市381、町村2,503、特別区23、一部事務組合

1,134の4,045団体（前年度大都市３、市321、町村2,357、特別区21、

一部事務組合1,058、計3,760団体）で、その黒字額(261億円）は前年

度(193億円）より68億円増加した。

　

赤字団体は大都市１、市169、町村438、一部事務組合58の666団体

（前年度大都市２、市229、町村620、特別区２、一部事務組合48、計

901団体）で、その赤字額(154億円）は前年度(213億円）より59億

円減少した。

- ７－



ａ

　

実質収支の推移

　　

昭和29年度以降の実質収支の推移は、つぎのとおりである（第９表参

　

照）。

　　　　

年

　

度

　　　　

総

　

額

　　　　

都道府県

　　　　

市町村

　　　　　

29

　　　　

△583億円

　　　　

△247億円

　　　　

△336億円

　　　　　

30

　　　　

・549億円

　　　　

△236億円

　　　　

・313億円

　　　　　

31

　　　　　

157億円

　　　　　

113億円

　　　　　　

44億円

　　　　　

32

　　　　　

397億円

　　　　　

281億円

　　　　　

116億円

　　　　　

33

　　　　　

239億円

　　　　　

167億円

　　　　　　

72億円

　　　　　

34

　　　　　

370億円

　　　　　

273億円

　　　　　　

97億円

　　　　　

35

　　　　　

648億円

　　　　　

465億円

　　　　　

183億円

　　

これを黒字団体と赤字団体とに分けると、黒字団体の実質黒字額は、

　　　　

年

　

度

　　　　

総

　

額

　　　　

都道府県

　　　　

市町村

　　　　　

29

　　　　　　

66億円

　　　　　　

17億円

　　　　　　

49億円

　　　　　

30

　　　　　　

93億円

　　　　　　

20億円

　　　　　　

73億円

　　　　　

31

　　　　　

299億円

　　　　　

146億円

　　　　　

153億円

　　　　　

32

　　　　　

490億円

　　　　　

296億円

　　　　　　

194億円

　　　　　

33

　　　　　

366億円

　　　　　

183億円

　　　　　

183億円

　　　　　

34

　　　　　

497億円

　　　　　

284億円

　　　　　

213億円

　　　　　

35

　　　　　

746億円

　　　　　

467億円

　　　　　

279億円

　

である。この実質黒字額は歳入規模に対して都道府県で､汪旦旦泌ぶ町村

　

ﾆμi-2-i忽足すぎない。

　　　　　　　　　　　　　　　　

｀ヽ

　　

赤字団体の実質赤字額は、

年

　

度

9
0
1
2
3
4
ｒ
D

2
3
3
3
3
3
り
ａ

　　

総

　

額

△649億円

△642億円

△142億円

△

　

93億円

△127億円

△127億円

△

　

98億円

　

都道府県

△264億円

・256億円

・33億円

・15億円

△

　

16億円

△

　

11億円

△

　　

2億円

であり、昭和29年度以降昭和35年度までに551億円

億円、市町村289億円）の赤字が減少した。

- ８－

　

市町村

△385億円

△386億円

△109億円

△

　

78億円

△111億円

△116億円

△

　

96億円

(うち都道府県262



　　

さらに、財政再建債等を考慮した場合の赤字団体の赤字額の推移は、

　　　　

年度

　　　　

総額

　　　　

‾都道府県

　　　　

市町村

　　　　　

29

　　　　

△64り億円

　　　　

△264億円

　　　　

・385億円

　　　　　

30

　　　　

△732億円

　　　　

△305億円

　　　　

△427億円

　　　　　

31

　　　　

△601億円

　　　　

△272億円

　　　　

・329億円

　　　　　

32

　　　　

△-445億円

　　　　

△187億円

　　　　

A 258億円

　　　　　

33

　　　　

△424億円

　　　　

△177億円

　　　　

△247億円

　　　　　

34

　　　　

△318億円

　　　　

△105億円

　　　　

△213億円

　　　　　

35

　　　　

△185億円

　　　　

△

　

31億円

　　　　

△154億円
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であり、昭和29年度以降昭和35年度までに464億円(うち都道府県233億

　

円、市町村231億円)赤字が減少した．

叫

　

単年度収支

　　

昭和35年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支

　

は278億円(うち都道府県192億円、市町村86億円)の黒字である．

　　　　　　　　　

第３図実質収支の推移
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この単年度収支に昭和35年度中の積立金の増減および地方債の繰上償

　　

還分を調整した実質単年度収支は392億円（うち都道府県283ｲ意円，市

　　

町村109億円）の黒字である。

三Ｚ歳入決算の状況

　

日

　

純計決算額の内容

　　　

昭和35年度の歳入純計決算額は２兆258億円で，前年度より3,364億

　　

円，19.9％増加した。その内訳は，つぎのとおりである（第13表参照）。

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　

34年度

　　　

増減率

　　　

一

　

般

　

財

　

源

　　

１兆

　

914億円

　　

9,027億円

　　　　　

20.9％

　　　　　

地

　

方

　

税

　　　　

7,442億円

　　

6,109億円

　　　　　

21.8％

　　　　　

地方譲与税

　　　　　

362億円

　　　

327億円

　　　　　

10.7％

　　　　　

地方交付税

　　　　

3,110億円

　　

2,591億円

　　　　　

20.0％

　　　

国庫支出金

　　　

4,770億円

　　

4,136億円

　　　　

15.4％

　　　

使用料，手数料

　　　　　

675億円

　　　

612億円

　　　　　

10.3％

　　　

地

　　

方

　　

債

　　　　　

960億円

　　　

788億円

　　　　　

21.8％

　　　

繰

　　

越

　　

金

　　　　　

744億円

　　　

581億円

　　　　　

28.1％

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

2,195億円

　　

1,750億円

　　　　　

25.4%

　　　　　

合計

　　

２兆

　

258億円１兆6,894億円

　　　　

19.9％
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一

　

般

　

財

　

源

　　

地

　

方

　

税

　　

地方譲与税

　　

地方交付税

国庫支出金

　　

災

　

害

　

分

　　

そ

　

の

　

他

使用料、手数料

債
金
他

方
越
の

地
繰
そ

合 計

　　　

増

　

加

　

額

35年度

　

34年度

1,887億円

　

1,023億円

1,333億円

　　

670億円

　

35億円

　　　

２億円

　

519億円

　　

351億円

　

634億円

　　

634億円

　

188億円

　　

242億円

　

446億円

　　

392億円

　

63億円

　　　

50億円

　

172億円

　　

168億円

　

163億円

　

△134億円

　

445億円

　　

nO億円

3,364億円

　

1,851億円

　

増加額の構成比

35年度

　

34年度

　

56.0％

　　　

55.3％

　

39.6%

　　　

36.2^

　

1.0％

　　　

0.1％

　

15.4％

　　　

19, 0％

　

18.9％

　　　

34.2%

　

5.6％

　　　

13.2％

　

13.3％

　　　

21.0％

　

1.9％

　　　

2.1%

　

5.1％

　　　

9.1％

　

4.9％

　　

△1.2%

　

13.2％

　　　

5.9％

　

100.0％

　　

100.0％

ぐ=j

　

純計決算額の構成比

　　

純計決算額２兆258億円の構成比は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　

35年_度、

　　　　　

34年度

　　　　

一

　

般

　

財

　

源

　　　

二回こj§ｼﾞｰ‥ヽ

　

｡｡

　　

53.4％

　　　　　　

地方税

　　

包ぶ趾｡．

　　　　

ＪＬ２忽一

　　　　　　

地方譲与税

　　　　

1.8％

　　　　　　　　　　

1.9％

　　　　　　

地方交付税

　　　　

工5,４硲-

　　　　　　　　

」瓜､a％

　　　　

国庫支出金

　　　

23.6％

　　　　　　　

24.5^

　　　　

使用料
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3.3％

　　　　　　　　　　

3.6％

　　　　

地

　　

方

　　

債
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繰

　　

越

　　

金
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3.4％

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

10.8％

　　　　　　　　　

10.4％

　　　　　

合

　　　

計

　　　　

100.0％

　　　　　　　　

100.0％

叫

　

一般財源

　

１

　

一般財源の状況

　　　

昭和35年度の一般財源（地方税、地方譲与税および地方交付税の合

　　

算額）の総額は１兆914億円（前年度9,027億円）である。

　　　

前年度と比べると1,887億円、20.9％（前年度12.8％）増加した。

　　　

一般財源の歳入決算額中に占める割合は53.9％（前年度53.4^)で、

　　

一般財源増加額の歳入決算増加額中に占める割合は56.0％（前年度

　　

55.3％）である。
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迂回互］

第７図歳入の構成

一般財源の内訳は。

　　　　　　　　　　　

35年度

　

地

　

方

　

税

　

7,442億円

　　

68.2％

　

地方譲与税

　　　　

362億円

　　

3.3％

　

地方交付税

　　　

3,110億円

　　

28.5^

　　

合

　

計

　　

１兆

　

914億円

　

100.0％

匝］

0.2

　　　

34年度

6,109億円

　　

67.7^

　

327億円

　　

3.6％

2,591億円

　　

28.7^

9,027億円

　

100.0％

一般財源増加額の内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　

35年度

地

　

方｀税

地方譲与税

地方交付税

　

合

　

計

1,333億円

　

，70.6％

　

35億円

　　

l.m

　

519億円

　　

27.5%

1,887億円

　

100.0％

　　　

34年

　

670億円

　　

2億円

　

351億円

1,023億円

度

65.5％

　

0.2部

34.3％

100.0％

一般財源の状況を都道府県と市町村に分けると，都道府県では，

　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　　

34年度

　

地

　

方

　

税

　　　

3,946億円

　　

61.6％

　　　

3,026億円

　　

59.0％

　

地方譲与税

　

，

　

349億円

　　

5.4％

　　　　

314億円

　　

6.1％

　

｡地方交付税

　　　

2,112億円

　　

33.0％

　　　

1,793億円

　　

34.9^

　　

合

　

計

　　　　

6,407億円

　

100.0％

　　　

5,133億円

　

100.0％

で，その増加額の内訳を前年度と比べると，つぎのとおりである。
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地

　

方

　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

　　

合

　

計

市町村では、

地

　

方

　

税

地方譲与税

地方交付税

　

合

　

計

　　　

35年度

　

920億円

　　

72.2^

　

35億円

　　

2.7％

　

319億円

　　

25.1^

1,274億円

　

100.0％

　　　

35年度

3,496億円

　　

77.6%

　

13億円

　　

0.3％

　

998億円

　　

22.1％

4,507億円

　

100.0％

　　

34年度

416億円

　　

59.6％

　

O億円

　　

0.0％

282億円

　　

40.4％

698億円

　

100.0％

　　　

34年度

3,083億円

　　

79.2^

　

13億円

　　

0.3％

　

798億円

　　

20.5％

3,894億円

　

100.0％

で、その増加額の内訳を前年度と比べると、つぎのとおりである。

　　

地

　

方

　

税

　　

地方譲与税

　　

地方交付税

　　　

合

　

計

２

　

一般財源の推移

　　

35年度

413億円

　　

67.4^

　

O億円

　　

0.0％

200億円

　　

32.6^

613億円

　

100.0％

　　

34年度

254億円

　　

78.2％

　

2億円

　　

0.6％

　

69億円

　　

21.2％

325億円

　

100.0％

　

昭和31年度以降｡の一般財源の推移はっぎのとおりで、前年度に引き

続く経済界の好況を反映して、昭和35年度は最近における最高の増加

率を示した（第15表参照）。

年度

　　

総

　　

額

　　

増加率

　

31

　　

6,386億円

　　

13.3％

　

都道府県

　

増加率

　　　

市町村

　

増加率

3,483億円

　

15.3％

　

2,903億円

　

11.0％

32

　　

7,597億円

　　

19.0％

　　

4,268億円

　

22.6%

　

3,329億円

　

14.7^

33

　　

8,004億円

　　

5.4％

　　

4,435億円

　

3.9％

　

3,569億円

　

7.2％

34

　　

9,027億円

　　

12.8％

　　

5,133億円

　

15.8％

　

3,894億円

　

9.1％

35

　

1兆914億円

　　

20.9％

　　

6,407億円

　

24.8%

　

4,507億円

　

15.7％

　　

昭和31～33年度平均を100とする指数でみると，つぎのとおりであ

　

る。

総

35年度

　　

149

　　

147

一般財源

　

地方税のみ

　

地方交付税のみ 158

額

34年度

1
2
3
［
一

1
3

1

　　

都道府県

35年度

　

34年度
ｇ
り
４
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Ｏ
４
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Ｃ
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１
１
１

只
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(
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t
-
-

i
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^
Ｏ

m

１
１
１

　　

市町村

35年度

　

34年度

　　

138

　　

119

　　

133

　　

117

　　

159

　　

127

３

　

地域別、団体別にみた一般財源の状況

　　

一般財源および地方税収入の人口一人当り額の推移はつぎのとおり
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年度

゛31

32

33

34

35

で，昭和31年叙から昭和35年度まで地方税のみでは2,982円（うち都，

１

　　　　

．

　　　　

ｒ

　　　　

≒

　　　　

１Ｊ

　　　　　　　　　　　　

Ｊ
道府県1,684円，･市町村1,-298円）増加しているが，一般財涼では

4,608円（う.も都道府県2,790内，市町村1,818円）瑞加Iした．

　　　

総

　　

額

一般財源'｀うち地方税

7,075円

　　

4 985円

8,340円

　　

5,:788円

8,699円

　　

5,912円

　

9,７７７円

'11,683円

決
算
額

決
算
額

決
算
額

(卦

7,000

0
0

　

0
0

　

こ
０

６
　
０
＼
５
　
０

6,617円

7,967円

　　　

都道府県I゛

一般財源

　

うち地方税

3,580円

　　

2,051円

4,356円

　

1

　

2,527円

4,465円

　

‘2,471円

5,140円

　　

2,858円

6,370円

　　

3,735円

第８図一般財源等の推移
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3,261円ダ

4,234円･「
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4｡637円
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年度

　

32

　

33

　

34

３5

　

各年度の対前年度増加額をみるとつぎのとおりで、一般財源の増加

額のおおむね３分の２が地方税の増加額である。

　　　　

総

　　　

額

一般財源

　

うち地方税

　

1,265円

　　　

803円

　　

359円

　　　

124円

　

1,078円

　　　

705円

　

1,906円

　　

1,350円

　　　

都道府県

一般財源

　

うち地方税

　

776円

　　　

476円

　

109円

　　

△56円

　

675円

　　　

387円

1,230円

　　　

877円

　　　

地方税

一般財源

　

うち地方税

489円

250円

403円

676円

327円

180円

318円

473円

　

このような一般財源および税収入の人ロー人当り額を団体別にみる

と、地方税においては相当の格差があるが、地方交付税および地方譲

与税によってその格差が是正され、都道府県ではこのほか義務教育費

国庫負担金および水利使用料によって調整が加えられている。その是

正状況をみるため、都道府県について、昭和33年度から昭和35年度ま

で・皿ヵ昨(談謔芸談)によりＡ(財政力指数50％以上)、

B(40％以上50％未満)、Ｃ(35％以上40％未満)、Ｄ(30％以上35％未

満)およびＥ(30％未満)の５グループに分けて比べると、つぎのと

おりである(第16表参照)。
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一般財源

宍〕

35年度
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34年度

　

4,442円

35年度

　

1,955円

35年度

6,573円

5,278円

5,965円
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2,357円

　　

6,172円

34年度

　

1,864円

　　

5,053円
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佐
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秋
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全国平均

{グ

35年度

　

1,793円

34年度

　

1,407円

35年度

　

1,495円

34年度

　

1,219円

35年度

34年度

3,735円

2,858円

6,021円

4,811円

6,555円

5,224円

6,370円

5,140円

第９図

　

地域別一般財源の状況（人口一人当り）

6,113円

4,889円

6,610円

5,276円

6,361円

5,141円

　

市町村では、団体の規模や財政力だけでなく、その所管事務の内容

に相違があるので、その所要経費にもかなりの差異があるが、団体別

に税収入および一般財源の人ロー人当り額は、つぎのとおりである。

市
区

　

村
均

都
別
市

汰
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町
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税

　

収

　

入

35年度

　　

34年度

7,311円
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７.728円

　　　

6,982円

4,173円

　　　

3,631円

2,695円

　　　

2,482円

4.231円

　　　

3,733円

　　　

一般財源

35年度

　　

34年度

7,614円

　　　

6,645円

7,728円

　　　

6,982円

4,990円

　　　

4,288円

4,563円

　　　

3,980円
ら.りｰ誦-....9.-･･･
5,413円

　　　

4,605円

大都市、特別区および市を市部とし、町村を郡部とする区分の税収

　　　　　　　　　　　

－17－

　　　

a

　　　

1､000

　　

2,000

　　

3.000

　　

4,000

　　

5,000

　　

6.000

　　

7.00(

ループ）

　　　　　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　　　　　　　

．地方交付杖地゛ゐ譲与fi

　　　

昭.35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6,573

　　

A昭.34

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,278

　　　

“゛,.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5､9U5斜

／

　　　　　　　

4,929

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6,172

　　

C

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,053

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6,021

　　

D，

　　　　

.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4,811

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6,555

　　

E

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5･224

　

仝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6,370

　

1よ勺

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,140'

宮崎、大分、
岩手、山形、
島根、山梨、

ｊ

鹿児島、鳥取



入および一般財源の人ロー人当り額の推移はつぎのとおりで、税収入

においては逐年その格差が開いていくか、一般財源としては毎年その

差が是正されてゆく傾向をみることができる。

税
収
入

一
般
財
源

ほ

。

ほ

。

部
部
㈲
部
部
叫

　　

是正額㈲一(Ｂ)

紳

　

科目別収入の内容

　

１

　

地

　

方

　

税

　　

(1)収入状況

31～33年度平均

　　　　

3,979円

　　　　

2,126円

　　　　

1.853円

　　　　

4,410円

　　　　

3,197円

　　　　

1,213円

　　　　　

640円

34年度

4,461円

2,482円

1,979円

4,969円

3,980円

　

989円

　

990円

35年度

5,113円

2,695円

2,418円

5,744円

4,563円

1,181円

1,237円

　

昭和35年度地方税の収入額は7,442億円（前年度6,109億円）で，

うち道府県税は46.9％（前年度43.2^). 3,489億円（前年度2,638億

円）で，市町村税は53.1％（前年度56.8％），3,953億円（前年度

3,471億円）である。

　

前年度と比べると，

　　　

道府県税

　　　

851億円

　　　

市町村税

　　　

482億円

　

で、地方税全体では1,333億円

年度12.3％）増加した。

　

32.2% (前年度16.0％）

　

13.6％（前年度9.6％）

（前年度670億円）、21.8％（前

　

これを国の一般会計の租税及び印紙収入の決算状況と比べると、

主な特徴はつぎのとおりである。

(ｱ)増加率は

　　　

。

　　　　　　　　

'国

　

税

　　　　　　　　

道府県税

　　　　　　　

(

市町村税

の順であるＱ　　　’゛｀

33.3％（前年度17.6％）

32.2% C前年度16.0％）

13.9％（前年度9.6％）

－18－



普

目

　

（ｲ）増加額の内訳を法人関係の

　　　　　　

増加額、

国

　　　

税

　　

4,049億円

道府県税

市町村税

851億円

482億円

他に分けると、

　　　　　

その他

　　　　

2,221億円

(法人税1,828億円)

613億円

ｊ円
円
円

億
億
億

C
D
t
-
-０
０

1 2
3
0
7
8

　

54. 9#

238億円

(憐肺開顕)

　

27.9^

336億円

　　　　　　　　

固定資産税121億円

　

住民税法人分

　　

住民税個人分86億円（

　　

146億円

）|

電気ガス税

　

70億円

j

　　　　　

JH^K",^.-､

　

そ

　

の

　

他

　

59億円

　　　　

i4.Q

　

゛/

　

iii:i

　

りぴl･ひ|節水

　　

697％

　

で、地方税全体としては法人関係の増加額が57.0％を占めている。

（2）道府県税の収入状況

　　

昭和35年度の道府県税収入額3,489億円の税目別収入状況はつぎ

　

のとおりで、前年度と比べると事業税法人分の増加額が増加額の

60.9％を占めている

　　

通

道府県

　　

法

　　

一個

事

　　

業

法
個

税
税
分
分
税
分
分
税
消
税

　

民
人
人

　

人
人
食
心

　

車

不動産取得税

そ

　　

の

　　

的

　

合 計

他
税

(第17表参照)。

35年度

3,317億円

　

522億円

　

313億円

　

209億円

1,887億円

1,735億円

　

152億円

　

283億円

　

249億円

　

147億円

　

137億円

　　

92億円

　

172億円

3,489億円

　　

一19－

34年度

2,509億円

　

409億円

　

218億円

　

191億円

1,346億円

1,217億円

　

129億円

　

226億円

　

224億円

　

121億円

　

107億円

　

76億円

　

129億円

2,638億円

増減率

32.2％

27.7^

43.7^

　

9.5％

40.1％

42.5^

17.5％

25.1%

11.0％

20.8％

27.3%

36.9％

33.6％

32.2^

事業税法人分

　　

518億円
G

⊃

回

）

　　

臨覆万

｡､ぐ手でﾖ

七慰ジ



　

税目別の構成比はっぎのとおりで、道府県民税と事業税の法人

分で道府県税収入の64.7％（前年度54. Wo')を占めている（国の一

般会計租税及び印紙収入のうち法人税は32.2^から35.4％になっ

た）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･。
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誉

眉

普

　　

通

道府県民

　　

法

　

人

　　

個

　

人

事

　　

業

人
人

法
個

飲
の

興

　
　

自

遊
そ

　

合

　
　

目

食

計

税
税
分
分
税
分
分
税
他
税

35年度

　

95.0％

　

15.0％

　　

9.0％

　　

6.0％

　

54.1％

　

49.7%

　　

4.4％

　　

8.0％

　

17.9%

　　

5.0％

　

100.0％

34年度

　

95.1％

　

15.5％

　

8.3％

　

1.1%

　

51.0％

　

46.1％

　　

4.9％

　　

8.6％

　

20.0％

　　

4.9％

　

100.0％

佃

　

市町村税の収入状況

　　

昭和35年度の市町村税収入額3,953億円の税目別収入状況はつぎ

　

のとおりで、増加額のうち、市町村民税法人分が30.2％、固定資産

　

税が25.2^を占めている（第17表参照）。

　　

通

市町村民

　　

法

　

人

　　

個

　

人

固定資産

　　

土

　　

家

合

償
交
納
四
税
気

　
　
　

市
費
電

警

設。

計

税
税
分
分
税
地
屋
産
金
金
消

　

35年度

3,843億円

1,280億円

　

493億円

　

787億円

1,723億円

　

516億円

　

680億円

　

404億円

　

123億円

　

343億円

　

409億円

　　

88億円

　

110億円

　

101億円

　　

9億円

3,953億円

　

34年度

3,372億円

1,048億円

　

347億円

　

701億円

1,602億円

　

508億円

　

621億円

　

357億円

　

116億円

　

308億円

　

339億円

　　

75億円

　　

99億円

　　

91億円

　　

8億円

3,471億円

増減率

　

14.0％

　

22.1^

　

41.9％

　

12.3%

　　

l.Wo

　　

1.6％

　　

9.6％

　

13.3%

　　

5.5％

　

11.4％

　

20.6％

　

16.6％

　

11.6％

　

11.7％

　

10.7％

　

13.9％

　

税目別の構成比はつぎのとおりで、固定資産税の構成比が低下

し、市町村民税の構成比が上昇した。
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電気ガス税

そ

　　

の

　　

他

　　

的

　　　

税

都市計画税

そ

　　

の

　　

他



普

　

市

目

　

通

町村民

法

　

人

個

　

人

税
税
分
分

固定資産税

都市計画税

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

35年度

　

97.2^

　

32.3^

　

12.4%

　

19.9％

　

43.6^

　

13.1％

　

17.2^

　

10.2％

　

3.1％

　

8.7％

　

10.4％

　

2.2%

　

2.8％

　

2.5％

　

0.3％

100.0％

34年度

　

97.1％

　

30.2%

　

10.0％

　

20.2^

　

46.1%

　

14.6％

　

17.9％

　

10.3％

　

3.3％

　

8.9％

　

9.8％

　

2.1％

　

2.9％

　

2.6％

　

0.3％

100.0％

（4）徴収成績

　　

地方税全体の徴収成績は、経済界の好況と地方団体の徴税努力を

　

反映して前年度（90.7％）より2.1％上昇し、92.8%となった。

　　

道府県税の徴収成績は94.2% (前年度92.2％）、うち現年度分97.3｡

　　　　　　　　　　　　

丿･I｀〃〃1｀-rr､〃~““･’｀

　

％（前年度97. Q%)、過年度分90.4％（前年度89.0％）、滞納繰越分

　

42.8％（前年度37.1％）で、いずれも前年度に引き続き向上した。

　　

市町村税の徴収成績心Ｌﾐ包L前年度89.7%)、うち現年度分96.6.

　

％（前年度95.7％）、過年度分86.4％（前年度87.7％）、滞納繰越分

　

40.8％（前年度39.6％）で、過年度分を除き、前年度に引き続き斑

　

上した。

－22－
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県

　　

民

事

　　

業

都道府県の超過課税

都道府県における超過課税の状況は、

　　　　

35年度

　

34年度

税
税

不動産取得税

自

　

動

　

車

　

税

４団体

４団体

７団体

７団体

４団体

４団体

　　　

団

　

体一名

　　　

増収見込額

青森、秋田、山形、佐賀

　　

２億円

青森、秋田、山形、三重

　　

４億円

７団体

　

青森、秋田、山形、群馬、

　

４億円

　　　　

三重、佐賀、鹿児島

７団体

　

青森、秋田、山形、富山、

　

２億円

　　　　

三重、岡山、鹿児島

娯楽施設利用税

　

（一人一回200円以上のもの）

　　　　　　

２億円

合

　

計

　　

14億円‘

　

で、前年度（９億円）より５億円増加した（第19表参照）。

（6）市町村の超過課税等

　　

市町村における超過課税の状況は、

市町村民税

－{昌；

　　

均等割
法人{法人税割

固定資産税

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　　　　

35

　　

年

　　

度

団体数（比率）

　　

Ｐ門計器瓢勺

　

868

2,095

　

994

1,306

1,097

　

486

　　

－

24.6^

59.4%

28.2^

37.0％

31.1％

12.5％

　　

－

115億円

58億円

　

4億円

177億円

34年度

9｡0％

　

108億円

3｡4％

0.4％

53億円

　

3億円

164億円

で、前年度より13億円増加した。

　

市町村民税所得割の、課税方式別市町村数、調定額および納税義

務者数の状況は、つぎのとおりである（第19表参照）。

　　　　　　

第一課税方式

　　　

第二課税方式但書

　　　

そ

　

の

　

他

市

　

町

　

村

　

数

調

　　

定

　　

額

納税義務者数

491団体

　

13.9％

　　

2,810団体

　

79.7％

　

225団体

　

6.4％

335億円

　

50.2％

　　　

285億円

　

42.7%

　　

47億円

　

l.Wo

659万人

　

47.8^

　　　

640万人

　

46.4%

　　

80万人

　

5.8％

－24
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市町村民税の所得割の課税方式別団体数等

m 2,810 (79.7 K)

(4.7%)

（7）法定外普通税

　　

都道府県では10団体（前年度11団体）が法定外普通税を賦課して

　

おり、その収入額は４億円（前年度４億円）である。

　　

税目別の主なものは、

家

　

畜･

　

税

自動車取得税

35年度

　

３団体

　

３団体

34年度

　

一団体

　

名

　

収入見込額

４団体

　　

北海道、岩手．宮城｀１億円

３団体

　　

京都、愛媛、徳島

　　

３億円

で;その他にガス井戸税（新潟）、繭引取税（岐阜）、こ文化観光施設

税（奈良）および果実税（和歌山）がある。

　

市町村では、延394団体（前年度468団体）が法定外普通税を賦課

しており、その収入額は5億6千万円（前年度5億4千万円）である。

　

税目I別の主なものは、、

　　　　

づ

犬一一

　　　

税。

立万木伐採税

商品切手発行税

林産物移輸出税

広

　　

告

　　

税

文化観光施設税

丿である。犬

35年度

329団体

　

18団体

　

10団体

　

1(j団体

　

9団体

　

2団体

－25－

34年度

386団体

　

22団体

　

9団体

　

10団体

　

10団体

　

2団体

　　

収入見込額

　　

8,238万円

　　　

274万円

１億3,487万円

　　

3,205万円

１億3,988万円

　　

∧8,362万円

ニ

　

＼

　　　

1

隋

　　　

・４回(

乱
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地方譲与税

　

（1）地方譲与税の総額

　　　

昭和35年度の地方譲与税の総額は362億円（前年度327億円）で、

　　

うち都道府県は350億円、96.6％（前年度314億円）、市町村は12億円、

　　

3.4％（前年度13億円）である。

　　　

前年度と比べると35億円（うち都道府県36億円、市町村△１億円）

　　

増加し、その増加率は10.7％（前年度0.8％）である（第22表参

　　

照）。

　

（2）入場譲与税

　　　

昭和35年度の入場譲与税の総額は163億円（前年度163億円）で

　　

ある。

　　　

入場譲与税は都道府県に対して人口を基準として配分されるが、

　　

地方交付税の不交付団体に対しては譲与額の制限措置がとられてい

　　

る。昭和35年度は、前年度とおなじく、東京都、大阪府、神奈川県

　　

の３団体に対してこの措置がとられ、制限額は26億円（前年度26億

　　

円）である（第23表参照）。

　

（3）地方道路譲与税

　　　

昭和35年度の地方道路譲与税は189億円（前年度156億円）で、

　　

前年度と比べると33億円（前年度22億円）増加し、増加率は21.3％

　　　

（前年度15.6％）である。その内訳は都道府県187億円（前年度

　　

151億円）、市町村２億円（前年度５億円）である。

　　　

地方道路譲与税は、都道府県および五大市に対し、その団体の区

　　

域内にある国道および都道府県道の延長および面積を基準にしてあ

　　

ん分されるが、昭和35年度より地方交付税の不交付団体に対し譲与

　　

制限の措置がとられることとなった。昭和35年度は３都府県（入場

　　

譲与税の制限対象団体とおなじ）、４市（横浜、名古屋、大阪、神

　　

戸の各市）に対しこの措置がとられ、制限額は７億円である。

　

（4）特別とん譲与税

　　　

昭和35年度の特別とん譲与税は10億円（前年度８億円）で、前年
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度よ｡り２億円増加した。

　　　

特別とん譲与税は、開港所在市町村および東京都に対し、その開

　　

港に入港した船舶の特別とん税収入額を基準に配分されるが、昭和

　　

35年度は89団体（前年度90団体）に譲与された。

３

　

地方交付税

　

（1）地方交付税の総額

　　　

昭和35年度は、国税３税（所得税、法人税および酒税）の収入見

　　

込額に繰入率28.5% (前年度28.5％）を乗じて得た額のほか、昭和

　　

34年度に実施した所得税の減税に伴う住民税の減収（交付団体分の

　　

みで64億円）を補うため、国税３税の0.3％に相当する臨時地方特

　　

別交付金が地方団体に交付された。

　　　

総額は3,110億円（前年度2,591億円）で、前年度より519億円、

　　

20.0％増加したが、その積算基礎はっぎのとおりである（第24表参

　　

照）。

国税３税

の28.5%

当

　

初

　

予

　

算

第一次補正

第二次補正

　

合

　　　

計

　

（2）交付状況

2,835億円

　

357億円

　

90億円

3,282億円

　

繰越分

　　　　

－

△117億円

△

　

90億円

A 207億円

臨時地方特

　　

Ａ

　

計
別交付金

　　　

口

　

μ

30億円2,865億円

　

4億円

　

'244億円

　

1億円

　　

1億円

35億円3,110億円

　

地方交付税（臨時地方特別交付金を含む｡）の総額3,110億円のう

ち普通交付税は2,857億円、特別交付税（臨時地方特別交付金を含

む。）は253億円である。

　

団体別の交付状況は、

県
村

府
町

道
市

合 計

　　

交

　

付

　

額

35年度

　　

34年度

2,112億円

　　

1,793億円

　

998億円

　　　

798億円

3,110億円

　　

2,591億円

　

構

　

成

35年度

　

&1..22&.、

　

､逗ｄ弧

　

100.0％

比

34年度

　

69.2％

　

30.8％

　

100.0％

で、前年度と比べると､道府県分は319億円、17.8％（前年度18.7％）、

市町村分は200億円、25.1％（前年度9.4％）増加したが、市町村

　　　　　　　　　　　　

－27－



都
市

分の増加が著しい。

　

普通交付税と特別交付税に分けると、その交付状況はつぎのとお

りである。

　　　　　　　　　　

道

　

府

普通交付税

　　

1,982億円

　　　　　

(34年度1,676億円
特別交付税

臨時地方特別(交付金を含む)

.･合

　　

計

130億円

　

県

　　　　　　　

･市

　

町

　

村

69.4%

　　　

875億円

　　

30.6％

70.ヽ4％)(34年度706億円

　

29.6%)

51.5％

　　　

123億円

　　

48.5％

(34年度117億円56.1％)(34年度92億円

　

43. Wo)

2,112億円 998億円

合

　

普通交付税の交付団体と不交付団体の団体数は、つぎのとおりで

ある。

道

　

府

　

県

　

町

　　

村

　　

市

町

　　　

村

　　　

計

交付団体

　

35年度

　　

42団体

3,349団体

　

494団体

2,855団体

3,391団体

　

34年度

　

43団体

3,416団体

　

502団体

2,914団体

3,459団体

　　

不交付団体

35年度

　　

34年度

　

4団体

178団体

　

62団体

116団体

182団体
-さ

　　

･-

　

3団体

168団体

48団体

120団体

171団体

４

　

国県支出金

　

（1）国庫支出金の状況

　　　

昭和35年度の国庫支出金は4,７７０億円（うち都道府県3,750億

　　

円、市町村1,020億円）で、前年度( 4,136億円）と比べると634

　　

億円（うち都道府県498億円、市町村136億円）、15.4^ (都道府

　　

県15.3％、市町村15.4％）増加した（第26表参照）。

　　　

国庫支出金の内訳は、つぎのとおりである。

義務教育費負担金

生活保護費負担金

普通建設事業費支出金

災害復旧事業費支出金

失業対策事業費支出金

委

　　　

託

　　　

金

そ

　　　

の

　　　

他

　　

合

　　　　

計

35年度

1,228億円

　

494億円

1,353億円

　

850億円

　

228億円

　

141億円

　

476億円

4,770億円

　　

－28－

34年度

1,053億円

　

443億円

1,181億円

　

662億円

　

213億円

　

105億円

　

479億円

4,136億円

増減率

　

16.6％

　

11.4％

　

14.5％

　

28.5%

　

6.9％

　

34.0％

△

　

0.6％

　

15.4％



　　

内容別の構成比は、つぎのとおり･である。

　　　　　　　　　　　　

純計額

　　

箭貰

　

市町村

　　

群議

　

義務教育費負担金

　

25.8％

　

32.1%

　　

2.3％

　

25.5％

　

生活保護費負担金

　

10.4％

　　

5.9％

　

27.1%

　

10.7％

　

普通建設事業費支出金

　　

28.4^

　　

27.7^

　　

31.1％

　　

28.6^

　

災害復旧事業費支出金

　　

17.9％

　　

18.6％

　　

15.0％

　　

16.0％

　

失業対策事業費支出金

　　

4.8％

　　

2.m

　　

12.8％

　　

5.2％

　

委

　　　

託

　　　

金

　　

2.9％

　　

3.2％

　　

2.1％

　　

2.6％

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

9.8％

　　

9.9％

　　

9.6％

　　

11.4％

　　

合

　　　　

計

　　　

100.0％

　

100.0％

　

100,0％

　

100.0％

（2）都道府県支出金の状況

　　

市町村の歳入決算における都道府県支出金は429億円（前年度362

　

億円）で、うち国庫支出金を伴うものは318億円（前年度259億

　

円）、都道府県費のみのものは111億円（前年度103億円）である。

　　

前年度と比べると67億円、18.7％増加した。

　　

都道府県支出金の内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　

34年度

　　

普通建設事業費支出金

　　　　

193億円

　　　　　　

171億円

　　

災害復旧事業費支出金

　　　　

109億円

　　　　　　　

77億円

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

127億円

　　　　　　

114億円

　　　

合

　　　　

計

　　　　　　

429億円

　　　　　　　

362億円

５

　

使用料、手数料

　

（1）使

　

用

　

料

　　　

昭和35年度の使用料収入額は459億円（うち都道府県280億円、

　　

市町村179億円）である。前年度(423億円）と比べると36億円、

　　

8.5％増加した。

　　　

使用料収入の内訳は、つぎのとおりである。

高等学校授業料

その他授業料

公営住宅使用料

発電水利使用料

保育所使用料

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

35年度

　

146億円

　

15億円

　

94億円

　

45億円

　

28億円

　

131億円

　

459億円

－29－

34年度

　

144億円

　

12億円

　

80億円

　

42億円

　

25億円

　

120億円

　

423億円



　

（2）手

　

数

　

料

　　　

昭和35年度の手数料収入額は216億円（うち都道府県123億円、

　　

市町村93億円）である。前年度(189億円）と比べると27億円、

　　

14.3％増加した。

　　　

手数料収入のうち、法令に基づく手数料収入は99億円（前年度81

　　

億円）で、条例に基づくものは117億円（前年度108億円）であ

　　

る。

６

　

地

　

方

　

債

　

（1）地方債計画

　　　

昭和35年度では、従来、国の直轄事業に伴う地方団体の負担金の

　　

納付方法としてとられてきた交付公債制度が改められ、道路､港湾、

　　

治山治水にかかる特別会計分（負担金203億円）は全廃し、一般会

　　

計分（負担金45億円）は存続され、全廃された特別会計分は普通会

　　

計債のうちの直轄事業債（160億円）に振り替えられた。

　　　

昭和35年度の普通会計分の地方債計画額（交付公債を除く）。は当

　　

初計画額720億円、修正計画額n4億円、最終計画額834億円であ

　　

るが、その内訳はっぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　

当初計画

　　

修正計画

　　

最終計画

　

一般補助事業債

　　　

120億円

　　　　

－

　　

120億円

　

災害復旧事業債

　　　

215億円

　　

53億円

　　

268億円

　

義務教育施設整備事業債

　　　　

145億円

　　　

56億円

　　

201億円

　

一般単独事業債

　

その他

　　　　　

80億円

　　　

5億円

　　　

85億円

　

直

　

轄

　

事

　

業

　

債

　　　　

160億円

　　　　　

－

　　

160億円

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

720億円

　　

114億円

　　

834億円

　

資金

　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　　　

470億円

　　　

75億円

　　

545億円

　　

。

|

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　　

250億円

　　　

39億円

　　

289億円

　

内訳

　

公

　　　　　　　

募

　　　　　

な

　

し

　　　

な

　

し

　　　

な

　

し

　

（2）許可状況

　　　

昭和35年度において地方債計画に基づいて許可されたものおよ

　　

び計画外の枠外債の許可額は合計1･ 056 億円（うち都道府県556億

　

円、市町村500億円）で、その事業別内訳は、つぎのとおりであ

　　

る。
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地方債計画によるもの

　

一般補助事業債

　

災害復旧事業債

　

義務教育施設整備事業債

　

一般単独事業債その他

　

債
債

計
業

　

計

　

．
公

　

事

総

　

額

122億円

254億円

207億円

120億円

703億円

156億円

　

38億円

897億円

都道府県

72億円

182億円

　

9億円

　

41億円

304億円

143億円

　

35億円

482億円

市町村

50億円

72億円

198億円

　

79億円

399億円

　

13億円

　

3億円

415億円

枠

　

外

　

債

　

消防施設整備事業債

　　　　

18億円

　　　　

2億円

　　　　

16億円

　

厚生年金還元融資

　　　

54億円

　　　

22億円

　　　

32億円

　

電

　　

力

　　

出

　　

資

　　　　

26億円

　　　　

10億円

　　　　

16億円

　

住宅金融公庫

　　　

19億円

　　　

8億円

　　　

11億円

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

42億円

　　　　

32億円

　　　　

10億円

　　　

合

　　　　

計

　　　　　

159億円

　　　　

74億円

　　　　

85億円

(3)発行状況

　　

昭和35年度における地方債の発行額は991億円(交付公債を含む。)

　

で、前年度(1, 001億円)と比べると10億円減少した(第29表参照)。

　　

昭和35年度において発行された地方債の事業別内訳は、つぎのと

　

おりである。

一般補助事業債

災害復旧事業債

義務教育施設整備事業債

一般単独事業債

枠

　　　　

外

　　　　

債

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

小

　　　　

計

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　

合

　　　　

計

純計額

143億円

269億円

166億円

111億円

　

73億円

198億円

960億円

　

31億円

991億円

31－

都道府県

　

88億円

190億円

　

9億円

　

40億円

　

22億円

148億円

497億円

　

28億円

525i(円

市町村

　

55億円

　

79億円

157億円

　

71億円

　

51億円

　

53億円

466億円

　

3億円

469億円



その資金内訳･は、つぎのとおりである。

資金運用部

簡旅保険局

市

　

中

　

銀

　

行

交

　

付一

　

公

　

債

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

2,000

ﾕ,500

ﾕ,000

S00‘

Ｏ
・
0
0
0
0
0
0

　
　

l
c
≪
i
　
C
O

　
　

一
一
｝

純計額

594億円

275億円

　

50億円

　

31億円

　

41億円

991億円

都道府県

　

333億Fl

　

135億円

　

14億円

　

28億円

　

15億円

525億円
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地方債の現在高等の状況(総計)

市･町村

261億円

140億円

　

36億円

　

3億円

　

29億円

469億円

７

　

その他の歳入

　

（1）繰

　

越

　

金

　　　

昭和35年度の繰越金は744億円（うち都道府県431億円、市町村｀

　　

313億円）で、前年度(581億円）と比べると163億円（うち都道

　

府県107億円、市町村56億円）、28.1%増加した。

　

（2）財産収入

　　　

昭和35年度の財産収入は478 #円で、前年度(369億円）と比べ

　　

ると109億円、29.5^増加した。
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（3）分担金、負担金および寄附金

　　

昭和35年度の分担金、負担金収入は122億円で、前年度（95億

　

円）と比べると27億円、28.5％増加した。

　　

昭和35年度の寄附金収入は189億円で、前年度(170億円）と比

　

べると19億円、ｎ.4％増加した。

（4）繰

　

入

　

金

　　

昭和35年度の繰入金は284億円（うち都道府県99億円、市町村

　

185億円）で、前年度(253億円）と比べると31億円（うち都道府

　

県△１億円、市町村32億円）、12,1％増加した。

　　

昭和35年度の繰入金の内訳はつぎのとおりで、収益事業会計より

　

の繰入が58.1％を占めている。

財産金繰入

財産区繰入

他会計繰入

　

公営企業会計

　

法適用外の

　

公営企業会計

　

準公営企業会計

　

収益事業会計

　

その他会計

　

合

　　　

計

総

　　

額

　

64億円

　

12億円

208億円

　

24億円

　　

2億円

　

16億円

　

165億円

　　

1億円

　

284億円

都道府県

　

20億円

　　　

－

　

79億円

　

11億円

　　

1億円

　　

7億円

　

60億円

　　　

－

　

99億円

市町村

　

44億円

　

12億円

　

129億円

　

13億円

　　

1億円

　　

9億円

　

105億円

　　

1億円

　

185億円

　

前年度と比べると財産金繰入金３億円、他会計繰入金28億円（う

ち収益事業会計28億円）、計31億円増加した。

　

他会計からの繰入金を繰入目的別にみると、つぎのとおりであ

る。

運転資金繰入

収益金繰入

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

総

　　

額

　　

6億円

　

172億円

　

30億円

　

208億円

都道府県

　

6億円

　

61億円

　

12億円

　

79億円

市町村

　　　

－

　

111億円

　

18億円

　

129億円

　

前年度と比べると収益金繰入23億円、その他５億円、計28億円増

加した。

　　　　　　　　　　　　

－33－



（5）雑

　

収

　

入

　　

昭和35年度の雑収入は1,122億円で、前年度(863億円）と比べ

　

ると259億円、30.0％増加した。

　　

雑収入の内訳は、つぎのとおりである。

金
金
金
入
金
入
他

収

　

代
収
算
収

　

ト

回

　

払
子
加
業

金
付
売
利
弘
事
の

付

　

品
金
滞
託

　

合

貸
納
物
預
延
受
そ

35年度

　

474億円

　

90億円

　

87億円

　

60億円

　

63億円

　

94億円

　

254億円

1,122億円

34年度

348億円

　

55億円

　

75億円

　

45億円-

　

57億円

　

59億円

224億円

863億円

四

　

歳出決算の状況

　

０

　

日的別歳出の構成

　　　

昭和35年度の歳出純計決算額は１兆9,249億円で，前年度より3,010

　　

億円，18.5％増加したが，その目的別内訳は，つぎのとおりである（第

　　

31表参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　

34年度

　　　

増減率

　　　

議

　　　

会

　　　

費

　　　　

199億円

　　　　

164億円

　　　　

21.5％

　　　

庁

　　　　　　　

費

　　　

2,568億円

　　　

2,278億円

　　　　

12.7^

　　　

警

　

察

　

消

　

防

　

費

　　　

1,132億円

　　　　

983億円

　　　　

15.2^

　　　

土

　　　

木

　　　

費

　　　

3,331億円

　　　

2,621億円

　　　　

27.1%

　　　

教

　　　

育

　　　

費

　　　

5,285億円

　　　

4,477億円

　　　　

18.0％

　　　

社会及び労働施設費

　　　

1,886億円

　　　

1,733億円

　　　　

8.8％

　　　

保

　

健

　

衛･生

　

費

　　　　

448億円

　　　　

391億円

　　　　

14.5％

　　　

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　　

2,062億円

　　　

1,679億円

　　　　

22.8^

　　　

公

　　　

債

　　　

費

　　　

1,005億円

　　　　

991億円

　　　　

＼.Wo

　　　

前年度繰上充用金

　　　　

110億円

　　　　

108億円

　　　　

1.9％

　　　

そ

　　　

の

　　

他

　　　

1,223億円

　　　　

814祖円

　　　

50.4％

　　　　　

合

　　　

計

　　　

１兆9,249億円

　

１兆6,239億円

　　　　

18.5邨

34－
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目的別歳出の状況

土

　　

庁
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費
！
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増加額の内訳の主なものを前年度と比べると、つぎのとおりである。

費
費
費
費

　

防

　

消
木
育

　

察

庁
警
土
教

社会及び労働施設費

費
費
費

済経
産
債

業産
財
公

前年度

そ

繰上

　

の

充用金

　　

他

合

　　　

計

　　　

増

　

加

　

額

35年度

　　

34年度

　

290億円

　

149億円

　

710億円

　

808億円

　

153億円

　

383億円

　

167億円

　　

14億円

　　

2億円

　

334億円

3,010億円

　

208億円

　

68億円

　

459億円

　

317億円

　

210億円

　

210億円

　

16億円

　

63億円

　

25億円

　

107億円

1,683億円

　

増加額の構成比

35年度

　

34年度

　

9.6％

　

5.0％

23.6^

26.8％

　

5.1％

12.7％

　

5.5％

　

0.5％

　

0.1％

11.1％

100.0％

　

純計決算額１兆9,249億円の目的別構成比の主なものは、

りである。

　　

12.4％

　　

4.0％

　　

27.3憚

　

"18.Wo

　　

12.5%

　　

12.5％
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目的別歳出の増減状況
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目的別歳出の増減額構成比
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生
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産

　

業

　

経

　

済

　

費

公

　　　

債

　　　

費

前年度繰上充用金

そ

　　　

の

　　　

他

　　

合

　　　

計

35年度

　　

1.0％

　

13.4％

　

5.9％

　

17.3％

　

27.5%

　　

9.8％

　　

2.3％

　

10.7％

　　

5.2％

　　

0.6％

　　

6.3％

　

100.0％

34年度

　

1.0％

　

14.0％

　

6.0％

　

16.1％

　

27.6％

　

10.7％

　　

2.m

　

10.3％

　　

6.1％

　　

0.7％

　　

5.1％

　

100.0％

　

目的別歳出の主なものの推移を昭和31～33年度までの平均を100とす

る指数でみると、つぎのとおりである。
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目角.別歳出の構成"

邪道府県’ ぷ町付

§

　

目的別経費の内容

　

１

　

警

　

察

　

費

　　

（1）警察費の内容と財源

　　　　

警察費の純計額は818億円（前年度702億円）で、全額都道府県

　　　

の経費である。前年度と比べると116億円、16.､6％増加しだ

　　　

警察費９性質別内訳は、つぎのとおりである（第32表参照､）。

人

　

件･費

物

　

・件

　　

費

普通建設事業費

そ

　

．の

　　

他

　

合

　　　

計

　

財源内訳は、

国庫支出'金

使用料、手数料

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

　　

35年度

658億円

　　

80.5％

104億円

　　

12.7^

　

35億円

　　

4.3％

　

21億円

　　

2.5％

818億円

　

100.0％

　

3S年度
37億円
30億円
16億円
735億円

4｡5％

3.7％

1.9％

89.

818億円' 100

　

－38－

9％

O姉

　

34年度
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79.9^

94億円

　　

13.4％

26億円

　　

3.7％
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3.0硲
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100.0斧
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であり、一般財源等の増加(104億円）の93.3^が人件費の増加（97

　　

億円）に充てられている。

　

（2）警察職員教

　　　

都道府県の警察職員のうち、警視正以上の階級にある地方警察官

　　　

（定員280人）は国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員は

　　

地方公務員で、都道府県がその給与を負担している。これら地方警

　　

察職員のうち警察官は、政令で定員（13万１千人）および階級別定

　　

｡員の基準が定められている。昭和36年５月31日現在の地方警察職員

　　

は14万９千人（前年度14万６千人）で、うち警察官は、12万９千人

　　

（前年度12万６千人）である（第33表参照）。

２

　

消

　

防

　

費

　

（1）消防費の内容と財源

　　　

消防費の純計額は314億円（前年度281億円）で、その大部分が

　　

市町村の経費である。前年度と比べると33億円、ｎ．８％増加し

　　

た。

　　　

消防費の性質別内訳は、つぎのとおりである（第36表参照）。

費
費

件
件

人
物

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　

財源内訳は、

　

35年度

182億円

　　

57.9％

55億円

　　

17.5％

59億円

　　

18.8％

18億円

　　

5.8％

314億円

　

100.0％

　

34年度

155億円

　　

55.3％

53億円

　　

18.9％

54億円

　　

19.1％

19億円

　　

6.7％

281億円

　

100.0％

　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　

34年度

　

国庫支出金

　　　　

6億円

　　

2.0％

　　　

6億円

　　

2.3％

　

地

　　

方

　　

債

　　　　

17億円

　　

5.4％

　　　

14億円

　　

5.0％

　

その他特定財源

　　　　

22億円

　　

6.9％

　　　

18億円

　　

6.1％

　

一般財源等

　　　

269億円

　

85.7％

　　

243億円

　

86.6％

　　

合

　　　

計

　　　　

314億円

　

100.0％

　　

281億円

　

100.0％

　

である。

（2）消防職員数

　　

昭和36年５月31日現在の消防職員数は３万９千人（前年度３万8
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y／千人）である（第37表参照）‘。

(3)ニ消防施設の状況

　　　

昭和35年度末の消防ポンプ等の保有台数は84,779台である。前年一

　　

度と比べるとポンプ自動車(562台）、救急車等の特殊自動車（68

　　

台）、可搬動力ポンプ( 2,873台）が増加し、手引ガソリンポンプ

　　

(831台）､-腕用ポンプ(1, 397台）が減少し、機動力が強化され･

　

＝たが、基準台数にばなお達していない。

３

　

土

　

木

　

費

　

（1）土木費の内容と財源

　　　

土木費の純計額は3,331億円（前年度2,621億円）である。前年

　　

度と比べると710億円、27.1％増加した。

　　　

土木費の目的別内訳は。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　

34年度

　

道路橋りよう費

　　

1,117億円

　　

33.5％

　　

914億円

　　

34.9％

一

　

河

　　

川

　　

費

　　　

331億円

　　

9.9％

　　

211億円

　　

8.0％

　

砂

　　

防

　　

費

　　　

103億円

　　

3.1％

　　　

84億円

　　

3.2％

　　

･-

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

224億円

　　

6.7％

　　

162億円

　　

<o.2%

　

都市計画費

　　　

496億円

　

14.9^

　　

378億円

　

14.4％

　

災害土木費

　　　

834億円

　

25.1%

　　

726億円

　

27.7^

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

226億円

　　

6.8％

　　

146億円

　　

5.6％

　　

合

　　　

計

　　　

3,331億円

　

100.0％

　

2,621億円

　

100.0％

　　

で、前年度と比べると道路橋りよう費（203億円、22.2%)、河川

　　

費(120億円、56.9％）、都市計画費（n8億円、31.2％）、災害土

　　

木費（108億円、14.9^)等の増加が著しい（第40表参照）。

　　

土木費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

投資

　

的

　

経

　

費

　　

2,994億円

　　

89.9％

　　

2,358億円

　　

90.0％

　　

普通建設事業費

　　

2,053億円

　　

61.6％

　　

1,551億円

　　

59.2^

　　

災害復旧事業費

　　　

822億円

　　

24.7^

　　　

703億円

　　

26.8%

　　

受託事業費

　　　

69億円

　　

2.Wo

　　　

56億円

　　

2.2％

　　

失業対策事業費

　　　　

50億円

　　

1.5％

　　　　

48億円

　　

1.8％

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

208億円

　　

6.3％

　　　

179億円

　　

6.8％

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

129億円

　　

3.8％

　　　　

84億円

　　

3.2％

　

合

　　　

計

　　　　　

3,331億円

　

100.0％

　　

2,621億円

　

100.0％
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で、前年度と比べると普通建設事業費が502億円（増加額中の70.7

％）、災害土木事業費が118億円（増加額中の16.m)増加した。

　

財源内訳は、つぎのとおりである。

ぱ
門
謡
‥

号
億
√
黙

ム
∵
∵

国
分
お
財
地
そ
Ｉ

地方道路譲与税

そ

　　

の

　　

他

合

　　　

計

　　

35年度

1,317億円

　

39.5^ '

　

79億円

　　

2.1%

　

60億円

　　

＼.Wo

　

436億円

　　

13.1％

　

218億円

　　

6.6％

1,221億円

　　

36,6％

　

188億円

　　

15.4％

1,033億円

　　

21.2％

3,331億円

　

100.0％

　　

34年度

1,123億円

　　

42.8％

　

82億円

　　

3.1％

　

53億円

　　

2.0％

　

272億円

　　

10.4％

　

171億円

　　

6.6％

　

920億円

　　

35.1％

　

155億円

　　

16.8％

　

765億円

　　

18.3％

2,621億円

　

100.0％

（2）道路橋りよう費

　

（ｱ）道路橋りよう費の内容

　　　

道路橋りよう費の純計額は1,117億円で、前年度と比べると

　　

203億円、22.2^増加した。

　　　

道路橋りよう費の性質別内訳は、

普通建設事業費

　

補助事業費

　

単独事業費

費
費
他

業
修

　

計

事
補
の

託
持

　

合

受
維
そ

　　　

35年度

　

852億円

　　

76.3％

　

549億円

　　

49.1％

　

303億円

　　

27.2%

　

35億円

　　

3.1％

　

181億円

　　

16.2％

　

49億円

　　

4.4％

1,117億円

　

100.0％

　　

34年度

690億円

　　

75.4^

457億円

　　

50.0％

233億円

　　

25.4^

　

29億円

　　

3.2％

157億円

　　

17.2％

38億円

　　

4.2％

914億円

　

100.0％

　

でヽ前年度と比べると補助事業費が92億円(増加額中の45. ?,%)、

　

単独事業費が70億円(増加額中の34.5%)増加した(第41表参照)。

(ｲ)道路の現況

　　

昭和36年３月31日現在の道路の現況はつぎのとおりで、逐年わ

　

ずかずつではあるが整備されてきている。しかし、昭和34年度に

　

対する昭和35年度の国内貨物のトラック輸送実績の増加(トンキ
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゜当り23.8％増），一国内旅客のノiス輸送実績ゐ増加″（人キロ当り

6.9％増）等の状況よりみるも，まだ，極めて低い水準に｡止つで

いる（第42表参照）。

　

国道（地方団体の維持管理するもののみ｡）

　　

18,279km

　　　　　　　　　　　　　　　

35年度’

　　

改良済延長（率）

　　　　

8,331km

　

45.6^

　　

舗装済延長（率）

　　　　

5,228km

　

28.6^

　　

自動車交通不能延長（率）

　　

93km

　

0.5勿

　

主要地方道

　　　　　　　　　　　　　　　　　

26,757km

改良済延長（率）

舗装済延長（率）

　　

35年度

11,511km

　

43.0％

3,845km

　

14.4%

　

自動車交通不能延長（率）

　

716km

　

2.1%

都道府県道（主要地方道を除く。）

　　　　　　

93,774km

　　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　

改良済延長（率）

　　　　

19,038km

　

20.3％

　

舗装済延長（率）

　　　　

4,886km

　

5.2％

　

自動車交通不能延長（率）

　

9,860km

　

10.5％

市町村道（主要地方道を除く。）

　　　　　　　

846.949km

　　　　　　　　　　　　　　　

35年度，

　

改良済延長（率）

　　　　

86,619km

　

10.2％

　

舗装済延長（率）

　　　　

16,719km

　

2.0％

　

自動車交通不能延長（率) 397,182km　46.9%

合

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

985,759km

　　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　

改良済延長

　　　　

舗装済延長

　　　　

自動車交通不能延長

(ｳう

　

橋りようの現況

125,499km

　

12.7%

　

30,678km

　

3.1％

407,851km

　

41.4%

34年度

　

41.6％

　

12.8%

　

2.Wo

34年度

　

20.1％

　

5.m

　

10.9％

34年度

　

7.2％

　

1.3％

　

49.4^

　

昭和36年３月31日現在の橋りようの現況は、つぎのとおりであ

る(第43表参照)。

国道（地方団体の維持管理するもののみ｡）

永久橋の比率

重量制限橋の比率

　

橋

　

数

　

84.4%

　　

9.5勿

一42－

延

　

長

88.2^

.6,2％

　

17,441橋

295,126m

じ

ｉ

｜

レ



主要地方道

　　　　　　　　　　　　

橋

　

数

　　　　　　　　　　

35年度

　　

34年度3

　

永久橋の比率

　　

77.3^

　　

74.6^

　

重量制限橋の比率13.8％

　　

14.5％

都道府県道（主要地方道を除く。）

　　　　　　　　　　　　

橋

　

数

　　　　　　　　　　

35年度

　　

34年度

　

永久橋の比率

　　

62.7^

　　

60.2％

　

重量制限橋の比率21.7^

　　

20.6％

市町村道（主要地方道を除く。）

合

　　　　　　　　

橋

　

数

永久橋の比率

　　

46.4％

重量制限橋の比率21.7^

　　　

計

　　　　　　　　　　　　

橋

　

数

　　　　

永久橋の比率

　　

51.1％

　　　　

重量制限橋の比率21.0％

国

　

道路の整備状況

　　

延

　

5年度

77.6^

13.5％

　

23,814橋

348,390 m

　

長

　　

34年度

　　

75.3%

　　　　　

78, 795橋

　　　　　

956,090 m

　　　　

延

　

長

　

35年度

　　

34年度

　

58.6%

　　

55.8％

’23.3％

　　　　　

444,533橋

　　　　

3,184,271m

　

延

　

長

　

35.9％

　

23.8%

　　　　　

564, 583fiS

４
長

　

延
48.

21.

8％

8％

783,877 m

　

昭和35年度においては1,117億円の資金を投じて道路橋りよう

の整備が行なわれたが、その整備状況はつぎのとおりで、いずれ

も微微たる状況である。

国

　　　

道

　

；

　　　　

Ｉ

(総延長に対する比率)

主要地方道

(総延長に対する比率)

新設延長

　

117km

75km

都道府県道(主要地方道を除く。)

　　　　　　　　　　　　　

1,754km

(総延長に対する比率)

市町村道(主要地方道を除く

(総延長に対する比率)

9,948km
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改良延長

　

375km

　

(2.1％)

　　

383km

　

(1.4％)

　

618km

　

(0.7％)

27,461km

　

(3.2％)

舗装延長

　

650krn

　

(3.6％)

　

513km

　

(1.9％)

558km

　

(0.6％)

7,425km

　

(0.9％)



ぼ

50

Ｓ

　

(34)｡1秘｢同道には、

直轄道路を含む。

,第18図．道

　　

路

　　

延”長

第19図道

　

路

　

の

　

現

　

況

　 　 　

直 轄 道 路 を 含 む ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　

－

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

！

" ･ 1 1 : Q ; :

　

， 1 ･

　 　 　

･ : ｊ

　

; 謡

　 　

圧

　

自

恕

　

ぷ :

　 　

心

　

弓 l

　 　

慾 ﾖ

　

阿 ‘ .

　

．

　 　

● ● ● ● ● - ● ■

　 　 　 　 　

・ J

　 　

/

　 　

. ・ ゜

･ ● ‘ ● ･ . ' ● ' ‘ ヽ "

　

' I ' ・

　

● . φ
ｌ ･ 3 : C 　 : ; . : ｉ 　 　 　 Ｓ 　 ａ ; 芸 　 　 　 I ゛ 　 　 　 　 . ; : ; i " 　 ･ 1 ･ .

　

35

　

34

一級国道

35

　

34
二級圓道

35

　

34
主翼地方迫

3５

　

１ｆ

　　

’35

　

34゛‘

　　

35‘
一

　　

般

　

卜一

　　

般

　

合
都道府県這．１声町村４
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34｀

恥｀

　
　

ご
″

‐
旨
屠

5
0

　
　
　
　
　

伽

　
　

０

　　　　　　　

一般市町村道.

　　　　　　　

846,949(85.9)

　　　　　　　　

･市町村泣

　　　　　　　　

847.101(85.9)

　　　　　　　　

泣跳火延ｎﾆ

　　　　　　　　

985,759km

　　　　　　　　　

(100,0％)・

　　　　　　

●

　　　　　　　　

.

　　　　　　　　　　　

郡道府川道‘.

　　　　　　　　　　　　

120,379tn

　　　　　　

都道吋県

　　　　　　　　　　　

B(i2:2)tia

　　　　　

主要地方泣

　　　　　　　　　　　　　

93,774

　　　　　　

26,605 (2.7)･・

　　　　　　　　　　　　

・5)ｙ
_二些些亙包

心立

　　　　　　　　　　　　

.

　　　

18,279 (1.9)



圀

　

橋‾りようの整備状況

　　

昭和35年度中の橋りようの新設、架換および改築の状況は、つ

　

ぎのとおりである。

設
橋
橋
橋
換
築

　

久

　
　

合

　

永
木
混

新

　
　
　
　

架
改

　　　

合

　　　

計

　

（全橋りように対する比率）

（3）河

　

川

　

費

　

ぐア）河川費の内容

橋

　　

数

　

2,211

　

1,334

　　　

802

　　　

75

　

8,189

　

5,522

　

15,922

　

2.8％

延

　　

長

38,678m

26,372m

11,064m

　

1,242m

180,109m

　

80,191m

298, 978m

　　

6.2％

　

河川費の純計額は331億円で、前年度と比べると120億円､56.9

％増加した。

　

河川費の性質別内訳は、

普通建設事業費

　

補助事業費

　

単独事業費

維持補修

そ

　　

の

　

合

　　　

計

費
他

　

35年度

293億円

　

88.6％

253億円

　

86.3％

40億円

　

2.3％

11億円

　

3.5％

27億円

　

7.9％

331億円100.0％

　

34年度

178億円

　

84.2^

145億円

　

81.5％

　

33億円

　

2.1%

　

13億円

　

6.2％

　

20億円

　

9.6％

211億円100.0％

　　

で、前年度と比べると普通建設事業費がn5億円、64.6％増加

　

した(第44表参照)。

(ｲ)河川施設の整備状況

　　

昭和35年度における河川施設の整備状況は、つぎのとおりであ

　

る(第45表参照)。

　

堤

　　　　

防

　

崖

　　　　

岸

　

掘さくおよび浚せつ量

（4）砂

　

防

　

費

　

新設延長

44万８千m

19万９千ｍ

　

改良延長

51万８千m

44万１千ｍ

1,173万ｍ3

砂防費の純計額は103億円で、前年度と比べると19億円、22.6%
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増加した(第46表参照)。

　　

砂防費の性質別内訳は√

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　

34年度

　

普通建設事業費

　　　　　

99億円

　　

96.2^

　　

81億円

　　

96.3噸

　　

補助事業費

　　　　　

96億円

　　

93.2%

　　

79億円

　　

94.0知

　　

単独事業費

　　　　　　

3億円

　　

3.0％

　　

2億円

　　

2.3％

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

4億円

　　

3.8％

　　

3億円

　　

3.7形

　

合

　　　

計

　　　　　　

103億円

　

100.0％

　　

84億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると普通建設事業費が18億円、22.2^増加した。

(5)港

　

湾

　

費

　

(ｱう

　

港湾費の内容

　　　

港湾費の純計額は224億円で、前年度と比べると62億円、38.3

　　

叫増加した(第48表参照)。

　　　

港湾費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　

34年度

普通建設事業費

　　　　　

176億円

　　

78.5％

　

124億円

　　

76.7％

　　

補助事業費

　　　　　

125億円

　　

55.8%

　　

88億円

　　

54.3％

　　

単独事業費

　　　　　

51億円

　　

22.7^

　　

36億円

　　

22.4^

受託事業費

　　　　

13億円

　　

6.0％

　

11億円

　　

6.6％

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

35億円

　　

15,5％

　　

27億円

　　

16.7％

　

合

　　　

計

　　　　　　

224億円

　

100.0％

　

162億円

　

100.0％

　　

で、前年度と比べると補助事業費が37億円、42.0％、単独事業費

　　

が15億円、41.6％増加した。

　

(ｲ)港湾施設の現況

　　　

昭和35年度末における港湾総数は1,081港で、うち特定重要港

　　

湾12港、重要港湾73港、地方港湾996港である。

　　　

これらのうち、地方団体の管理するものの施設の昭和35年度末

　　

の現況は、つぎのとおりである(第表49参照)。

　　　　

防波堤等外かく施設の延長

　　

3,217km (うち改良済1,461km)

　　　　

小型船けい船岸の延長

　　　　　

623km

　　　　

大型船けい船岸の延長

　　　　　

98kni

　　　　

臨港道路の延長

　　　　

561km

　　　　

臨港軌道の延長

　　　　

286km

　　　　

役務提供用船舶

　　　　

171隻

　　　　　　　　　　　　

－46－



　

港湾資産と貨物取扱量の比率（原単位）の推移は、つぎのとお

りである。

9～11年度平均

31～33年度平均

34年度

35年度

皿鑓(jぬぶ)
４億６百万円

６億２千万円

６億７千３百万円

７億１千万円

　　

貨物取扱量

２ｲ意１千万トン

３億２百万トン

３億５千９百万トン

４億３千９百万トン

　

原単位

１円93銭

２円５銭

１円88銭

１円62銭

（ｳ）港湾施設の整備状況

　　

昭和35年度における港湾施設の整備状況は、つぎのとおりであ

　

る（第49表参照）。

　　　　　

防波堤等外かく施設の新設・改良延長

　　　　　

小型船けい船岸施設の新設・改良延長

　　　　　

大型船けい船岸施設の新設・改良延長

　　　　　

浚

　

せ

　

つ

　

量

㈲

　

都市計画費

　

（ア）都市計画費の内容

　　

26km

　　

14km

　　　

6km

13, 725km3

　　

都市計画費の純計額は496億円で、前年度と比べると118億

　

円、31.2％増加した（第51表参照）。

　　

都市計画費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度
普通建設事業費

　　　

460億円

　　

92.8%

　　

347億円

　　

91.8％

　　

補助事業費

　　　

305億円

　　

61.5％

　　

235億円

　　

62.2^

　　

単独事業費

　　　

155億円

　　

31.3%

　　

112億円

　　

29.6%
そ

　　

の

　　

他

　　　　

36億円

　　

7.2％

　　　

31億円

　　

8.2％

　

合

　　　

計

　　　　

496億円

　

100.0％

　　

378億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると補助事業費が70億円、29.7^、単独事業費

　

が43億円、38.4％増加した。

吋）都市計画事業の整備状況

　　

昭和35年度末の都市計画法適用市町村は556市（全都市）、70G

　

町村（町村の24％）、合計1,262団体（前年度末1,195団体）でも

　

る。

　　

昭和35年度における都市計画事業の整備状況はつぎのとおり
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ヤ、区画整理は全体計画の17.7弘都市下水路は全休計画の43.5

％が実施済である（第52表参照）。

　　　　　　

全体計画

fgR＼^ 5.143.05kn.^

緊新詣

　

36,246km

都市下水路
（要排水面積) 16,596.68km2

　

4

　

教

　

育

　

費

　

（1）教育費の内容と財源

35年度実施事業

　　

160.62km2

　　

708km

(延

　

長)

　

109,932m

35年度末実施済

　　

908.94km2

　　　

5,883km

　

7,215.67km2

　

教育費の純計額は5,285億円（前年度4,477億円）である。前年

度と比べると808億円、18.0％増加した。

　

教育費の目的別内訳は、

小

高

中
小
中
等

全
定

校
校
校

学
学
学

校
日
時

学

大

　　

学

費
費
費
費
制
制
費

社会教育費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　　

351年度

3,804億円

　　

72.0％

2,318億円

　　

43.9^

1,486億円

　　

28.1％

　

873億円

　　

16.5％

　

717億円

　　

13.6％

　

156億円

　　

2.9％

　

85億円

　　

1.6％

　

112億円

　　

2.＼%

　

411億円

　　

i.m

5,285億円

　

100.0％

　　　

34年度

3,238億円

　　

72.3^

2,106億円

　　

47.0％

1,132億円

　　

25.3^

　

735億円

　　

16.4%

　

602億円

　　

13.4^

　

133億円

　　

3.0％

　

69億円

　　

1.5％

　

89億円

　　

2.0％

　

346億円

　　

7.8％

4,477億円

　

100.0％

で、前年度と比べると中学校費(354億円、31.0％）、全日制高等学

校費（n5億円、19.0％）の増加が著しい（第53表参照）。

　

教育費の性質別内訳は、

人

　　

件

　　

費

物

　　

件

　　

費

維持補修費
扶助費、補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

35年度

3,692億円

　　

69.9%

　

456億円

　　

8.6％

　

67億円

　　

1.3％

　

110億円

　　

2.1%

　

905億円

　　

17.1％

　　

43億円

　　

0.8％

　　

12億円

　　

0.2％

5,285億円

　

100.0％

　　　

－48－

　　

34年度

3,158億円

　　

70.5％

　

413億円

　　

<i.2%

　

62億円

　　

l.Wo

　

94億円

　　

2.＼%

　

707億円

　　

15.8%

　

33億円

　　

0.8％

　

10億円

　　

0.2％

4 477億円　100.0％



であり、前年度と比べると給与改定等のため人件費が534億円（増

加額中の66.Wo)、生徒急増対策等により普通建設事業費が196億

円（増加額中の24.3^)増加した（第53表参照）。

　

財源内訳は、つぎのとおりである。

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

義務教育費国庫負担金

使
分
寄
地
そ
Ｉ

そ

　　　

の

　　　

他

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

35年度

1,365億円

　　

25.8％

1,228億円

　　

23.2^

　

137億円

　　

2.6％

　

181億円

　　

3.4％

　

63億円

　　

＼.2%

　

205億円

　　

3.9％

　

234億円

　　

4.4％

3,237億円

　　

61.3％

5,285億円

　

100.0％

　　

34年度

1,143億円

　　

25.5％

1,053億円

　　

23.5％

　　

90億円

　　

2.0％

　

174億円

　　

3.9％

　　

53億円

　　

＼.2%

　

174億円

　　

3.9％

　

181億円

　　

4.0％

2,752億円

　　

61.5％

4,477億円

　

100.0％

（2）小・中学校費

　

ぐア）小・中学校費の内容

　　　

小・中学校費の純計額は3,804億円で、前年度と比べると566

　　

億円（うち小学校費212億円、中学校費354億円）、17.5%べう

　　

ち小学校費10.1％、中学校費31.0％）増加した。

　　　

小・中学校費の性質別内訳は、

人
物

件
件

費
費

普通建設事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

災害復|ﾛ事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　　

35年度

2,747億円

　　

72.2^

　

292億円

　　

7.7％

　

645億円

　　

17.0％

　

449億円

　　

11.8％

　

196億円

　　

5.2％

　

32億円

　　

0.8％

　

18億円

　　

0.5％

　

14億円

　　

0.3％

　

88億円

　　

2.3％

3,804億円

　

100.0％

　　

34年度

2,363億円

　　

73.0％

　

263億円

　　

8.1％

　

505億円

　　

15.6％

　

342億円

　　

10.6％

　

163億円

　　

5.0％

　

26億円

　　

0.8％

　

16億円

　　

0.5％

　

10億円

　　

0.3％

　

81億円

　　

2.5％

3,238億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると人件費が384億円、16.3％、普通建設事

業費が140億円、27.7%増加した。

　　　　　　　　　　

－49－

金、負担金および

　　　

附

　　　　

金

　　　

方

　　　　

債

・他特定財源

般

　

財

　

源

　

等

合

　　　　

計



児
血
生
徒
数

1f）教員数等の推移、

　　

小・中学校の教員数等について公立義務教育諸学校の学級編成

　

及び教職員定数の標準に関する法律（昭和33年法律第116号）の

　

施行の年度の前年度（昭和32年度）を100とする指数でみると、

　

昭和35年度においてはつぎのとおりである。

教

　　

員

　　

数

児童生徒数

学

　　

級

　　

数

　

一学級当りの教員数、一学級当りの児童、

おりである。

　　　　　　

・

　　

小学校

　　　　　　　　

35年度

　　

34年度

一学級当り教員数

一学級当り児童、生徒数

1,000

500

　

1.21人

　

1.20人

42.2人

　

43.7人

　

中学校

　　　

106

　　　

103

　　　

106

生徒数は、つぎのと

　

中学校

35年度

　　

34年度

1.59人

　　

1.62人

44.7人

　

43.8人

34.3

　

●”゛

第20図

　

小・中学校教員数等の推移

小学校児童数
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吻加校施設の爾況☆

　

’昭和臨鰍５月１日現在の小・中学校の施設め現況はづぎのとお

　

りであ志と齢6表参照j。’

校・

　

舎

うリ鉄1

,不 足

積

　
１
　
舎

面

列
校

　

ご

面 積

小

　

学

　

校.，

4 656万m2

　

559万m2

卜

　

12.0俗≒

C518方m2)，

‘

　

11.1％へ

(163万㎡)

'中

　

馳校

　

2,415万m2

　　

342万m2

　　

. u.i%

　　

(82万m2)

　　　

3.4％

・(242万m2)

国･

　

学校施設の整備状況

　　　　　　

ｊ

　　　

」

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

・

　　　　　　　

／

　　　

咆和35年度における小・中学校施設の整備状況は、つぎめ､とお

　　

りである。

土

取
処

　

取
処

　

’
廸

地
得
分
物
―
得
分

小学校

　

4Q2万m2/

　

41万ｍ2

180万m2

ﾊﾞ89万ftl2.

中･学校

　

631万㎡

　

64万m2

励万砂

32万ｍ2

（3）高等学校費

　

Cﾌ7）高等学校費の内容・

　　　　　　　　　　　

－。

。’

　

Ｉ高等学校費め純計額は873億円で、前年度に比べると138億円、

　　

18.7％増加した。

　　　

高等学校費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　　

､35年度

　　　　　

34年度

　

’人

　　

件

　　

費

　　　

644億円

　　

73.8%

　

546偉円

　　

74.3％

　

物

　

件

　

。費

　

・59億円

　　

6.7％・

　

52億円

　　

7.0％゛

　

普通建設事業費

　　　

M5億円

　　

16.7％

　　

118億円

　　

16.1％

　　　

補助事業費

　　　　

49億円

　

｀5.6％

　　　

39億円

　　

5,j3％

　　　

単独事業費

　　　

レ96億円

　　

11.’1％

　　　

79億円

　　

10.8％

　

そ

　　

の

　　

他∧’

　

25億円

　　

2.m

　　　

19億円

　　

2.6％

　　

合

　

ノ

　

計

　　　　

873億円

　

100.0％

　　

735億円

　

100.0％‘

　　　

７、前年度と比べると人件費が98億円、17.9％、普通建設事業

　　

こ費か27借円、'22. <d%増加した。

　　　

‘’

　　　　　　　　

－51－



　　

高等学校費の特定財源のうち授業料収入降146億円で‘、人件費

　

の22j7％（前年度26.4％）に相当するにすぎない。

什）教員数等の推移

　　

中学校卒業者の高等学校への入学率は、逐年、上昇の傾向をつ

　

づけ、昭和31年度以降の状況は、つぎのとおりである。

　　　　

31年度

　　　

51.9％

　　　　　

34年度

　　　

56.5％

　　　　

32年度

　　　

52.2^

　　　　　

35年度

　　　

59.9％

　　　　

33年度

　　　

55.2％

　　　　　　　

第21図

　

高等学校教員数等の推移
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高等学校の教員数等の増加を昭和31～33年旋平均を100とする

指数でみると、

教
生
学
㈲

数
数
数

員
徒
校

つぎのとおりである。

　　　

35年度
C
Ｏ

Ｃ
Ｏ

0
0
4

1
1
1
0

34年度

　　

106

　　

105

　　

103

　

学校施設の現況

　

昭和36年５月１日現在の高等学校の施設のごこは、つぎのとお

りである（第56表参照）。

校

　　

舎
りぎ言言↓

　　　　

水産実習船

岡

　

学校施設の整備状況

1,230万m2

　

246万m2（20.0％）

　　

98万m2（8,0％）

　

55隻(6, 476トン）

　　　

昭和35年度における高等学校施設の整備状況は、つぎのとおり

　　

である。

　　　　　　　　　　　　

取

　　　

得

　　　　　　　　

処

　　　

分

　

上

　　　　　

地

　　　　　　　

314万m2

　　　　　　　　　　　

四万m2

　

建

　　　　　

物

　　　　　　　

78万m2

　　　　　　　　　　　

24万m2

μ）社会教育費

　

剛

　

社会教育費の内容

　　　

社会教育費の純計額は112億円で、前年度と比べると23億円、

　　

25.6%増加した。

　　　

社会教育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

物

　　

件

　　

費

　　　

33億円

　　

29.6％

　　　　

31億円

　　

34.4%

　

扶助費、補助費等

　　　

18億円

　　

16.2%

　　　　

16億円

　　

17.8％

　

普通建設事業費

　　　

37億円

　　

32.5％

　　　

26億円

　　

29.0％

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

24億円

　　

21.7%

　　　　

16億円

　　

18.8％

　　

合

　　　

計

　　　　

112億円

　

100.0％

　　　　

89億円

　

100.0％

　

槌

　

社会教育施設の現況

　　　

昭和35年度末の地方団体の管理する社会教育施設の現況は、つ

　　

ぎのとおりである。

53－



５

館
’
館
館
堂
設

民

．書
’
物
、
会
’
施

　
　
　
　
　
　

育

公
図
博
公
体

'ﾉ都｀道I

箇丿所数

C
Ｎ
)

O

*
-
l

C
O

a
>

a

y
-
i

Ｃ
Ｏ

　

数

　

一

県
員

府
職

1,525人
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2,282人

　

259人

　

679人

　

574人

社会及び労働施設費

（1）社会及び労働施設費の内容･と財源

　　

社会及び労働施設費の純計額は1,886億円（前年度1,733億円）で

　

ある。前年度と比べるil53億円、8.8％増加した（第60表参照）。

　　

社会及び労働施設費の目的別内訳は、

費
費
費
費
費
他

護
祉

　

助
策

保
福
宅
’
救
対
の

活
童

　

害
業

生
垠
住
災
失
そ

合 計

　

35年度

644億円

　　

34.1％

181億円

　　

9.6％

413億円

　　

21.9^

　

9億円

　　

0.5％

　

391億円

　

248億円

1,886億円

20.7％

13.2％

100.0％

　　　

34年度

　

585億円

　　

33.7%

　

156億円

　　

9jO％

　

378億円

　　

21.8％｀

　

62億円

　　

3.6％

　

347億円

　　

20.0％

　

205億円

　　

11.9％

1,733億円

　

100.0％

　

七、前年度と比べると大規模な災害が少なかったので、‾界害救助

費が減少した。

　

社会及び労働施設費の性質別内訳は、

物Ｉ

　

件

　　

費

扶助費、補助費等

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　

普通建設事業費

　　

災害復旧事業費

　　

受託事業費

　　

失業対策事業費

貸
そ

付
の

金
他

　　　

35年度

　　　　　

34年度

120億円

　　

6.4％

　　

135億円

　　

7.8％

770億円

　

40.8％

　　

711億円ヽ41.0％

822億円

　　

43.6％

　　

747億円

　　

43.1^

406億円

　　

21.5％

　　

371億円

　　

21.4^

　

20億円

　　

＼.＼%

　　　

19億円

　　

＼.＼%

　

7億円

　　

0.4％

　　　

12億円

　　

0.7％

389億円

　　

20.6％

　　

345億円

　　

19.9％

106億円

　　

5.6％

　　　

96億円

　　

5.5％

68億円

　　

3.6％

　　　

44億円

　　

2.<a%

　

合

　　　

計

　　　

1,886億円

　

100.0％

　

1,733億円

　

100.0％

　　　　

，

　

であり，前年度と比べると扶助費,補助費等が59億円（増加額中の

38,7％），失業対策事業費が44億円（増加額中の28. Wo)増加した。
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財源内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　

35年度

国庫支出金

使用料、手数料

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

一一般財源等

　

合

　　　

計

　

924億円

　　

49.0％

　

68億円

　　

3.6％

　

88億円

　　

4.7％

　

214億円

　　

11.3％

　

592億円

　　

31.4％

1,886億円

　

100.0％

　　　

34年度

　

879億円

　　

50.7％

　

59億円

　　

3.4％

　

98億円

　　

5.7％

　

177億円

　　

10.2％

　

520億円

　　

30.0％

1,733億円

　

100.0％

（2）生活保護費

　

ぐア）生活保護費の内容

　　　

生活保護費の純計額は644億円で、前年度と比べると59億円、

　　

10.0％増加した。

　　　

生活保護費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

扶助費、補助費等

　　

617億円

　　

95.8％

　　　

559億円

　　

95.6％

物

　　

件

　　

費

　　　

16億円

　　

2.5％

　　　　

17億円

　　

3.0％

そ

　　

の

　　

他

　　　

ｎ億円

　　

1.1%

　　　　

9億円

　　

1.4％

　

合

　　　

計

　　　　

644億円

　

100.0％

　　　

585億円

　

100.0％

　　

で、前年度と比べると扶助費、補助費等が58億円、10.4％増加し

　　

た。

　

何）被保護者等の推移

　　　　

昭和35年における被保護人員は一ヵ月平均164万人（前年166

　　

万人）で、保護率は人口千人につき17.6人（前年18.1人）である

　　

（第62表参照）。

　　　　

被保護者の各扶助別の状況について、昭和31～33年度平均を

　　　

100とする指数でみるとつぎのとおりで、医療扶助の増加が著し

　　　

い。

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

生

　

活

　

扶

　

助

　　　　　　

96.5

　　　　　　　　　　　

99.6

　

住

　

宅

　

扶

　

助

　　　　　　

98.8

　　　　　　　　　　

100.0

　

教

　

育

　

扶

　

助

　　　　　　

96.7

　　　　　　　　　　　

99.4

　

医

　

療

　

扶

　

助

　　　　　　

122.7

　　　　　　　　　　

115.5

　　　　

生活扶助の支給基礎となる生活扶助基準は、昭和35年４月に

　　　

2.9％引き上げられ、従来の東京都標準５人世帯当り9,346円
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(人)

22

21

20

19

18

17

０

が，9･621 nに?lt_hげられた飢その推移μ，つぎのとおりで

ある。

　　　　　　

。。

第15次改訂（34年４月）

第16次改訂（35年４月）

第17次改訂（36年４月）

　　　

第22図

　

生一活

　

ｲ呆

　

護

　

の

　

状

　

況

２９ ３

　

１;

　　

Ｘ

　　

Ｘ

　　　

Ｘ

　　　

Ｘ

　　　　

Ｘ

183

　

ゝ

S1

凡例

32 33

　

9,346円

　

9,621円

11,352円

←一一

　

保護率

･一一一一破保護人貝

34 35

　　

（午）

(万人〉

210

200

19ひ

180

170

０

160

（3）児童福祉費

　　

児童福祉費の純計額は181億円で、前年度と比べると25億円、

　

16.0％増加した。

　　

児童福祉費の性質別内訳は、

扶助費、補助費等

物

　　

件

　　

費

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　

・計

　　

35年度

97億円

　　

53.5％

35億円

　　

19.6％

24億円

　　

13.2%

25億円

　　

13.7%

181億円

　

100.0％

　　　

¬56－

　　　

34年度

　

86億円

　　

54.9^

　

31億円

　　

20.1％

　

18億円

　　

11.5％

　

21億円

　　

13.5％

156億円

　

100.0％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ゝ

　　　　　

ｆ

　

ｌ
１

ゝ
jx

　　

ゝ

　　

ys.2

　　　　　　　

18.1

　　　　

les"'^-tlﾆj／／　／

こゝゝ

｀ゝゝ､J

　　　　　　　　　

162
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-･

　

一

心
１



で、前年度と比べると扶助費、補助費等が11億円、12.8％増加し

た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

　

児童福祉施設のうち保育所および母子寮の昭和35年度末の状況

は、つぎのとおりである。

保
母

育
子

所
寮

箇所数

　

5,807

　　

516

職員数

25,693人

1,247人

（4）住

　

宅

　

費

　

（ア）住宅費の内容

　　　

住宅費の純計額は413億円で、前年度と比べると35億円、9.3勿

　　

増加した。

　　　

住宅費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

普通建設事業費

　　

327億円

　　

79.4^

　　　

315億円

　　

83.3％

　　　

補助事業費

　　

243億円

　　

58.8％

　　　

238億円

　　

63.0％

　　　

単独事業費

　　　

84億円

　　

20.ら％　　　　７７億円

　　

20.3％

　

災害復旧事業費

　　　

19億円

　　

4.5％

　　　　

16億円

　　

4.1％

　

貸

　　

付

　　

金

　　　

27億円

　　

6,6％

　　　　

23億円

　　

6.1％

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

40億円

　　

9.5％

　　　　

24億円

　　

6.5％

　　

合

　　　

計

　　　

413億円

　

100.0％

　　　

378億円

　

10び｡0％

　

（ｲ）住宅の現況

　　　

終戦後、昭和35年度までの16ヵ年間に692万戸（うち公営住宅

　　

74万戸、その他政府施策住宅149万戸、民間自力建設469万戸）

　　

の住宅が建てられた。

　　　

しかし、昭和33年10月の調査によると全国の住宅難世帯は227

　　

万世帯に達し、特に市部においては６世帯に１世帯の割合と推定

　　

され、大都市の住宅難解消は容易ではない。

　

吻

　

公営住宅等の整備状況

　　　

昭和35年度における公営住宅等の整備状況は、つぎのとおりで

　　

ある｡（第65表参照）。

　　　　　　　　　　　　　

－57－

　　　　　　　　　　

I



　　　　　

｡，

　　　　　　　

S5年度建設戸数

　　　　

35年度末管理戸数
公

　

I営「住

　

宅

　　　　　　　

48,232戸　　　　　　　533,103戸

　　

第

　　

１

　　

種

　　　　　　　

20,941戸　　　　　　　312, 079戸

し

　

第

　　

２

　　

種

　　　　　　　

27,291戸

　　　　　　　

221,024戸
そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　

1,982戸

　　　　　　　　

36,262戸

　　

’合

　　　

計

　　　　　　　　　

50,214戸　　　　　　　569,365戸

（5）災害救助費

　

ぐア）災害救助費の内容

　　　

災害救助費の純計額は９億円で，前年度と比べると53億円減少

　　

した。

　　　

災害救助費の性質別内訳は，つぎのとおりである。

　　　

‘

　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

物

　　

件

　　

費

　　

2億円

　　

22.1%

　　　

30億円

　　　

48.5％

　

扶助費,補助費等

　　

4億円

　　　

45.5％

　　　

20億円

　　　

31.9％

　

積

　　

立

　　

金

　　

2億円

　　　

18.9％

　　　

1億円

　　　　

2.1％

　

そ

　　

の

　　

他

　　

1億円

　　　

13.5％

　　　

11億円

　　　

17.5％

　　

合

　　　

計

　　　

9億円

　　

100.0％

　　　

62億円

　　

100.0％

　

何）災害救助法の適用状況

　　　

昭和35年度中の災害救助法の適用団体数は，延34道府県，87市

　　

町村（前年度，延58都道府県，787市町村）である。

　　　

昭和35年度中の主な災害としては，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（救助法適用団体）

　

Ｉ

　

５

　

月

　　　　

チリ地震津波

　　　　

10道県

　　　　

34市町村

　　

７

　

月

　　　

豪雨水害

　　　

４

　

県

　　　

７

　

町

　　

８

　

月

　　　　

豪雨水害

　　　　

３道県

　　　

11市町村

　　

８

　

月

　　　　

台風12号

　　　　

２

　

県

　　　

12市町村

　　

８

　

月

　　　　

台風16号

　　　　

３

　

県

　　　　

９市町村I

　　

があった。

（6）失業対策費

　

ぐア）失業対策費の内容

　　　

失業対策費の純計額は391億円で、前年度と比べると44億円、

　　

12.7％増加した。

　　　　

’

　　　

失業対策費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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失業対策事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

35年度

389億円

　　

99,5％

352億円

　　

90.0％

　

37億円

　　

9.5％

　

2億円

　　

0.5％

391億円

　

100.0％

　　

34年度

347億円

　

100.0％

319億円

　　

91.9％

28億円

　　

8.1％

　

O億円

　　

0.0％

347億円

　

100.0％

印

　

失業者等の推移

　　

日雇登録者等の状況を昭和31～33年度平均と比べると、つぎの

　

とおりである。

日雇登録者（月平均）

失対吸収人員（一日平均）

（うち一般失対のみ）

平

　　

均

　　

賃

　　

金

月平均就労日数

６

　

保健衛生費

31～33年度平均

　　

48万５千人

　　

24万１千人

　　

(20万２千人)

　　　　　

297円

　　　　　

21日

34

　

年

　

度

53万５千人

25万８千人

(21万８千人)

　　　

334円

　　　

21.5日

35年度

54万５千人

24万人

　

(20万人)

　　

386円

　　

21.5日

(1)保健衛生費の内容と財源

　　

保健衛生費の純計額は448億円で、前年度と比べると57億円、

　

14.5％増加した(前年度より下水道事業費を除くと、106億円、

　

30.0％の増加である。)(第69表参照)。

　　

保健衛生費の目的別内訳は、

結核予防費

環境衛生費

　　

清掃事業費

　　

そ

　

の

　

他

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

35年度

75億円

　　

16.6％

189f≪円

　　

42.2^

152億円

　　

34.0%

　

37億円

　　

8.2％

184億円

　　

41.2%

448億円

　

100.0％

　　

34年度

68億円

　　

17.4％

189噫円

　　

48.3％

109ｲ意円

　　

27.9^

　

80億円

　　

20.4^

134億円

　　

34.3%

391億円

　

100.0％

で、前年度と比べると清掃事業費（43億円、39.4％）の増加が著し

い。
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保健衛生費の性質別内訳ほ、｀

　　　　　　　　

35年度

物

　　

件

　　

費

普通建設事業費

扶助費、補助費等

そ

　　

の

　　

他

　　

合

　　　

計

188億円

　

42.1%

107億円

　

23.9^

　

97億円

　

21.7%

　

56億円

　

12.3％

448億円100.0％

　　

34年度

164億円

　

42.0％

111億円

　

28.4％

　

85億円

　

21.6^

　

31億円

　

8.0％

391億円100.0％

34年度の?5ぢ
下水道事業費･

　　　

1億円

　　　

40億円

　　　

o億円

　　　

8億円

　　　

49億円

で、下水道事業費分を除いて前年度と比べると普遍建設事業費が36

億円（下水道事業費分を除いた増加額中の34.0^)増加した√

　

財源内訳は、つぎのとおりである。

国庫支出金

使用料、手数料

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

　

35年度

　　　

34年度

71億円

　

16.0％

　

70億円

　

17.8％

91億円

　

20.3％

　

86億円

　

22.1^

24億円

　

5.4％

　

34億円

　

8.6％

41億円

　

9.0％

　

24億円

　

6.2％

221億円

　

49.3^ 177億円　45.3％

448億円100.0％391億円100.0％

34年度のうち
下水道事業費

9億円

2億円

16億円

　

6億円

16億円

49億円

　

(下水道事業分については、後に準公営企業の項でのべる。)

(2)保健衛生施設等の状況

　　

保健衛生行政については終戦後著しく改革が行なわれ、各種の施

、設が整備されてきたが、その状況は、つぎのとおりである。

保

　

健

　

所（箇

　

所）

衛生行政従事医師（人）

保健婦および栄養士（人）

結

　

核

　

病

　

床（千床）

精

　

神

　

病

　

床（千床）

伝

　

染

　

病

　

床（千床）

25年

　

691

1,840

20,472

O
J

０
０

Ｃ
Ｏ

０

　

１

　

１

１

30年

　

781

2,622
７

　

β
ｎ
ｙ

　

４

　

４

１

　

Ｏ
Ｑ

T
ｆ

<
Ｍ

Ｏ

　

り
a

C
T
l

Ｃ
Ｍ

35年

　

793

2,632

62, 096

2
5
2
9
5 29

　

国民の保健衛生状態も著しく改善をみ、その主要指標は、つぎ○

とおりである。
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平均寿命
ぶ男

女

出生率(人口千人対比)

死亡率(人口千人対比)

25

　

年

58.0

61.5

28.1

10.9

30’年

63.6

67.8

19.4

7.8

乱J9.矢石店

　

60.1

　　　　　

39.8

伝染病死亡率

　　

３９

　　　　　　

１６
（人口千人対比）

　　　　　　　　

‘

35

　

年

65.4

70.3

17.2

　

7.6

30.7'

1.2

玖晶諜八遮

　

146.4

　　　　　

52.3

　　　　　

34.1

　

なお、､地方団体の管理する保健衛生施設のうち昭和35年度末の診

療所等の状況は、つぎのとおりである。

　

(病院については公営企業会計の項でのべる。)

施
病
衛

(3)･

　　

設

　　

数

床数（床）

　

生

　

車

　

両

結核予防費

診

　　

療

　　

所

　　　　

2,565

　　　　

19,180

隔離･病舎

　　

1,538

　　

27,355
2,606 Cうちレントゲン車290）

　　

結核予防費の純計額は75億円で、前年度と比べると７億円、10.3俗

　

増加した。

　

’

　　

結核予防費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　

35‘年度

　　　　　　

34年度

　

扶助費、補助費等

　　

52億円

　　

69.2^

　　　　

47億円

　　

68.Wo

　

物

　　

件

　　

費

　　

20億円

　　

27.4%

　　　　

19億円

　　

28.0％

　

そ

　　

の

　　

他

　　

3億円

　　

3.4％

　　　　　

2億円

　　

3.m

　　

合

　　　

計

　　　　

75億円

　

100.0％

　　　　

68億円

　

100.0％

（4）環境衛生費

　

ヽ（ｱり

　

環境衛生費の内容

　　　

環境衛生費の純計額は189億円で、前年度と比べるとほぼ同額

　　

である。しかし、前年度分に入っていた下水道事業費（49億円）

　　

は昭和35年度においては準公営事業に組み替えられ、普通会計か

　　

ら繰入金（31億円）を受け入れているので、前年度分から下水道

　　

事業分を除いて比較すると、49億円、35.0％増加した。

　　　

環境衛生費の性質別内訳は、つぎのとおりである（前年度分に
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ついてほ下水廬事巣費を除くｊ･L

　　　　　　　　　

'35年度
届

　

件

　

費

普通建設事業費

そ

　　

ｰの

　　

他

　

合

　　

･一計

85億円

　

, 44.8^

71億円

　　

37.5^

33億円

　　

n.1%

189億円

　

100.0％

　　

34年度

76億円

　　

54.3％

45億円

　　

32.1^

19億円

　　

13.6彭

140億円

　

100.0彭

（ｲ）し尿処理施設の状況

　　

昭和35年度末のし尿処理施設の状況は、つぎのとおりである。

４集率(ｎ詰話‰)

衛生施設処理率

77.8^

(下水道７ン貴‾゛W2入箆十望処警施設処理量)28.8％

　　　

・バキューム車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2,226台

　　　

運搬トラック

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6n台

　

‥なお、特別清掃地域人口(5,112万人）は､､全人口の､54.7勿に

　

相当する。

（ｳ）ごみ処理施設の状況

　　

昭和35年度末のごみ処理施設の状況は、つぎのとおりである。

収集率(談轟長先)
衛生処理率

焼却施設処理量十高速堆肥化施設処理量（

　　　　　

計

　

画

　

処

　

理

　

量

　　　　

‾）

　　　　　　

特殊運搬車

　　　　　　

運搬トラック

７

　

産業経済費

85.8％

41.6％

　

916台

2‘,831台

（1）産業経済費の内容と財源

　　　

産業経済費の純計額は2,062億円（前年度1,679億円）で

　　

前年度と比べると383億円，22.8％増加した（第76表参照）。

　　　

産業経済費の目的別内訳は。
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‘
費
費
費
費
費
費
費
他

　
　

業
業

　
　
　
　

業

ヽ
業
事
事
山
道
港

　

の

　

一

　
　

地
‐
林

　
　
　
　
　

工

　

Ｉ

　

農
耕
造
治
林
漁
頂
そ

合

　　　

計

　　

j5年度

385億円

　　

18.7％

561億円

　　

27.2^

72億円

　　

3.5％

88億円

　　

4.3％

84億円

　　

4.1％

96億円

　　

4.6％

　

493億円

　

283億円

2,062億円

23.9^

13.7％

100.0％

　　　

34年度･

326億円

　　

19.4叫

455億円

　　

27.1^

66億円

　　

3.9形

79億円

　　

4.7形

67億円

　　

4.0％

　

77億円

　

365億円

　

244億円

1,679億円

　

4.6％

21.7^

14.6％

100,0％

で、前年度と比べると耕地事業費(106億円、23.2,%)、商工業

費(128億円、35.1％）の増加が著しい。

　

産業経済費の性質別内訳は、

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

投∇資

　

的

　

経

　

費

　

1,124億円

　　

54.5％

　　　

920億円

　　

54.8％

　　

普通建設事業費

　　

756億円

　　

36.7％

　　　

634億円

　　

37,8％

　　

災害復旧事業費

　　

293億円

　　

14.2％

　　　

229億円

　　

13.6％

　　

受託事業費

　　

72億円

　　

3.5％

　　　

54億円

　　

3.2％

　　

失業対策事業費

　　　

3億円

　　

0.1％

　　　　

3億円

　　

0.2％

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　

384億円

　　

18.6％

　　　

288億円

　　

17.1%

　

扶助費、補助費等

　　

242億円

　　

11.8％

　　　

217億円

　　

12.9^

　

物

　　　

件

　　　

費

　　

210億円

　　

10.2％

　　　

180億円

　　

10,8％

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

102億円

　　

4.9％

　　　　

74億円

　　

4.4％

　　

合

　　　

計

　　　　

2,062億円

　

100.0％

　　

1,679億円

　

100.0％

　　　

で、前年度と比べると投資的経費が204億円(増加額中の53.3％)、、

　　　

貸付金が97億円(増加額中の25.3％)増加した(第76表参照)。

　　　　

財源内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

国

　

庫１

　

支

　

咄

　　

金

　

770億円

　　

37.3％

　　

633億円

　　

37.7^

分担金、負担金および寄附金

　　

90億円

　　

4.4％

　　　

55億円

　　

3.3％

そ

　

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

　

615億円

　　

29.9^

　　

472億円

　　

28.1％

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

等

　

587億円

　　

28.4^

　　

519億円

　　

30.9％

　　　

合

　　　　

計

　　　

2,062億円

　

100.0％

　

1,679億円

　

100.0％

　

(2)農業費

　　　　　　　　　　　

。

　　　

農業費の純計額は385億円で、前年度と比べると59億円、18.1多

　　

増加した。
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農業費の性質別内訳は、

　　　　　　　　　　

35年度

物

　　

件

　　

費

扶助費､補助費等

昔通建設事業費

貸

　　

付

　　

金

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

82億円

　　

21.2^

109億円

　　

28.Wo

72億円

　　

18.7％

41億円

　　

10.6％

81億円

　　

21.1％

385億円

　

100.0％

　　

34年度

65億円

　　

19.8％

96億円

　　

29.6％

58億円

　　

17.6％

38億円

　　

11.8％

69億円

　　

21.2^

326億円

　

100.､O％

　

で、前年度と比べると普通建設事業費が14億円、25.7%、物件費が

　

17億円、26.2^増加した。

･《3)耕地事業費

　　

耕地事業費の純計額は561億円で、前年度と比べると106億円、

　

23.3%増加した。

　　

耕地事業費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

-普通建設事業費

　　

279億円

　　

49.7^

　　　

232億円

　　

51.1％

　　　　

l

　　　

補助事業費

　　

245億円

　　

43.7^

　　　

202億円

　　

44.A%

　　　

単独事業費

　　　

34億円

　　

6.0％

　　　　

30億円

　　

6.7％

　

災害復旧事業費

　　

205億円

　　

36.6％

　　　

160億円

　　

35.2％

　　　

補助事業費

　　

183億円

　　

32.6^

　　　

144億円

　　

31.6％

　　　

単独事業費

　　　

22億円

　　

4.0％

　　　　

16億円

　　

3.6％

　

受託事業費

　　

56億円

　　

9.9％

　　　

44億円

　　

9.6％

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

21億円

　　

■i.m

　　　　

19億円

　　

4.1％

　　

合

　　　

計

　　　

561億円

　

100.0％

　　　

455億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると普通建設事業費が47億円、20.3％、災害復旧

　

事業費が45億円、28.1％増加した。

<4):造林事業費

　

ぐア)造林事業費の内容

　　　

造林事業費の純計額は72億円で、前年度と比べると６億円、9.1

　　

％増加した。

- 64 -



造林事業費の性質別内訳は、

　　　　　　　　

35年度

普通建設事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

61億円

　　

84.1%

45億円

　　

62.5％

16億円

　　

21.6％

11億円

　　

15.9％

72億円

　

100.0％

　　

34年度

56億円

　　

84.3％

42億円

　　

63.6％

14億円

　　

20.7％

10億円

　　

15.7％

66億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると普通建設事業費が５億円、8.9％増加した。

Ｇ）造林事業の実施状況

　　

昭和35年度における地方団体の造林面積は568Km2（うち人工

　

更新465 Km2、天然更新103 Km2）で、全国の造林面積(5,441

　

Km2）の10.5％に相当する。前年度の造林面積（482Km2）と比

　

べると86Km2（うち人工更新41Km2、天然更新40Km2）増加した

　　

（第80表参照）。

（5）治

　

山

　

費

　　

治山費の純計額は88億円で、前年度と比べると９億円、ｎ.4％増

　

加した。

　　

治山費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

普通建設事業費

　　　

75億円

　　

85.3％

　　　　

63億円

　　

80.3％

　　　

補助事業費

　　　

74億円

　　

84.1％

　　　　

62億円

　　

78.5％

　　　

単独事業費

　　　

1億円

　　

＼.2%

　　　　　

1億円

　　

1.8％

　

災害復旧事業費

　　　

9億円

　　

9.8％

　　　　

12億円

　　

15.5％

　　　

補助事業費

　　　

8億円

　　

9.1％

　　　　

11億円

　　

13.9％

　　　

単独事業費

　　　

1億円

　　

0.7％

　　　　　

1億円

　　

1.6％

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

4億円

　　

4.9％

　　　　

4億円

　　

4.2％

　　

合

　　　

計

　　　　

88億円

　

100.0％　　　　79億円

　

100.0％

　

で、前年度と比ぺると普通建設事業費が12億円、19.0％増加した。

（6）林道費

　　

林道費の純計額は84億円で、前年度と比べると17億円、25.4^増

　

加した。

　　

林道費の性質別内訳は、
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35年度＼、

　　　　

34年度Ｉ

　

普通建設事業費｡

　

59億･円

　　

69.7^

　　　　

50億円、7き｡6嶮

　　　

補助事業費

　　　

51億円

　

、60.7勿｀

　　　

45億円

　　

67.'2^

　　　

単独事業費

　　　

8億円

　　

9.0妬

　　　　

5億円

　　

6.4晦

　

災害復旧事業費1

　　

22億円

　　

25.6％

　　　　

15億円

　　

22.4^

　　　

補助事業費

　　　

20億円

　　

23.8％

　　　　

14億円

　　

20.9％

　　　

単独事業費

　　　

2億円

　　

1.8％

　　　　

1億円

　　

1.5％

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

3億円

　　

4.7％

　　　　　

2億円

　　

4.0％

　　

合

　　　

計

　　　　

84億円

　

100.0％

　　　　

67億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると普通建設事業費が９億円、18.0％増加した。

(7)漁

　

港

　

費

　

(ア)'漁港費の内容

　　　

漁港費の純計額は96億円で、前年度と比べると19億円、24.7^

　　

増加した。

　　

､漁港費の性質別内訳は、

普通建設事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

災害復旧事業費

　　

補助事業費

　　

単独事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

35年度

69億円

　　

71.8％

66億円

　　

68.8％

　

3億円

　　

3.0％

22億円

　　

23.0％

22億円

　　

23.0％

　

O億円

　　　

O％

　

5億円

　　

5.2知

96億円

　

100.0％

　　

34年度

61億円

　　

n.m

56億円

　　

72.7%

5億円

　　

5.7勿

12億円

　　

16.0％

12億円

　　

16.0％

　

O億円

　

4億円

77億円

　

で、前年度と比べると普通建設事業費が８億円、

　

旧事業費が10億円、83.3％増加した。

吋）漁港施設の現況

　　

o％

　

5.6％.

100.0％

13.1％，災害復

　

昭和j6年９月１日現在における漁港総数は2,739港で、うち声

１種漁港2,264港、第２種漁港341港、第３種漁港78港、第､4種

漁港56港である。･前年度と比べると15港（うち第２種37港増、第

１種22港減）増加した。。

　

昭和35年度末の漁港施設の現況は、つぎのとおりである。
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防波堤等外かく施設の延長

　　　　

けい船岸の延長

吻

　

漁港施設の整備状況

　　　　　　　　

2,226km

（うち改良済

　　

841km）

　　　　　　　　　

691km

　

昭和35年度における漁港施設の整備状況は、つぎのとおりであ

る（第85表参照）。

　　　　　

防波堤等外かく施設の新設延長

　　　　　

防波堤等外かく施設の改良延長

　　　　　

けい船岸の新設、改良延長

　　　　　

浚

　

せ

　

つ

　

量

（8）商工業費

　　　

34km

　　　

24km

　　　

20km

1,635干ｍ3

　　　　

商工業費の純計額は493億円で、前年度と比べると128億円、

　　　

35.1％増加した。

　　　　

商工業費の性質別内訳は。

　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　　

貸

　　

付

　　

金

　　

316億円

　　

64.1%

　　　　

227億円

　　

62.1％

　　

扶助費、補助費等

　　　

68億円

　　

13.7%

　　　　　

54億円

　　

14.9％

　　

普通建設事業費

　　

54億円

　　

10.9％

　　　　

42億円

　　

11.4％

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

55億円

　　

11.3％

　　　　　

42億円

　　

11.6％

　　　

合

　　　

計

　　　　

493億円

　

100.0％

　　　　

365億円

　

100.0％

　　　

で、前年度と比べると貸付金が89億円、39.2％、普通建設事業費が

　　　

12億円、28.6%増加した。

叫

　

性質別歳出の構成

　　

昭和35年度の歳出純計決算額１兆9,249億円の性質別内訳は、つぎの

　

とおりである（第88表参照）。
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人

　　

件

　　

費

物

　　

吽

　　

費

維持補修費

扶

　　

助

　　

費

補

　

助

　

費

　

等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

繰

　　

出

　　

金

積

　　

立

　　

金

.出資金、貸付金

公

　　

債

　　

金

前年度繰上充用金

　

合

　　　

計

{年度}

35

34

０

　　　

35年度

　　

7,046億円

　　

1,647億円

　　　

354億円

　　　

741億円

　　　

774億円

　　

4,770億円

　　

1,192億円

　　　

442億円

　　　

324億円

　　　

197億円

　　　

647億円

　　

1,005億円

　　　

110億円

１兆9,249億円

　　　

34年度

　　

,6,010億円

　　

1,497億円

　　　

316億円

　　　

669億円

　　　

694億円

　　

3,779億円

　　

1,025億円

　　　

401億円

　　　

182億円
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増加額の内訳を前年度と比べると、つぎのとおりである。
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（3卜地方公務員の数

　　

（ア）地方公務員の総数

　　　　

地方団休め普通会計で給与を支弁する職員数は、昭和36年５月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀

　　　

4

　　　

31日現在で170万４千人（前年同期165万８千人）であり、前年

　　　

同期と比べると４万６千人増加した。

　　　　

このうち都道府県で給与を支弁する職員はn4万７千人（前年

　　　

鋼期n2万２千人）で、市町村で給与を支弁する職員は55万７千

　　　

人（前年同期53万６千人）である。前年度と比べると都道府県に

　　　

おいて２万５千人、市町村において２万１千人増加した（第92表

　　　

参照）。

　　

（イ）職種別め職員数

　　　　

昭和36年５月31日現在の職種別職員数は

　　　　　　　　　　　

36年５月31日現在

　　　　　　

35年５月31日現在

　

、

一

　

般

　

職

　

員

　　　

64万３千人

　　

37,8％

　　　　

62万１千人

　　

37.5石

教育関係職員

　　

80万８千人

　

柾4％　　　78万５千人「47.3^

　

義務教育関係

　　　

64万６千人

　　

37.9%

　　　

62万９千人

　　

37.9§

　

そ

　

の

　

他

　　　

16万２千人

　　

9.5％

　　　　

15万６千人

　　

9.4§

警

　

察

　

職

　

員

　　　

14万９千人

　　

8.7％

　　　

14万６千人

　　

8.8石

消

　

防

　

職

　

員

　　　

３万９千人

　　

2.3％

　　　　

3万８千人

　　

2.%%

臨

　

時

　

職

　

員

　　　

６万５千人

　　

3.8％

　　　　

6万８千人

　　

4.1％

　

合

　　　

計

　　　

170万４千人

　

100.0％

　　　

165万８千人

　

100.0％

　　　

で、､教育関係職員がなかば近くを占めている。前年度と比べると

　　　

教育関係職員２万３千人、一般職員２万２千人、警察職員３千

　　　

人、消防職員１千人とそれぞれ増加し、臨時職員は定数組み入れ

　　　

等により３千人減少した。
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第31図職員

　

数

　

の構成

勣

　

都道府県の職員数

　　

都道府県の職種別職員数は、

　　　　　　　　　　

36年５月31日現在

一

　

般

　

職

　

員

教育関係職員

　

義務教育関係

　

そ

　

の

　

他

‘警

　

察

　

職

　

員

誦防職員

臨

　

時

　

職

　

員

　

合

　　　

計

25万７千人

71万･〇千人

58万２千人

12万８千人

14万９千人

　

1万〇千人

　

2万１千人

114万７千人

35年５月31日現在

　　

・

　　　

.

　

1

　　　

24万６千人

　　　

69万５千人

　　　

57万〇千人

　　　

12万５千人

　　　

14万６千人

　　　　　　

９千人

　　　　

2万６千人

　　　

112万２千人

であり、都道府県の増加職員数２万５千人のなかぱ以上を教育関

係職員が占め、臨時職員は５千人減少した。

　

このうち一般職員および教育関係職員の部門別職員数は、つ芦

のとおりである。
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149(8.7)　　　　　　　教｀

消防職員即（o6）警馴貝

　

乱道府県

育蕊

蜃時員21（12）1147（67酋）

驚

　　　

1

　

陽

710（41･7）

257(15.1)

　　　　　　　　　

職

　

貝

　

数

　　　　　　　

係

　　　　

■==皿

　　　　　　　

1,704千人

　　　　

箆

　　　　

（100.0％）

　　　　　　　　　

職

　　　　

吊Ｉ
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= 557 (32,7/)　回．貝　98く5.7)

　　　　　　

貝I
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消防職員2?a.7)

　　　

38忿怒j2＿／ダ

　　　　　　　　　

臨時職員

　

45 (2.6)
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-

一

　

企

土

　

教

　

社

　

労

　

衛

　

商

　

農

般

　

画

　

木

職

給

建

会

　

民

林

　

水

員

務

設

育

生

働

　

生

　

工

　

産

教育関係職員

　

学

　

校

　

関

　

係

義

　

高

　

そ

務

　

教

そ

の

　

の

育

　

校

　

他

他

25万‘7千人

　

5万８千人

　

4万３千人

　

1万１千人

　

2万１千人

　　

８千人

3万８千人

　　

９千人

6万９千人

71万〇千人

70万８千人

58万２千人

11万９千人

　　

７千人

　　

２千人

国

　

市町村の職員数

　　

市町村の職種別職員数は、

　　　　　　　　　　

36年５月31日現在

般

　

職

　

員

教育関係職員

　

義務教育関係

そ の

職

　

職

防

　

時

消

　

臨

合

他

　

員

　

員

計

38万６千人

　

9万８千人

　

6万４千人

　

3万４千人

　

2万９千人

　

4万４千人

55万７千人

100.0石

22.6%･

16.1%

　

4.3曝

　

8.2％

　

3.1％

14.8％

　

3.5％

26.8#

100.0％･

99.7^･

82.0％･

16.!%■

　

1.0勿

　

0.3％

35年５月31日現在

　　　

37万５千人

　　　　

9万〇千人

　　　　

5万９千人

　　　　

3万１千人

　　　　

2万９千人

　　　　

4万２千人

　　　

53万６千人

であり、市町村の増加職員２万１千人のなかぱ以上か一般職員で

ある。

　

このうち一般職員および教育関係職員の部門別職員数は、つぎ

のとおりである。
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校
義
高

学

そ

そ

　

関

務教

　

の

の

員
係
育
校
他

他

38万j6千人

17万５千人

4万７千人

2万４千人

　

・

　　

1
5万9千人

　　

.5千人

3万７千人

　　

８千人

3万１千人

9万８千人

9万１千人

6万４千人

1万１千人

1万６千人

　　

７千人

第32図

　

一般職員の部門別職員数

10 20

教

100.{}％

45.3^

12.1勿

　

6.2％

　

15.4％

　

＼.%%

　

9.6％

　

2.＼%

　

8.0％

100.0％

92.8%

65.3%

11.2％

16.3%

　

1.1%

男衛

　

商・農

　　　　　　

卜

　　　　　　

水

30 40

(万人)

:2物一件費

　　

物件費の純計額は1,647億円で､前年度と比ぺる｀と150億円、10.0％

｀増加した。この増加率を総合物価指数（昭和30年度100、昭和34年度ﾚ

　

104.5、昭和35年度!07.2)でデフレー｀ﾄすると、前年度と比べて実質

　

’では1.2%増加した。

　　　　　　　　

上

　　

物件費の費目別内訳は。
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旅費費用弁償

賃

　　　　　

金

交

　　

際

　

･費

消

　

耗

　

品

　

費

食

　　

糧

　　

費

印刷製本費

光

　

熱

　

水

　

費

通信運搬費

備

　　

品

　　

費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　　

35年1度

　

266億円

　　

16.2^

　

74億円

　　

4.5％

　

49億円

　　

3.0％

　

212億円

　　

12.9%

　

88億円

　　

5.3％

　

81億円

　　

4.9％

　

73億円

　　

4.4％

　

122億円

　　

i.m

　

263億円

　　

16.0％

　

419億円

　　

25.4^

1,647億円

　

100.0％

　　

34年度

243億円

　　

16.2％

　

68億円

　　

4.5％

　

46億円

　　

■i.Wo

197億円

　　

13.2^

88億円

　　

5.9％

　

71億円

　

65億円

　

109億円

　

228億円

　

382億円

1,497億円

　

4.7％

　

4.3％

　

1.%%

　

15.2％

　

25.6^

100.0％

　

で、前年度と比べると備品費、旅費等の増加が著しい。

３

　

普通建設事業費（受託事業費を含む｡）

　

（1）普通建設事業費の総額

　　　

普通建設事業費の純計額は4,７７０億円で前年度(3, 779億円）と比

　　

べると991億円、26.2^増加した（第93表参照）。

　　　

普通建設事業の事業別内訳は、

補助事業費

単独事業費

国直轄事業負担金

受託事業費

　

合

　　　

計

　　

35年一度

2,761億円

　　

57.9^

1,678億円

　　

35.2%

　

190億円

　　

4.0噸

　

141億円

　　

2.9％

4,770億円

　

100,0％

　　

34年度

2,358億円

　　

62.4%

1,316億円

　　

34.8^

　　

3億円

　　

0.1％

　

102億円

　　

2.7％

3,779億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると補助事業費が403億円（17,1％）、単独事業

　

費が362億円（27,5％）増加したほか、直轄事業について交付公債

　

に代えて直轄事業債が発行されたので、負担金が増加した。

（2）普通建設事業費の目的別内容

　　

普通建設事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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土

　　　

木

　　　

費

　

道路橋りよう費

産

教

　
　
　

市

河
港
都
そ

業

地耕
そ

中
等

小
高
そ

費
費
費
他
費
費
他
費
費
費
他

　
　

画

　

済
業

　
　

校
校

川
湾
計
の
経
事
の
育
学
学
の

社会及び労働施設費

費
他
費
費
費
他

　
　

生

宅
の
衛

　

産
の

　
　

健

住
そ
保
庁
財
そ

合 計

　　　

35｀年度

2,119億円

　　

44.4％

　

887億円

　　

18.6％

　

298億円

　　

6.2％

　

189億円

　　

4.0％

　

469億円

　　

9.8％

　

276億円

　　

5.8％

　

819億円

　　

17.2%

　

326億円

　　

6.8％

　

493億円

　　

10.4％

　

907億円

　　

19.0％

　

646億円

　　

13.5％

　

147億円

　　

3.1％

　

114億円

　　

2.m

　

413億円

　　

8.7％

　

335億円

　　

7.0％

　

78億円

　　

1.7彭

　

107億円

　　

2.2%

　

110億円

　　

2.3％

　

115億円

　　

2.4％

　

180億円

　　

3.8％

4,770億円1 100.0％

　　

34年度

1,603億円

　　

42.4^

　

?19億円

　　

19.0形

　

180億円- 4.8^･

　

134億円∧

　　

3.5帰

　

355億円

　　

9.4％

　

215億円

　　

5.7俗

　

676億円

　　

17.9^

　

264億円7｡0俗

　

4↓2億円よ

　

10.9形

　

710億円‥18.8％

　

506億円

　　

13.4^

　

118億円

　　

Z.l%

　

86億円

　　

2.3％

　

375億円

　　

9.9形

　

319億円

　　

8.4％

　

56億円

　　

｡1.5％

　

111億円

　　

2.m

　

93億円

　　

2.5勿

　

66億円

　　

l.m

　

145億円

　　

3.8％

3,779億円，100.0％

　

（3）普通建設事業費の財源内訳

　　　

普通建設事業費の財源内訳は，つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　

34年度

　　

国

　

庫

　

支

　　

出

　　

金

　　　

1,362億円

　

28.Wo 1,190億円　31.5％

　　

分担金，負担金および寄附金

　　　　

207億円

　

4.3％

　

158億円

　

4.2帰

　　

財

　　

産

　　

収

　　

入

　　　　

201億円‘4.2％

　

152億円ヽ｡4.0勿

　　

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　

597億円

　

12.5％

　

418億円

　

11.1^

　　

そ

　

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

　　　　

492億円

　

10.3％

　

358億円

　

9.5寿

　　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

1,り11億円40. Wo 1,503億円39.7^

　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　

4,770億円｡100.0% 3,779億円100,0邨

４

　

災害復旧事業費（受託事業費を含む。）

　

（1）災害復旧事業費の総額

　　　

災害復旧事業費の純計額は1,192億円で，前年度(1, 025億円）

　　

と比べると167億円，16.3％増加した。

　　　

昭和35年度は，前年度発生の伊勢湾台風等め復旧第２年目に当る
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ほか、新たにチリ地震津波･（５月）、７月および８月･の豪雨水害な’

らびに’台風12号および台風18号（８月）等の発生があったので、災

害復旧事業費は前年度に引き続き増加した（第94表参照）。

　

災害復旧事業の事業別内訳は、

補助事業費

単独事業費

国直轄事業負担金

受託事業費

　

合

　　　　

計

　　　

35年度

1,034億円

　　

86.7^

　

143億円

　　

12.0％

　　

3億円

　　

0.3％

　

12億円

　　

1.0％

1,192億円

　

100.0％

　　　

34年度

　

860億円

　　

83.9^

　

141億円

　　

13.7％

　　

O億円

　　

0.0％

　

24億円

　　

2.m

1,025億円

　

100.0％

　

で、前年度と比べると補助事業費が174億円(20. ^%')、単独事業

　

費が２億円増加した。

（2）災害復旧事業費の目的別内容

　　

災害復旧事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。

費
費
費

　

済

木
経
育

　

業

土
産
教

社会及び労働施設費

そ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　　

計

(3)

　　

35年度

　

825億円

　　

69.2％

　

302億円

　　

25.3％

　

43億円

　　

3.6％

　

19億円

　　

1.6％

　　

3億円

　　

0.3％

1,192億円

　

100.0％

災害復|日事業費の財源内訳

災害復旧事業費の財源内訳は、

　　　　　　　　

’35年度

　　

34年度.

　

708億円

　　

69.0％

　

240億円

　　

23.5^

　

33億円

　　

3.2％

　

27億円

　　

2.6％

　

17億円

　　

＼.1%

1,025億円

　

100.0％

国庫支出金

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

二一般財源等

　

合

　　　

計

つぎのとおりである。

　　　　　　　

34年度

　

843億円

　　

70.7％

　

244億円

　　

20.5％

　

44億円

　　

3.7％

　

61億円

　　

5.1％

1,192億円

　

100.0％

　

666億円

　　

64.9％

　

216億円

　　

21.1％

　

62億円

　　

6.1％

　

81億円

　　

l.Wo

1,025億円

　

100.0％

５

　

失業対策事業費

　　

失業対策事業費の純計額は442億円で、前年度(401億円）と比べ゛

　

ると41億円、10.3％増加した（第96表参照）。

　　　

失業対策事業費の性質別内訳は、つぎのとおりTである。

　　　　　　　

’
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補助事業y費こ

　

一

　　　　

般

　

特

　　　　

別

単独事業費

　

合

　　　

計

　　

35年y度ト

405億円十ヽ91.7^

350億円

　　

79.3^

　

55億円

　　

12.4^

　　　　

’

　　

●

　

37億円

　　

8.3％

442億円

　

100.0％

　

。34年配｡

373億円

　　

93.!厖

う16億円

　　

78.'7^-ﾌﾟ

　

57億円

　

･･１４４％

　

28億円

　　

6.9％

401億円

　

100.0％

　　

失業対策事業費の財源内訳は、つぎのとおりである。∠

　　　　　　

､｡

　　　　　

35年度

　　　　　　　

34年度

　

国庫支出金

　　　

227億円

　

51.3％

　　　　

214億円

　

･･53.2%

　

その他特定財源

　　　　

15億円

　　

3.5％

　　　　　

16億円

　　

LWo

　

一般財源等

　　

200億円

　

45.2^

　　　

171億円

　

42.7^

　　

合

　　　

計

　　　　

442億円

　

100.0％

　　　　

401億円

　

100. Wo

６

　

繰

　

出

　

金

　　

繰出金の純計額は324億円で、前年度(182億円）と比べると142

　

億円4 77. Woと著しく増加した（第98表参照）。

　　

繰出金の繰出先の会計別の状況は。

　　　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度レ

公

　

営

　

企

　

業

　

会

　

計

　　　　

64億円

　　

19.8％

　　　

39億円

　　

21.2^

法適用外の公営企業会計

　　　　

20億円

　　

6.2％

　　　

18億円

　　

10.1％

｀準公営企業会計

　　　

194億円

　

60.0％

　　

79億円

　

43.5％

　　　

（うち国民健康保険病院分８億円）

　　　　　　　　　　

ト

　　

……

収

　

益

　

事

　

業

　

会

　

計

　　　　

1億円

　　

0.4％

　　　

1億円

　　

0.5％

国民健康保険事業会計

　　　

42億円

　　

13.0％

　　

‾43億円

　　

23.6勿

　　　

（ほか国民健康保険病院分８億円）ｊ

　　　　　　　　　　　　　　

＼

公益質屋’事業会計

　　　　

2億円

　　

0.5知

　　　

2億円゛｀’1.0％゛’

農業共済事業会計

　　　　

1億円

　　

0.1％

　　　

O億円’

　

Q.1^ -

　　

合

　　　　

計

　　　　

324億円

　

100.0％

　　

182億円

　

100.0％

　

でヽ準公営企業に対する繰出金がn5億円（うち都道府県60億円、市丿

　

町村55億円）よ増加額の81.1％を占めている。国民健康保険事業（事:

　

業勘定）にづいては、このほか東京都から特別区への支出金13嫌円jがl

　

ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▽

　　　　　　　　

……

j
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建
公
事
赤
運

そ

繰出金の繰り出した目的別の状況は、

　　　　　　　　　　　

35年度

設費財源

債費財源

務費財源

字補てん

　

転

　

資

　

金

　　

の

　　

他

合

　　　

計

170億円

　　

52.7%

55億円

　　

16.9^

39億円

　　

12.1％

23億円

　　

l.＼%

13億円

　　

4.0％

24億円

　　

1.2%

324億円

　

100.0％

　　

34年度

76億円

　　

41.5％

30億円｀

　

16.2％

27億円

　　

15.0％

18億円

　　

9.9％

12億円

　　

6.8％

19億円

182億円

　

10.6％

100.0％

　

で、建設費の財源に充てるための繰出金が94億円と増加額の67.0％を

　

占めている。このうち74億円（うち都道府県43億円、市町村31億円）

・が準公営企業に対する繰出しである。

７

　

積

　

立

　

金

　　

昭和35年度における積立金の純積立額は155億円（うち都道府県

　

105億円、市町村50億円）である（第99表参照）。

　　

その内訳は、

歳

　

出

　

積

　

立

　

金

歳計剰余金積立金

　

小

　　　　

計

積立金とりくずし額

純

　

積

　

立

　

額

35年度

　

197億円

　

19億円

　

216億円

△61億円

　

155億円

34年度

　

91億円

　

10億円

　

101億円

・58億円

　

43億円

で、純積立額としては前年度と比べると112億円増加した。

　

純積立額の目的別内訳は、つぎのとおりである。

金
金
的
他

資

　

’
・
基
目

整

　
　
　
　

の

調
債
定

政財
減
特
そ

合 計

35年度

　

102億円

　

O億円

　

46億円

　

7億円

　

155億円

34年度

　

15億円

　

3億円

　

24億円

　

1億円

　

43億円

　

昭和35年度の積立金現在高は483億円（うち都道府県283億円、｡市

町村200億円）で、その目的別内訳はつぎのとおりである。
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財政築整積立金

減債基金積立金

特定目的積立金

そ＼の

　

他

　

合

　　　

計

(年次)

35

34

０

　　　

総

　　

額

　　　

‾都道府県

　　　　

■

　　

㎜㎜

　　　　　　

■J

　　

I|、

　　　　

171億円・

　　　

125億円∇

　　　　

122億円

　　　　

113億円

　　　　

147億円

　　　　　

37億円

　　　　

43億円

　　　　　　

8億円

　　　

483億円

　　　　

283億円

第33図

　

積

　

立

　

金

　

現

　

在

　

高

100 200 300 400 500

市昿村卜

　

46億円

　

9億円∧

110億円

　

35億円∧

200億円

　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

［ぽI］）

こ○積立金を歳出規模等と比べるとづぎのとおりである。

積立金現在高
一

歳出規模

積立金現在高
-
一般財源

積立金現在高
一
地方債現在高

都道府県

　

2.3％

4｡4％

6｡9％

市町村

　

2.Wo

4｡4％

7.0％

８

　

出資金、貸付金

　

（1）出

　

資

　

金

　　　　　　　　　　　　　　　

上

　　　

出資金の純計額は58億円で、前年度（50億円）と比べ名ごと８億

　　　

∧

　　　　　　　　　　

－･86 －

　　

一汗

　　　

詐

　　　

蒜

　　　

こ

　　

輩金

　　　　

金金

　　　　

的金

　　　

他

　　

↓

　　

レ

　

l

　

l

　　

･171

　　　　　

122

　　　

.147

　

‘

　

.43

　　

35.4

　　　　　

25.3

　　　　　

30.4

　　

8.9

　

483

　　　　　　　　　　　　

琵麗祐覗昌治回琵印叩

.69

　　　

122

　　　

101

　　

36.ン

　　

ー

　　　　　　

;;lsl,･l:1･;･･t､’･SJ･:･.,･･.･.･･

21.

j

　

37必

　　

宍回
11ヽo 328

　　　　　　　

順祐服尚鍔



ﾉ円､＼15.S％増加した（第i00表参照）。

　

出資金の目的別内訳は、つぎの｡とおりである。

　　　　　　　　　　　

、35年度

商
財
ぞ

合

工

　

業

　

産

　

の

　　　

計

費
費
他

10億円，17.5％

　

9億円

　　

15.6％

39億円

　　

66.9％

58億円

　

100.0％

　　

34年度

8億円

　　

15.9％

11億円

　　

21.4^

31億円

　　

62.7^

50億円

　

100./O％

　

昭和35年度末の出資金の現在額はつぎのとおりで、前年度末と比

べると47億円（うち都道府県22億円、市町村25億円）増加した。

公社等に対するもの

そ 他
係
他

　

関

　
　

計

の
力
の

　
　
　
　

合

　

電
そ

総

　　

額

　

34億円

232億円

101億円

131億円

266億円

都道府県

　

23億円

　

109億円

　

27億円

　

82億円

　

132億円

市町村

　

11億円

123億円

　

74億円

　

49億円

　

134億円

（2）貸

　

付

　

金

　　

貸付金の純計額は589億円で、前年度(427億円）と比べると

　

162億円、38.1％増加した（第101表参照）。

　　

貸付金の内訳は、

転
年
そ

　

貸

　

債

度内回収

　　

の

合

　　　

計

分
分
４
　

　　

35年度

51億円

　　

8.7％

378億円

　　

64.2^

160億円

　　

27.1％

589億円

　

100.0％

　　

34年度

46億円

　　

10.8%

271億円

　　

63.5％

110億円

　　

25.7^

427億円

　

100.0％

で、年度内回収の短期貸付分が107億円増加した。

　

転貸債以外の貸付金の内訳はつぎのとおりで、預託金が全体の

47.0％を占めている。

預託金にかかるもの

　

商

　

工

　

関

　

係

　

農林水産関係

　

そ

　　

の

　　

他

預託金以外のもの

　

公社等に対するも

　

の

そ，

　

の

　　

他

総

　　

額

253億円

208億円

　

30億円

　

15億円

285億円

　

51億円

234億円

　

― 87 ―

都道府県

202億円

168億円

　

25億円

　

9億円

249億円

　

42億円

207億円

市'町村

　

51億円

　

40億円

　　

5億円

　　

6億円

　

36億円

　　

9億一円

　

27億円



　　　

昭和35年度末の負付金の現在額はっぎのとおりゼ、前年良木と比

　　

べると132億円（うち都道府県108億円、市町村24億円）増加した。ニ

　　　　　　　　　　　　

総

　

額

　　　

都道府県

　　　

市町村

　

転貸債にかかるもの

　　　

307億円

　　　　　

168億円

　　　　　

139億円

　

預託金にかかるもの

　　　　

33億円

　　　　　

30億円

　　　　　　

3億円

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

326億円

　　　　

293億円

　　　　　

33億円

　　

jと社等に対するも

　　　

’50億円

　　　　　

47億円

　　　　　

3億円

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

276億円

　　　　

246億円

　　　　　

30億円

　　

合

　　　

計

　　　　

666億円

　　　　

491億円

　　　　

175億円

９

　

公

　

債

　

費

　

（1）公債費の内容と財源

　　　

公債費の純計額は1,005億円で、前年度(991億円）と比べると

　　

14億円、1.4％増加した（第102表参照）。

　　　

公債費の内訳は。

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　　

34年度

　

通

　

常

　

債

　

分

　　　

915億円

　　

91.0％

　　　　

897億円

　　

90.5勿

　　

元

　　　　

金

　　　

528億円

　　

52.5#

　　　　

524億円

　　

52.9%

　　

利

　　　　

子

　　　

387億円

　　

38.5％

　　　　

373億円

　　

37.6％

　

借

　

替

　

債

　

分

　　　　

7億円

　　

0.7％

　　　　　

24億円

　　

2.m

　

繰上償還分

　　　

21億円

　　

2.1％

　　　　

9億円

　　

0.9％

　

転

　

貸

　

債

　

分

　　　　

28億円

　　

2.8％

　　　　　

27億円

　　

2.7％

　

一時借入金利子

　　　　

34億円

　　

3.4％

　　　　　

34億円

　　

3.5％

　　

合

　　

計

　　　

1,005億円

　

100.0％

　　　　

991億円

　

100.0％

で、通常債の元利償還が18億円（前年度78億円）、繰上償還分が12

億円（前年度13億円減）増加し、借替債分か17億円（前年度11億円）

減少した。

　

公債費の財源内訳は、つぎのとおりである。

国庫支出金

使用料、手数料

地方債(借替債)

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

　　　　

35年度

　　

12億円

　　

1.2%

　　

23億円

　　

2.3％

　　

1億円

　　

0.1％

　　

56億円

　　

5.6％

　

913億円

　　

90.8％

1,005億円

　

100.0％

　　　　　

－88－

　　

34年度

13億円

　　

＼.%%

17億円

　　

1.8％

23億円

　　

2.3％

42億円

　　

4.2％

896億円

991億円

90.4％

100.0％



(2)二公債費と一般財源等と･の比較◇

　　

公債費から転貸債にかかるものおよび一時借入金利子を除いたも

　　

めの→般財源に対する割合は、つぎのとおりでyある。

公

　

債

　

費

　

㈲

一般財源叫

　　

(A)/(H

　

都道府県

　

569億円

6,407億円

　　

8.9％

市町村

　

374億円

4,507億円

　　

8.3％

公債費に充当された純一般財源（公債費一｛特定財源十基準財政

需要額に算入された地方債償還額Ｄ

　

の純一般財源（一般財源―基’

準財政需要額に算入された地方債償還額）に対する割合は、つぎの

とおりであるＱ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

基準財政需要額に算入された地
方債償還額鴎
公債費に充当された特定財源剛

㈲一く(Ｃ)十吻y
一一

　

叫－(Ｃ)

都道府県

207億円

　

30億円

　　

5.4％

市町村

　

75億円

　

、

　

34億円

　

6.0％

（31

　

地方債の現在高

　　

昭和35年度における普通会計分の地方債の現在高ぱ6,953億円で

尚ある。前年度末(6,525億円）と比べると、昭和35年度中に新たに

　

994億円発行し566億円償還したので、差し引き428億円、6.6％増

　

加した（第104表参照）。

　　

団体別の現在高は、つぎのとおりである。

34

　

年

　

度

　

末

35

　

年

　

度

　

末

増

　　

加

　　

額

新規発行分

　

償

　

還

　

分

　

都道府県

3,924億円

4,108億円

　

184億円（4.7％）

　

525億円

心 341億円

－89－

　

市町村

2,601億円

2,845億円

　

244億円（9.4％）

　

469億円

　　　

∧

△225億円



借入事業別の現在高は√i

　　　　　　　　　　

35年度末現在

　

助事業債

　　

1,990億円

　

28.6^

　

旧事業債

　　　

1･,653億円

　

23.8形

也設整備事業債

　　　

1,046億円

　　

15.0％

独事業債

　　　

654億円

　　

9.4％

　　　　　　　　　　　　　　

35年度末現在

　　　　　　

34年度乗現在

一般補助事業債

　　

1,990億円

　

28.6^

　　

2,023億円

　

31.0％二

災害復旧事業債

　　

1･,653億円

　

23.8％

　　

1,499億円

　

23.0％

義務教育施設整備事業債

　　　

1,046億円

　　

15.0％

　　　

937億円

　　

14.4％

一般単独事業債

　　　

654億円

　　

9.4％

　　　

598億円｀

　

9.2％

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　

854億円

　　

12.3％

　　　

709億円

　　

10.8％

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　

756億円

　　

10.9％

　　　

759億円

　　

11.6％

　　

合

　　　　

計

　　　　　

6,953億円

　

100.0％

　　

6,525億円

　

100.0％

　　　

で･，災害復旧事業債および義務教育施設整備事業債の増加が著し

　　　

い。

　　　　

借入目的別の現在高は，

普

　

土

　

教

通 債
木
育

社会及び労働施設

　

産

　　

業

　　

経

　

そ

　　　

の

災

　

害

　

復

　

旧

借
交
枠
そ

土
そ

合

　　

の

　　

替

付

　　

公

　　

外

　　

の

計

済
他
債
木
他
債
債
債
他

　

35年度末現在

3,779億円

　　

54.3^

1,435億円

　　

20.6％

1,154億円

　　

16.6％

　

513億円

　　

7.4％

　

350億円

　　

5.0％

　

327億円

　　

9.7％

1,653億円

1,263億円

　

390億円

　　

15億円

　

756億円

　

183億円

　

567億円

6,953億円

　

23,8％

　

18.2%

　

5.6％

　

0.2％

　

10.9％

　

2.6％

　

8.2％

100.0％

　　

34年度末現在

3,506億円

　　

53.7%

1,308億円

　　

20.1％

1,041億円

　　

16.0％

　

519億円

　　

７、9％

　

356億円

　　

5.4％

　

282億円

　　

4.3％

1,499億円

　　

23.0%

1,138億円

　　

17.4^

　

361億円

　　

5.6％

　

22億円

　　

0.3％

759億円

　　

11.6％

　

132億円

　　

2.0%

　

607億円

　　

9.4％

6,525億円

　

100.0％

で、災害復旧債、教育債および土末流の増加が著しい。

　

借入先別の現在高は、

政

　

府

　

資

　

金

　

資淡運用部

　

簡湯保険局

他
債
行
他

の
公
銀

　
　
　
　

の

　

付
中

そ

　

交
市
そ

合 計

　　

35年度末現在

5,507億円

　　

79.2^

3,440億円

　　

49.5％

2,048億円

　　

29.m

　

198億円

　　

0.3％

　

756億円

　　

10.9％

　

396億円

　　

5.7％

　

294億円

　　

4.2％

6,953億円

　

100.0％
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34年度末現在

5,025億円

　　

77.0％

3,148億円

　　

48.2^

1,857億円

　　

28.5価

　　

20億円

　　

0.3％

　

759億円

　　

11.6％

　

459億円

　　

7.0％

　

282億円

　　

4.4％

6.525億円

　

100.0％



　

で，政府資金による分の増加が著しい。

　　

利率別の現在高はつぎのとおりである。

　　　　　

６分３厘末満

　　　　　　　　　　　　

5,082億円

　　　　　

６分３厘以上６分5'厘未満

　　　　　　　

1,225億円

　　　　　

６分５厘以上７分６厘未満

　　　　　　　　

435億円

　　　　　

７分６厘以上８分未満

　　　　　　　　　

136億円

　　　　　

８分以上

　

９分未満

　　　　　　　　　　　　

74億円

　　　　　

９分以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　

1億円

(4)地方債現在高の推移

　　

昭和31年度以降の地方債の推移は，つぎのとおりである(第105表

　

参照)。

　

年

　

度

　　　

現在高

　　

対前年度増加額

　

雛詐磨詔

　　

31

　　　　

5,757億円

　　　　　　

924億円

　　　　　　

払8％

　　

32

　　　　

5,995億円

　　　　　　

238億円

　　　　　　

44.6^

　　

33

　　　　

6,205億円

　　　　　　

233億円

　　　　　　

42.6^

　　

34

　　　　

6,525億円

　　　　　　

297億円

　　　　　　

40.2％

　　

35

　　　　

6,953億円

　　　　　　

428億円

　　　　　　

36.1％

(年度)

　

31S

34

卵

32

3
1

　

０

第34図地方債現在高の推移

　　　　　　　　　　

地方債現在高

　　　　　　　

ヨ円＝耶冊

　　　　　　　　　　

公債費

1,000

　　

2,000

　　

3,000

　　

4,000■　　5,000　　6,000　　7,000'

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

附:円？
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心卜“ツlmll

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

公債費

　

｀

　

991

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6,562

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11

　　

928-

　　　　　　　　　　　　　　　

16,205

　

｡

　　

「

　　　　　　　　　

χ

　　

867

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15,995

　　

735

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,757

　

I



底丿決算と地方財政計画との比較

．

　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

―〃･
……

　

昭和35年度の純計決算額（歳入２兆258億円、歳出１兆9,249億円）と

　　　　　　　　

■■

　　　　　　　　　　　　　

り

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　

・

　　

地方財政計画（当初計画１兆5,381億円）とを比べると、決算において歳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。

　　　　　　　　　　　　　

７

　　　　

”

　　　

・

　　

乃μ。ぷヱ蘆恩jl生弘惣り泰江ム｡Åれぞれ財政計画額を上回った。

　　　

この決算において、財政計画を上回る部分としてはっぎのようなも＼のが∇

　　

ある、

（1）国の補正予算等に伴うもの（国庫支出金、地方債等ととれに対応するう

　　　

経費）

　

り2）予算繰越等にかかるもの（予算繰越、逓次繰越等）

十

　　

（3）過年度にかかるものぺ繰越金、繰上充用金、過年度収入また心支出レ

4吟ﾌﾚ……ｌ率支ｉ金ｏ精゛゛）

　　　　　　　　　　

゛

………・

ﾅ

（4）その他財政

　

画外９収入ま|は支出（

　

過

　

税、国庫女丿臨

　

必高率＼
χ

　

＼……
助分、国庫委託金、枠外債、/挺入金、臨時的゜な収入等と、こ八万らに始6/

する経費等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

昭和135年度純計決算額と地方財政計画額とを科目別に比べる､と、つぎの

とおりである（第107表参照）。
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税
税
税
金
債
金

　

与
。
付
出

方
譲
交
支
方
越

　

方
方
庫

地
地
地
国
地
繰

繰入碩鏃で鴛）

そ

　　　

の

歳

　

入

　

合

他
計

純計決算額

　

7,442億円

　　

362億円

　

3,110億円

　

4,770億円

　　

960億円

　　

744億円

　　

119億円

　

2,751億円

２兆258億円

給

　

与

　

関

　

係

　

費

　　　

7,046億円

一般行政経費

　　

3,809億円

　

物

　　

件

　　

費

　　　

1,647億円

　

扶

　　

助

　　

費

　　　　

741億円

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　　

774億円

　

出資金，貸付金

　　　　

647億円

公

　　　

債

　　　

費

　　　

1,005億円

維，持

　

補

　

修費

　　　　

354億円

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　　

6,404億円

　

直轄事業負担金

　　　　

193億円

　

普

　

通

　

建

　

設

　　　

4,580億円

　

災

　

害

　

復

　

旧

　　　

1,189億円

　

失

　

業

　

対

　

策

　　　　

442億円

不交付団体における平均

水準をこえる必要経費

　　　　

一

積

　　　

立

　　　

金

　　　　

197億円

繰

　　　

出

　　　

金

　　　　

324億円

繰，上充用金

　　　

110億円

歳

　

出

　

合

　

計

　

１兆9,249億円

六

　

資金収支の状況

　

㈲

　

資金収支の概況

地方財政計画額

　　

6,230億円

　　　

317億円

　　　

2,865億円

　　　

4,026億円

　　　　

720億円

　　　

－

　　

1,223億円

１兆5,381億円

　

6,003億円

　

3,178億円

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

841億円

　

459億円

　　

・

4,736億円

　

203億円゛

　

△

3,235億円

　

941億円

　

357億円

164億円

－

－

－

１兆5,381億円

比

　　

較

1,212億円

　

45億円

　

245億円

　

744億円

　

240億円

　

744億円

　

119ｲ意円

1,528億円

4,877億円

㈱

1,043億円

　

’りツ

　

631億円

　

－

　　

リ

　　

－

　　

－

　　

－

　

i64億円

　

105億円

1,668億円

　　

10億円

1,345億円

　

248億円

　　

85億円

△164億円

　

197億円

　

324億円

　

110億円

3,868億円

/､r4

　

津
内、

勁5∠

　

昭和35年度における一般会計（総計）について、歳入歳出のほか、一

時借入金および歳計現金の運用を含めた収支の４半期別の状況は･、つ

ぎのとおりである（第108表参照）。
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1
2
3
4
納

第
第
第
第
出

合

期
期
期
期
期

半
半
半
半
鎖
計

4
4
4
4
閉

　

収

　　　

入

　

4,218億円

　　

4,075億円

　　

5,821億円

　　

5,103億円

　　

2,744億円

２兆1,961億円

　　

支．

　

出･

　　

3,292億円

　　

3,947億円

　　

5,986億円

　　

5,101億円

　　

3,278億円

２兆1,604億円

４半期別の収支割合を前年度と比べると、つぎのとおりである。

第

第

１

２

３
４

第
第

出

４半期

４半期

４半期

４半期

納閉鎖期

合 計

　　

収

35年度

19.2^

18.6％

26.5％

2§.2％

12.5％

100.0％

入

34年度

19.0％

18.9％

26.4^

23.1^

12.6％

100.0％

　　

支

　　　

出

35年度

　　　

34年度

15.2％

18.3％

27.7^

23.6^

15.2^

100.0％

15.8％

19.0％

26,8％

23.5%

14.9％

100.0％

　

収支総額より、歳計現金の運用関係および一時借入金の関係を除いた

歳入歳出の４半期別の収支割合は、つぎのとおりである。

第

　

１・４半期

第

　

２・４半期

第

　

３・４半期

第

　

４・４半期

出納閉鎖期

　

合

　　　　

計

　　

収

35年度

18.7％

18.7％

26.5^

23.0％

13.1％

100.0％

入

34年度

19.1％

19.3％

25.9％

22.5%

13.2%

100.0％

　　

支

35年度

15.2%

18.5％

28.8^

22.7^

14.8％

100.0％

出

34年度

16.3％

19.6％

28.2^

22.0^

13.9％

100.0％

⇔

　

一時借入金の状況

　　

昭和35年度における一般会計の４半期別一時借入金の状況はつぎのと

　

おりで、前年度より借入額が減少した。

－94－



　　　　　　　　　　　　　

借

　　

入，

　　　　　　

返

　　

済

　　　　　　　　　　　

35年度

　　　

34年度

　　　　

35年度

　　　

34年度

　　

第１・４半期

　　

452億円

　　

382億円

　　　

203億円

　　

153億円

　　

第２・４半期

　　

307億円

　　

323億円

　　　

254億円

　　

227億円

　　

第３・４半期

　　

498億円

　　

624億円

　　　

295億円

　　

301億円

　　

第４・４‘半期

　　

439億円

　　

552億円

　　　

614億円

　　

741億円

　　

出納閉鎖期

　　

24億円

　　

72億円

　　　

350億円

　　

454億円

　　　

合

　　　　

計

　　

1,720億円

　

1,953億円

　　

1,716億円

　

1,926億円

七

　

地方財政と国民経済

　

０

　

地方財政と国家財政

　　

１

　

純計規模

　　　　

昭和35年度の地方普通会計および国の一般会計（地方譲与税を含

　　　　

む。）の決算額は。

　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　

入

　　　　　　　

歳

　　

出

　　　　

地方普通会計

　　

２兆

　

258億円

　　　

１兆9,249億円

　　　　

国の一般会計

　　

１兆9,972億円

　　　

１兆7,793億円

　　　　　

合

　　　　

計

　　　　　

４兆

　

230億円

　　　　

３兆7,042億円

　　　

である。

　　　　

この合計額から地方と国との間の重複額（地方交付税，国庫支出

　　　

金，直轄事業負担金等) 8,507億円を控除した純計決算額は，

歳
歳

入
出

　　

35畷度

３兆1,723億円

２兆8,535億円

　　

34年度

２兆6,075億円

２兆4,398億円

である。前年度に比べると歳入は5,648億円、21.7^、歳出は4,137

億円、17.0％増加した。

　　

地方の普通会計および国の一般会計ならびに地方と国の純計決算

　

額について、昭和31～33年度平均を100とする指数でみると、つぎ

　

のとおりである。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

地方普通会計

国の一般会計

地方と国の純計

歳

　

入

　　

146

　　

144

　　

142

歳

　

出

143

147

144

歳

　

入

122

117

117

　
　

１
１
Ｃ
Ｏ

出
２
２
２

　
　

１
１
１

歳

ごの地方と国の純計決算額について、歳入は税金等の形で国民よ

95－



り収納す･5立場より、また、歳出ほ最終支出者とし７文仙すﾉ名立i

　　

より地方と国との配分状況をみると，つぎのとおり'であるJ

　　　　　　　　　　

35年度

　

ごｰへ

　　　　　

34年度･

　　　

地方

　　

１兆2,016億円

.'■'co1!OAI　　　9,840億円　37.7%歳

　

入

1

　

国

　　　　

１兆9,707億円ぐ}{み

　　

１兆6,235億円

　

62.3%

　　　

合計

　　

３兆1,723億円(良Q孔･，２兆6,075億円100.0％

　　　

地

　

方

　　　

１兆8,984億円c芒ｺﾞ?多

　　

１兆6,175億円

　

66゛3％

歳

　

出

1

国

　　　　　

9,551億円∧33.5勿･

　　　

8,223億円

　

33.7％

　　　

合計

　　

２兆8,535億円･而(y柚

　　

２兆4,398億円f00.0％

　　

前年度と比べると地方は歳入2,176億円，歳出2,809億円増加し，

国は歳入3,472億円，歳出1,328億円増加した。

　

地方と国との純計規模（歳出決算額）の国民所得（昭和35年度11兆

8,217億円，昭和34年度10兆373億円）および国民総支出（昭和35年

度14兆6,649億円，昭和34年度12兆5,725億円）に対する割合は，

つぎのとおりである。

　　　

国民所得に対する割合

　　　

国民総支出に対する割合

２

　

国民の租税負担

35年度

　　　

34年度

匹心遡

　

19.5％

　　　　

19.4^
＿－｡一一ヽ、一～へ

昭和35年度における租税総額は２兆5,457億円で、その内訳は、

国

　

地

道

市

合

方

府

町

　

税

　

税

県税

村税

　

計

　　

35年度

１兆8,015億円

　　

7,442億円

　　

3,489億円

　　

3,953億円

２兆5,457億円

　

34年度

１兆3,724億円

　

6,109億円

　

2,638億円

　

3,471億円

１兆9,833億円

で、国税が全休の70.8％（前年度69. 2%)、地方税が29.2^ (前年度

30.8％）を占めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十

　

租税総額の国民所得に対する割合（租税負担率）は、つぎのとおり･

である。
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35;年度ﾌﾞ

　　　　　　

。34年度し

　　

国

　　　　

税

　　　

15.2％

　　　　　　　

13.7％

　　

地

　　

方

　

｀税’

　　　

6.3彭

　　　　　　　　　　

6.1％

　　

十道府県税

　　　　　

3.0％尚

　　　　　　　　

2.6％

　

市町村税

　　　　

3.3％

　　　　　　　　

3.5％

　　　

合

　　　

計

　　　　　

21.5％

　　　　　　　　　

19.8％

　

租税増加額の国民所得増加額に対する割合（限界負担率）は，つぎ

のとおりである。

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　

34年度

　　

租税増加額

　　　　

5,624億円

　　　　　

2,486億円

　　

国民所得増加額

　　　

1､兆7,844億円

　　　　

１兆5,178億円

　　

限界負担率

　　　　　

31.5％

　　　　　　

16.4％

　　

国

　　　　

税

　　　　　　　

24.0％

　　　　　　　　

12.0％

　

地

　

方

　

税

　　　　　　　

7.5％

　　　　　　　　

4.4％

:3

　

租税の実質的分配

　

二租税総額中に占める国税と地方税の割合は70.8％対29.2^である6

　

しかし、国は国税として徴収した額の一部を地方交付税、国庫支出金

　

等の形で地方団体に分配し、地方団体は地方税として徴収した額の中

　

より国に対して直轄事業負担金等の形でその一部を国に納付してい

　

る。また、地方交付税については繰越や精算の形で年度をまたかって

配分か行なわれている。

　

このような関係を調整して、国民か納めた租税が地方団体と国との

間にどのように実質的に分配されているかをみると、つぎのと､おり

で、収入額と分配額の割合は逆転し、地方団体に対しては62,1％が、

固に対しては37.9％が分配ざれている。

租
収

　

税

　

総

入の割

　
　

方

国
地

額
合
税
税

分配の割合

　　　

国

地･

　　　

方

　　

35年度

２兆5,452億円

70.8％

29.2^

-

　

37.

　

62.

97 －

9％

1％

　　

34年度

１兆9,833億円

69.2^

30.8％

34.3％

65.7%



⇔

　

地方財政と国民総支出

　

１

　

地方財政の財貨サービス購入額

　　　

昭和35年度の純計規模より、最終需要者としての地方団体の財貨サ

　　

ービスとならないもの（国と地方との重複額、扶助費、公債費、繰出

　　

金、‘前年度繰上充用金、出資金、貸付金および積立金等）を控除した

　　

普通会計の財貨サービス購入額は、

歳出決算額

控

　

除

　

項

　

目

差引財貨サービス

購 額
出
成

　

支
形

入
常
本

　

経
資

　

35年度

１兆9,249億円

　　

7,753億円

１兆1,496億円

7,373億円

4,123億円

　

34年度

１兆6,239億円

　

6,422億円

　

9,817億円

6,362億円

3,455億円

で、前年度と比べると1,679億円、17.1％増加した。

　

増加額の内訳は、経常支出が60.2％に当る1,011億円、資本形成が

39.8％に当る668億円で、前年度の増加状況（増加額815億円うち経常

支出483億円、資本形成332億円）と比べると給与改定等を反映して

経常支出の増加が著しい。

　

普通会計のほか、事業会計および収益事業会計を加えた地方財政全

体の財貨サービス購入額は、

　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　

普

　

通

　

会

　

計

　　　　

１兆1,496億円

　　　　　　

9,817億円

　

事

　

業

　

会

　

計

　　　　　　　

955億円

　　　　　　　　

618億円

　

収益事業会計

　　　　　　

215億円

　　　　　　

191億円

　

合

　　　　　　

計

　　　　

１兆2,666億円

　　　　

１兆

　

626億円

　　

経

　

常

　

支

　

出

　　　　　　

7,588億円

　　　　　　

6,553億円

　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　　　　

5,078億円

　　　　　　

4,073億円

で，前年度と比べると2,040億円，19.2％増加した。増加状況の内訳

は普通会計1,679億円，事業会計337億円，収益事業会計24億円の順と

なっている。

　

地方財政の財貨サービス購入額の算出に当っては，国庫支出金は国

の財貨サービス購入額とされているが，この部分について末端の需要ﾚ
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者である地方団体の財貨廿－ビス購入額とみなして調整すると。

　　　　　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　

34年度

　　

調

　　

整

　　

前

　　　　

１兆2,666億円

　　　　

１兆

　

626億円

　　

調

　　

整

　　

額

　　　　　　

4,031億円

　　　　　　

3,480億円

　　

調

　　

整

　　

後

　　　　

１兆6,697億円

　　　　

１兆4,106億円

　　

経

　

常

　

支

　

出

　　　　　　

9,176億円

　　　　　　

7,970億円

　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　　　　

7,521億円

　　　　　　

6,136億円

　

で，前年度と比べると2,591億円，18.4％増加した。

２

　

国民総支出と地方財政の財貨サービス購入額

　　

昭和35年度の国民総支出は14兆6,649億円で，前年度より２兆924

　

億円，16.6％（実質では13.2％）増加した。

　　

この国民総支出中に占める国，地方を通じての政府の財貨サービス

　

購入額は，

国民総支出凶

政府の財貨サービス
購

　

入

　

額知

国
地

　　

方

　

Ｃ）

叫/㈲

鴎/㈲

で、前年度と比べると、

国民総支出回

政府の財貨サービス
購

　　　

入

　　　

額

国

　　　　　

朝

地

　　

方

　

叫

　　

35年度

14兆6,649億円

2兆6,830億円

1兆4,164億円

1兆2,666億円

　　　

18.4％

　　　

8.6％

　

増加額

２兆

　

924億円

　　

3,906億円

　　

1,866億円

　　

2,040億円

　　

34年度

12兆5,725億円

2兆2,924億円

1兆2,298億円

1兆

　

626億円

　　　

18.2^

　　　

8.5％

増加率・前年度増加率

16.6％

　　　　

21.0％

17,0％

　　　　

14.5％

15.2％

　　　　

19.0％

19.2^

　　　　

9.6％

で、国民総支出の増加額２兆924億円に対する政府財貨サービス購入

額の寄与率は国8.9％（前年度9.0％）、地方9.7％（前年度4.3％）

である。

　

国庫支出金について国と地方との間で調整を加えた政府の財貨サー

ビス購入額は。

　　　　　　

｀
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国民総支出

　

㈲

ヽ政府の財貨サービス
購

　

ノ入

　　

額

国

地

　　　

方

　　

卿

叫/㈲

　　

13S･年度

14兆6,649億円

2兆6,830億円

i兆

　

133億円

1兆6,697億円

　　　

13.8勿

　

:･

　

34年度………

12兆5,725億円

　

2兆2,924億円

　　　

8,818億円

　

１兆4,106億円

　　　　

12.2^･

　　　

で、地方財政財貨サービス購入額の寄与率は12.4^である｡。

Ａ

　

昭和35年度の地方財政の特徴

　　　　　　　　　　　　　　　　　

□

　　

昭和j5年度の普通会計決算にみられる特徴は、おおむねっぎのようjな事

　

項である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

∧

　

０

　

拡大した財政規模

　　　　　　　　　　　

一十

　　　

二

　　　　　

十

　　　

昭和35年度の決算規模は歳入、歳出とも最近における最高の伸張を示

　　

した（歳入19.9％、歳出18. b%)。これは、歳入叱おいては（1）前年度に

　　

引き続､く経済界の好況による地方税の伸び(21. B<mで（2）国税収入め増ﾉ

　　

加にスライドする地方交付税の伸び（20.0祭ﾓy、（3）国の公共投資等の拡大

　　

充に伴う国庫支出金の伸び(15. ＼/o')等によるもめで、歳出において

　　

は（1）給与改定等による人件費の伸び(17.2^、･（2）国の公共投資拡充策

　

ニに伴う普通建設事業費の伸び(26.2^5等によ4jものであるレ

⇔

　

引き続き好転した財政収支

　　　

昭和35年度の実質収支は全体では648億円の黒字で、278億円の単ギ

　　

度黒字となった。前年度に引き続いて財政収支は好転している。このう

　　

ち、黒字団体は4,313団休で、この黒字額は746億円である。赤字団体は、

　

’全地方団体の９％･に相当する444団体でその赤字額は98億円である。

　

脚

　

順調に増加した一般財源

　　　

昭和お年度の歳入（２兆258億円）は前年度に比ぺて19.9％、3,364

　

ご億円増加した。∧この増加額のうち56.0％（前年度55=｡3彭）か一般財源の

　　

増加である。地方税は前年度に対し21.8^ (前年度包｡3勿）の増加を示

　　

した。地方税の増加はぞの57.f）％が法人の収益の増に伴うもぬで、そ

　　

の増加率は道府県税において高く(32.2^)、市町村税において低い

　　

(13. Wo)。
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またヽ地方交付税も国税の増収に伴い20.0％の増加を示し、一般財源

　

’全体では20.9％の増加となった。この増加率は最近の最高である。

匈

　

漸進的に改善している財政構造

　　

昭和35年度の歳出（１兆9,249億円）は前年度に比べて18.5％、3,010

　

億円増加した。その増加の内訳をみると給与改定等に伴う義務的経費の

　

増加のほか普通建設事業を中心とした投資的経費の増加が著しい。

　　

歳出を吐質別にみると、義務的経費（人件費、扶助費および公債費）

　

と投資的経費との歳出中に占める割合はっぎのとおりで、財政構造は逐

　

年改善されている。

　　　　　

年度

　　　　

31

　　

32

　　

33

　　

34

　

35

　　　

義務的経費

　　　

49.7^ 48.6% 48.2% 47.2% 45.7%

　　　

投資的経費

　　　

27.4^ 29.7% 30.7% 32.0% 33.3%

　　

また、歳出を目的別にみると庁費などの管理的経費の割合か減少し、

　

土木費、産業経済費などの住民に対する施策費の割合が増加してきてい

　

る。

蜘

　

まだ充分でない行政水準

　　

以上要するに昭和35年度の地方財政は、景気の好転による地方収入の

　

増加と、国、地方を通ずる財政健全化の努力とにより、全体的には相当

　

の改善をみた。しかしながら、最近の産業経済のめざましい発展や国民

　

生活の向上に比べると、産業関連施設や環境衛生施設等の現状は、ま

　

だ、相当のおくれがみられるのであって、これらの整備の必要性も増大

　

してきている。

　　

したがって、地方団体が健全な財政を維持しながらこれら行政水準の

　

面上と住民福祉の増進を図るためには、なお一層の努力が必要７ある。
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第二◇昭和36年度の地方財政の状況

昭和36年度の地方財政計画
０〉昭和36年度地方財政め運用方針

　　

昭和36年度の国の予算編成に当ってば、経済情勢は民間部門の力強い

　

成長力を基盤としつつ、公共投資、減税、社会保障の拡大等の政府の施

　

策の展開とあいまって、引き続き上昇の傾向を持続する見通しのもと

　

にヽつ芦の事項が重点施策として掲げられた。

　　　　　　　　　　

ニ

　　　

(1)税制の改正

　　　

(2)社会保障のI拡充

　　　

(3)公共投資の拡大

　　　

(4)文教の刷新充実と科学技術の振興

　　　

ニ(5)貿易の振興および対外経済協力の推進

　　　

(6)農林漁業の振興

　　　

(7卜中小企業対策の強化

　　　

(8)十地方財政め健全合理化

　　

このような政府の財政運営の方針を背景として、昭和36年度地方財政

　

計画の策定に当っては、つぎのような運用の方針がとられた。

　

(1)地方財政需要の増嵩枇対して地方財源の確保を図る反面、I国税、地

　　

方税を通ずる減税措置の一環として地方税においても負担の軽減合理、

　　

化の措置を講ずること､。

　

ﾚ(2)後進地域の開発を促進するため、開発のための各種公共事業にかか

　　

る国庫負担率を段階的に引き上げる措置を講ずるとともに、財政力の

ト

　

貧弱な地方団体の財源を傾斜的に増額して、その行政水準の向上を期

　　

することがでぎるようにすること。

　

(3)産業発展牡よび国民生恬の向上に対応して、産業関連道路、文教施

　

大設および環境衛生施設等の計画的な整備拡充のため、投資的経費にかﾌ

'ﾆ

　

かる財源の充実を図ること○･

＼(4)j長期にわたって地方財政の健全化をさらに推進するため、国の→般

　　　　　　　　　

j
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会計所属の直轄事業に伴う地方勿体の負担金にかかる交付公債制奪を

　　

廃止する等の措置を講ずること。ﾀﾞﾆ

ぐ⇒

　

地方行財政制度の改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

犬。

　

十

　　

このような運用方針に基づいて地方財政法、地方交付税法、地方公営

ト企旋法等の一部が改正されたほか、後進地域の開発に関する公共事業に一

　

係る国の負担割合の特例に関する法律等が新たに制定されたが、これら

　

の概要は、つぎのとおりである。

　

（1）地方財政法の改正…………ぐア）固定資産税の制限税率引下げに伴う

　　

起債の特例を廃止すること。

　　

吋）地方債証券の共同発行に関する規走を設けること。

　

（2）地方交付税法の改正…………ぐｱ）道路費をはじめとする投資的経費

　　

の充実を図り、地方行政水準の向上を期すること。

　　

（ｲ）財政力の貧困な地方団体の基準財政需要額を傾斜的に増額し、こ

　　

れらの団体の財政基盤を強化すること。

　　

吻

　

地方財政の長期にわたる健全化に資するため、特別措置債の全額

　　

と昭和26年度以前にかかる災害復旧事業債のうち公共分との合計･160

　　

億円について繰上償還の措置をとること。

　

（3）後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関す丿

　　

る法律（昭和36年法律第112号）の制定…………財政力指数が0.46未

　　

満の都道府県における開発指定事業について、その国庫負担率を通常

　　

の負担率より引き上げること。

　

（4）地方今営企業法の改正…………図

　

地方団体は、地方公営企業の特

　　

別会計に必要な出資を行なうことができるようにすること。

　　

（ｲ）地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する一部事務組合の

　　

組織および財務に関し、特例規定を設けること。

　

（5）公営企業金融公庫法の改正…………資本金を３億円増額し、2i億円

　　

とすること。

　

（6）地方税法の改正……･･j････帥

　

地方税制の自主性を強化するため、国

　　

税改正の影響か自動的に地方税に及ばないよう住民税の課税方式等の
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改正を行なうこと。△

　　　　　　　　　　　　　　　

レ

フ（ｲ）国税の減税に対応してでき芯限り減税を行なうほか、零細負担の

　　

排除を重点として税負担の軽減合理化を図ること（普通税において

　

初年度98億円、平年度244億円の減税）。

　

吻

　

新道路整備計画の実施のための財源の充実を図るため、軽油引取

　

税率を！キロリットル当り12, 500円（現行10, 400円）とすること（初

　

年度39億円、平年度44億円の増収）。

　

このほか、地方財政に関連する行財政制度の主な改正は、つぎのとお

りである。

（1）一般職の職員の給与だ関する法律の改正…………人事院勧告に基づ

　

き、暫定手当に関し規定を整備すること。

（2）国家公務員に対する寒冷地手当、石炭手当及び薪炭手当の支給に関

　

する法律の改正…………各手当の支給額の限度を引き上げること。

（3）地方公共団体の負担金の納付の特例に関する法律を廃止する法律

　　

（昭和36年法律第14号）の制定…………一般会計についても、交付公

　

債制度を廃止すること。

（4）地方道路税法の改正………新道路整備計画の目的財源を充実するた

　

め、地方道路税口税率を１キロリットル当り4,000円｛現行3,500円｝

　

とすること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‥

（5）市町村立学校職員給与負担法の改正…………市町村立高校の定時制

　

産業関係課程教員の初任給調整手当は、都道府県で負担すること。

（6）精神衛生法の改正……………措置患者の入院費用国庫負担率を２分の

　　

１から10分の８に引き上げること。

(7)、児童福祉法等の改正

　

国庫で負担すること。

幼児の健康診断等の経費の３分の１を

（8）国民健康保険法の改正………･･･世帯主の結核疾病にかかる療養給付

　

についての一部負担金を10分の５から10分の３に引き下げ、保険者の

　

負担増については国が負担すること。

（9）農業協同組合合併助成法（昭和36年法律第48号）の制定…………昭
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和40年度までに合併を行なう農協に対し、その合併関係の規定を警備

　　

するとともに、国および都道府県が必要な助成を行なうこと。

　

帥

　

農業基本法（昭和36年法律第127号）の制定…………最近における

　　

農業およびこれを取りまく条件の変化に応じて、農業の発展と農業従

　　

事者の地位の向上を図るため、国の施策、地方公共団体の施策、財政

　　

上の措置、農業構造の改善を図るための施策、農業行政に関する組織

　　

の整備および運営の改善等につき必要な規定を設けること。

　

缶）農業近代化資金助成法（昭和36年法律第202号）の制定…………

　　

（ア）農業者等の資本整備と経営の近代化を促進するための施設資金に

　　

ついて都道府県が行なう利子補給に対し、国が補助を行なうこと。

　　

吋）都道府県の農業信用基金協会への出資に対し、国が助成すること。

　

㈲

　

農林水業等施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関ずる法律の

　　

改正…………３年間に甚大な被害を受けた地域における農林水産業施

　　

設の災害復旧事業費の国庫補助率について規定を設けること。

　

旧

　

中小企業振興資金助成法の改正…………中小企業団地の造成等に対

　　　

し都道府県が資金を貸し付ける場合に補助金を交付すること。

　

㈲

　

臨時石炭鉱害復旧法の改正…………（ア）有効期限を10年延長するこ

　　

と。

　　

（ｲ）賠償義務者等が未確定の場合に国および地方団体の立替施行等の

　　　

規定を設けること。

　

㈲

　

港湾整備緊急措置法（昭和36年法律第24号）の制定…………港湾整

　　

備５ヵ年計画について必要な規定を設けること。

　

冊

　

道路整備緊急措置法の改正…………新道路整備計画の策定に伴い必

　　

要な規定を設けること。

　

㈲

　

公共用地の取得に関する特別措置法（昭和36年法律第150号）の制

　　

定…………土地収用法の特例を設けて、土地等を収用または使用する

　　

事業の円滑な遂行と土地等の取得に伴う損失の適正な補償の確保を図

　　

ること。

呻

　

地方財政計画の内容
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１大地方財政計画の概要

　

昭和36年度の地方財政計画の規模は１兆9,126億円（前年度１兆

　

5,381億印

　

である。前年度と比べると3,745億円、Jjj忽丿懲口し

　

た。これは、国の一般会計の規模の増加( 3,831億円、24. m)にほ

ぼ匹敵する（第115表参照）。

　　

財政計画の内訳は、つぎのとおりである（国の補正予算に伴う分は

　

含まない。）。

給与関係経費

一般行政経費

公

　　

債

　　

費

維持補修費

投資.的経費

不交付団体にお
ける平均水準を
こえる必要経費

計
税
税
税
金
債
入
計

合

　

与
付
出

　
　

合

　

方
譲
交
支
方
収

出

　

方
方
庫

　
　

入

歳
地
地
地
国
地
雑
歳

36年度

7,227億円

3,859億円

1,060億円

　

514億円

6,247億円

　　

219億円

1兆9,126億円

　

7,620億円

　　

424億円

　

3,773億円

　

4,974億円

　　

770億円

　

1,565億円

1兆9,126億円

35年度

6,004億円

3,178億円

　

840億円

　

459億円

4,736億円

２

　　　

164億円

1兆5,381億円

　

6,230億円

　　

318億円

　　

2,865億円

　　

4,026億円

　　　

720億円

　

1,222億円

1兆5,381億円

　

増減状況

1,223億円

　　

20.4^

　

681億円

　　

21.4^

　

220億円

　　

26.1％

　

55億円

　　

11.9％

1,511億円

　　

31.8％

　

55ｲ意円

　　

33.5^

3,745億円

1,390億円

　

106億円

　

908億円

　

948億円

　　

50億円

　

343億円

3,745億円

24.3%

22. Wo

33.4^

31.7^

23.6^

　

6.9％

28.0％

24.3%

　

地方税の収入見込

　

昭和36年度の地方税の収入見込額は7, 620億円である。前年度の当初

見込額と比べるとつぎのとおりで、1,390億円､力｡3％の増加である。

　　　　　　　　　　　　　　　

道府県税

昭和35年度収入見込額㈲

　　

2,818億円

自

　

然

　

増

　

減

　

額

　

匂

　　　

845億円

　　　　　

叫/㈲

　　　　　　　　　

29.9^

税制改正による増減額ｏ

　　

△

　

16億円

　

市町村税

3,412億円

　

604億円

　　

17.7%

・43億円

　

合

　　

計

6､230億円

1,449億円

　　

23.2％

u

　

59億円

e13唱詣詔““

　

3,647億円

　　　

9･973億円

　　　

7･620億円

増

　

回答I凶

　

額

　　

829億円

　

上561fi円

　　

L 360億F7］

昭和36年度においては、昭和35年12月の税制調査会の答申を尊重し
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て、直接税を中心に税制の改正が行なわれたがヽその状邸奔づ:ぎのjと

おりで、普通税では初年･一

　

崔

　

平年･244 g　の減税が行なわれた。

　

道府県民税

　

事

　　

業

　　

税

　

娯楽施設利用税

　

料理飲食等消費税

道府県普道税合計

町
定
自

市
固
軽

電気

税
税
税
税

民
産
車
ス

村
資
動
が

市町村普通税合計

普

　

通

　

税

　

合

目

　　　

的

　

軽油引取

合

計
税
税
計

地方税の改正によ
るもの

国税の改正による

もの

初年度増減額

　

△

　

11億円

　

△

　

19億円

　　　

9億円
ム

△

△

△
△

ａ

△

△

34億円

55億円

16億円

　

6億円

　

1億円

22億円

43億円

98億円

　　

39億円

△

　

59億円

△

　

14億円

ａ･

　

45億円

平年度増減額

　

△

　

30億円

　

△

　

70億円

　　　

9億円

　

△.1

　

38億円

　

△129億円

　

△

　

74億円

　

△

　

17億円，

　

△

　

2億円

　

△

　

26億円

‘△115億円

　

△244億円

　　

44億円

△200億円

△

　

92億円

△108億円j

　　　

（注）平年度増減額は、国会修正後の額によった。

　

昭和36年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである（第116表参

照）。

道

　

府

　

県

　

民

　

税

事

　　　

業

　　　

税

不動産取得税

道府県たばこ消費税

料理飲食等消費税
自
そ 動

　

車

　

の

税
他

道府県普通税小計

目

道

　　　

的
府県税 合

民
産

村
資

町
定

市
固

税
計
税
税

　

市町村たばこ消費税

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　

そ

　　　

の

　　　

他

市町村普通税小計

　

町

目
市

通
的
総

普
目

　

36年度

　

550億円
1,900億円

　

138億円

　

264億円

　

273億円

　

164億円

　

103億円
3,392億円

　

255億円
3,647億円

1,234億円
1,752億円･

　

362億円

　

416億円

　　

93億円
3,857億円

　

116億円
3,973億円

7,249億円

　

371億円

7,620億円
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35年度

　

432億円
1,441億円

　

113億円

　

237億円

　

233億円

　

129億円

　

84億円
2,669億円

　

149億円
2,818億円

　

979億円
1,561億円

　

326億円

　

369億円

　

80億円
3,315億円

　

97億円
3,412億円

5,984億円

　

246億円

6,230億円

　

増減状況犬

118億円

　

27.2^

459億円

　

31･.9％

　

25億円

　

21.8^

　

27億円

　

11.3％

　

40億円

　

35億円

　

19億円

　

723億円

　

106億円

　

829億円

　

255億円

　

191億円

　

36億円

　

47億円

　

13億円

　

542億円

　

19億円

　

561億円

1,265億円

　

125億円

1,390億円

17.4^

27.1^

21.4^

27.1%

71.1％

29.4^

26.1寿一

12.3%

11.3形

12.8^
13.4^

16.4形
19.7^
16.4^

21.1^
50.9形

22.3^
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3十地方譲与秘の収入見込

　

昭和お6年度の地方譲与税の収入見込額は、つぎのとおりである．

入場譲与税

地方道路譲与税

特別とん譲与税

合

　　　

計

36年度

　　

･.35年度

162億円

　　　　

136fi円

251億円

　　　　

174億円

　

11億円

　　　　　

8億円

424億円

　　　　

318億円

　

増減状況

26億円

　

19.6％

77億円

　

44.3^

　

3億円

　

32. Wo

106(i円

　

33.4^

　

前年度と比べると106億円，33.4％の増加であるが，このうち，地方

道路譲与税については道路整備財源充実のため税率を１キロリットル当

り3,500円から4,000円へ引き上げた分(26億円)が含まれている(第

n7表参照)。

４

　

地方交付税の積算基礎

　　

昭和36年度の地方交付税の収入見込額は3,773億円で，前年度と比

　

べると908億円，31.7％の増加である(第n8表参照)。

　　

地方交付税の積算基礎は，つぎのとおりである。

　

１兆2,187億円(国税三税収入見込額)×28.5％(繰入率)=3,473億円

　　

3,473億円＋56億円(精算分)+37億円(臨時地方特別交付金)＋207億

　

円(繰越分)=3,773億円

　　　　　　　　

゛

５

　

地方債計画

　　

昭和36年度の地方債計画の総額は2,000億円で，前年度(1, 555億

　

円)と比べると445億円の増加である(第119表参照)。

　　　

昭和36年度における地方債計画の内訳は，つぎのとおりである。

一般一会計債

直轄事･業債

準公営企業債

公営企業債
特別地

合
政
公

特
資

方債

計

府資金

募資金

別地方債

　　

金

　

36年度

　

585億円

　

160 (i円

　

340億円

　

775億円

　

140億円

2,000億円

1,410億円

　

450億円

‥

　

140億円

35年度

　

560億円

　

160億円

　

205億円

　

575億円

　

55億円

1,555億円

1,160億円

　

340億円

　

55億円

－109－

　

増減状況

25噫円

　

4.5％

　　　

－

　　　

－

135億円

　

65.9％

200億円

　

34.8^

85億円154. Wo

445億円

　

28.6％

250億円，21.6％

110億円

　

32.4^

　

85億円154. Wo
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丿沁

　　　

このうち、地方財政計画の歳入に掲げられるもめヽは＝-般会計俵√

　　

直轄事業債および特別地方債（従来、枠外債として取り扱われでぎ

　　

た厚生年金の還元融資分に国民年金の還元融資分を加え、地方債

　　

計画中の項目としたもの｡）のうちの25億円をあわせた770億円であ

　　

る。

財政運営の状況

日

　

予算の状況

１

　

予算規模

　　

昭和36年９月末現在における地方団休の予算総額は２兆4,150億円

　

(前年同期１兆9,339億円)である。前年同期と比べると4,811億円，

謳Ｌ阻Ｌ（前年度2,731億円、16.4％）の増加である。

　　

これを、都道府県分および市町村分に分けると、つぎのとおりであ

　

る（第120表参照）。

36年９月末現計予算

35年９月末現計予算

　　

増

　　　　

加

　　　　

額

　　

(前年度増加額)

　　

増

　　　　

加

　　　　

率

　　

(前年度増加率)

２

　

歳入の内容

-

　

都道府県分

１兆4,818億円

１兆1,608億円

　　

3,210億円

　　

(1,682億円)

　　　

27.6^

　　　

(16.9％)

　

市町村分

　

9,332億円

　

7,731億円

　

1,601億円

(1,049億円)

　　

20.7％

　

(10.7％)

歳入予算の内訳は、つぎのとおりである（第121表参照）。

使用料、手数料

地
繰
そ

方
越
の

債
金
他

合 計

　　

36年度

　　　　　　　

35年度

１兆2,063億円

　　　　

9,535億円

　　

8,130億円

　　　　

6,498億円

　　　

414億円

　　　　　

326億円

　　

3,519億円

　　　　　

2,711億円

　　

5,680億円

　　　　

4,718億円

　　　

702億円

　　　　　

635億円

　　

1,256億円

　　　　　

1,078億円

　　　

937億円

　　　　　

615億円

　　

3,512億円

　　　　　

2,758億円

２兆4,150()g円

　　

１兆9,339億円

　　　

― no －

増加率

26,5％

25.1^

21.2%

29.8%

20.4%

10.6％

16.6％

52.3^

27.3^

24.9%



増加額の内訳について前年度と比べると、つぎめとおりである。

　　

増

　

加

　

額

36年度

一．般

　

財

　

源

　

地ダ方

　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

国庫支出金

使用料、手数料

債
金
他

方
越
の

地
繰
そ

合 計

2,528億円

1,632億円

　

88億円

　

808億円

　

962億円

　　

67億円

　

178億円

　

322億円

　

754億円

4,811億円

　　

35年度

1,203億円

　

934億円

　

△8億円

　

277億円

　

776億円

　

45億円

　

216億円

　

81億円

　

410億円

2,731億円

　

増加額の構成比

36年度

　　　

35年度

52.5^

　　　

44.0§

33.9%

　　

34. 2#

1.8％

　　

△o.m

　

16.8％

　

20.0％

　

l.Wo

　

3.7％

　

6.7％

　

15.7％

100.0％

３

　

歳出の内容

　

（1）目的別にみた歳出の内容

　　　

目的別歳出予算の内訳は、つぎのとおりである

費
費
費
び
費
費
費
他

　
　
　
　

及
設
済

　

木
育

　

施
経
債
の

　
　
　
　

会
働
業

庁
土
教
社
労
産
公
そ

合 計

　　

・36年度

　　

2.816億円･

　　

4,600億円

　　

6,337億円

　　

2,601億円

　　

2,684億円

　　

1,252億円

　　

3,860億円

２兆4,150億円

　　

35年度

　　

2,395億円

　　

3,486億円

　　

5,160億円

　　

1,973億円

　　

2,227億円

　　

1,068億円

　　

3,030億円

１兆9,339億円

　

10.1糸

　

28. m

　

1.7形

　

7.9％

　

3.0％

　

15.0％

100.0％

(第122表参照)。

　

増加率

　

17.6％

　

31.9％

　

22.8%

　

31.8％

　

20.5％

　

17.3％

　

27.4^

　

24.9%

増加額の内訳について前年度と比べると、づぎのとお｀りである。

費
費
費
び
費
費
費
他

　
　
　

及
設
済

　

木
育

　

施
経
債
の

　
　
　

会
働
業

’
庁
土
教
社
労
産
公
そ

合 計

　　

増

　

加

　

額

36年度

　

421億円

1,114億円

1,177億円

　

628億円

　

457億円

　

184億円

　

830億円

4,811億円

　　　

35年度

　　　

219億円

　　　

826億円

　　　

527億円

　　　

233億円

　　　

477億円

　　　

52億円

　　　

397億円

　　

2,731億円
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増加額の構成比

36年度

　　　

35年度

　

8.8％

23.1%

24.5^

13.1％

　

9.5％

　

3.8％

17,2%

100.0％

　

8.0曝

30.3石

19.3曝

　

8.5曝

17.5形

　

1.9俗

14.5^

100.0多



(2)性質別記･みた歳万出め内容∧

　　　　　　　　

／。

　　　　　　

・

　

｜

　　　　　

|･

　　

・

　　

性質別歳出予算の内訳は、うぎのくとおりであるニ(第i23表参照)。

費
費
費

　
　

・
修

件
件
補

　
　

持

人
物
維

扶助費、補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

公

　　

債

　　

費

積

　　

立

　　

金

出資金、貸付金

繰

　　

出

　　

金

前年度繰上充用金

予

　　

備

　　

費

　

合………計

36年度

　　

7,856億円

　　

1,937億円

　　　

433億円

　　

2,127億円

　　

7,385億円

　　

1,246億円

　　　

499億円

　　

1,252億円

　　　

144億円

　　　

764億円

　　　

360億円

　　　

101億円

　　　　

46億円

２兆4,150億円

35年度．

　

増加率

6,577億円∧

　　

19.m

1,609億円

　　　

20.4%

　

345億円

　　　

25.6^

　　

1,674億円

　　

5,391億円

　　

1,237億円

　　　

440億円

　　

1,068億円，

　　　

83億円

　　　

535億円

　　　

220億円□

　　　

119億円

41億円

１兆9,339億円

　

27.0％

　

37.0^

　　

o湾％

　

13.4％

　

17.3^

　

72.り勿

　

42.7^

　

63.6％

　

ゝ

　　

・
△15.2％

　

12.9勿

　

24.9^

増加額の内訳にづいて前年度と比べると、つぎのとおりである、

費
費
費

　
　

修

件
件
補

　
　

持

人
物
題

扶助費、補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

公

　　

債

　　

費

積

　　

立

　　

金

出資金、貸付金

繰

　　

出

　　

金

前年度繰上充用金

予犬

　

備＼丿費

　

合

　　　

計

　　　

増

　

加

　

36年度

1,279億円

　

328億円

　

88億円.‥

　

453億円

1,994億円

　

･‘

　　

9億円

　

59億円

　

184億円

　

61億円

　

犬

　

229億円

　

140億円

△」8億円

　　

5億円

4,811{g-円

　

額

　

35年度

　

608億円

　

170億円

　

34億円

　

179億円

　

982億円

442億円

　

48億円

　

52億円

　

38億円

　

105億円

　

55億円

　

13億円

　　

5位円

2,731JS円

112 －

　

増加額の構成比･

36年度

　　　

35年度

26.6^

　　　

22.3^

　

6.8％

　

1.8％

　

吼4％

　

41.5^

　

0.2％

　

＼.2%

　

%.z%

　

＼.m

　

4.8％

　

2.9％

△0.4％

j

　

0.1％

100.0％

　

6.2噸

　

1.1%

　

6.6勿

35｡9％

　

16.2^

　

1.8％

　

119％

　

＼.m

　

3.8^

　

2.0％

　

0.5叫

∧0.2邨

100.0僣



§歳入の状況
１

　

地方税の徴収状況

（1）道府県税

　　

昭和36年度の道府県税収入見込額は3,646億円（前年度対比22.7

　

％増）であるが、12月末現在の徴収状況は、つぎのとおりである。

調

　　

定

　　

額

　

回

収

　

入

　

済

　

額

　

知

財政計画収入見込額

　　　　

知/㈹

36年12月末

3･846億円＼

3,118億円

3,646億円

　

ゴj里乙

35年12月末

　　　

3,042億円､､､、

/・も

　

2,485億円

　　

ノ/汐

　　　

2,81B億円‘ﾀﾞ

81.7％

　　

前年同期と比べると、調定額において804億円、26.4^、収入済

　

額において633億円、J5.,5^増加している（国の一般会計の租税お

・

　

よび印紙収入の12月末の状況は、前年同期と比べると、2,957億円、

　

25.2^の増加である｡）。

　　

道府県税のうち、道府県民税の法人分および事業税の法人分の状

　

況は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　

36年12月末

　　　　　　

35年12月末

　

調

　　

定

　　

額

　

㈲

　　　　　

2,277億円

　　　　　　

1,775億円

　　

道府県民税

　　　　　

343億円

　　　　　　

269億円

　　

事

　　

業

　　

税

　　　　　

1,934億円

　　　　　　

1,506億円

　

収

　

入

　

済

　

額

　

知

　　　　　

1,880億円

　　　　　　

1,496億円

　　

道府県民税

　　　　　

288億円

　　　　　　

230億円

　　

事

　　

業

　　

税

　　　　　

1,592億円

　　　　　　

1,266億円

　

財政計画収入見込額

　　　　　

2,053億円

　　　　　　

1,549億円

　　

道府県民税

　　　　　

308億円

　　　　　　

234億円

　　

事

　　

業・

　

税

　　　　　

1,745億円

　　　　　　

1,315億円

　　　　

卸/㈲

　　　　　　　　　　

82.6%

　　　　　　　　

必L3瀕一

　　

前年同期と比べると、調定額において■502'"億円、28.3％、収入済

　

額において384億円、25.7^増加している（法人税の12月末の状況

　

は、前年同期と比べると1,070億円、25.4^の増加である｡）（第

　

124表参照）。

（2）市町村税

　　

昭和36年度の市町村税収入見込額は3,973億円（前年度対比
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14. 1勿増）であるが、９月末現在の徴収状況は、つぎのとおりであ

る。

調

　　

定

　　

額

　

㈲

収

　

入

　

済

　

額

　

叫

財政計画収入見込額

36年９月末

4,111億円

2,101億円

3,973億円

35年９月末

3,558億円

1,769億円

3,412億円

　　

知/㈲

　　　　　　　　　　　

?ﾄ1％

　　　　　　　　

j97％

前年同期と比べると、調定部1比おいて553億円、13無勿、収入済

　　

額において332億円，15.8％増加している（第124表参照）。

２

　

地方交付税の交付状況

　

（1）当初予算分の交付状況

　　　

昭和36年度の地方交付税の総額は，臨時地方特別交付金を含めて

　　

3,773億円であり，このうち普通交付税は3,512億円（93.1％），

　　

特別交付税は臨時地方特別交付金を含めて261億円（6.9％）である。

　　　

普通交付税の算定に当っては，つぎの点に重点がおかれた。

　　

（力

　

投資的経費の充実（基準財政需要額793億円増）

　　

（ｲ）財政力の貧困な団体における基準財政需要額の傾斜的引上げ

　　　

（態容補正および財政力補正の強化）

　　

（ウ）財政の長期健全化(160億円の｡繰上償還）

　　

その結果は，つぎのとおりとなった。

　　　　　　　　　　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

合

　　

計

　　

基準財政需要額

　　

5,679億円

　　　

3,698億円

　　　

9,377億円

　　

基準財政収入額

　　

3,646億円

　　　

2,737億円

　　　

6,383億円

　　

財源超過額

　　　

409億円

　　　　

174億円

　　　　

583億円

　　

（不交付団体数）

　

（

　　

4

　　

）

　

（

　

178

　　

）

　

（

　

182

　　

｡）

　　

財源不足額

　　

2,442億円

　　　

1,135億円

　　　

3,577億円

　　

（交付団体数）

　

（

　

42

　　

）

　

（

　

3,313

　

）

　

（

　

3,355

　

）

　　

普通交付税額

　　

2,400億円

　　　

1,112億円

　　　

3,512億円

　

（2）再算定後の状況

　　　

その後，人事院勧告に基づく地方公務員の給与改定，現年災害の

　　

発生等の財源措置として国の補正予算が再度にわたり組まれ，昭和

　　

36年度の地方交付税の総額は，つぎのとおり4,115億円となった。
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初
正

　

補

　

次

次 補正

計

　　　　

地方交付税

普通交付税

　　

特別交付税

　

3,512億円

　　　

224億円

　　

198億円

　　　　

13億円

　　

120億円

　　　　

8億円

　

3,830億円

　　　

245億円

　

臨時地方

特別交付金

　

37億円

　　

2億円

　　

1億円

　

40億円

合計

3,773億円

　

213億円

　

129億円

4,115億円

　

この補正予算を含めた地方交付税のうち普通交付税の配分につい･

ては、給与改定等に伴う財政需要額の異動、法人関係の地方税収入

の異動等に基づいて再算定が行なわれたが、その状況はつぎのとお

りである(第125表参照)。

　

なお、昭和36年度中に交付される特別交付税は238億円であり、

包偉｣丑は翌年度に繰り越される予定である。

　　　　　　　　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

合

　

計

基準財政需要額

　　

5,873億円

　　　

3,802億円

　　　

9,675億円

基準財政収入額

　　

3,764億円

　　　

2,759億円

　　　

6,52‘3億円

財源超過額

　　　

433億円

　　　　

153億円

　　　　

586億円

（不交付団体数）（

　　

4

　　

）

　

C

　

167

　　

）

　

（

　

171

　　

）

財源不足額

　　

2,542億円

　　　

1,196億円

　　　

3,738億円

（交付団体数）（

　　

42

　　

) ( 3,324　　) C 3,366　　）

普通交付税額

　　

2,542億円

　　　

1,196億円

　　　

3,738億円

３

　

地方債の許可状況

　　

昭和36年度の地方債は、当初計画においては一般会計債585億円、

　

直轄事業債160億円、準公営企業債340億円、公営企業債775億円、

　

特別地方債140億円、合計2,000億円（うち普通会計分770億円）で

　

あった。その後、災害の発生、義務教育施設および公営住宅建築費の

　

単価改訂に基づく補正予算の成立等に伴い、地方債においても、第

　

一次修正n1億｡円（うち災害復旧90億円、その他21億円）、第二次修

　

正83億円（うち災害復旧79億円、その他４億円）と再度にわたり修正

　

が加えられ、総額2,194億円となった。

　　

昭和36年12月１日現在の許可額は1,918億円である（第127表参

　

照）。

　　

なお、大阪府と大阪市においては、大阪湾臨海工業地帯造成資金の
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一部に充てるため西独でマルク債１億マルク（90億円）帝発行するこ

　　　

ととなった。地方団体が外債を発行するのは、戦後初めてであり、西

　　　

独でわが国が外債を発行するのはこれが始めてである（発行条件……

　　　

表面利回り6.5％、発行価額額面の96.5％、償還期限15年うち据置５

　　　

年、応募者利回り6.878^)。

　

叫

　

歳出の状況

　　　

１

　

給与改定の状況

　　　　

昭和36年度においては、８月８日の人事院勧告（国家公務員にっい

　　　

て（1）給料表を改定して平均l.＼%ベース・アップすること。（2）期末手

　　　

当を0.4ヵ月分増加し、勤勉手当とあわせて６月に1.2ヵ月、12月に

　　　

２.2ヵ月とすること等）に基づいて、地方公務員についても10月１日よ

　　　

り給与改定が行なわれることとなった。

　　　　

このための財源所要見込額はっぎのとおりで、昭和36年度における

　　　

財源措置は補正予算に伴う地方交付税の増および税の自然増をもって

　　　

充てられることとされた。

　　　　　　　　　　　　

総

　　

額

　　　　

国庫支出金

　　　　

一般財源

　　　　

初年度

　　　

354億円／

　　　　

69億円

　　　　

285億円

　　　　

平年度

　　　

702億円/･

　　　　

136億円

　　　　

566億円

　　

２

　

現年発生災害の状況

　　　　

昭和36年度においては５月、６月、７月、８月、および10月の集中豪

　　　

雨、８月の北美濃地震のほか、９月の第2室戸台風等の災害が発生した。

　　　　

これら･による被災額（査定見込）は公共土木施設1,162億円、､農林

　　　

水産施設320億円、その他38億円、合計1,520億円（12月末現在）と

　　　

見込まれている。

　　　　

この復旧に９いてはヽ国の再度にわたる補正予算とともに地方債の

　　　

追加によ゛1）て財源措置がなされたほか、地方債の取扱等について特例

　　　

法が制定された。

三

　

財政再建団体の状況

　

Ｈ

　

財政再建団体の数

　　　

昭和29年度の赤字団体のうち、財政再建団体となったものは18府県。
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570市町村、計588団体であった。その･後、財政再建の完了、町村合併

　

の進行により286団体（４県、282市町村）が減少し、昭和36年４月１

　

日現在の財政再建団体数は302団体（14府県、288市町村）となった。

　　

昭和30年度以降の赤字団体で、財政の再建を行なういわゆる準用団体

　

数は、昭和36年４月１日現在125団体（２県、123市町村）である。

　　

れら財政再建団体総妬心ｎ市町村）府

　

県の34.8^、市町村の11.8％に相当する。

　　

昭和36年度におい｡ては、７ノ、府県（青森、山形、千葉、長野、京都、山

　　

口および長崎）、8悩町村が再建を完了し、16市町村が新たに準用の申

　　

出をしているので、昭和37年４月１日の財政再建団体の総数は９県、

　　

346市町村と見込まれる（第128表参照）。
づヽ－

　

く=う

　

財政再建債等の状況

　

゛‾

　　

１

　

歳入欠かん補てん債の償還状況

　　　

昭和36年度の歳入欠かん補てん債の償還見込額は府県41億円（うち、

　　

再建期間の短縮に伴う繰上償還額15億円）、市町村29億円、合計70億

　　

円である。昭和36年度末の未償還額は府県24億円、市町村46億円、合

　　

計70億円と見込まれ、当初借入額(423億円）に対し83.5％、353億

　　

円を償還したことになる（第129表参照）。

　

２

　

利子補給金の交付状況

　　　

昭和36年度における財政再建債利子補給金交付額は府県２億円、市

　　

町村２億円、合計４億円（前年度９億円）である（第130表参照）。

　

３

　

指定事業等の状況

　　　

従来、財政再建団体における指定事業および重要事業については、

　　

通常の国庫負担率より２割程度高率の負担が行なわれてきた。昭和35

　　

年度においては財政再建団体以外の大分県、宮崎県、香川県、愛媛県

　　

および高知県における重要事業についても九州開発および四国開発に

　　

関連して高率の国庫負担が行なわれ、総額102億円（うち府県99億

　　

､円、市町村３億円）の割増負担がなされた。

　　　

昭和36年庶においては、都府県にかかる指定事業等の制度にかわっ
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て「後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関、

する法律」が制定され、財政力の貧弱な団体における開発事業につい･

て、それぞれの財政力に応じて高率の国庫負担が行なわれることにな

つﾌﾞこ（財政再建団体については経過措置がとられている｡）｡この結果。

昭和36年度においては35道府県について175億円、市町村５億円、合

計180億円の高率の国庫負担が行なわれるものと見込まれる（第13L

表参照）。
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第三 昭和37年度の地方財政計画

一

　

昭和37年度地方財政の運用方針

　　

昭和37年度の国の予算編成に当゛s)てはヽ経済運営の基本態度として下期

　

中に国際収支の均衡を達成することを第一義的目標とし、同時に当面の経

　

済の不均衡の是正を図りつつ、長期にわたってわが国経済が均衡ある発展

　

をするための基盤の整備に努めることとし、つぎの事項が重要施策として

　

とりあげられた。

　

１

　

税制の改正

　

２

　

社会保障の充実

　

３

　

産業基盤の充実と国土保全の強化

　

４

　

文教と科学技術の振興

　

５

　

貿易の振興および対外経済協力の推進

　

６

　

農林漁業の振興

　　　　　　

ヽ

　

７

　

中小企業の育成強化

　

８

　

地方財政の健全合理化

　　　

このような国の財政運営に関する方針を背景として、昭和37年度の地

　　

方財政計画の策定に当ってはっぎのような財政運用の基本方針がとられ

　　

た。

　

１

　

財政需要の増嵩に対処して、地方財源の確保を図るため地方交付税の

　　

繰入率の引上げを行なうとともに、国、地方団体間の税源配分を行ない

　　

地方独立財源の強化を図る反面、国税、地方税を通ずる減税措置の一環

　　

として地方税においても負担の軽減合理化を行なうこと。

　

２

　

国民経済の発展に比し、たちおくれを示している産業関連施設、交通

　　

施設、文教施設、環境衛生施設等の地方行政施設の整備を促進するた

　　

め、投資的事業にかかる経費の財源を充実するとともに地方公営企業の

　　

拡充を期し、地方債についてもその資金を増額すること。

　

３

　

地域格差の是正を図るため、財政力の貧弱な市町村の財源を充実し

　　

て、その行政水準の向上を期することができるよう地方交付税制度を改
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正するとともに，へん地にかかる公共施設の総合的かつ計画的な整備を

　　

促進すること。

　

４

　

地方財政の秩序を確立するため，都道府県および市町村間の負担の適

　　

正化および税外負担の解消の促進を期し，所要の財源措置を講ずるこ

　　

と。

二

　

地方財政計画の内容

　

日

　

地方財政計画の概要

　　　

昭和37年度の地方財政計画の規模は２兆2,850億円（前年度１兆9,126

　　

億円）と見込まれている。前年度と比べると3,724億円，19.5％増加し

　　

た（第132表参照）。

　　　

財政計画の内訳は，つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　

37年度

　　

36年度

　　　

増減状況

　　

給与関係経費

　　　　

8,440億円

　　

7,227億円

　　

1,213億円

　

16.8％

　　

一般行政経費

　　　　

4,661億円

　　

3,859億円

　　　

802億円

　

20.8％

　　

公

　　

債

　　

費

　　　　　

953億円

　　

1,060億円

　　

△107億円△10.1％

　　

維持補修費

　　　　

574億円

　　　

514億円

　　　

60億円

　

11.7舒

　　

投資的経費

　　　　

7,944億円

　　

6,247億円

　　

1,697億円

　

27.2^

不交付団体にお
ける平均水準を
こえる必要経費

歳

　

出

　

合 計

　　　

278億円

　　　

219億円

2兆2,850億円1兆9,126億円

　

59億円

　

26.9^

3,724億円

　

19.5%

　　　　　　　　　　　

37年度

　　

36年度

　　　

増減状況

　

地

　　

方

　　

税

　　　　

9,309億円

　　

7,620億円

　　

1,689億円

　

22.2^

　

地方譲与税

　　　　　

312億円

　　　

424億円

　　

△112億円△26.4％

　

地方交付税

　　　

4,581億円

　　

3,773億円

　　　

808億円21.4^

　

国庫支出金

　　　　

6,184億円

　　

4,974億円

　　

1,210億円

　

24.3^

　

地

　　

方

　　

債

　　　　　

879億円

　　　

770億円

　　　

109億円

　

14.2%

　

＼

　

雑

　　

収

　　

入

　　　　

1,585億円

　　

1,565億円

　　　　

20億円

　

1.3％

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

2兆2,850億円1兆9,126億円

　　

3,724億円

　

19.5%

㈹

　

地方税の収入見込

　　

昭和37年度の地方税の収入見込額は9,309億円である。前年度の当

　

初見込額と比べるとつぎのとおりで，1,689億円，22.2％の増加であ

　

る。
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道府県税

　　　　

市町村税

　　　　

合

　　

計

昭和36年度収入見込額㈲

　　

3,647億円

　　　

3,973億円

　　　

7,620億円

自

　

然

　

増

　

減

　

額

　

知

　　　

902億円

　　　　

808億円

　　　

1,710億円

　　　　

叫/㈲

　　　　　　　　

24.7%

　　　　　

20.3％

　　　　　

22.4^

税法改正による増減額助

　　　　

67億円

　　　

△88億円

　　　

△21億円

　　

税源配分による分

　　　

216億円

　　　　　

36億円

　　　　

252億円

　　

一般的増減税分

　　

△149億円

　　　

△124億円

　　　

・273億円

o3ツ晋冷湊゛

　

4,616億円

　　　

4,693億円

　　　

9,309億円

増

　

む些ｗ

　

額

　　

969億円

　　　　

720億円

　　　

1,689億円

　

昭和37年度においては、昭和36年12月の税制調査会の答申を尊重し、

大衆負担、中小企業者の負担の軽減合理化その他税負担の均衡化の推進

を図るため、初年度273億円、平年度422億円の減税を行なうととも

に、国と地方団体間の税源配分適正化の措置の一環として、所得税の一

部移譲に伴う道府県民税所得割の税率の改正、入場税の地方譲与制度の

廃止、たばこ消費税の税率の引き上げ等９税制改正か行なわれる見込み

であるが、その状況はつぎのとおりである。

税
税

民県
業

府道
事

　　

道府県たばこ消費税

　　

料理飲食等消費税

　　

自

　　

動

　

車

　

税

　　

そ

　　　

の

　　　

他

道府県’税合計

　　　

税源配分による分

　　　

一般的増減税によ

　　　

る分

町
定
気

市
固
電

　　

市町村たばこ消費税

　　

そ

　　　

の

　　　

他

市

　

町

　

村

　

税

　

合

　

計

　　　

税源配分による分

一般的増減税によ
る分

初年度増減額

　　

176億円

　

△

　

63億円

　　　

35億円

　

△

　

69億円

　

△

　

11億円

　

△

　　

1億円

　　　

67億円

　　

216億円

　

△149億円

　

△

　

61億円

　

△

　

4億円

　

△

　

58億円

　　　

35億円

　

△

　　

1億円

　

△

　

88億円

　　　

36億円

　

･ヽ124億円
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平年度増減額

　　

192億円

　

△

　

88億円

　　

38億円

　

△

　

81億円

　

△

　

12億円

　

△

　

2億円

　　

47億円

　　

236億円

　

△189億円

　

ム163億円

　

△

　

5億円

　

△

　

64億円

　　

39億円

　

△

　　

1億円

　

△194億円

　　

39億円

　

△233億円



　

昭和37年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである（第i33表参

照）。

民県
業

府道
事

不動産取得

税
税
税

　

道府県たばこ消費税

　

料理飲食等消費税

　

自

　　

動

　

車

　

税

　

そ

　　　

の

　　　

他

道府県普通税小計

税
計

　
　

合

　
　

税

的

　
　

県

　
　

府

目
道

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　

市町村たばこ消費税

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　

そ、

　

の

　　

他

市町村普通税小計

目

　　　　

的

　　　

税

市町村税合計

計
計

合
合

税
税

通
的

普
目

総 計

　

37年度

　

919億円

2,257億円

　

174億円

　

343億円

　

291億円

　

200億円

　

122億円

4,306億円

　

310億円

4,616億円

1,599億円

1,961億円

　

458億円

　

438億円

　

106億円

4,562億円

　

131億円

4,693億円

8,868億円

　

441億円

9,309億円

36年度

　

550億円

1,900億円

　

138億円

　

264億円

　

273億円

　

164億円

　

103億円

3,392億円

　

255億円

3,647億円

1,234億円

1,752億円

　

362億円

　

416億円

　

93億円

3,857億円

　

116億円

3,973億円

7,249億円

　

371億円

7,620億円

　

増減状況

369億円

　

67.1%

357億円

　

18｡8％

36億円

　

25.1％

79億円

　

30.0％

18億円

　

6.6％

36億円

　

22.2%

19億円

　

18.4%

　

914億円

　

55億円

　

969億円

　

365億円

　

209億円

　

96億円

　

22億円

　

13億円

　

705億円

　

15億円

　

720億円

1,619億円

　

70億円

1,689億円

27.0%

2＼.m

26.6^

29.5%

11.9％

26.3%

　

5.4％

14.0％

18.3%

12.5％

18.1％

22.3^

18.6％

22.2^

叫

　

地方譲与税の収入見込

　　

昭和37年度においては国と地方との税源配分の適正化の一環として入

　

場税の地方譲与制度が廃止される見込みであるが、収入見込額はつぎの

　

とおりである。

　　　　　　　　　　

37年度

　　　

36年度

　　　

増減状況

　　

入場譲与税

　　　　　

－

　　　　

162億円

　　

八162億円△100.0％

　　

地方道路譲与税

　　

300億円

　　　　

251億円

　　　　

49億円

　

19.7^

　　

特別とん譲与税

　　　

12億円

　　　　　

11億円

　　　　　

1億円

　

11.6％

　　　

合

　　

計

　　　

312億円

　　　　

424億円

　　

△112億円△26.4%

匈

　

地方交付税の積算基礎

　　

昭和37年度においては、地方交付税の繰入率を28.5%から28.9^に引
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き上げるとともに臨時地方特別交付金が廃止される見込みである。

　　

昭和37年度の地方交付税の収入見込額は4,581億円で，前年度と比べ

　

ると808億円，･■21.4^の増加であ'る(第134表参照)。

　　

地方交付税の積算基礎は，つぎのとおりである。

　　　

１兆4,903億円(国税三税収入見込額)×28. Woi繰入率).=4, 307億円

　　　

4,307億円+175億円(精算分)＋99億円(繰越分)=4,581億円

価

　

地方債計画

　　

昭和37年度の地方債計画の総額は2,450億円と見込まれ，前年虞(当

　

初2,000億円)と比べると450億円，22.5％の増加である。

　　

昭和37年度における地方債計画の内訳は，つぎのとおりである(第

　

135表参照)。

一般会計債

直轄事業債

準公営企業債

公営企業債

特別地方債

　

合

　　

計

　

政､府資金

　

公募資金

特別地方

債

　

資

　

金

37年度

　

720億円

　

130億円

　

464億円

　

961億円

　

175億円

2,450億円

1,604億円

　

671億円

　

175億円

36年度

585億円

増減状況

135億円

　

23.1％

160億円

　　

△

　

30億円△18.1%

　

340億円

　

775億円

　

140億円

2,000億円

1,410億円

　

450億円

　

140億円

124億円

　

36.5^

186億円

　

24.0^

　

35億円

　

25.0％

450億円

　

22.5％

194億円

　

1-3.%%

221億円

　

49.1^

35億円

　

25.0%

　　

このうち、地方財政計画の歳入に掲げられるものは一般会計債、直轄

　

事業債および特別地方債のうちの29億円をあわせた879億円で、前年度

　

と比べると109億円、14.2^の増加である。

㈹

　

歳出の増減状況

　

１

　

給与関係経費(8, 440億円）

　　　

前年度と比べると1,213億円、16.8％の増加である。増加理由は、

　　

つぎのとおりである。
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昇

　　　　　　　

給

職員数の増加

給与改定の平年度化

そ

　　　

の

　　　

他

義務教育

関係職員

　

40億円

　

28億円

(5, 703人)

　

277億円

　

31億円

(臨時職員の定数化等を含む｡)

　

小

　　　　　

計

そ

　　　

の

　　　

他

　

議員、委員の報酬

　

恩給および退隠料

　

合

　　　　　

計

警察職員

　

38億円

60億円

5億円

　

376億円

　　　

103億円

（5,703人）

　

（

　　　

-）

　　　　

－

　　　　

－

376億円

　　　　

一

　　　　

一

103億円

一

　　

般
職員等

　

146億円

　

56億円

(13,329人)

　

338億円

　

31億円

C 8,643人)

　

571億円

(21,972人)

　

163億円

　

21億円

　

142億円

　

374億円

合＼

　

計

224億円

　

84億円

(19,032人)

　

675億円

　　

67偉円

C 8,643人〉

1,050億円

(27,675人》

　

163億円

　　

21億円

　

142億円

1,213億円

２

　

一般行政経費( 4,661億円）

　

前年度と比べると802億円、20.8％の増加である。増加理由は、つぎ

のとおりである。

　　　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　　　　　　　　　　　

428億円

　　　　　

生活保護費

　

75億円

　

結核医療費

　

88億円

　　　　　

精神衛生費

　

53億円

　

児童保護費

　

43億円

　　　　　

農業構造改善事業費

　

41億円

　

中小企業近代化促進費

　

35億円

　　　　　

その他

　

93億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

犬

　　　

国庫祐助負担金を伴わないもの

　　　　　　　　　　　　　　

274億円

　　　

税外負担の解消に要する経費

　　　　　　　　　　　　　　　

100億円

３

　

公債費(953億円）

　　

前年度と比べると107億円、10.1％の減少であるが、その内訳は、

　

前年度において行なった繰上償還額に相当する減（△160億円）とそ

　

の他の償還費の増（53億円）である。

４

　

維持補修費(574億円）

　　

前年度と比べると60億円、11.7％の増加である。

５

　

投資的経費( 7, 944億円）

　　

前年度と比べると1,697億円、2ﾌﾟ｡2％の増加である。増加理由は、

　

つぎのとおりである。
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直轄事業負担金(353億円）

国庫補助負担金を伴うものC 4,771億円）

　

公共事業費C 4,323億円）

　　

普通建設C 3,430億円）

　　

災害復旧（

　

893億円）

　

失業対策事業費（

　

448億円）

国庫補助負担金を伴わないもの( 2,820億円）

　

普通建設C 2,588億円）

　

災害復旧（

　

232億円）

　

63億円

951億円

903億円

624億円’

279億円1

　

48億円

683億円

595億円

　

88億円

６

　

地方交付税の不交付団体における平均水準をこえる必要経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(278億円)

　　

前年度と比べると59億円、26.9^の増加である。
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第四

　

昭和35年度の地方公営事業の状況

－

　

地方公営企業

　

Ｈ

　

地方公営企業の概況

　　

１

　

概

　　

要

　　

、（1）地方公営企業の種類

　　　　　

地方公営企業には、つぎの２種類がある。

　　　　

帥

　

その企業の経営に伴う収入をもってその建設、管理に要する経

　　　　　

費をまかなわなければならない事業……上水道事業、工業用水道

　　　　　

事業、軌道事業、地方鉄道事業、自動車運送事業、電気事業、が

　　　　　

ス事業等（以下、これらを「公営企業」という。）。

　　　　

（ｲ）主としてその経費をその事業の経営に伴う収入をもって充てる

　　　　　

事業……簡易水道事業、港湾整備事業（埋立事業ならびに荷役機、

　　　　　

械、上屋、倉庫および船舶の離着岸を補助するための船舶を使用

　　　　　

させる事業に限る。）、病院事業、市場事業、と畜場事業、観光施

　　　　　

設事業、宅地造成事業、公共下水道事業、造林事業等（以下、こ

　　　　　

れらを「準公営企業」という。）。

　　　

（2）事

　

業

　

数

　　　　

帥

　

総

　　　

数

　　　　　　

昭和35年度末の地方公営企業の事業総数は4,771である。前年

　　　　　

度末と比べると764事業、19. 1％増加したが、事業総数の計算方

　　　　　

法の変更を考慮すると純増加は317事業、（7.9％）である。事業数。

　　　　　

の内訳は、つぎのとおりである（第136表参照）。

　

地方公営企業

　　

公営企業

　　

準公営企業

（ｲ）経営主体別内訳

35年度

4,771

1,246

3,525

34年度

4,007

1,163

2,844

　

経営主体別は、都道府県営165（3.5％）、大都市営50（i.0％）、

市営1,719 (36.0^)、町村営2,634 (55.2^)、一部事務組合営203.
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（4,3％）である。

　

（3;

　

法適用状況

　　　

地方公営企業を地方公営企業法（以下「法」という｡）の適用の有

　　

無によって分けると、法の適用をうけている企業（以下「法適用企

　　

業」という。）は402（8.4％）、法の適用をうけていない企業（以下

　　　

「法非適用企業」という。）は4,369（91.6％）である。前年度末と

　　

比べると法適用企業は58増加した。

　　　

法適用企業の事業別内訳は、水道事業184、交通事業69、電気事

　　

業28、ガス事業32、病院事業49、下水道事業11、その他事業29であ

　　

る。

　

《4）主要な公益事業において地方公営企業の占める地位

　　　

地方公営企業の業種は多岐にわたっており、住民の福祉に密接な

　　

関係のある公益事業において高い地位を占めているが、その状況

　　

は、つぎのとおりである。

　　

摺

　

上水道事業は、昭和35年度の事業数966のうち民営３を除いた

　　

963が公営である。

　　

何）=

　

工業用水道事業は、すべて公営である。

　　

例

　

電車事業では、公営企業の乗車人員（22億５千万人）は全乗車

　　　

人員（71億７千万人）の31.3％を占める。

　　

国

　

バス事業では、その乗車人員（17億人）は全乗車人員（61億９

　　　

千万人）の27.6%を占める。

　　

圀

　

病院事業では、病院数(1,120)は全国病院数（6,094）の18.4

　　　

％であり、病床数（16万床）は全国総数（69万床）の23.5%であ

　　　

る。

２

　

財

　　　

務

　

（1）決算規模

　　

ぐア）収支総額

　　　　

地方公営企業の会計は、法を適用して民間企業と同様の発生主

　　　

義による企業経理方式をとっているものと、現金主義による官公
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庁方式をとっているものとがある。そこで、条件をほぼ同一に:し

　

てこれら両者を合算して、地方公営企業の総決算規模をみ名と、

　

昭和35年度の収入総額は3,590億円（前年度2,830億円）で、支出

　

総額は3,560億円（前年度2,759億円）である。前年度と比べる

　

と収入総額は760億円、26.5^、支出総額は801億円、29.0％増加

　

した。

吋）収支の内訳

　　

収支の事業別内訳は、つぎのとおりである。

地方公営企業

碩益的収支{鉛図翻

資本的収入{勁1:昌翻

その他収支{勁

　

劉昌

　

９
ト

１
１

公営企業

収入合計

支出合計

245億円

048億円

746億円
976億円

15億円
18億円

準公営企業

798億円
731億円

721億円
753億円

65億円
34億円

3,590億円(100.0％)2,006億円C55.9^) 1,584億円(44.1％)

3,560億円(100.0％)2,042億円(57.3%) 1,518億円(42.7%)

　

事業別では、水道事業（工業用水道事業を含む。以下同じ｡）が

最も規模が大きく、収入1,038億円（29.0％）、支出1,038億円

（29.1％）である。ついで交通事業が収入667億円(18. Wo~)、支出

704億円（19,7％）、病院事業が収入607億円(16. 9％）､支出634億

円（17.8％）である。

　

収支について法適用の有無によってわけると、､つぎのとおりで

ある（第138表参照）。

地方公営企業

朽皿別鉛?:辨鮒

資本的収支{鉛1温順

モ・皿利鉛

瀧入合計
戈出合計

80億円
52億円

法適用企業

1,282億
1,091億

　

761億

　

975億

円
円
円
円

　

一
一

法非適用企業

　

761億円

　

688億円

706億円
754億円

80億円
52億円

3,590億円(100.0％)2,043億円(56.9勿)1,547億円(43.1%-)

3,560億円(100.0％)2,066億円(58.0％)1,494億円(42,0％)
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第35図

　

決算規模の推移

　

ffil'I

　　　　　　　　

1000

　　　　　　　　　

2000

　　　　　　　　

3000

　

（ウ）普通会計との比較

　　　

地方公営企業の総決算規模を地方公共団体の普通会計の純計決

　　

算額と比較すると、収入総額は、普通会計の歳入総額（２兆258億

　　

円）の17.7％（前年度16. m-)、支出総額は、普通会計の歳出総額

　　　

（１兆9,249億円）の18.5％（前年度17.0％）に相当する。

（2）経営状況

Ｉ

　

法適用企業

　

（ｱ）概

　　　

況

　　　

法適用企業の収益的収支における総収益は1,282億円、総費用

　　

は1,237億円で、その内訳は、つぎのとおりである。

　　　

営業収益

　

1,234億円( 96.3%)営業費用1,051億円（85.0％）

　　　

営業外収益

　

48億円（

　

3.7％）営業外費用186億円（15.0％）

　　　

収益合計

　

1,282億円（100.0％）費用合計1,237億円（100.0％）

　

その結果

　　　

純利益

　　　　

77億円

　

(272事業）

　　　

純損失

　　　　

32億円

　

(126事業）

　

で差引45億円の黒字である。

　

純利益を事業別にみると、水道事業

　

43億円(159事業）、交通事業13億円（21事業）、電気事業13億円（28事

　

業）等であり、純損失は交通事業26億円（48事業）、病院事業３億円
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ｿﾞ(29事業)ﾌﾟ等である(第139表その1参照)。

　

j]前1年度と比較す名と、総収益で170億円、15.2％、総雁用で183億

二円、17.3勿増加した。総費用の増加が総収益の増加を上回ったの

で、全体で13億円の黒字額の減少となった。

ニ事業別では、交通事業か収益､費用ともに最も多く収益507億円(収

益全体の39.6％)、費用520億円(費用全休の42. Wo)、ついで水道事

業が収益465億円、費用422億円である。

(ｲ)費

　　　

用

　　　

総費用1,237億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

員給与費

価償却費

　

35年度

　

493億円（39.8％）

　

145億円（11.7％）

　

159億円（12.9％）

　

440億円（35.6％）

1,237億円（100.0％）

　

34年度

　

414億円（39.4％）

　

135億円（12.8噸）

　

128億円（12.2％）

　

､377億円（35.7％）

1,054億円（100.0％）

増加率

18.8形

i.m

24.2^

16.7％

17.3％

　　

職員給与費の費用に占める割合は、交通事業（58.3％）が最高

　

で、病院事業（46.5％）がこれにつぎ、最低は電気事業（7.6％）

　

である。

　　

減価償却の費用に占める割合は、電気事業(26. Wo)が最高

　

で、下水道事業(17.1%)がこれにつぎ、最低は病院事業(3.8

　

％）である。

　　

支払利息の費用に占める割合は、電気事業（53.3％）が最高

　

で、病院事業（4･8％）および交通事業(4. m)のほかは10知合

　

である（第139表その2参照）。

弼

　

経営比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿

　　

総収益対総費用比率G｛U§j卜×100｝は103.6％（前年度105.

　

5％）｀で、前年度よりl.<i%減少し、また、営業収益対営業費用比

ノ率（芸談×100）はn7.5％（前年度n8.9％）で、前年度

より1.4％減少した。

　

事業別の総収益対総費用比率は電気事業の112. Woが最高で、
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水道事業（110.吻）ヽ台事業（血神）゛’……乗’
｡

良ｻﾞ゛:ヤ叩t右ト

　　

が、病院事業（96.7％）および交通事業（97‘｡6％）μ100％を､下づ

　

、回っている。

Ⅱ

　

法非適用企業

　

ぐｱ）概

　　　

況

　　　

法非適用企業の歳入は収益的収入761億円ヽ資本的呼入706億=

　　

円、繰越金80億円で、歳入総額1,547億円であ｡るj前年度(1,070億＼

　　

円）と比べると４７７億円、44.5^増加した。歳出は収益的支出6町ト

　　

億円、資本的支出755億円、前年度繰上充用金52億円で、歳出総額

　　

1,494億円である。前年度(1, 034億円）と比べると460億円、44.5

　　

％増加した。歳入歳出差引では53億円の黒字である。

　

（ｲ）収益的収支

　　　

収益的収入は前年度より201億円、35.9％増加した。収益的支

　　

出は前年度より203億円、41.9％増加した。収益的収入は収益的

　　

支出を74億円上回っている。その内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　

収

　　

入

　　　　

支

　　

出

　　　　　　

公営企業

　　　

136億円

　　

＼

　

117億円

　　　　　　

準公営企業

　　　　

625億円

　　　　

570億円

　　　　　　

合

　　　

計

　　　　

761億円

　　　　

687億円

　　

公営企業のうちでは水道事業が収入n9億円、支出101億円で最も

　　

多く、準公営企業のうちでは病､院事業が収入437億円、支出435億

　　

円で最も多い（第140表及び第141表参照）。

　　

収益的支出の性質別構成は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　

35年度

　　　　　　　　

34年度

　　　　　　　

増加率

　

人

　

件了費

　　

277億円（40.3％）

　　

184億円（38.0％）

　

50.5％

　

求払利息

　　

81億円（Ｕ.8％）

　　

61億円（12.6％）

　

32.｡8％

　

物件費等

　

329億円(47.9^)

　　

239億円C 49.4^)　36.0％

　

合

　　　　

計

　　

687億円（100.0％）

　　

484億円（100.0％）

　

41.9％

　

拐

　

経営比率

　　　　　　　　　　　

゛

　　　　　　　　　

し

　　　

法非適用企業は現金主義に基づく官公庁会計方式によっていくる

十のでヽ法適用企業における総収益対総費用比率にほぼ相当する比
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率(収益説支fa≒?l方説償金元金XlOO)を和算すると101‘O％

　　　

である。

　　　　

事業別の比率は、ガス事業（117.5％）、簡易水道事業（105.5％）、

　　　

水道事業（101.2％）等力灯00％以上であり、病院事業(97. Wo)、

　　　

港湾整備事業（97.3％）､交通事業(96. ＼%)、電気事業（81.1％）･

　　　

等が100％未満である。

３

　

職

　　　

員

　　

昭和35年度末において地方公営企業に従事する職員は総計201, 464

　

人である。前年度末(178, 771人）と比べると22, 693人、12.7%増加

　

したが、これは事業数の増加、業務量の拡大に伴う増加である。

　　

総数のうち、公営企業職員は112, 882人、準公営企業職員は88, 582

　

人である。前者の中では交通事業が64, 981人（公営企業職員のうち

　

57.6％）水道事業42. 743人（公営企業職員のうち37.8％）が多く、後

　

者では病院事業72. 728人（準公営企業職員のうち82.0％）が多い。

　　

総数のうち、法適用企業職員は115, 795人（57.5％）法非適用企業

　

職員は85, 669人（42.5％）である（第137表参照）。

４

　

地方公営公業にかかる地方債の現在高

　　

地方公営企業にかかる地方債の昭和35年度末の現在高は2,101億円

　

で、前年度末(1, 703億円）と比べると398億円、23.4^増加した。そ

　

の事業別内訳は、つぎのとおりである（第146表参照）。

水道事業（工業用水道を含む）

交
電
が
簡
港
病
下
市

通
気
ス

事
事
事

事
事

道
備

水
整

易
湾

　

院

　　　

事

水

　

゛道

　　

事

業
業
業
業
業
業
業

場事業、と嗇場事業等

　　　　　　

合

･⇔

　

事業別状況

計

35年度末

1,161億円

　

246 (S円

　　

３億円

　　

35億円

　

126憶円

　　

81億円

　

139億円

　

149f≪円

　

161億円

2,101億円

34年度末

　

966iK円

　

202億円

　　

３億円

　　

29低円

　

103億円

　

56億円

　

123 li円

　

98億円

　

123億円

1, 703{t円
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ｒ

　

水道事業（上水道事業、簡易水道事業4ダよび工業用水導事業）

　

（1）事

　

業

　

数

　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　

ニ

　

＿

　　　

昭和35年度末の水道事業の数は2,766 (法適用企業184、法非適維

　　

企業2,582)で、前年度末(2, 587)より179事業、6j％増加した。＼

　　　

経営主体別は、都道府県営22、大都市営８、市営756、町村営1,9

　　

37、一部事務組合営43で､事業別は上水道事業963(法適用企業160)､∧

　　

簡易水道事業1,768 (法適用企業４）､工業用水道事業35（法適用企ﾉ

　　

業20）である。

　

（2）経営規悦

　　

（ア）上水道事業、簡易水道事業の普及状況および利用状況

　　　　

昭和35年度末現在給水人［］は4,653万人で、前年度末(4,197万

　　　

人）より456万人｀10’9％増加しだその普及率（､36年で貰苧Wﾆ

　　　

肘jlE昇人。）はヽ496％゛ある。またヽ午度中ｏ総配水量は44:

　　　

億1,526万m3で、前年度（39億7,517万㎡）より4億4,009万㎡、ｎ’

　　　

7％増加した。そのうち有収水量は、30億9, 548万㎡で、有収率ﾉ

（づWlj幡）は701％である。

　　　

有収水量の用途別内訳は、家庭用5⌒｡3％、営業用13. m、工業E

　　

用11,3％、官公署学校用等24. %%である。

　

（ｲ）工業用水道事業の利用状況

　　　

昭和35年度中の総配水量は６億5,422万m8で、前年度（５億

　　

5OOQ万㎡）より１億84万㎡、20.4％増加した。

（3）財

　　　

務

Ｉ

　

法適用企業の経営状況

　

（ア）収益的収支の概況

　　　

昭和35年度の総収益は465億円、総費用は422億円である。前年

　　

度と比べると総収益で65億円、16.3％、総費用で64億円、18.2#

　　

増加した。その内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　　　

犬

　　

営業収益

　　　

450億円

　　　

営業費用

　　　

345億円

　　

営業外収益

　　　　

15億円

　　　　

営業外費用

　　　　　

77億円
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この結果、純利益44億円(159事業）､純損失１億円（25事業）、

　

差一引43億円の黒字で、前年度（黒字42億円）より１億円増加し

　

た。

（ｲ）事業別収益的収支

　　

事業別収益的収支は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　

総収益

　　

総費用

　　　　　　

差引

上水皿１(鸚甘*) 451凹410億円　心憎計特則?且)

工業用水道事業

　　

14侍円

　

12億円

　

心叫皿対談¥且)

（ウ）費用構成

　　

費用の422億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

職員給与費

減価償却費

支払利息

131億円

59億円

68億円

31.0％

14,0％

16.2％

動
材

力
料

費
費

35億円

　

8.4％

32億円

　

7.6％

修繕費、薬品費等

　

97億円

　

22.8%

　

岡

　

経営比率

　　　

総収益対総費用比率はn0.0％で、前年度（111.8％）より1.8％

　　

減少し、営業収益対営業費用比率は130. Woで、前年度（130.9％）

　　

より0.6％減少した。事業別総数収益対総費用比率は、上水道事

　　

業109. m、工業用水道事業115.1％である。

Ⅱ

　

法非適用企業の経営状況

　

∽

　

収支の概況

　　　

昭和35年度の歳入総額は375億円で、前年度(327億円）より48

　　

億円14.7％増加し、歳出総額は377億円で、前年度(329億円）よ

　　

り48億円、14.6％増加した。この結果、歳入歳出差引では２億円

　　

の不足である。

　

ぐｲ）事業別収益的収支

　　　

収益的収入は145億円で、前年度(123億円）より22億円、18.1

　　

％増加し、収益的支出は124億円で、前年度(103億円）より21億

　　

円、20.1％増加した。その事業別内訳は、つぎのとおりである。
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上水道事業

　　　

簡易水道事業

　　　

工業用水道事業

（ｳ）費用構成

収

　　

入

111億円

　

27億円

　

７億円

支

　　

出

　

95億円

　

23億円

　

６億円

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費31億円(25. 2%)、支払利息

　　

39億円（31.4％）､物件費等54億円（43.4％）である。

　

倒

　

経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率は102.0％で、前年度（102.9％）より0.9％減少した。事

　　

業別の比率は、上水道事業101.1%、簡易水道事業105.5％、工業

　　

用水道事業94.1％である。

ｍ

　

法適用企業の財政状況

　

ぐｱ）資本的収支

　　　

昭和35年度の資本的収入は296億円で、前年度(225億円）より

　　

71億円、31.5％増加し、資本的支出は393億円で、前年度(298億

　　

円）より95億円、31.9％増加した。資本的収入が資本的支出に不

　　

足する額97億円は自己資金で補てんした。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

　　　　

資本的収入

　　　　　　　　　　　　　

資本的支出

企業債

　

240億円81.1％

　

建設改良費

　

343(t円

補助金

　　

６億円

　

2.0％

　　

企業債償還元金

　　

40億円

その他

　

50億円

　

16.9％

　

そ

　　

の

　

他

　

10億円

　

吋）財政状態

　　　

昭和35年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

資

　

産

　

合

　

計

　

固定資産

　

流動資産

　

繰延勘定

負債及び資本合計

　

固定負債

　

流動負債

　　

35年度

2,875億円

2,644億円

　

226億円

　　

５億円

2,875億円

　　

９億円

　

109億円

100.0％

　

92.0％

　

l.Wo

　

0.2％

100.0％

　

0.3％

　

3.8％
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34年度

2,507億円

2,311億円

　

191億円

　　

５億円

2,507億円

　　

９億円

　

81億円

87.1％

10.2％

　

2.1%

100.0形

92.2^

　

7.6％

　

0.2％

100.0勿

　

0.4％

　

3.2形



自ﾀﾞ己資本金

借入資本金

剰

　

余

　

金

厄ｎ心１

乱江岫定

に】:し負債

;;Jj公債

1,377億円

1,187億円

　

193億円

47.9%

41.3%

　

6.7％

1,323億円

　

952億円

　

142億円

第36図

　　

法適用水道事業の貸借対照表

52. Wo

38.0％

　

5.6％

(単位

　

億円)

w

　

法非適用企業の財政状況

　　

昭和35年度の資本的収入は213億円でヽ前年度(192億円）より21

　

億円、10.9％増加し、資本的支出は236億円で、前年度･(213億円）

　

より23億円の10.8％増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。

資本的収入

債
金

方
入

地
繰

国庫支出金等

141億円

24億円

48億円

66.

11.

22.

2％

3％

5％

　　　　

資本的文出

建設改良費

　

206億円87.3％

地方債償還元金

　　

19億円

　

8.0％

そ

　　

の

　　

他

　　

11億円

　

4.7％

　

（4）職

　　　

員

　　　

昭和35年度末の水道事業の職員は45, 383人で、前年度末(43, 393

　　

人）より1,990人、4.6％増加した。

２

　

交通事業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

昭和35年度末の交通事業の数は156 (法適用企業69、法非適用企

　　

業87）で、前年度末(153)より３事業、2.0％増加した。

　　　

経営主体別は、都道府県営５、大都市営13、市営71、町村営59。
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資

　　

産

　

2,644
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一部事務組合営８で、業種別の内訳は、Tつぎのとおりである。

　　　　

軌

　

道

　

事

　

業

　　　

22

　　

（うち法適用企業

　

16）’

　　　　

自動車運送事業

　　　

52

　　

（うち法適用企業

　

41）

　　　　

地方鉄道事業

　　　　

高速鉄道事業

　　　　

船舶運航事業

　　　　

索

　

道

　

事

　

業

（2）経営規模

　

ぐア）施設の規模

3

3

57

19

（うち法適用企業

　

１）

（うち法適用企業

　

３）

（うち法適用企業

　

２）

（うち法適用企業

　

６）

　

昭和35年度末の交通事業の営業路線は10,187kmで、前年度末

(9, 792km)より458km、4,7％増加した。在籍車両・船舶数は12，

866で、前年度末(11, 880)より986、8.3勿増加した。業種別の

内訳は、つぎのとおりである。

　　

軌

　

道

　

事

　

業

地方鉄道事業，高速鉄遊事（
業および索道事業を含む。

）

　　

自動車運送事業

　　

船舶運航事業

（ｲ）利用状況

営業路線

1,167km

7,288km

1,732km

車両・船舶数

　　

4,643両

8,067両

　

156隻

　　　

昭和35年度中の運転粁数は５億２千万kmで、前年度（４億９

　　

千万km）より３千万km、5.6％増加した。

　　　

乗車人員は39億９千万人で、前年度（37億３千万人）より２億

　　

６千万人、6.9％増加した。

　　　

業種別の利用状況は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　

運転粁数

　　　　　　　

乗車人員

　

軌

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

2億万km

　　　　　　

22億7千万人‘

　

自動車運送事業

　　　　　

3億2千万km

　　　　　　

17億1千万人

　

船舶運航事業

　　　　　　　

3百万km

　　　　　　　

1千5百万人

（3）財

　　　

務

１

　

法適用企業の経営状況

　

Cｱ）収益的収支の概況

　　　

昭和35年度の総収益は507億円、総費用は520億円である。前年
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‘
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才度と比べると総収益で41億円、88％、総費用で54億円、Ｕ.5％増

　

加した。その内訳は、つぎのとおりである。

　　

営業収益

　　

492億円

　　

営業費用

　　

485億円

　　

営業外収益

　　　

15億円

　　　

営業外費用

　　　

35億円

　　

その結果、純利益13億円（21事業）､純損失26億円（48事業）､差

　

引13億円の赤字で、前年度（赤字２千６百万円）より13億円増加

　

した。

吋）事業別収益的収支

　　

事業別収益的収支はつぎのとおりで、自動車運送事業のみが黒

　

字である。

軌

　

道

　

事

　

業

自動車運送事業

船舶運航事業

総収益

263億円

243億円

　

１億円

総費用 差引

大円

　

心付總皿

　

雛閣員）

241億円

　

。

　

純利益

　　　

７億円９事業
２億円(純損失

　　　

５億円26事業)

1リ

　

卵心(雛則球谷川且)

　

吻

　

費用構成

　　　

費用の520億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

　

職員給与費

　　

303ｲ意円

　

58,3％

　　　

動力費

　　

40億円

　

7.7%

　

減価償卸費

　　　

48億円

　

°l.＼%

　　　

修繕費

　　

30億円

　

5.7％

　

支払利息

　　

24億円

　

4.6％

　　

物件費等

　　

75億円

　

14.6％

　

岡

　

経営比率

　　　

総収益対総費用比率は97,6％で、前年度（99.9％）より2.3％減

　　

少し、営業収益対営業費用比率は101.6％で、前年度（110.4％）

　　

より8.8％減少した。事業別総収益対総費用比率は軌道事業94.6

　　

％、自動車運送事業Ｈ）1.0％、船舶運航事業89.8％である。

ｎ

　

法非適用企業の経営状況

　

（ア）収支の概況

　　

昭和35年度の歳入総額は18億円で、前年度（17ｲ意円）より１億

　　

円、ｎ.2％増加した。歳出総額は22億円で、前年度（19億円）よ

　　

り３億円、14.6％増加した。この結果、歳入歳出差引では４億円
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∧め不足である。

吋）事業別収益的収支

　　

収益的収入は13億円で、前年度（ｎ億円）より２億円、18.2%増

　

加し、収益支出は12億円で、前年度（10億円）より２億円、20.0

　

％増加した。その事業別内訳は、つぎのとおりである。

　　　　

軌

　

道

　

事

　

業

　　　　

自動車運送事業

　　　　

船舶運航事業

（ヴ）費用構成

収

　

入

４億円

２億円

７億円

支

　

出

４億円

１億円

７億円

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費５億円(42. Wo)、支払利息

　　

１億円（9.7％）、物件費等６億円(47. %%)である。

　

国

　

経営比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　　

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率は96.1％で、前年度（100.9％）より4.8％減少した。事業

　　

別の比率は、軌道事業87.6％、自動車運送事業107.3％、船舶運

　　

航事業98,5％である。

Ⅲ

　

法適用企業の財政状況

　

（ア）資本的収支

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ト

　　　

昭和35年度の資本的収入は142億円で、前年度(136億円）より

　　

６億円、4.0％増加し、資本的支出は209億円で、前年度(184億

　　

円）より25億円、13.5％増加した。その内訳は、つぎのとおりで

　　

ある。

企業債

繰入金

その他

資本的収入

　

126億円

　

88.9％

　

11億円

　

7.3％

　

5億円

　

3.8％

　　　　　

資本的支出

建設改良費

　

178億円

企業債償還元金

　　

20億円

そ

　　

の

　　

他

　　

11億円

（ｲ）財政状態

　　

昭和35年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　

35年度

資

　

産

　

合

　

計

　

1,017億円

　

100.0％
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84.9％

　

9.8％

　

5.3％

　　　

34年度

879億円

　

100.0知



　

固定･資産

　

流動資産

　

繰延勘定

負債及び資本合計

　

固定負債

　

流動負債

　

自己資本金

　

借入資本金

　

剰

　

余

　

金

　　　　　

第37図

心立

　

'流動負匪

　

962億円

　　

94.5%

　

53億円

　　

5.3％

　　

2億円

　　

0.2％

1,017億円

　

100.0％

　　

22億円

　　

2.2％

　

107億円

　　

10.4％

　

394億円

　　

38.7%

　

443tt円　　43.6%

　　

51億円

　　

%.Wo

816億円

　

61億円

　

２億円

879 (i円

　

９億円

　

89億円

387億円

327億円

　

67倍円

　

92.8#

　

7.0％

　

0.2俗

100.0％

　

1.0価

10.2％

44.0％

37.2％

　

7.6％

法適用交通事業の貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)

w

　

法非適用企業の財政状況

　　　

昭和35年度の資本的収入は５億円で、前年度（５億円）より３

　　

千万円、6.0％増加し、資本的支出Iは７ｲ意円で、前年度（5億円）

　　

より２億円、33.7％増加した。その内訳は、つぎのとおりである。

地方債

繰入金

その他

（4）職

　

資本的収入

３億円

　

67.2％

1億円

　

ｎ.7％

1億円

　

21.1％

　

員

建設改良費

企業債償還元金

そ

　　

の

　　

他

　

資本的支出

５億円

　

66.5％

1億円

　

20.1％

1億円

　

13.4％

　　　

昭和35年度末の交通事業の職員数は64, 981人で，前年度末(62,0

　　

28人）より2,953人，4,8％増加した。

３

　

電気事業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

昭和35年度末の電気事業の事業数は51（法適用企業28、法非適用
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企業23）である。

　　

経営主体別は、都道府県営33、市営1、町村営16、一部事務組合

　

営１である。

（2）経営規模

　

（ア）施設の規模

　　　

昭和35年度末で稼動中の発電所は82（法適用企業71、法非適用

　　

企業11）である。発電能力は最大出力87万7, 283 KW、常時出力24

　　

万1,020KWで、前年度と比べると発電所は11、15.5％発電能力

　　

は最大出力13万4, 720KW、18.1％、常時出力３万6,050KW、

　　

17.6％増加した。

　

（ｲ）利用状況

　　　

昭和35年度中の発生電力量は30億９千万ＫＷＨで、販売電力量

　　

は30億４千万ＫＷＨである。前年度と比べると発電能力は最大出

　　

力、常時出力とも増加したが、発生電力量は2.2％、販売電力量

　　

は2.9％減少した。これは渇水等の原因によるものである。

（3）財

　　　

務

Ｉ

　

法適用企業の経営状況

　

（ア）収益的収支

　　　

昭和35年度の総収益は113億円で、前年度（99億円）より14億

　　

円、14.1％増加し、総費用は101億円で、前年度（86億円）より

　　

15億円、17.4%増加した。この結果、純利益は13億円で、前年度

　　　

（14億円）より１億円、l.＼%減少した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。

営業収益

　

109億円

　

96.1％

　　　

営業費用

　

46億円

　

45.9^

営業外収益

　　

４億円

　

3.9％

　　　　

営業外費用

　　

55億円

　

54.1噸

　

げ）費用構成

　　　

費用の101億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

　

職員給与費

　　

8ｲ意円

　

l.Wo

　　　　

支払利息

　　

54億円

　

53.3％

　

減価償却費

　　

26億円

　

26.1%

　　　　

修繕費等

　　

13億円

　

13.0％

　

（ウ）経営比率

　　　　　　　　　　　　　

－142－



　　　

衿収益対総費比率は112.5^ (前年度115.哨）、営業収益対営業

　　

用比率は235.4^ (前年度244. 5%)で、前年度に比べるとそれぞ

　　

れ、3.3％、9.1%U.少した。

:正

　

法非適用企業の経営状況

　

図

　

概

　　　

況

　　　

昭和35年度の歳入は収益的収入３億円、資本的収入10億円、繰

　　

越金２億円、歳入総額15億円で、前年度と比べると21億円、58.3

　　

％減少した。歳出は収益的支出３億円、資本的支出10億円、歳出

　　

総額13億円で、前年度と比べると18億円、58.1％減少した。この

　　

結果、歳入歳出差引では２億円の黒字である。

（ｲ）収益的収支

　　　

収益的収入は３億円で、前年度（６億円）より３億円、49. 0%

　　

減少し、収益的支出は３億円で、前年度（６億円）より３億円、

　　

54,4％減少した。この結果、｡収入は支出を６百万円上回っている

　　

が、これら収支の減少の主な理由は、３事業が法適用企業に移行

　　

したためである。

　

㈲

　

費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費６千万円（17.2％）､支払利

　　

息２億円（61,8％）、物件費等７千万円（21.0％）である。

　

岡

　

経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率は81.1％で、前年度（85.1％）より4.0％減少した。

Ⅲ

　

法適用企業の財政状況

　

帥

　

資本的収支

　　　

昭和35年度の資本的収入は139億円で、前年度(132億円）より

　　

７億円、5.3％増加し、資本的支出は180億円で、前年度(168億円）

　　

より12億円、l.＼%増加した。資本的収入が資本的支出に不足す

　　

る額41億円は自己資金で補てんした。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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債
金

業
助

企
補

工事負担金

そ

　

の

　

他

資本的収入

　　

122億円

　　

１億円

61億円

10億円

88.4形

　

0.4％

　

4.1％

　

1.1%

　　　　

＜資本的支出……

建設改良費

　

144億円

企業債償還元金

　　

32億円

そ

　　

の

　　

他

　　

４億円

（ｲ）財政状態

　　

昭和35年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

資

　

産

　

合

　

計

　

固定資産

　

ｌ流動資産

　

繰延勘定

負債及び資木合計

債
債
金
金
金

負
負
木
本

　
　

資
資
余

定
勣
己
入

固
流
自
借
剰

　

Vli)-iii･l･

　

ﾓλ延勘定

こＴ

　　　

35年度

1,237億円

　

100.0％

1,155億円

　　

93.3^

　

82億円

　　

6.6％

　

O億円

　　

0.1％

1,237億円

　

100.0％

　

21億円

　　

＼.Wo

　

39億円

　　

3.2％

　

104億円

　　

8.4％

1,021億円

　　

82.6%

　

52億円

　　

4.2％

79.9%

17.8%

　

2.3％

　　　

34年度

　

，

1,073億円

　

100.0％

　

999億円

　　

93.1％

　

74億円

　　

6.9％

　　

O億円

　　

0.0％

1,073億円

　

100.0％

　

20億円

　　

1.9％

　

28億円

　　

2.m

　

92億円

　　

8.6％

　

883億円

　　

82.3^

　

50億円

　　

4.6％

第38図

　　

法適用電気事業の貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)

IV

　

法非適用企業の財政状況

　　

昭和35年度の資本的収入は10億円で、前年度（27億円）より17億

　

円、63.0％減少し、資本的支出は10億円で、前年度（25ｲ意円）より

　

16億円、64.0％減少した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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蓑木的収入

　　　　　　　　　　

資本的支出

地方債

　

６億７千万円

　

71.7％

　

建設改良費

　

８億２千万円

　

88.2%

繰入金

　　　

４千万円

　

3.8％

　　

地方債償還元金

　　　

９千万円

　

9.1％

季託金等

　

２億３千万円

　

24.吻

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

３千万円

　

2.7％

　

（4）職

　　　

員

　　　　

昭和35年度末電気事業の職員数は3,937人で、前年度末(3, 787人）

　　　

より150人、4jO％増加した。

　

４

　

ガス事業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　　

昭和35年度末の事業数は41（法適用企業32、法非適用企業9）で、

　　　

前年度（34）より７事業、20.6％増加した。経営主休別は､市営30、

　　　

町村営ｎである。

　

（2）経営規模

　　　

帥

　

施設の規模

　　　　　

昭和35年度の一日最大生産能力は43万1,797m3である。導管延

　　　　

長は301万６千ｍで、前年度(243万5千ｍ）より58万1千ｍ、23.9

　　　　

％増加した。

　　　

（ｲ）利用状況

　　　　　

昭和35年度末のガス供給人口ぱ65万８千人で、前年度末（58万

　　　　

人）より７万８千人、13.7％増加した。計画供給人口に対するが

　　　　

ス普及率は38.7％で、前年度末より3.5％増加した。

　　　　　

年度中のガス生産および購入量は１億139万㎡であり、前年度

　　　　

(7, 486万m3）より2,653万m3、35.4^増加した。　ガス供給量は

　　　　

9,421万m3で、前年度(7,114万m3）より2,307万m3、32.4％

　　　　

増加し、有収率は92.9％で、前年度より2.＼%減少した。供給量

　　　　

の用途別内訳は、家庭用50.5％、商業用24.2^、工業用13.5％、

　　　　

公用・医療用等11.8％である。

　

佃

　

財

　　　

務

　　

Ｉ

　

法適用企業の経営状況

　　　

（ア）収益的収支
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昭和35年度の総収益は23億円、総費用は22億円で、前年度より゛

　　

総収益で５億円、29.7^、総費用で４億円、22.5％増加した。こ

　　

の結果、純利益は１億２千万円（18事業）、純損失は５千万円（14

　　

事業）で、収支差引７千万円の黒字（前年度１千万円の赤字）で

　　

ある。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。

　

営業収益

　

20億円

　

85.8％

　　　

営業費用

　　

17億円

　

77.3%

　

営業外収益

　　

３億円

　

14.2%

　　　　

営業外費用

　　

５億円

　

22.7^

　

（ｲ）費用構成

　　　

費用の22億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

　　

職員給与費

　

３億円

　

14.3%

　　　　

支払利息

　

２億円

　

10.6％

　　

石炭購入費

　

10億円

　

43.9%

　　　　

修繕費等

　

５億円

　

21.9^

　　

減価償却費

　

２億円

　

9.3％

　

（ウ）経営比率

　　　

総収益対総費用比率は103. 2%で、前年度(99. 8%)より3.4％

　　

増加した。営業収益対営業費用比率は114.5％で、前年度(109.6

　　

％）より4.9％増加した。

Ⅱ

　

法非適用企業

　

（ｱ）概

　　　

況

　　　

昭和35年度の歳入は収益的収入１億円、資本的収入１億４千万

　　

円、繰越金１千万円、歳入総額２億５千万円で、前年度と比べる

　　

と６千万円、19.0％減少した。

　　　

歳出は収益的支出８千万円、資本的支出１億４千万円、前年度

　　

繰上充用金１千万円、歳出総額２億３千万円で、前年度と比べ乙

　　

と６千万円、23.7%減少した。この結果、歳入歳出差引では2千

　　

万円の黒字である。

　

（ｲ）収益的収支

　　　

収益的収入は１億円で、前年度（１億２千万円）より２千万円

　　

減少し、支出は８千万円で、･前年度（１億円）より２千万円、

　　

22,3％減少した。このように収支とも減少したのは法非適用企業
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が法適用企業となったものかあるためである。収支差引でほ収入

　　

が支出を２千万円上回った。

　

㈲

　

費用構成

　　

収益的支出の性質別構成は、人件費２千万円（23.8％）､支払利息

　　

１千万円（15.5％）､原料費等５千万円（60.7％）である。

　

国

　

経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率はn7.5％で、前年度（103.6％）より13.9％増加した。

Ⅲ

　

法適用企業の財政状況

　　　　　

‥

　

ぐﾌう

　

資本的収支

　　　

昭和35年度の資本的収入は８億７千万円で、前年度（７億４千

　　

万円）より１億３千万円、17.6％増加し、資本的支出はｎ億４千

　　

万円で、前年度（９億４千万円）より２億円、21.3％増加した。

　　

資本的収入が資本的支出に不足する額２億７千万円は自己資金で

　　

補てんした。

　　　　　　　　　　　　

………

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

企

　

業

　

債

工事負担金

そ
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他

　　　　　

“

　

_-･．

　　

゛

　　　

資本的収入

７億５千万円

　

86.4％

　　　

5千万円

　

6.1％

＝

　

7千万ﾌ円

　

7ご5％

建設改良費

企業債償還元金

そ

　

・の

　

･･

　

ｲ也･

吋）財政状態

　　

昭和35年度末の財政状態は、
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ヽ資本的支出

９億５千万円

　

83,4％

1一億５千万円

　

13.5％

ノ画子万円

　

3.1％

●ら

　

・
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つぎのとおりである。

　　　　　　　　　

ノ34年度

　

1，

　　　　　　　　

－t

　

φ

　

51億円

　

100､Q％

　

i.・

　　　　

4

　　

｡
44億円ﾀﾞ

　

86ﾚ7％

（7億円

　　

12.り％

　

Ｏ億円

　　

0.4％

　

51億円

　

100.0％

　

2億円｀

　　

2.Wo

　

8億円

　　

15.8％

　

8億円

　　

14.7％

･33億円

　　

65√6％

　

O億円

　　

1.0％

　　　　

－147一一

41億円｡l.OQ..O^

細意向｀4ｸ816.3％

/5噫円＼713.4％

0億円.

　　

0.3％
■

　

･.

　　　

’･･〃
41億円

　

100.0％

O億円‘

　　

0.4％

8億円、

　

18.8％

7億円

　　

16.6％

26億円

　　

64.0％

O億円………0.2％
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法適用ガズ事業の貸借対照表こ

(単位

　

億円)

IV

　

法非適用企業の財政状況

　　

昭和35年度の資本的収入は１億４千万円で、前年度（１億７千万

　

円）より３千万円、i7.6％減少し、資本的支出は１億４千万円で、

　

前年度（１億８千万円）より４千万円、22.2％減少した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。

地方債

繰入金

その他

　　　

資本的収入

１億１千万円

　

83.0%

　　

2千万円

　

13.0％

　　

1千万円

　

4.0％

　　　　　　　　　

資本的支出

建設改良費。1億3千万円

　

93.8%

地方債償還元金等

　　

1千万円

　

6.2％

　

（4）職

　

員

　　　

昭和35年度のガス事業の職員の数は1,221人で、前年度末(1,107

　　　

人）よりn4人増加した。

５

　

病院事業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

昭和j5年度末の事業数はS09（法適用企業49、法非適用企業760)、

　　

で、経営主体別は、都道府県営46、大都市営５、市営241、町村営

　　

373、一部事務組合営144である。

　

（2）経営規模

　　　

丿■■

　

■

　　

帥

　

施設の規模

　　　　

昭和35年度末の病院数は1,120で、｡前年度末（･1,113)より７病

　　　

院増加した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吻｡

　　　　　

。
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病床数は161･536床でヽ前年度末(155, 634床）より5,902床、3.8

　　

％増加した。十

　

印

　

利用状況

　　　

昭和35年度中の取扱患者数は延9,748万人で、前年度(9, 227万

　　

人）より521万、5.6％人増加した。

　　　

患者数のうち、外来患者は5,664万人､入院患者は4,084万人で前

　　

年度に比^゛ると外来患者は318万人､入院患者は204万人増加した。

（3）財

　　　

務

　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

Ｉ

　

法適用企業の経営状況

　

Cｱ）収益的収支

　　　

昭和35年度の総収益は70億円、総費用72億円で、前年度より総

　　

収益で13億円、22.0%、総費用で15億円、26.4^増加した。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

　

営業収益69億円

　

97.9^

　　　

営業費用

　

69億円

　

95.1％

　

営業外収益

　

１億円

　

2.＼%

　　　　

営業外費用

　

３億円

　

4.9％

　　　

この結果、純利益は７千万円（26事業）､純損失は３億円（29事

　　

業）で、収支差引２億３千万円の赤字（前年度５千万円）であ

　　

る。

　

（ｲ）費用構成

　　　

費用の72億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　

33億円

　

46.5％

　　　

支払利息

　

３億円

　

4.2％

　

原材料および薬品費

　

24億円

　

32.9^

　　　

修繕費等

　

９億円

　

12.6^

　

減

　

価

　

償

　

却

　

費

　

３億円

　

3.8％

　

吻

　

経営比率

　　　

総収益対総費用比率は96.7％で、前年度（100.2％）より3.5％減

　　

少した。営業収益対営業費用比率は99.6%で、前年度（104.0％）

　　

より4L4％減少した。

Ｊ

　

法非適用企業の経営状況

　

帥

　

概

　　　

況

　　　

昭和35年度の歳入は、収益的収入437億円、資本的収入77億円。
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繰越金13億円、歳入総額527億円で、前年度と比べるとI64tt円、

　　

45.2％増加した。歳出は、収益的支出435億円、資本的支出90億

　　

円、前年度繰上充用金26億円、歳出総額551億円で、前年度と比

　　

べると81億円、51.0％増加した、

　　

この結果、歳入歳出差引では24億円の不足であ石。

　

（ｲ）収益的収支

　　　

収益的収入は437億円で、前年度(297億円）より140億円、46.

　　

9％増加し、収益的支出は435億円で、前年度(287億円）より148億

　　

円､51.5％増加した｡収支差引では収入が支出を２億円上回った。

　

（ｳう

　

費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費204億円（47.0％）、支払利

　　

息15億円（3.5％）､原材料、薬品費等215億円（49.5％）である。

　

国

　

経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率は97.5％で、前年度（100.0％）より2.5％減少した。

Ⅲ

　

法適用企業の財政状況

　

（ｱ）資本的収支

　　　

昭和35年度の資本的収入は10億円で、前年度（７億円）より３

　　

億円、42.9^増加し、資本的支出は13億円で、前年度（11億円）

　　

より２億円、18.2％増加した。ニ

　　

その内訳は、つぎのとおりである。

　　　　

資本的収入

　　　　　　　　　　　　　

資本的支出

　

企業債

　

５億円

　　

47.7^

　　

建設改良費

　

９億円

　

67.7^

　

補助金

　

４千万円

　

3.9％

　　

企業債償還金∧2億Fｔ18.6％

　

繰入金等

　

５億円

　

メ18.4憚

　　　

そ

　

の

　

他

　

２億円｡13.7％

　

吋）財政状態

　　　

昭和35年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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産
固
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定
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合

資
資
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金
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負
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固
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二謡こヽ

　

固定負債

第40図

七

　

剰余企

　　　

35年度

　　　　　　　　

34年度

100億円

　

100.0％

　　　

80億円

　

100,0％

　

82億円

　　

82.1％

　　　

64億円

　　

80.2%

　

18億円

　　

17.5％

　　　

16億円

　　

19.3％

　

O億円

　　

0.4％

　　　

O億円

　　

0.5％

loofi円

　

100.0％

　　　

80億円

　

100.0％

　

2億円

　　

1.8％

　　　

2億円

　　

2.1％

24億円

　　

24.1%

　　　

19億円

　　

23.8%

25億円

　　

25.2%

　　　

20億円

　　

24.6^

43億円

　　

43.4%

　　　

32億円

　　

40.5％

6億円

　　

5.5％

　　　

7億円

　　

9.0％

法適用病院事業の貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)

w

　

法非適用企業の財政状況

　　

昭和35年度の資本的収入は77億円で、前年度（56億円）より21億

　

円、37.5％増加し、資本的支出は90億円で、前年度（68億円）より

　

22億円、32.4^増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。

　　　　

資本的収入

　　　　　　　　　　　　　

資本的支出

　　

地方債38億円49.0％

　　

建設改良費68億円

　

75､5％

　　

補助金

　

２億円

　

3.0％

　　　

地方債償還元金

　

14億円

　

15.1％

　　

繰入金

　

31億円

　

39.9％

　　　

そ

　　

の

　　

他

　

８億円

　

9.4％

　　

その他

　

６億円

　

8.1％

（4）職

　　　

員

　　

昭和35年度末の病院事業の職員数は72, 728人で、前年度末(55,4

　

89人）より17, 239人、31.1％増加した。
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６

　

下水道事業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

昭和35年度末の事業数は139 (法適用企業Ｕ、法非適用企業128)

　　

である。経営主体別は、都道府県営３、大都市営５、､市営123、町

　　

村営８である。

　

（2）経営規模

　　

（ｱ）普及状況

　　　　　　　　　　　　　　　

犬

　　　　

昭和35年度末の現在排水人口は942万人で、前年度（840万人）

　　　

より102万人、12.1％増加した。

　　　　

計画排水人口に対する普及率は29.0％で、前年度(26.2%)と

　　　

比べると2.m増加した。

　　　　

昭和35年度末の下水道事業の排水面積は５万ヘクタールで、市

　　　

街地面積34万ヘクタールの14.7^に相当する。

　　

吋）利用状況

　　　　

昭和35年度中の下水道事業の総処理水量は９億3,900万m8で、

　　　

前年度（７億7,300万m8）より１億6,600万m3、21.5％増加した。

　

（3）財

　　　

務

　

Ｉ

　

法迪用企業の経営状況

　　

（力

　

収益的収支

　　　　

昭和35年度の総収益は39億円、総費用は39億で、前年度より総

　　　

収益で４億円、11.6％､総費用で３億５千万円、9.9％増加した。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

　　

営業収益32億円

　

81.1％

　　　

営業費用

　

31億円

　

79,2％

　　

営業外収益

　

７億円

　

18.9%

　　　　

営業外費用

　

８億円

　

20.8％

　　　　

この結果、純利益１億円（７事業）純損失１億円‥（４事業!で

　　　

差引７百万円の黒字（前年度赤字４千万円）である。

　　

吋）費用の構成

　　　　

費用の39億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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職員給与費

減価償却費

支払利息

動力費、材
料費等

11億円

７億円

７億円

14億円

28.4%

17.7%

17.4%

36.5％

　

（ウう

　

経営比率

　　　

総収益対総費用比率は100. 2%で、前年度(98.1%)より1.5％

　　

増加した。営業収益対営業費用比率は102. 2%で、前年度(99.9

　　

％）より2.3％増加した。

Ⅱ

　

法非適用企業の経営状況

　

例

　

概

　　

況

　　　

法非適用下水道事業の歳入は、収益的収入25億円、資本的収入

　　

117億円、繰越金２億円、歳入総額144億､円である。歳出は、収益

　　

的支出25億円、資本的支出114億円、歳出総額139億円である。こ

　　

の結果、歳入歳出差引では５億円の黒字である、

　

（ｲ）収益的収支

　　　

収益的収入は25億２千万円、収益的支出24億８千万円で収支差

　　

引では収入が支出を４千万円上回った。

　

（ウ）費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費10億円(39. Wo)、支払利息

　　

６億円(26. 2%)、動力費、材料費等９億円(34. 2%-)である。

　

国

　

経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率は90.4％である。

Til

　

法適用企業の財政状況

　

（ｱ）資本的収支

　　　

昭和35年度の資本的収入は93億円で、前年度（67億円）より26

　　

億円、38.0％増加し、資本的支出は102億円で､前年度（69億円）

　　

より33億円、46.5％増加した。

　　

資本的収入が資本的支出に不足する額９億円は自己資金で補てん

　　

した。
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その内訳は、つぎのとおりである。

　　

資本的収入

企業債57億円

　

61.6％

補助金

　

４億円

　

4.5％

繰入金等

　

32億円

　

33.9^

什）財政状態

　　　　　

資本的支出

建設改良費

　

95億円

企業債償還金

　

３億円

そ

　

の

　

他

　

４億円

93.4%

　

2.X%

　

4.2％

昭和35年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

35年度

計
産
産
定

合
資
資
勘

　

定
動
延

産
固
流
繰

資

負債及び資本合計

債
債
金
金
金

負
負
本
本

　
　

資
資
余

定
動
己
入

固
流
自
借
剰

沈動六産

繰征勘定

504億円

458億円

　

46億円

　

Ｏ億円

504億円

　

Ｏ億円

　

31億円

310億円

142億円

21億円

100.0％

　

90.8％

　

9.2％

　

0.0％

100.0％

　

0.0％

　

6j2％

61.5％

28,2％

　

^.＼%

　　　

34年度

403億円

　

100.0％

365億円

　　

90.7％

　

38億円

　　

9.3％

　

O億円

　　

0,0％

403億円

　

100.0％

　

O億円

　　

0.0％

　

23億円

　　

5.6％

217億円

　　

53.9%

87億円

　　

21.5％

76億円

　　

19.0％

第41図

　

法適用下水道事業の貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)
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Ⅳ

　

法非適用企業の財政状況

　　　

昭和35年度の資本的収入は117億円であり、資本的支出は114億円

　　

である。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

　　　　　

資本的収入

　　　　　　　　　　　　

資本的支出

　

地方債55億円46.5^

　　　

建設改良費

　

111億円97.4%

　

繰入金

　

41億円

　

34.8％

　　　　

地方債償還元金等

　　

３億円

　

2.6％

　

補助金

　

18億円

　

15.8％

　

その他

　

３億円

　

2.9％

　

（4）職

　　　

員

　　　

昭和35年度末の下水道事業の職員数は6,552人である。

７

　

その他の地方公営企業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

地方公共団体は、前述の事業のほか各種の事業を行なっている。そ

　　

の事業数は昭和35年度末で809（法適用企業29、法非適用企業780）で

　　

あり、前年度末（703）より106事業15.0％増加した。経営主体別は

　　

道県営55､大都市営19、市営499、町村営229､一部事務組合営7である。

　　

事業別内訳は、法適用企業では港湾整備事業４、市場事業１、宅地

　　

造成事業２、温泉事業６、休養施設事業２、モーターボート事業4、

　　

牛乳処理事業２、酸農センター事業１、製氷事業１、医薬品製剤事

　　

業１、資金運用事業１、河水統制事業１、縫製事業１、＆茶事業1、

　　

天文科学館事業１である。

　　

法非適用企業では港湾整備事業94、市場事業59、と畜場事業463、

　　

観光施設事業65、宅地造成事業95、資金運用事業１、砂利採取事業

　　

１、造林事業２である。

　

（2）財

　　　

務

　

Ｉ

　

法適用企業の経営状況

　　

（ア）収益的収支

　　　　

昭和35年度の総収益は64億円総費用は60億円で、前年度より総

　　　

収益で28億円、81.5％、総費用で26億円、77.5^増加した。
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その内訳は、つぎのとおりである。

　　

営業収益

　

62億円（96.7％）

　　

営業費用

　

57億円（94.9％）

　　

営業外収益

　

２億円（3.3％）

　　

営業外費用

　

３億円（5.1％）

　　　

この結果､純利益4億6千万円（19事業）、純損失5千万円（6事業）

　　

で、差引４億１千万円の黒字（前年度２億５千万円）である。

　

（ｲ）経営比率

　　　

総収益対総費用比率は106. Woで、営業収益対営業費用比率は

　　

109.0％である。

ｎ

　

法非適用企業の経営状況

　

剛

　

概

　　　

況

　　　

昭和35年度の歳入は収益的収入137億円、資本的収入283億円、

　　

繰越金46億円、歳入総額466億円で、前年度と比べると180億円、

　　

62.2%増加した。歳出は収益的支出88億円、資本的支出297億円、

　　

前年度繰上充用金５億円、歳出総額390億円で、前年度と比べる

　　

と93億円、31.4％増加した。この結果、歳入歳出差引では76億

　　

円の黒字である。

　

（ｲ）収益的収支

　　　

収益的収入は137億円で、前年度（108億円）より29億円、26.1％

　　

増加し、収益的支出は88億円で、前年度（65億円）より23億円、

　　

35.4％増加した。収支差引では収入が支出を49億円上回った。

　

朗

　

事業別収益的収支

　　　

収益的収支の事業別内訳は、つぎのとおりである。

　　　　

港湾整備事業

　　　　

市場事業

　　　　

と畜場事業

　　　　

観光施設事業

　　　　

宅地造成事業

　　　　

造林事業等

国

　

経営比率

収

　

入

33億円

26億円

10億円

８億円

22億円

38億円

支

　

出

23億円

23億円

８億円

７億円

６億円

21億円

収益的支出に地方債償還元金を加えたものに対する収益的収入
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の比率はn6.8％である｡その事業別比率は､つぎのとおりである。

　　　　　　　　

港湾整備事業

　　　　　

97.3%

　　　　　　　　

市場事業

　　　

100.8％

　　　　　　　　

と畜場事業

　　　　

93.9％

　　　　　　　　

観光施設事業

　　　　

108.1%

　　　　　　　　

宅地造成事業

　　　　

124.3%

　　　　　　　　

造林事業等

　　　　

126.7%

Ⅲ

　

法適用企業の財政状況

　

帥

　

資本的収支

　　　

昭和35年度の資本的収入は73億円、資本的支出は67億円であ

　　

る。その内訳は、つぎのとおりである。

資本的収入

債
金

業
入

企
繰

工事負担金

そ

　

の

　

他

資

７億円

　

9.6％

9ｲ意円

　

12.3％

28億円

　

37.8%

29億円

　

40.3％

　　　　　

資木的支出

建設改良費43億円

企業債償還元金等

　

７億円

繰

　　

出

　　

金

　

17億円

（ｲ）財政状態

　　

昭和35年度末の財政状態は、

　　　　　　　　　　　

35年度

計
産
産
定

合
資
資
勘

産
定
動
延

　

固
流
繰

負債及び資木合計

債
債
金
金
金

負
負
本
本

　
　

資
資
余

定
動
己
入

固
流
自
借
剰

つぎのとおりである。

　　　　　　

34年度

244億円

　

100.0％

144億円

　　

59.0％

100億円

　　

41.0％

　

O億円

　　

0.0％

244億円

　

100.0％

169億円

　　

69.4％

13億円

　　

5.4%

8億円

　　

3.2％

46億円

８ｲ意円

18.9％

Z-Wo

65.0％

9.吻

25.4%

169億円

　

100.0％

129億円

　　

76.1％

　

40億円

　　

23.9%

　

O億円

　　

0.0％

169億円

　

100.0％

43億円

　　

25.3%

83億円

　　

49.3%

7億円

　　

3.8％

32億円

　　

19.0％

4億円

　　

2.6％

IV

　

法非適用企業の財政状況

　　

昭和35年度の資本的収入は283億円、資本的支出は297ｲ意円であ

　

る。その内訳は、つぎのとおりである。
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地

　

方

　

債

繰

　

入

　

金

国庫支出金等

資本的収入

　

110億円

　

38.9％

　

72億円

　

25.3^

　

101億円

　

35.8％

　　　　　　　

資本的支出

建設改良費

　

256億円86.1%

地方債償還元金

　　

28億円

　

°).m

そ

　　

の

　　

他

　　

13億円

　

4.5％

その事業別内訳は、つぎのとおりである。

　　　　

港湾整備事業

　　　　

市場事業

　　　　

と畜場事業

　　　　

観光施設事業

　　　　

宅地造成事業

　　　　

造林事業等

（3）職

　　　

員

資本的収入

　

207億円

　　

17億円

　　

10億円

　　

７億円

　　

36億円

　　

６億円

資本的支出

　　

190億円

　　

20億円

　　

12億円

　　

９億円

　　

43億円

　　

23億円

　　　

昭和35年度末のその他の地方公営企業の職員数は6,662人である。

８

　

公営企業金融公庫の融資状況

　　

公営企業金融公庫は昭和35年度で資本金18億円（前年度15億円）に

　

達し、年度中の貸付額は143億円（前年度107億円）で、昭和35年度末

　

における貸付残高は394億円となった。貸付額および貸付残高の主な

　

事業別内訳は、つぎのとおりである。

水道事業

交通事業

電気事業

港湾整備事業

病院事業

ガス事業等

　　

計

貸付額

　

58億円

　

６億円

　

41億円

　

12億円

　

３億円

　

23億円

143億円

貸付残高

　

175億円

　

21億円

　

108億円

　

30億円

　

17億円

　

43億円

394億円

叫海図政璋疲皿地方公営企業4∂特徴

　

1.

　

地方公営企業の総数迂、ニぶ堰咄三来増加の一途をたどり、昭和35年度

　　

末にぱ4,771事業に達した。これは昭和34年度末(4,007事業）と比べる

　　

と764(純増加は317)、昭和33年度末(3, 720事業）と比べると1,051 C純増

　　

加は602）という大巾な増加である。昭和35年度末の昭和34年度末にぶ

　　

する純増加317事業の内訳は、水道事業、工業用水道事業および簡易水

道事業で179事業(56. m)を占め、ついで、宅地造成事業、と畜事業、
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観光施設事業、港湾整備事業、ガス事業、市場事業等の順である。

　

2.

　

地方公営企業は、その事業数の増加とともに、施設の増加（交通事業

　　

の車両数8.3％増、病院事業の病床数3.8％増等）、業務量の増大（水道事

　　

業の給水量ｎ.7％増、交通事業の乗車人員数6.9％増等）に著しいもの

　　

がある。その結果、決算規模も、収入で3,590億円、支出で3,560億円と

　　

前年度と比べるとそれぞれ760億円（26.5％）、801億円（29.0％）増加

　　

した。

　

3.

　

地方公営企業が進展するに伴って、地方公営企業法を適用するものが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

"~==一a=一J

　　　

=〃=w_-｡"-‾

　　

増加し、昭和35年度末においては402に達し､前年度末より58、16.9％増

　　

加した。これは地方公営企業が、効率的、かっ、適正な経営を進めるた

　　

めにその経営体制を整備しつつある現われである。

　

4.

　

地方公営企業の充実に対する住民の要望は大きく、それにこたえて各

　　

地方公営企業も着着整備を進めている。その結果は、建設改良費の増加

　　

にも現われ、昭和35年度可変設温良費は総額l.m億ほに達し、前年度

　　

より342億円、23.2%増加した。

　

5.

　

地方公営企業は比較的順調な経営状況にある。しかし住民の要望にこ

　　

たえて一層建設改良を進めねばならず、そのために支払利息も増加し、

　　

諸経費も増加する等の影響もあって、前年度と比べると経営状況が若干

　　

低下した点もあるが、これは、一面、地方公営企業の発展途上における

　　

地固めの段階におけ･る現象ともいえよう。一般的に比較的順調な経営状

　　

況のなかで、刄ぶ捉叢並左辺鼓垣法眼塾こニヽ昭和35年度は前年度に

　　

引き続き純損失が増加してきていることは注意を要する。

軸

　

昭和36年度の地方公営企業の状況

　

１

　

地方公営企業法の改正

　　

（1）地方公共団体は、､地方公営企業の特別会計に必要な出資を行なうこ

　　　

とができることとした。

　　

（2）地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する一部事務組合には

　　　

企業管理者を置かないことを常例とするものとし、企業管理者の権限

　　　

は、組合管理者が行なうものとした。
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（3）政令で定める一部事務組合には、管理者め権限に属する＼事務を処班

　　　

させるための組織の名称は企業庁とすることができることとした。＼

　

２

　

公営企業金融公庫法の改正

　　　

公庫の資本金を18億円から21億円に増額した。

　

３

　

地方公営企業法適用企業の増加

　　　

地方公営企業は、地方公営企業法に規定する企業会計方式をとること

　　

が最もその事業の経営の実態を表示し得る。昭和35年度末において、地

　　

方公営企業法の規定の全部または財務規定等を適用している事業は402

　　

であり、昭和36年度においではいさらに211事業（52.5％）増加し、613

　　

事業に達した。

　

４

　

地方公営企業の建設資金としての地方債の増加

　　　

地方公営企業建設資金の大宗をなしている地方債は年年増加し、昭和

　　

36年度は、1,180億円（ほかに公有林整備8億円）で前年度より367億円、

　　

45.1％（ほかに公有林整備４億５千万円）増加した。

二

　

その他の事業

　

０

　

収益事業

　　

１

　

概

　　　

況

　　　　

昭和35年度中における収益事業の施行事業数は279(前年度339)であ

　　　

る6内訳は、競馬事業的（前年度112)、競輪事業130 (前年度141)、

　　　

モーターボート競走事業26（前年度2め、小型自動車競走事業プ（前年

　　　

度ﾌﾟ）、堂ぐじ事業47（前年度51）である。

　　

２

　

経営状況

　　　　

昭和35年度の歳入総額は1,544億吋（前年度1,3り9億馬）歳出総額は

　　　

1,511億円（前年度1,379億円）で、形式収支は33億円め黒字である。

　　　　

歳入のうち、車馬券等売上金は1,479億円（前年度1,337億円1）で、

　　　

歳入中の95.8%を占めている。歳出のうち開催経費はi,池8瀦円（前

　　　

年度1,223傑円）で、歳出中の87.9価を占めている。普適会計への繰

　　　

出金は162億円（前年度137億円）≒で、その内訳は、うぎのとおりであ

　　　

る。
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競
競

馬
輪

業
業

事
事

モーターボート競走事業

小型自動車競走事業

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　　

合

　　　　

計

総

　

額

26億円

92億円

18億円

８億円

18億円

162!i円

都道府県

　

６億円

　

31億円

３億円

　

４億円

　

15億円

　

59億円

市町村

20億円

61億円

15億円

４ｲ意円

３億円

103 fi円

⇔

　

国民健康保険事業

　

１

　

概

　　

況

　　　

昭和35年度末における国民健康保険事業の施行団体数は3,430団体（大

　　

都市３、特別区23、市536、町村2,864、一部事務組合４）で、一隅混務

　　

組合を除くと全市町村の97.3%が国民健康保険事業を実施しており、99

　　

市町村ヽ（16市、83町村）が未実施である。前年度と比べると昭和35年度

　　

中に34市、220町村が増加し、３組合か減少した。

　　　

これらの団体のうち直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体

　　

は、1,259団体（大都市2、市236、町村1,017、一部事務組合4）である。

　

２

　

事業勘定

　　　

決算状況は歳入747億円（前年度567億円）、歳出709億円（前年度552億

　　

円）で、形式収支は38億円（前年度15億円）の黒字である。

　　　

しかしながら、歳入における普通会計からの繰入金を除けば11億円の

　　

赤字である。

　　

一歳入の内訳は、つぎのと粛りである。

　　　　　　　　　　　　　

3S年度

　

保

　

険

　

料（税）

　　　

345億円

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

309億円

　

普通会計繰入金

　　　

49億円

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

44億円

　　　

合

　　　　

計

　　　　　

747億円

歳出の内訳は、づぎのとおりである。

　　　　　　　　　　　　　

35年度
費
費
費
他

　

付
設

　

。
。

件
給
施
の

　

険
険

　

合

人
保
保
そ

64億円

567億円

　

19億円

　

59億円

709iS円
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34年度

271億円

218億円

　

3刻意円

　

45億円

567億円

34年度

49億円

438億円

　

15億円

　

50億円

552億円

増減率

27.3%

41.9%

48.S%

△2.2％

　

31.7％

増減率

31.9％

29.5%

25.4^

17.2%

28.5%



保険給付費の財源内訳は、つぎのとおりである。

保

　

険

　

給

　

付

　

費

　

療養給付費国庫負担金

　

調

　

整

　

交

　

付

　

金

　

一

　

部

　

負

　

担

　

金

　

保

　　

険

　　

料

　　

等

35年度

567億円

214億円

　

47億円

　

４億円

302億円

34年度

438億円

146 [i円

　

34億円

　

７億円

251億円

　

増減額

129億円

　

68億円

　

13憶円

・３億円

　

51億円

３

　

直診勘定（直診病院を除く｡）

　　

決算状況は、歳入72億円、歳出76億円で、形式収支は４億円の赤字で

　

ある。

　　

歳入および歳出の内訳は、つぎのとおりである。

診

　

療

　

収

　

入

　　　

39億円

一部負担金

普通会計繰入金

そ

　　

の

歳

　

入

　

合

他
計

15億円

６億円

12億円

72億円

人
物
そ

　

歳

件
件
の

費
費
他

出

　

合

　

計

32億円

25億円

19億円

76億円

叫

　

公益質屋事業

　　　　　　　

＝'

　　

昭和35年度末における公益質屋事業の実施団体数は651団体(大都市５、

　

特別区22、市375、町村249)である√前年度と比べ､ると13団体(Ｕ市、２

　

町村)増加した。

　

･･･。･･

　

。

　

･･･。・

　　　　

。･･。･

　　

決算状況は歳入鋤意円ぺ[前年度40猿P])√歳出36億円″(前年度37億円)で、

　

形式収支は３億円(前年度３億円)の黒字である。

　　　

ト

　　

歳入のうち貸付金回収金は28億帥ト貸付金利子は４億円である。歳出の

　

うち貸付金は28億円i人件費は４億円ﾌである。

匈

　

農業共済事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■■

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

35年度末における農業共済事業の実施団体数は274団体(市29、町村245)

　

である。前年度と比べると73団体(市Ｕ)、町村63)増加した。

　　

決算状況は歳入７億円(前年度７億円)｡、歳出７億円(前年度７億円)で

　

ある。このうち共済勘定は歳入、歳出とも４億円である。
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(付属統計表)

凡 例

１

　

木表の記号μ、つぎによつた。

　　　　

……

　　

不

　　

明（資料なし）

　　　　

一

　　

皆

　　

（無該当数字なし）

　　　　　

Ｏ

　　

単位未満

　　　　　

乙

　　

負

　　

数

２

　

統計諸表で、内訳が合計と一致しない場合があるのは

　

四捨五入の関係による。

３

　

都道府県決算額と、市町村決算額をあわせたものは単

　

純合計額となるので、純計決算額とは合致しない。

｜

｜

－

｜

1

1

1

1



第１表

　

地方公共団体数の推移

ト

　　

ド子守平脊即鵠俗ｍ犯惶

丿都道府県

　　　

46

1

　　

46

　　　　

46 0　　j諮ﾄ46

f市

　　

町

　　

村

　　　

98
ぬ

　　　

3 532　　3 502　　ム　30　　　　　35.4　　3 466
1

　

大

　

都

　

市

　　　　

５

　　　　

５

　　　　

５

　　　　

ｏ

ｌ

　　　　

扨り.0

　　　　

5

　　　

市

　　　　　

280

　　　

550

　　　

550

　　　

0

　　　　

196.4

　　　

551

　

町

　　　　

村

　　

9610

　　

2 977　　2 947　　・30　　　　お.7　　2910
膳背工作

　

9 941　　　3578　　3 548　　△　30　　　　　35.7　　3 512

，特

　

別

　　

区

　　　　

23

　　　　　

23

　　　　

23

　　　　

0

　　　　

珀Q.り

　　　　

23
1一部事務組合

　　　　

－

　　

1 105　　1 192　　　861　　　　　－　　　　－

（注）

　

１

　

大都市とは，大阪市，名古屋市，京都市，横浜市および神戸市をいい，

　　　　

市とは大都市を除いた市をいう。以下同じ。

　　　

２

　

町村合併促進法が血行されたのは，昭和28年10月１口である。

　　　　　　　　　

第２表

　

団体別人口の推移

その１

　

国勢調査人口および一団体当り面積の推移

ト

　

づ牡几ﾄﾞ乃几ドドＶｎブャ

特別区（東京部23区）

　　

よ詣＞昌lク副

　　　　　　　　　　　

｜

　　

一団体当り人ロ（人）

　

ｌ

　

一団体当り旅砧（kmり

　　

区

　　　　

分

　

昭和30年101昭和35年1呪岐享蔵苛苛石下丁万T略而盛下京王親地廠

J

　　　　　　　　　

I月１日（Ｃり月１日剛

　

じべＣ卜月１日（６りL1日前｜前－（印

I特別区（東京都23区）

　

303005

　　

361 306　58 301　　　24.ﾊﾟ　　　24.ソ　　　ー

,大

　　　

阪

　　　

市

　

1 445 671　1 675 607　229 936　　　38. lO!　　　39.391　　1.79

；

　　　　

市

　　　　　　

74 414　　77 537　　3 123|　　ロoﾊﾞ　　142.84　12.31

j小

　　

計（市部人口）

　　

93 027　　10261　4 626　　128画 140 36　　12.13

　

町

　　

村（郡部人口）

　　　

9 021　　　11 534」　2513　　　　69.18!　　　96.ﾔ　　27.23

j

　

合

　　　　

計1

　　

18 464　　26 442|　7 978　　ｱ6 46!　　104.63 28.17

(注) １

　

昭和35年10月】日の市部郡部別人口には，長野県どIIり7.1ほの境界紛争地

　

域乃人ロフ3人および岡山県児Ｓ湾干拓第７区の人ロ1,20で）人は含まない。

２

　

特別区，市町村の一団体当りの面映は，境界不明地区を除いた面債を団

　

体数で除したものである。
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その２

　

都道府県別国勢調査人口の推移

　

都廬府県
卜

和35年10月

りｌ和30年10月 り
増

‥
減

　

数
|増減尹／

　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　

人

　　　　　　

人

　　　　　

％

　

北

　

海

　

道

　　　　　

5 039 206　　　　4 773 087　　　　266 119　　　　　δ.∂

　

青

　　　　

森

　　　　　

1 426 606　　　　1 382 523　　　　44 083　　　　a.2

　

岩

　　　

手

　　　　　

1 448 517　　　　1 427 097　　　　2ヽ1 420　　　　昂

　

宮

　　　

城

　　　　　

1 743 195　　　　1 727 065　　　　16 130　　　　0.9

　

秋

　　　　

田

　　　　　

1 335 580　　　　1 348 871　　°　13 291　　△　　1.0

　

山

　　　　

形

　　　　　

1 320 664　　　　1 353 649　　△　　32 985　　△　　2､4

　

福

　　　　

島

　　　　　

2 051 137　　　　2 095 237　　△　　44 100　　・　2.j

　

茨、

　　

城

　　　　

2 047 024　　　2 063 944　△　16 920　　△　0.∂

　

栃

　　　

木

　　　　　

1 513 624　　　　1 544 987　　△　　31 363　　△　2.0

　

群

　　　　

馬

　　　　　

1 578 476　　　　1 616 142　　△　　37 666　　△　　2.J

　

埼

　　　　

玉

　　　　　

2 430 871　　　　2 260 493　　　　170 378　　　　　7,5

　

千

　　　

葉

　　　　　

2 306 010　　　　2 205 153　　　　100 857　　　　4.∂

　

東

　　　

京

　　　　　

9 683 802　　　　8 039 214　　　1 644 588　　　　20.5

　

神

　

奈

　

川

　　　　　

3 443 176　　　　2 919 497　　　　523 679　　　　17.9

　

新

　　　

潟

　　　　　

2 442 037　　　　2 473 492　　△　　31 455　　△　　j.∂

　

富

　　　　

山

　　　　　

1 032 614　　　　1 021 121　　　　　11 493|　　　1.1

　

石

　　　　

川

　　　　　　

973 418　　　　　966 187　　　　　7 231　　　　　0.7

　

福

　　　　

＃

　　　　　　

752 696　　　　　752 758　　△　　　62　　△　　Q

　

山

　　　

梨

　　　　　

782 062　　　　807 044　　△　24 982　　・　3.j

　

長

　　　　

野

　　　　　

1 981 433　　　　2 019 860　　△　　38 427　　△　j.ﾀ

　

岐

　　　

阜

　　　　　

1 638 399　　　　1 586 334　　　　52 065　　　　5.3

　

静

　　　　

岡

　　　　　

2 756 271　　　　2 650 435　　　　105 836　　　　　4.Q

　

愛

　　　　

知

　　　　　

4 206 313　　　　3 769 209　　　　437 104　　　　11.6

　

三

　　　　

重

　　　　　

1 485 054　　　　1 485 582　　△　　　528　　△　　0

　

滋

　　　　

賀

　　　　　　

842 695　　　　　853 734　　△　　11 039　　△　　1.3

　

京

　　　　

都

　　　　　

1 993 403　　　　1 933 886　　　　59 517　　　　　∂.j

　

大

　　　　

阪

　　　　　

5 504 746　　　　4 619 583　　　　885 163　　　　19.2

　

兵

　　　　

庫

　　　　　

3 906 487　　　　3 620 947　　　　285 540　　　　　7.9

　

奈

　　　　

良

　　　　　　

781 058　　　　　776 861　　　　　4 197　　　　　a.5

　

和

　

歌

　

山

　　　　　

1 002 191　　　　1 0､06819　　△　　4 628　　△　　0.5

　

’鳥

　　　　

取

　　　　　　

599 135　　　　　614 259　　△　　15 124　　.　2.5

　

島

　　　　

根

　　　　　

888 886　　　　　929 066　　△　　40 180　　ム　　4､3

　

岡

　　　　

山

　　　　　

1 670 454　　　　1 689 800　　△　　19 346　　4　　1.1

　

広

　　　　

島

　　　　　

2 184 043　　　　2 149 044　　　　34 999　　　　　j.6

　

山

　　　　

口

　　　　　

1 602 207　　　　1 609 839*　　△　　7 632　　△　　0-51

　

埜

　　　　

島

　　　　　

847 274　　　　878 109　　△　　30 835　　ム　Ｍ

　

否

　　　

川

　　　　　

918 867　　　　943 823　　△　24 956　　j ”2.∂

　

営

　　　

媛

　　　　　

1 500 687　　　　1 540 628　　△　　39 941　　ムい　2.∂

　

局

　　　　

知

　　　　　

854 595　　　　882 683　　.　28 088　　ム　銘

　

福

　　　

岡

　　　　

4 006 679　　　　3 859 764　　　　146 915　　　　＆∂

　

佐

　　　

賀

　　　　　

942 874　　　　973 749　　△　30 875　　ム　5.2

　

亙

　　　

崎

　　　　　

1 760 421　　　　1 747 596　　　　12 825　　　　0.71

　

熊

　　　　

本

　　　　　

1 856 192　　　　1 895 663　　△ 39 471　　△　　2.j

　

大

　　　　

分

　　　　　

1 239 655　　　　1 277 199　　・　37 544　　ム　2,9

　

宮

　　　　

崎

　　　　　

卜34 590　　　　1 139 384　　ム　　4 794　　ム　　Q.4

　

鹿

　

児

　

島

　　　

-1 963 104 ■･　2 044 112　.　81 008 ‥ ム　4.Q

1

　

合

　　　

計

　　　　

93 418 501　　　89 2ｱ5 529　　　4 142 899　　　　4.6

(注) 長野県と岐阜県の境界紛争地域の人ロ73人はそれぞれの県の計数から除いて
ある。
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第３表

　

昭和35年度団体別決算の状況
(単位

　

百万円)

‾

　

区

　　　　

分

　

「

　

歳

　　　　

入

　

｜

　

歳

　　　　

出

　

|

　

差

　

引

　

残

　

高

　　　　　　　　　　　　　　　

収

　　　　　　　　

佃

　　　　　　　

㈲－（剛

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　

1 277 346　　　　　1 208 935　　　　　　68 411

　　　　　　　　　　　　　　　　

(820 064)　　　(787 579)　　　（32 485)

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　

816 355　　　　　783 871　　　　　　32 484

　　　

大

　

都

　

市

　　　　　　　

113 055　　　　　108 340　　　　　　4715

　　　　　　

市

　　　　　　　　　

387 083　　　　　375 134　　　　　　H 949

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　

270 739　　　　　260 687　　　　　　10 052

　　　

特

　

別

　

区

　　　　　　　

41 948　　　　　　36 608　　　　　　5 340

　　　

一部事務組合

　　　　　　　　

7 238　　　　　　　6810　　　　　　　428

　　

合

　　　　

計

　　

｜

　　　

（20?7 410)　　（1 996 514)　　　（100 896)

　　　　　　　　　　　　　　　　

2 093 701　　　　　　1卯2 806　　　　　　100 895

（注）１

　

歳出額には，地方自治法施行令第ロ1条の２第２項の規定により決算上

　　　　

支出されたものとみなされる予算繰越額は含まない。以下同じ。

　　　

２（

　

）内は，市町村と一部事務組合の重複を含めた額である。

第４表

　

昭和35年度決算額と前年度との比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　

／・７

　　　

●¬

　　　　　　　　　　　

㎜
（注）一部事務組合の決算額は，市町村に総計して含めている。以下同じ。
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ｇ

　

゛

　

ﾅﾌｻ∵ﾔﾊヰﾐ]万訃に年1

歳

　

入

　

総

　

額

　　

2 093 701　1748 212　345 489　　　1ぶ　　　1詣

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

1 277 3ｻ　　1 048 284　2290621　　　2jj　　　江丿

　

市

　

町

　　

村

　　　　

816 355　　　699 928　　116 427
wA　　　　113

　　

大

　

都

　

市

　　　

113 055　　　95 758　　17 297　　　j町　　　∂.7

　　

市およ

　

町村

　　　　

661 352　　　569 928　　91 424　　　拓.l　　　11.8

　　

特

　

別

　

区

　　　　

41 948　　　34 242　　　7 706　　　22ぶ　　　7.7

歳

　

出

　

総

　

額

　　　

1 992 806　　1 682743　310 063　　　18･]　　11.9

　

都道府県

　　　

1 208 935　　1 004 776　204 159　　　加丿　　　比∂

　

市

　　

町

　　

村

　　　　

783 871　　　677 967　　105 904　　　15.6　　　jQ.ﾀ

　　

大

　

都

　

市

　　　

108 340　　　92 447　　15 893　　　払2　　　∂.∂

　　

市および町村

　　　　

638 923　　　555 197　　83 726　　　石j　　　11-4

　　

特

　

別

　

区

　　　　

36 608　　　30 323　　6 285　　　加.7　　　4.7

　　　　　　　　　　　　　　　　

‥

　　

゛｀一ヽs

　

lM¬゛にｺり



第５表

　

昭和35年度純計決算額の状況

　　

･(単柾百万自)･

　

区

　

∩言呼言

か

難戸(|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

勿

歳

　　

入

　　

総

　　

額

　　

2 093 701　1 748 212　　345 489　　　皿∂l　　　12.6

団体間重複額

　　

67 899　58 860　　9 039　　15.4　　21.5

　

都道府県支出金

　　　

42 928　　36 160　　6 76g j∂.7　　　　j∂.7

　

分担金、負担金

　　　

8 955　　7 859　　10％　　13.9　　12.2

　

寄

　　　

附

　　　

金

　　　　

2 355　　　1 ％5　　　390　　　jﾀ.∂　△　11.7

　

特別区財政交、納付金

　　　

7 593　　　5 520　　　2 073　　　37.5　△　　j.7

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

6 068　　7 356　△　1 288　△　17.5　　133.3

歳

　

入

　

純

　

計

　

額

　　

2 025 802　1 689 352　336 450　　　1 9.9　　　12.3

歳

　　

出

　　

総

　　

額

　　

1 992 806　1 682 743　310 063　　　j∂.4　　　jj.ﾀ

団体間重複額

　　

67 899　58 860　　9 039　　15.4　　21.5

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

16 445 16 202　　　　243　　　　j.5　　　3.j

　

建設事業費等

　　

41 755　　33 701　　8 054　　3.ﾀ　　22.2

　

特別区財政交、納付金

　　　

7 593　　　5 520　　　2 073　　　37.S　△　　j.7

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

2 106　　　3 437　・1 331　△　3∂､7　　　27.5

歳

　

出

　

純

　

計

　

額

　　

1 924 907　1 623 883　310 024　　　18･5 11.6

第i6表

　

純計決算額の推移
(単位

　

百万円)

ﾆ

ﾚ

算（に|皆

√

口才ｍ球a警斟

　

昭和31年度卜250 979　　-|　　　芒　1
206 069　　－t-　　-｀「　I-

　　　　

32

　　　　　　　

1 407 8881　　　－ 12.5　1 342 528　　　　－　　　n.3

　　　　

33

　　　　　　　

1 504 250,　　　　－　　　　∂.∂　1 455 579　　　　－　　　　∂.4

　　　

31～33平均

　　

1 387 439i　　100　　　　　　二　1 334 725　　　100　　　　　－

　　　　

34

　　　　　　　

1 689 3お　　122　　12.3　1 623 8ﾖ 122　　　.11.６-

　　　　

35

　　　　　　　

2025802

j

　　

146

　　

.皿9

　

1 924 907　　1’研　　.4９
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第７表

　

決算規模の推移

　　　　　　　　　　

~

ｚ

　　

ｿ

自他耐”大お市

内

他

汗

４躯

紗贈

　

ｌ

　

・

　　

尚

絲熔］

湿翠祭03年

　

100

ﾚﾑ

00

‰oﾚ00ﾚ00

100 100 100 100 100 100ﾄ0 100

　

34

　　　　

1

123 123 122 422 120 120 121　121　128 128 122 122 Ｈ7 125

　

35

　　　　　

150 148 1421 141 142 141　140 139 157 15４ 146 144 144 146

第８表

　

昭和35年度決算収支の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)
ｉ

　　　

’

　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　　　　　

｜

　

昭和34年度

　

｜

　

ｓ

　　

゛

９゛

ﾄｿﾞｿ

ｏ

り;回ﾄﾄﾞ

５゛

ﾄ］

都

　

道

　

府

　

県

　　

46 1 277 346 1 208 935　684ﾘ21 947　46 464　　46　27 287

　

黒字団体

　　

44 1 243 678に75 340　68 338 21 649　46 689　42　28 402

　

赤字団体

1

　　

2

1

　

33 668　33 5951　　月　298 a　225　　4 ム1 115

市

　

町

　

村4711 820 064 787 579　32 485 14 124　18 361 4 661　9 675t

　

黒字団体

　

4 269 733 299 692 358　40 94い2 964　27 977 4 062　21 283

　

赤字団体

　

442

　

86 765　95 221 △8 456 い60△9 616　599 a 11 608

　

大

　

都

　

市

　　

5 113 055 108 340　4 715 2 853　1 862　　5　　％j

　　

黒字団体

　　

5

　

113 055 108 340　4 715 2 853　1 862　　4　1 3761

　　

赤字団体

　　

－

　　　

］

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

い

　

４図

　

市および町村・3 491　657 823･ 635 821　22 002　8 H6　13 886　3 527 7 093'

　　

黒字団体13107 571 783 541 542　30 241　7 000　23 241　2 979　18 074'

　　

赤字団体

　

3

ﾘ

　

86 040　94 279△8 239　1 H6 △9 355　548 △109811

　　

市

　　

1

　

55038708

白

375 134 11 949　5 938　　6011　　550 2よ

　　

黒字団体

　　

458 328 799　312 344　16 455　5 255　11 200　431　　8 849

　　

赤字団体1

　　

921

　

58 284' 62 790△　4 506　683 a　5 189　　H9こ6 113

　　

町

　　　

村

　

2 941' 270 740　260 687　10 053　2 178　　7 875　2 977　　4 こ57

　　

黒字団体

　

2 649　242 984　229 198　13 786　045　12 041　2 548　　92白

　　

赤字団体

　　

292

　

27 756　31 489 △　3733　433△　4 166　429 △　4868

　

一部事務組合

　

1 192　　7 238　　6 810　　428　　91　　337　1 106　　373

　　

黒字団体

　

113

1

　

651

j

　

5 868　　645 47　　　598　1 058　　　5441

　　

赤字団体

　　

58，

　　

725

　　　

942△

　　

217

　　

44ム

　　

261

　　

48△

　　

171

　

特

　

別

　

区

　

23‘ 41 948　36 608　5 340 3 064　2 276　23　1 246

　　

黒字団体

　　

23

　

41 948　36 608　　5 34Q　3 064　　2 276　　21　　1 2891

　　

赤字団体

　　

1

　　　

－

　　

7

　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

2△

　　

431

合

　　　　

計

　

4 757j2 0?7 4'0ﾚ96 514 100 896 36 071　64 825 4 707　36 96ﾖ

　

黒字団体

　

4 313･1976 977･1867 698 109 279 34 61j 74 666 4 104　49
685'

　

赤字団体

　

444い20 433J 128 816△　8 383　1 458△　9 841　　603j 12 72べ

（注）町村数については，36年度に合併した６団体が合算報告のため，第１表とは合

　　　

致しない。以下同じ。
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その１

　

収支額の推移

第９表 実

　　

質 収

　　　　　　　　　　　　

総入

　　　　　

額

　　　　　　

黒

　

字

　

区

　　　

分

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　

額

十

　　

劈邪蔽嘉‾

I

P匝聶‾

に

（辿ｕ聖賢珈９

　

昭和29年度

　　

5 927 △58 331　46 △24 693　5 881△33 638　3 646　61.5 6 550

　　　

30

　　　　　

4 791△54 904 ’･46△23608　4 745 △31 296　3 233　67.5　9 337

　　　

31

　　　　　

3 955　15 708　46　11 352　3 909　　4 356　3090　7∂.j 29 956

　　　

32

　　　　　

3 789　39 748　46　28 171　3 743　11 577　3 215　∂4.!?49048

1

　　　

33

　　　　　

3 678　23 952　46　16 731　3 632　　7 221　3 062　∂J.336 655

　　　

34

　　　　　

3 601　36 962　46　27 287　3 555　　9 675　3 046　∂4.6＼49 6851

　

35

　　　　　

「

3 565 64 825　46　46 464 3 519 18 361　3 179　∂ﾀ.274 666

（注）団体数1こは，一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減状況

　　　　　　　　　

総

　　　

ダ

　　　　

額

　　　　　　　　　　　

黒

ト区

　　　　

分

　

総

　　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　

|

総

　　

額１

　　　

団叫む額

に

（ｕｎ

ﾚ

㈱四額団皿卜四

　

昭和30年度卜□36

　

3 427　　－ 1 085ﾄ1 136　2 342△　413!　2 787

　　

31

　　　　

△

　

836

　

70 612　　－　34 ％〇△　836　35 652△　143　20 619

j

32

　　

S

　　

△

　

166

　

24 040　　　16819卜166　7 221　125 19 092

　　

33

　　　　

△

　

111△15 796　　－ △11 440△　1H△　4 356△　153!△12 393

　　

34

　　　　

△

　

77

　

130101

　　

－

　

10 556 a　77　　2 454 A　16　13030

J

　　　　

35 △・　36　27 8631　　-1　19
I　361　　8

686　1331　24 981

　

（注）団体数には，一部事務組合を含まない。（注）団体数には，一部事務組合を含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第10表 財政再建債等

＾

　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　

額

　　　　　　　　　

歳入欠かん補
ド

　　

゛

　

し

　　

額りＨ府則市田Ｊ

］

９

　　

ｎし口口リ

’昭和31年度

　　　　

54 140　　　29 503　　24 637　　　42 123 18 100

　　　　

32

　　　　　

犬

　

48 278　　　27 351　　20 927　　　36 481　　　E16 162

1

　　　　

33

　　　　　　　　　

39 928　　’ 23 691　　16 23が　　　28 643　　　12 878

’

　　　

34

　　　　　　　　

31 0741　　　19 39j n 679　　’1 21 049　　　　9 741

　　　　

35

　　　　　　　　

22 490　　　14 850　　　7 64０　　　13 922　　　　6 461

― lW －



支

　　

の犬推 移

(単位

　

百万円)

　

団

　　

体

　　　　　　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　

都道府県

　

）

　

田=r

ﾙ

　

ｓ

　　

ｎ

　　

おおリ

　

市町Jお‾

団≠四神尚㈱四惣門邸ぶ

ふ

雍云云‾

ﾚ

逼ド石‾

　　

121

　

1 715　3 6341 4 835　2 281 ∂∂.5卜64881　　　34△26 408　2 247 △38 473

　　

10

　

1 997　3 223　7 340　1 558　32.５△64 241　　36△25 605　1 522 A 38 636

　　

33 14 639　3 057　15 317　865　21.9△14 248　　13△　3 287　852U 10 961

　　

41 29 622　3 174　19 426　574　15.1△　9 300　　　5△　1 451　　569 4　7 849

　　

38 18 314　3 024 18 341　　616　扨.7△12 703　　　8△　1 583　608△11 120

　　

42 28 402　3004 21 283　555　15.4△12 723　　　4△　I H5　551 △11 608

　　

44 46 689　3 135 27 977　386　如.∂△　9 841　　　2△　225　384乙　9616

(単位百万円)

　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　　　

一

　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

団皿個回

し

㈱四額団㈱は

れ

盲ｎ卜回

臨

皿卜支額

△

　

2

　　　

282△411

　　

2 505△723　　　640　　　2　　　803△　725!△　　163

　　

23

　

12 642 △　166　　7977 △693　49 993　△　23　22 318 △　670　27 675

　　

8

　

14 983　　117　　4 109 △291　　4 948　△　8　　1 836△　　283　　3 112

△

　　

3△11 308△　150 A　1 085　　42△　3 403　　　3△　　132　　　39ﾚ　3 271

　　

4

　

10088
に

20

　　

2 942 △　61△　　201△　　4　　　468 A 57に　　488

　　

2

　

18 287　131　6 694ﾄ　169　　2 882 °　2　　　890｣△　　1671　　1992

現在高の推移
(単位百万円)

　　

てん債

　　　　

交付公債（昭和27年度以前分）

　　

借替債（昭和31年度発行分）

　

｜

「ドドマ

し

　

nl四回i市・お

し

　　

剛四四卜回=rh

　　　　　

24 023　　　8 367　　　8 343　　　　24　　　　3 650　　　3 060　　　　590

　　　　　

20 319　　　8 367　　　8 343　　　　24　　　　3 430　　　2 846　　　　584

　　　　　

15 765　　　8 367　　　8 343　　　　24　　　　2 918　　　2 470　　　　448

　

㎜
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その１

　

収支額の推移

第11表 財政再建債等を考=慮
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した場合の収支の推移
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合

一
(注)

第14表

　

歳

　

入

　

決

　

算

昭和34年度昭和33年度昭和32年度昭和31年度分区

610

2
9
2

3
5
0

　
　

t
Ｎ

Ｏ
＼

413

543 932

　

32 438

224 011

800381

349 215

　

56 204

　

23 161

141 781

527 19C

　

２9 311

203 182

759 683

320 923

449 924

　

23 517

165 162

638 603

295 111

　

48 433

1689

　　

62

　　

71

1 504

3
9
5
5
7

2

　

2
6
5
0

　
　

１

　
　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

103 889

113 381

　

131

1350

税
税
税
源
金
料
金
入
債
金

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

計

　

与
付
財
出
数

　
　
　
　

般

　
　

手

方
譲
交
一
支
ヽ
入
収
方
越

　
　
　
　
　
　

料

　
　
　
　

り

　

方
方
計
庫
用

　
　
　
　

ヽ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

合

地
地
地
０
国
使
繰
雑
地
繰

― 174 ―

->?<^Ari.

236

168

987

391

056

　

－

781

152

503

954

389

135

007

434

802

ｉ

' 心 ・ Ｊ Ｉ

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

”

　 　 　 　 　

１

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿j･

　　　　　　　　

－

　　　　　

ミ.1

１

１

１

｜

｜

｜

－

！

」

｜

－

一

一

一

－

－

－

１

－



歳万人決･算

市

度

33 221

　

6 972

１３

‐
‐
－

3
3
8
0
5

2

　

7

　

1
0
■
o

i
n

v
ｏ

v
Ｏ

C
O

Ｃ
Ｏ

８
３
６

　

1
6

1
4

　

４
３
１

　
　
　
　
　

８

1２､2

55､1

4､l

状

‐
ｉ
’
‐
ｉ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ

ｏ
ｎ

C
O

t
o

e
n

　

一

　

●

　

・

　

一

O

C
i
n

>
-
[

C
S
]

　

ｉ
－
‐
―

l
O

Ｎ
｡

Ｏ
Ｄ
０

　

一

　

・

　

―

　

－

５
５
Ｊ
Ｏ

　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　

１
－

‘S

610

259

４１３

９
４

　

１
Ｃ
３

６
９

　

1
7
5

3

　
　

６

　

１
２

86

　

58

1689

匂

ﾇ，９･i･ぷ

比

24

ｊ

　

７
ｊ
Ｑ

　

・

　

―

　

ゆ

　

1

i
C
i

'
^

C
O

O

　
　
　
　
　
　
　
　

o

　
　
　
　
　
　
　
　

ｊ

.､／

　

25

　

17

　

16

336

と市町村との合算額に一致しないものがある。以下同じ。

額

　

の 推

　

移

較
一

構成比

匈へ昿1,4叫y'゜ｒ，

1０，^づ

(単位

　

百万円)

　　

増減率

鴎
XlOO

前年度

増減率

j2

ｊ
ｌ

(単位

　

百万円)

昭和35年度

　　

習鸞こ帽tic

　

対

　

お

　

≒

　

I

　

J=ﾋ

　

率

　

｜

　　　　　　　　　

回ﾛ・叫－,ﾘ

ﾚ

綾√舞Ｌ贈器√⑤L

　　　　

744 236　　　　120　　　　皿7　　　　召7　　　　鎚3　　　　j穏|　　　　j22

　　　　　

36 168　　　　us　　　　j27　　　　j25　　　　Ill　　　　jθj　　　　Ill

　　　　

310 987　　　　jれ　　　　j5∂　　　　123　　　　j如　　　　丿鎚　　　　丿加

　　　

1 091 391　　　　j2∂　　　　j4ﾀ　　　　119　　　　扨5　　　　j艮　　　　121

　　　　

477 056　　　　j2ﾀ　　　　j4∂　　　　茄∂　　　　jりﾀ　　　　jj昂　　　丿B

　　　　　

67 503　　　　117　　　　j2∂　　　　扨ﾀ　　　　拓7　　　　扨ﾀ　　　　HC）

　　　　　

28 389　　　　113　　　　j27　　　　117　　　　ﾀ∂　　　　珀j　　　112

　　　　

191 022　　　　120　　　　153　　　　j25　　　　j珀　　　　扨∂，　　　128

　　　　　

96 007　　　　ﾀ∂　　　　j2り　　　　5∂　　　　沢

　　　　　

74 4341　　　　j扨　　　　141　　　　j7∂　　　　j2∂　　　　∂j　　　j2∂

　　　

2 025 802　　　　j22　　　　j邦　　　　H2　　　　扨71　　　　112　　　　j20

－175－

937

685･

088
⊇

608

　

_

1

903

45

1

197

003

323

237

812!

099

352

1

133 299

　

3 483

51 899

188 681

63 448･

。，

1

　　　

,1

　

2 697

　

二

　

1 946

　

二

-

"
｜

　

‥ ．

　

．

　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

－

｜

' I

Ｉ

Ｆ

Ｓ

－

｜

ｌ

１

一

一

ｉ

｜

｜

－

｜

S :

i

:

i

1

1

1



その２

　

純計額

第15表

　

ニｰ 般

　

財

　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　

方

　　　　　　

税

　　　

地

　　

方

　　

譲

　　

ｇ

　　　

゛

　

し

ｗｎ卜

　

（背戻|背戻

し

算額|･ｍ ｌ

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　

449 924　　　－　　68 433　　17.9　　23 517　　　－

　　　　

32

　　　　　　　

527 190　　　－　　77 266　　17.2　　293111　　　－

　　　　

33

　　　　　　　

543 932　　　－　　16 741　　　3.2　　32 438　　　－

　　　

31～33平均

　　　

507 015　　加G　　　　－　　　－　　28 422　　j卯

　　　　

34

　　　　　　　

610 937　　　j2θ　　67 006　　12.3　　32 685　　115

　　　　

35

　　　　　　　

744 236　　　j47　　133 299　　2j.∂　　36 168　　j刀

その２

　

都道府県
-

　　　　　　　　　

地

　　　　　　

方

　　　　　　

税

　　　

地

　　

方

　　

譲

　　

ｇ

　　　

９

　

し

ｗ（ｍ

　

（闇記聞籍

ﾄ

１=剛ｍｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　

210 274　　　－　　41 301　　24.4　　23 050　　　－

　　　　

32

　　　　　　　

260 142　　　　－　　49 868　　23.7　　28 242　　　－

　　　　

33

　　　　　　　

261 041　　　　－　　　　899　　　0.3　　31 315　　　－

　　　

31～33平均

　　　

243 819　　　如0　　　　－　　　－　　27 536　　j叩

　　　

34

　　　　　　

302 618　　124　　41 577　　巧,∂　　31 409×　　114

　　　

35

　　　　　　　

394 592　　　妬2　　91 974　　30.4　　34 948　　j27

その３

　

市村町

　　　　　　　　　　

地

　　　　　　

方

　　　　　　

税

　　　

地

　　

方

　　

譲

　

区

　　　　

分

　　　

決算額|指数|なおikW?:mmm:決算額け旨数

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　

239 6J　　　－　　27 1J　　jぶ　　　467　　　－

　　　　

32

　　　　

267 048　　－　27 394　mﾚ]ﾌﾟｽﾞﾔ仁白

　　　

31~33平均

　　　

263 1％　　　100　　　　－　　　－　　　　886　　j叩

　　　　

35

　　　　　　　

349 644　　　j33　　41 325　　13.4　　　1 220　　　1a8

― 176 ―



源

　　

の 推

　

一移

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

~-

　

．与

　　

税

　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　

計

　　　　　

丿

闇記闇霧脳範㈱闇記聞謳溥（半開諾諾証

　　　　

％

　　　　　　　　　　

！

　　　

％I

　　　　　　　　

｜

　　

｜

　　

ら

　

1 379　　∂.2 165 162　－　5 1呵　　3.2 63S 603　－　75 007･　紹j

　

5 794　　24.6　203 182　－ 38 O2oi　　　2J.り759683　　- 121 030　jド

　

3 127　　旬.7　224 011　－　20 829　　7り.J　800381　　－　40 697　　　5.j

　　

－

　　　　

－

　

197 452 加り　　　ー　　　　－　732889　加り　　　－　　　1

　　

247

　　　

Q.5

　

259088諮

1

　

35 077　　15.7　902 710　123　102 330　　j21

　

3 483　　旬.7　310 987 j卵　51 899　　加･ﾂﾞ091391　j邦　188 681　　勿１

　　　　　

－

(単位

　

百万円)

　　

与

　　

税

　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

｜

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

¶

問戻背戻四（伴習診|姦盗|溥則t㈱雪言ぼ鸚

）

　　　　　

｜

　　

勿

　　　　　　　　　　　

％1

　　　　　　　　

1

　　

％|

　　

1 4431　　6.7　114 981　－　　3 530　　　J.2　348 305　　－　　86740j　　j5jl

　　

5 192　　22.5　138 366　－　23 385　　20j　426 750　　－　78 445! 2?.5

　　

3 073　　珀.ﾀ　151 124　－ 12 758　　　ﾀ.2　443 480　　－ 167ヨ　　ヨ

　　　

㎜

　　　　

㎜

　

134 824 珀0　　　－　　　　‾ドo6 179　旬゜l　　］　　つ

　　　

94

　　　

0.3

　

179 307 133　28 183　　j∂.71 513 334　j2δ　69 854　　巧.庶

　　

3 539　　月.s　211 157 87　31 8501　　j7.91 640 697　75∂　127 363　　24.8

－177
-

(単位

　

百万円)

　　

与

　　

税

　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

｜

-一

白

　　

一

丿

　

－
雪謔儒び溥鯛國雪示指‰溥（雛い習蒲諾ﾙ1

‾‾

　　

％ｌ

　　　　

ｉ

　　　　　　

ｊ

　　　

剣‾

　　　

1

　　　

1

　　　　

1

　　　

％

　

△64

1

　

△12､l＼

　

50 181　－　　1 665: 3.4　290 298　　－　28 7331　　jj.り

　　

602

　　

j2∂.9

1

　

64 816　－　14 635i　　29.2 332 933　　－　42 635 14J

　　

54

　　　

5j

　

72 887　一一　　80711　　12.5 356 900　　-j　23 967　　　7.2

　　

‾

　　

‾62 62B Dり　　口　　ゾ326 710 10っi　　］　パ

　　

心

　　

jJ.ﾀ

　

79 78ﾔ27　68斡　　鯛359 386　iwl　32 476 9j

　

＾¬

　

＾

　

“1

　

99 830ﾊﾞ5ﾀ　20 049　　おｊト50694，ヅ　61 318　　jリ

ｰ



第16表一般財源等.の人口

　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　

35.

　　

年

　　　

度
し

し

　

ａ

　

府

　

宍1

　

人

　

口四回一白々
耐h器に|ご

｜

　　　　　　　　

へ）（百万円）（百万氷詣款頴い恥

　　　　　　　　　　　　

。

　

。

　

o

l腿４す（（9）

　　　　　　　　　　　　

-

　

大阪府，神奈川県，東京

Ａ都･愛知県･静岡県√菰

　

41 717 998　　240 467　　274 226　　269 504　　5 764

　

庫県，福岡県，京都府，

　

広島

　

，山口

　

，埼玉

　

十

　

っ

　

三重県，岐阜県,富山県，

　　　　　　　　　　　　

"-

Ｂ滋賀県’千葉県’長崎県’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

和歌山県，石川県，茨城

　

13 037 829　　　34 781　　78 074　　79 034 2 658

1

　

県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

∩
岡山県，栃木県,北海道，

　　　　　

l

　　　　　　　　　　　

i‾二

CI:;ご群馬県,新潟県，

ﾚ

5 725 914　　37 066　　97 0う　　98 428　2 357

　

香川県，宮城県,奈良県，

　　　　　　　　　　

｜

I）福島県･福井県･熊本県

ﾄ

103

ｿ

　　

14［

　　

48

ﾊﾟ

　　

49 538　1 793

　

佐賀県，宮崎県，大分

Ｅ

;ふ青之;;

具

岩^m. ill　14

783 542　　22 102　　96 907　　97 716　　1 495

　

山梨県，秋田県，鹿児島

１

　

県’鳥取県’徳島県

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

|合

　　　

゛（令郷ﾄ3
418

ﾊﾞ　348
948　595 oﾂﾞ　二二∇二乱

(注)１

　

人口は昭和35年度は，昭35. 10.1現在国勢調査人口を，昭和34年度ほ，

　　　　

グループ別では除いてある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヽ

　　　

２

　

税については，東京都が徴収する市町村税相当額を差引き，特別区が徴

　　　　

道府県税収入でなく道府県税収入によった■0‘'‾

　　　

3

　

義務教育費国庫負担金の抑制額は，昭和35年度は東京都3, 171百万円,神

　　　　

百万円，神奈川県397百万円，大阪府954百万円とした。

　　　

４

　

各グループの編成は昭和33年度から昭和35年度までの財政力指数

　　　　

プ，35％以上40％をＣグループ，30％以上35％未満をＤグループ，30勿未
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一人〃当-り額の状況

　　　　　

｜

　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

34

　　　　

年

　　　　

度

二‾ｽ‾‾√

人

　

口

にｍｎ一般Ｈ雛回に人口一人当

　

○/⑥|

　

⑩/⑥

　　

（人）

ﾚ
百万円）（百万円）畠栞贅富IR/⑥c/⑥⑩/⑥’

　

（円）‘

　

（円）｜

　　　

⑥

　　　　

⑧

　　　　

⑥
U9味しな（円）|［円

］

（円）

　　　

1

　

6 573　　6 460 40 329 458　　179 158　　212 857　　209 312　4 442　5 278　5 190

　　　

l

　　　　

ト

¬1

　　

1

　　　　　

1

　　　　　　　　　

1

　

596

ﾂﾞ

　　

6 039! 13 030 639　　25 479　　64 230　　65 109　1 955　4 929　499〕

　　　

丿

　　

｜

　　　　

｜

　

6 172　　6 529 15 799 189　　29 444　　79 838　　81 136　1 864 5 053　5 13ﾘ

　

6 021　　6 113　8 191 409　　11 52ﾘ　　39 408　　40 048　い

　

6

‘

55

1

　　

6 610 14 977 368　　18 251　　78 245　　79 024　1 219　5 224　5 276

　

63

ｲ

　

636
ﾄ

2 328 0631　263 8ｿﾞ　474 578　474 629ﾄ858ﾄ140ﾄ141

昭34. 10.1現在推計人口によった。なお，長野県と岐阜県の境界紛争地域の人口は

収する道府県税相当額を加算した額によった。

　

したがって，一般財源についても都

奈川県450百万円，愛知県45!百万円，大阪府1237百万円,昭和34年度は東京都2,758

dStlUjUt芸ぶﾄ詔)の平均値の5o％以上をＡグループ,4o％以上5o％未満をＢクルｰ

満をＥグループとした。
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その･1

　

道府県税

第17表昭和35.年度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　

昭

　

和

　　

区

　　　　　　　

分

　　

卜

定

　

額

　

収

　

入

　

額

　

|x.oo

二心陥］

　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　

｜

　

（Ｂ）

　

|

　

品×100

　　　　

c）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　　

352 360　　331 252　　　　討･ﾖ･　　272 316

　　　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　　

56 237　　　52 182　　　　92.8＼　　44 900

1

　　　　

法

　　　　　　

人

　　　　

32 508　　　31 289　　　　郭.j　　　22 860

　　　　

個

　　　　　

人

　　　　

23 729　　　20 893　　　　∂∂.り　　　22 040

　　　

事

　　

業

　　

税

　　　

198 557　　188 707　　　　ﾀ５.Q　　144 905

　　　　

法

　　　　　

人

　　　

179 969　　173 524　　　　昶.j　　127 459

　　　　

個

　　　　　

人

　　　　

18 588　　　15 183　　　　∂j.71　　　17 4461

　　　

不動産取得税

　　　

15 0241　　13 671　　　タi.O　　12 160i

1

　　　

道府県たばこ消費税

　　　　　

249061

　　　

24 906　　　　100.0　　　22 429

’

　　

娯楽施設利用税

　　　　　

3 400　　　3 332　　　　認.0　　　2 833

　　　

遊

　

興飲

　

食

　

税

　　　　

32 058　　　28 326j　　　∂∂.3　　　26 577

1

　　　

自

　

動

　　

車

　

税

　　　　

16 4581 14 6651 ∂ﾀ.7　　　　13945
’

I

　　　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　

11
ｿﾞ

　　　　

ﾜ28

　　　　

7ﾀ.りI 1080「

　　

狩

　

猟

　　

者

　

税

　　　　　

431

　　　　

430

　　　　

29.%＼

　　　　

388j

　　

固定資産税

　　　

4 1051　　4 105　　ioo.o＼　　3 099'

1

　

定

　

法

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　

4551

　　　　

422

　　　　

ﾀ2.7I

　　　　

440

　

旧法による税収入

　　　　　

246

　　　　　　　

33

　　　　　

13.4

　　　　　

369

1

j

　

目的税（軽油引取税）

　　　　　

17 533　　　17 241 ﾀ8.3　　　13 136!

　　　　

合

　　　　

計

　　　　

3ｱ0 594　　348 948　　　94.2　　286 264
__

　　

____

（注）東京都の特別区が特別区税としてｊ収する道府県税相当額を含み，東京都が
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地方税の状況

(単位

　

百万円)

　　

34

　　　

年

　　　

度

　　　

比

　　　　　　

較

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　

゛ぬ額陣こ．率Ｌ認詔ﾄ・J七

　

訃1。ト回:回率

‾‾‾

　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　

250 516　　　　　ﾀ2.り　　　80 736　　　　　∂j.ﾀ　　　　∂2｡2　　　　　　皿.7

　　　　　

40 866　　　　　ﾀj.0　　　H 316　　　　　13.3　　　　27.7　　　　　　月.ﾀ

　　　　　

21 781　　　　　ﾀ5j　　　　9 508　　　　　11.2　　　　43.7　　　　　　27.6

　　　　　

19 035　　　　　86.6　　　　1 808　　　　　2j　　　　　ﾀ.5　　　　　　j.5

　　　　

134 652　　　　　92.9＼　　　54 055　　　　6J.5，　　　４０.1　　　　　　16.8

　　　　

121 730　　　　　ﾀ5.5　　　51 794　　　　∂0］　　　　42.5　　　　　　25j

　　　　　

12 922　　　　　47.1　　　　2 261　　　　　2石　　　　　17.5　　　　　・27.∂

　　　　　

10 741　　　　　∂∂j　　　　2 930 3ﾂ　　　　27j　　　　　　4.ﾀ

　　　　　

22 429　　　　珀Q.り　　　　2 477　　　　　　2j　　　　　11.0　　　　　　∂.∂

　　　　　　

2 755　　　　　97-2　　　　　577　　　　　0.7　　　　20.ﾀ　　　　　　2Q.∂

　　　　　

22 638　　　　　∂５.2　　　　5 688　　　　　6.7　　　　25.1　　　　　　招.∂

　　　　　

12 139　　　　　∂7j　　　　2 526:　　　　　J.り　　　　20.8　　　　　　14.5

　　　　　　　

810

　　　　　

75.0

　　　　　

118

　　　　　

り.j

　　　　　

14.6

　　　　　　

16.7

　　　　　　　

387

　　　　　

ﾀ∂.7

　　　　　

43! O.I　　　　　11.1 J.∂

　　　　　　

3 099　　　　加り.Q　　　　10061　　　　　1.2i　　　　32.5　　　　　　0.j

　　　　　　　

386

　　　　　

∂7.ﾀ

　　　　　

36

　　　　　

Q,0

　　　　　

∂.∂

　　　　　

△54.1

　　　　　　　　

51

　　　　　

13-7

　　　

△

　

18

　　　

ム

　

0.0

　　　

△55.5

　　　　　

△n.7

　　　　　

12 909　　　　　ﾀ∂.J　　　　4 332　　　　　5j　　　　33.6　　　　　　5∂.j
ゝ

　　　

263 862　　　　92.2　　　85 086　　　　1000　　　　32.2　　　　　16.0

激収する市町村税相当額を含まない。
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その２

　

市町村税

区 分

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

割
割
割
割

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　

純固定資産税

　　　

土

　　　　

地

　　　

家

　　　　

屋

　　　

償却資産

　

交付金、納付金

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

市町村たばこ消費税

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

鉱

　　　

産

　　　

税

　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

旧法による税収入

目

入

都

水

税

　

税

　

税

　
　
　
　
　

画

　
　

湯

　

計

的

　
　
　
　
　

市

利 地 益 税

昭 和

収ｉ額定
㈲

調

417

９

　

０
７

　

１

３

　

１

　

７

１

１２

１１

第17表白昭和35丁年度

35

一
入

叫

8 3

　

2 8

C
O

･
―

　

年

剽

　

9 106

　

69 648

　　

1 369

　

47 910

172 264

160 022

　

51 571

　

68 ０3e

2 298

1 963

11

度 昭 和

100

∂4

∂9.ｊ

８７.1

額定
剛

調

373

Ｈ7

1
0
6
9 １

3
5

　

8
3

　
　

’
―

171851

5
9
7
3 C

Ｏ

.
-
<

ｑ
り
１

３

　

3
0
33

　

2

　

１

１１

10

　

∵・∵|

　

。

ご|

　

μ|

　

:ﾘ

　

。

ぺ

（注）東京都の特別区が特別区税として徴収する市町村民税相当額および東京都ヵに

－182－

個人均等

個人所得

法人均等

法

　

人

　

税



地犬諮税の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　

34

　　　　

年

　　　

度

　　

｜

　　

比

　　　　　　

較

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

ﾌﾟﾚ虹で]1ごよ混贈詔ﾄ
成丿七

　

訃1
り

お回心

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　

336 405　　　　　ﾀり.0　　　47 140　　　　∂7.∂　　　　召.Q　　　　　　ﾀ.7

　　　　

104 862　　　　　∂ﾀ.2　　　23 171　　　　　4∂.j　　　　　22-1×　　　　　　11.7

　　　　　　

8 900　　　　　∂5.j　　　　　206　　　　　0.4　　　　　2j　　　　　　J.ﾀ

　　　　　

61 240　　　　87-5　　　　8 408　　　　　17.5　　　　月.7　　　　　　4.5

　　　　　　

1 249　　　　　83-6　　　　　120　　　　　0.2　　　　　∂.∂　　　　　　∂.0

　　　　　

33 473　　　　　∂3.∂　　　14 437　　　　　30-0　　　　43-1　　　　　　31.1

　　　　　

160 123　　　　　∂7.3　　　12 141　　　　　25-2　　　　　7.∂　　　　　　7.ﾀ

　　　　　

148 520　　　　86.4　　　　11 502　　　　2∂.ﾀ　　　　　7.7　　　　　　∂.Q

　　　　　

50 756　　　　　∂j.7　　　　　815　　　　　j.7　　　　　j.∂　　　　　　j.∂

　　　　　

62 104　　　　　84.ﾀ　　　　5 934　　　　　12.3　　　　　ﾀ.∂　　　　　　∂.5

　　　　　

35 660　　　　　ﾀ2.Q　　　　4 753　　　　　ﾀ.ﾀ　　　　紹j　　　　　　17.4

　　　　　

11 603　　　　100.0　　　　　639　　　　　1.3　　　　　5.5　　　　　　∂.2

　　　　　　

2 744　　　　　∂3.∂　　　　10201　　　　　2.j　　　　　i7.2　　　　　　34.4

　　　　　

30 776　　　　100.0　　　　3 514　　　　　7j　　　　11.4　　　　　　7.2

　　　　　

33 935　　　　100.0　　　　6 998　　　　14.5　　　　20.6　　　　　　14.3

　　　　　　

2 150　　　　　ﾀ2.∂　　　　　148　　　　　Q.∂　　　　　∂.∂　　　　　　2.4

　　　　　　

1 815　　　　　7∂.2　　　　　148　　　　　0.3　　　　　∂.2　　　　　△　j?.ず

　　　　　　　

542

　　　　　

90-5

　　　　　

14

　　　　　

0,0

　　　　　

2.δ

　　　　　　

1.3

　　　　　　　

231

　　　　　

17.3

　　

△

　　

86

　　　

△

　

Q.2

　　　

△37-2

　　　　　

△42.3

　　　　　　

9 897　　　　　∂Z.5　　　　1 145　　　　　2.g　　　　11.6　　　　　　鎚.9

　　　　　　　

548

　　　　　

∂5j

　　　　　

87

　　　　　

Q.2

　　　　

j5.ﾀ

　　　　　　

24-3

　　　　　　

9 053　　　　　37-9　　　　1 055　　　　　2.2　　　　U.7　　　　　　扨.4

　　　　　　　

280

　　　　　

82-4

　　　　　　

3

　　　　　　　

り|

　　　　　

1.1

　　　　　　　

4.ﾀ

　　　　　　　　

16

　　　　　　

52j

　　　　　　

0

　　　　　

0.Q

　　　　　　

Q

　　　　　

△

　

5.∂

　　　　

347075

　　　　

89.7

　　　

48 213　　　　100､0　　　　13.9　　　　　　9.6

徴収する市町村税相当額を含む。
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その１

　

道府県税

第18表

　

地

　

方･‘税

　　　　　

(単位％)

区

　　　　

分|現年度分1過年度分|滞納繰越分|

　　

計

昭和31年度

　　　　　

ﾀ5,9

　　　　

∂7.4

　　　　

2∂.7

　　　　

∂∂.j

　　　　

32

　　　　　　　　　　

ﾀ∂.2

　　　　　　

ﾀ0.j

　　　　　　

31.1

　　　　　　

∂0.り

　　　　

33

　　　　　　　　　　

96-7

　　　　　　

∂7.2

　　　　　　

36.6

　　　　　

卯.7

　　　　

34

　　　　　　　　　　

ﾀﾌ.Q

　　　　　　

∂ﾀ.0

　　　　　　

37.1

　　　　　　

認.2

　　　　

35

　　　　　　　　　　

ﾀ∂.∂

　　　　　　

∂∂.4

　　　　　　

4Q.∂

　　　　　

9£7

その１

　

道府県税

第19表

　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

ｇ

　

<
言言1詰

,

厘
l:

示
？

-__

　　

聶ヵJI雨釧轟割|法ﾊﾞ油

l

個人|法人T

　

[標準ｍ率∩い,副長㈲ooぺ任臨～古谷~需

青

　　

森

　　

県
1

　

150

　

谷

　

900

　

響山～紐摺~唇

９，

　

ｍ

　

ａ

　

]言

　

。00

　

幽盤

～

言岱
｡｡
盤

山

　　　

形

　　　

県

　　　

140

　　

言

　

。o

　

盤墨し,盤盤｡｡儒

富

　　　

山

　　　

県

　　　　

－

　　

10!

　　　

＿

　　

10万万100

　

10(!100　10!

群

　　　

馬

　　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　　

＿

Ｅ

　　

重

　　

県|

　　

-|

　　

-1

　

9001

　

讐|

　　　

-に渥~巷回

岡

　　　

山

　　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

100

　　　　

＿100

　

10万万

佐

　

賀

　

県平均170

　

一

司
1o

　

－

　　

－

　　

－

鹿

　　

児

　　

島

　　

県

　　　　

]

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

＿

　　　　

＝

合

　　　　

計

　　

㈲

　　　

４県

　　

３県

　　

５県

　　

４県

　　　

３県

　　　

４県

昭和34年

　

度

　

佃

　　

４県

　　

２県

　　

４県

　　

３県

　　　

３県

　　　

３県

増

　　　

減

　　

㈲‾(知

　　　　

-l

　　

l県

　　

１県

　　

１県

　　　　

－

　　　

１県

（注）上記のほか娯楽施設利用税に２億円程度の事実上の超過課税分がある。
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徴こ収

　

率

　

の

　

推

　

移

その２

　

市町村税 (単位

　

％)

　

区

　　　　

分

　

1現年.度分|過年度分|滞納繰越分|

　　

計

　

昭和31年度

　　　　　

９.5

　　　　

91.0

　　　　

57.2

　　　　

85.7

　　　　

32

　　　　　　　　　　

ﾀ4.1

　　　　　　

92.1

　　　　　　

36-2

　　　　　　

∂7.0

1

　　　

33

　　　　　

｜

　　

94.7

　　　　　　

∂5.∂

　　　　　　

56.6

　　　　　　

∂7.ﾀ
1

　　　　

34

　　　　

1

　　　　　

95-7

　　　　　　

∂7.7

　　　　　　

59.6

　　　　　

∂9.7

1

　　　　

35

　　　　

i

　　　　　

ﾀﾌ1

　　　　　

ﾀ0.4

　　　　　　

42.∂

　　　　　

ﾀ4.2

超

　

過

　

課

　

税

　

等

　

の

　

状

　

況

185 －

(単位

　

百万円)

-

　

況

　　　　　　　　　　

｜

　　

，収

　　　　

入

　　　　

見

　　　　

込

　　　　

額
甫氷水対岸爪琴

|

仏体サドレ

プヅ（省引-∩-川十-|

　

-|

　

万一|

　

－

－

　

需ﾄｺﾞ

　

ｰ一卜）☆‥ﾂﾞ

　

1,1

　

1,1

　

－

　

94

　

皆臨o門

　

ゲ

ハ☆。13
60　73　　45，　9　　－　　185

　

皆ド吻増ぺ吻増ぺo

ﾄ

8ド8

1

3卜6 59　ご 34　　　4　　187

　　

ﾉ約8％増

　　　　

－

　

－

　

づ

　

一

　

－

　

－

　

－

　　

］

　　

11

　　　

－

　　

川

　

ﾚﾌﾟ∩

　　　

］

　

ニ

　

］

　

:レレI

　　

J

　　

:|

　　

88

　

］ｽﾞ

･

ｿ

吻増

　

‾

］

76 761 - 243⊇　87　76　482

　　

ﾌﾞﾐJ4消増|

　　

‾

　

う

　

っ

　

‾

　

‾

　

‾

　

‾

　

‾

　

43

　

‾

　

43
1

　

士

　

-!

　

－2

〉ト
∧

- - 27　　一　　－　　４９

ｎ鴇

ﾚ

屈

　　

－

　

〕－

　

－

ト

　

ー

　

－

　

68

　　　

7

　　

－

　　

75

　

’7県j

　　

7県

!

　　

１県

　

9ヤ3oで25 25 388ﾄﾞ13，377　1？　　4　1 214

　

5県

1

　　

7県

　　

1県10ぷ

　

48 152　25 11011351 248　19.5　　　4　73.41

犬ッ

　

ー

1

　

-

∩

8

ドドド

ヅ‾

ﾄ

‾

づ



　　　　　　　　　　　　

第19表

　

昭和35し年･度

その２

　

市町村民税所得割課税方式別市町村数

｜

　　　　　　　　

・

　

1口35

　　　　

年

　　　

７

　　　

月

ｉ

　

区

　　　　　　

分

　　

二|

　　

市

　　　　　

町

！

　　　　　　　　　　

団４（構・川団４（構ｔ

)

采４]

|第

　

１

　

課

　

税

　

方

　

式

　　　　　

6

　　

j叩.Q％

　　　　

1ﾂﾞ

　　

32.5％

　　　　

306

1第２課税方式本文

　　　　

－

　　　

－

　　　　

27

　　　　

4.ﾀ

　　　　　　

41

臨２課税方式ただし書

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

332

　　　

60.4

　　　　

2 478

1第３課税方式本文

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

4

　　　

θ.7

　　　　　　　

7

i第３課税方式ただし書

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

5

　　　

Q.ﾀ 136

1不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　

－

　　

－

　　　　

３

　　　

０．∂ ２

ｉ

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

6

　　

100.0

　　　　

550

　　

100.0

　　　　

2970

（注）東京都の特別区については，それを１として大都市に計上した。

その３

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

-

　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

35

　　　　　

年

　　　　

７１

区

　　　　　　

分

　　　

大

　　

都

　　

市

　

｜

　　

市

　　　　　　

町

　　　　　　　　

団４（｜成剛団４（構成)セ

巾

４１

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

-

　　　　

-％

　　　　　

-

　　　　

-％

　　　　　

－

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　

6

　　

100-0

　　　　　

425

　　

77.5

　

1

　　　

2212

標準税率を超えるもの

　　　　　

ー

　　　

－

　　　　

113

　　

即.5

　　　　

755

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

12

　　　　

2,2

　　　　　　

3

　

合

　　　　

計

　　　　

6

　

1000

　　　

550

　

100.0

1

2970

その４

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

'I

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

35

　　　　　

年

　　　　

71

　　

区

　　　　　　

分

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　

市

　　　　　

町

(

　　　　　　　　　　

団ｲ本［構成

]

団４（構．

)

石‾石い

　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

-

　　　　

-％

　　　　　

-

　　　　

-％

　　　　

－１

　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　

4

　　

66-7

　　　　

329

　　

59,∂

　　　

2 185

　

標準税率を超えるもの

　　　　　

２

　　

お.3

　　　　

210

　　

3∂.2

　　　　

782

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

11

　　　　

2.Q

　　　　　

'2

　

合

　　　　　　

計

　

1

　　　　

6

　　

100.0

　　　　　

550

　　

100.0

　　　　

2 970
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超過課税等の状況（つづき）

－187

　

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　

昭和34年７月１日現在

　　

比

　　　　　　

較

　　　

村

　　　　　

計

　　　　　　

－

　　　　　　

1

増

　

減

　

増減率

ｊ‾Ｅこ団４（ＵＵ

　

Ｓ４;卜・jl

　

゛‾％

|

訃100

　　　

o.f/"

　　　　　

1

　　　

0.0％

　　　　　

2

　　　

0.j％

　　　

△

　　

l

　　

△50.0％

　　

73-5

　　　　

2518

　　

71.4

　　　　

2 571　　72.2　　　　.入　53　　△　2.1

　　

2∂.∂

　　　　　

994

　　

28-2

　　　　　

967

　　

27.2

　　　　　　

27

　　　　

2.∂

　　　

0.j

　　　　　　

13

　　　

0.4

　　　　　

21

　　　

Q.5

　　　　

ム

　

8

　　

△3∂ｊ

　　

･100.0

　　　　

3 526　　100.0　　　　3 561　　100.0　　　　△　35　　△　1.0

　

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　

昭和34年７月１日現在

　　

比

　　　　　　

較

　　　　

村

　　　　　　

計

　　　　　　　

体‘

　　　　　　　

増

　

減

　

増減率

構成比

|

団体数㈲|構成比

　

団

　

;
|

構成比

　

収‾朗
朗

　　

訟×100

　　　　

_％

　　　　　

＿

　　　　

_％

　　　　　

＿

　　　　

_％

　　　　　　

＿

　　　　　

_％

　　　

74.5

　　　　

2 643　　75-0　　　　266」　　7j.∂　　　　△　20　　乙　0.8

--

　

25A

　

.868

　　

24.6

　

一一

　　

869

ﾚ

　　

24.4

　　　

一一･-a－

　

1

　　

--△

　

０.1

　　　

θj

　　　　　　

15

　　　

0.j

　

1

　　　　

30

1

　　　

0.∂

　　　　

△

　

15

　　

ム5り.Q

　　

100.0

　　　　

3 526　　100.0　　　　3 562]　　100.0　　　　a　36　　八　1.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

１

　　　

日

　　　

現

　　　

在

　

昭和34年７月１日現在

　　

比

　　　　　　

較

　　

ｉ

石

⑤し

４ｎ

ら

。

ｓで卜
に

Ｌくぽｸﾞご〕

　　　

JO.3^

　　　

491

　　

拾9％

　　　

497

　　

jj.Q％

　　　

△6

　　

・j.2％

　　　

1.4

　　　　　

68

　　　

j.ﾀ

　　　　　

68

　　　

j.ﾀ

　　　　　　　

0

　　　　　

0

　　　

∂3.J

　　　　

2810

　　

7ﾀ.7

　　　　

2 820　　79.2　　　　　　△10　　△　り.4

　　　

Q.2

　　　　　

11

　　　

0.j

　　　　　

10

　　　

0.3

　　　　　　　

1

　　　　

扨.θ

　　　

4.∂

　　　　　

141

　　　

4.Q

　　　　　

151

　　　

4.2

　　　　　　

△10

　　

△

　

∂.0

　　　

0.1

　　　　　　

5

　　　

0.1

　　　　　　

16

　　　

Q.4

　　　　　　

△Ｈ

　　　

62.5

　

1

　　

100.0

　　　　

3 526　　100.0　　　　3 562　　100.0　　　　　　△36　　　　1.0　1
--



その５

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

第19表

　

昭和ﾚ35･年ﾌﾞ度

　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

35

　　　　

年

　　　　

７｜

区

　　　　　　

分

　　　

大

　　

朝i

　

市

　　　　　　

市

　　　　　　

町

　　

－

ｌ

　　　　　　　　　　

ｓｲ本剣゛．

］

屈４剣゛゛

］

･らJTJ
、

∩票

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

］

　　　

-％

　　　　　

-

　　　　

-％

　　　　　

８

　

標準税率（∂■1%')

　　　

6

　

wo.o

　　　

200

　　

お.4

　　　

1 997

　

標準税率を超えるもの

　　　　　

一

　　　

一

　　　　

345

　　

62-7

　　　　

961

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

5

　　

o.ﾀ

　　　　　

４

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

6

　　

100 0　　　　　550　　100.0　　　　2 9ｱ0
__

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

その６

　

固定資産税税率別市町村数

｜

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

35

　　　　

年

　　　　

７
｜

　　

区

　　　　　　

分

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

市

　　　　　　

町ｉ

　　　　　　　　

団４（構成

）

百臨（構成

）

団４１

１標準税率未満

　　　

-

　　

一価

　　　

-|

　　

一価

　

，

　

４

　

標

　

準

　

税

　

率（1｡４％）

　　　　

6

l

　

100-0

　　　　

359

　　

65-3

　　　

2 043

　

標準税率を超えるもの

　　　　　

ー

　　　

－

　　　　

182

　　

おj

　　　　

915

　

不

　

均

　

―

　

課

　

税

　　　　　

-|

　　　

－

　　　　　

91

　　　

j.∂

　　　　　　

8
｜

　

合

　　　　

計

　　　　

61

　

1000

　　　

ぺ

100.0　　　　2970

その７

　

市町村民税所得割課税方式別調定額および納税義務者数

ト

　　　　　　　　　　　　　　

，
ｌ

　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　

ｌ

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

数

｜
｜

　

第

　

１

　

１

　

税

　

方

　

式

　

｜

　　　　　　

］

　　　

諮

｜

　

第

　

２

　

課

　

税

　

方

　

式

　

木

　

文

　　　　　　　　　　　　　

68

　　　　　　

j.ﾀ

　　

第

　

２

　　

果

　

税

　

方

　

式

　

但

　

書

　

j

　　　　　　　　　

2810

　　　　　　

79-7
i

　

第

　

３

　　

果

　

税

　

方

　

式

　

本

　

文

　　　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　

り.j

　　

第

　

３

　

課

　

税

　

方

　

式

　

但

　

書

　　　　　　　　　　　　

141

　　　　　　　　

4,Q

j

　

不

　　

均

　　　

一

　　　

課

　　　

税

　　　　　　　　　　　　　

5

　　　　　　

Q.2

1

　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

3 526　　　　　100.0
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
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超,過課≒税等の状況（つづき）

－189－

　

調

　　　　　

定

　　　　　

額

　　　

｜

　　　

納

　

税

　

義

　

務

　

者

　

数

一一

　　　　　

･if万円･

　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

人1

　　　　　　

％

　　　　　

33 549　　　　　5Q.1　　　　　　　　6 586 339　　　　　　47.∂

　　　　　

3 11＆　　　　　　4.7　　　　　　　　　508 901　　　　　　3.7

　　　　　

28 508　　　　　　42.7　　　　　　　　6 396 499　　　　　　4∂｡4

　　　　　

326

　　　　　

0.5

　　　　　　　　

45 211　　　　　0.3

　　　　　

1 258'　　　　　j.ﾀ　　　　　　　　253 885　　　　　j.∂

　　　　

≒

　　　

1,

］

　　　　　

－,

1

　　　

1。

パ

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　

昭和34年7月1日

　　　

比

　　　　　　

較

ｊ‾

ニ
･

し

４

≒≒

に

ｏづ
構・ツＬく|ごご

　

ご

諮

］1ﾚﾚﾌﾟﾚﾐﾌ

　

ご

　　　

ﾆ

ﾍ

,こ:り

　　

謳

　

ご

　　　

］1

　

丿:こ

　

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　

昭和34年７月１日

　　　

比

　　　　　　

較

ｊ

☆

。

］

。

]

ヅ
ド

臼

ドドド

]

　　

0.3％

　　　　

81

　　

0.2勿

　　　　

7

　　

o.j％

　　

二

　　　

14.声

　　

67-2

　　　　

2203

1

　　

62-5

　　　　

2 267　　65.7　　　　　△　64　　　△2.∂

　　

32.4

　　　　

1 306　　37.り　　　　1 267　　35.6　　　　　　39　　　　3.j

　　

0.1

　　　　　　

91

　　　

0.3

　　　　　

20

　　　

Q.∂

　　　　

△

　

11

　　　

・55.り

　　

100.0

　　　　

3 526 1000　　　　3 561　　100､O　　　　ム　35　　△1.0　｜



その１

　

道府県税

第20表

　

昭和一35年･度し法

道府県．名．

|

税

　　　

目

卜

収方

宍

課税客体

|

課税標準

財賢再建W?体
県

　

家

　

･

畜

　

税

　

普通

　

牛

　　　　

馬･頭

　　　　

数

　

冪

　

IS§

　

景Ｌ卜耕答ll‰拵ｙＪ習

　　　

裂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

用ガス使用

　

京

　

都

　

府

　

自動車取得税

　

普通

　

自動車の取得

　

取

　

得価格

　

和

　

歌

　

山

　

県

　

果

　　

実

　　

税

　

普

　

通

　

果

　　　　　

実

　

収

　

獲

　

数

　

量

　

徳

　　

島

　

県

　

自動車取得税

　

普

　

通

　

自動車の取得

　

取

　

得価

　

格

その他の団体

　

北

　　

海

　　

道

　

家

　　

畜

　　

税

　

普

　

通

　

牛

　　　　　

馬

　

頭

　　　　　

数

　

岐

　

阜

　

県

　

繭

　

引

　

取税

　

普通

　

繭

　

の

　

引

　

取偏の引取数量

　

奈

　　

良

　　

県

　

文化観光施設税

　

特

　

別

　

文化観光財の観

　

人

　　　　　

員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

賞行為

　

愛

　

媛

　

県

　

自動車取得税

　

普

　

通

　

自動車の取得

　

取

　

得

　

価

　

格

　　

合

　　　

計

　　　　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

(注)昭和34年度については，このほか三重県の自動車取得税(76百万円)，青森

その２

　

市町村税

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

７

　

月

　

１

　

日

　

現

　

在

．

税

　　　　　

目

　　

!

団

　

体

　

数

　　

剛４入a 2.11　（廠哭賃La

犬

　　　　　　

税

　　　　　　　　

329

　　　　　　

82 382　　　　　　　250
ミ

　　

シ

　　

ン

　

税

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

370

　　　　　　　　

93
立

　

木

　

伐

　

採

　

税

　　　　　　　　　　

18

　　　　　　　

2 739　　　　　　　　152
広

　　　

告

　　　

税

　　　　　　　　　

9

　　　　　

139 877　　　　　　15 542
商品切手発行税

　　　　　　　　

10

　　　　　

134 874　　　　　13 487
林産物移輸出税

　　　　　　　　

10

　　　　　

32 049　　　　　320j
接

　　

客

　

人

　

税

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

756

　　　　　　　

378
屠

　　　

畜

　　　

税

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

312

　　　　　　　　

156
入

　

漁

　　

権

　

税

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

10
ダ

　

ム

　

使

　

用

　

税

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

1 652　　　　　　　826
文化観光施設税

　　　　　　　　

2

　　　　　

83 618　　　　　41 809
真

　

珠

　

漁

　

場

　

税

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

1 040　　　　　　　　1040
二

　

歳

　

牛

　

馬

　

税

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

194

　　　　　　　　

194
砂

　

利

　

採

　

取

　

税

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

1 557、　　　　　　779
立

　

木

　

引

　

取

　

税

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

820

　　　　　　　

820
家

　　　

畜

　　　

税

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－
扇

　

風

　　

機

　

税

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－
砂

　

利

　

引

　

取

　

税

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－、
積込施設利用税

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　

394

　　　　　

482 250　　　　　　1 224

(注) 自治省市町村税課調による。なお本表の収入見込額は７月１日現在の調定
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定外普通税の状況

(単位 百万円）

竺でざ

ﾚ

税

　　　

率

　

レ

所

　

有

　

者

　

牛

　

馬

　　　　　

200円

　　　　　　　

17

　　

18

」

　

△1
所

　

有

　

者

　

牛

　　

馬

　　　　　

200円

　　　　　　　

j

　　

20

　　

ム５
所

　　

有

　　

者

　

家事専用

　　　　　

300円

　　　　　　　　　

３，

　　　

３

　　　　

０

　　　　　　　

業務用

　

1000～25 000円　　　　　　　　ｌ　　　ｊ
取

　

得

　

者

　

自家用

　

3/100

　

営業用

　

2/100

　　　

142

　　　

0

　　

142
生

　　

産

　　

者

　

果実3.75キログラム当り3～10円

　　　　　

18

　　　

171

　　　

1
取

　　

得

　　

者

　

3/100

　　　　　　　　　　　　　　　　　

リ

　　　

38

　　　

〕

所

　　

有

　　

者

　

牛

　　

馬

　　　　

300円

　　　　　　　　　

89

　　

12ﾉ

　　

乙381
引

　　

取

　　

者

　

生繭１キログラム当り640円，乾繭

　　　　

23

　　　

23!

　　　

o1

　　　　　　　

1キログラム当り16円
文化観光財の有

　

１人１回lo円～25円

　　　　　　　　　　　　

6

　　　　

6
1

　　　

0
料観賞者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝
取

　　

得

　　

者

　

営業用

　

l/lOO

　　

自家用

　

1.5/100

　　　　

56

　　　

401

　　　

イ

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

423

　　　

292.

　

13F

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

；

　　　　

1
県の家畜税（18百万円）がある。

(単位 百万円）

　　　

昭和34年７月１日現在

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

団

　

体

　

数

　

(c)収入見込額

　

（功

　

二

　

一

　

剛

　　

ｉ

　　

叫

　

一

　

剛

　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　

86 561　　　　　。57　　　。4］

　　　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　

1 023　　　　　　　a　j　　　　　△　　653

　　　　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　

4 450　　　　　　　△　4　　　　　△　1 711

　　　　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　

133 970　　　　　　　△　1　　　　　　　5 907

　　　　　　　　　　　　　　

9

　　　　　　　

129 098　　　　　　　　　1　　　　　　　5 776

　　　　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　

36 648　　　　　　　　　0　　　　　△　4 5991

　　　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　

708

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　

48

　　　　　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

384

　　　　　　　

・

　

1

　　　　　

△

　　

721

　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

1 676　　　　　　　　　0　　　　　△　　24

　　　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

76 238　　　　　　　　　0　　　　　　　7 380

　　　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　

720

　　　　　　　

乙x

　

1

　　　　　　　　

320

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

194

　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

1 557

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

820

　　　　　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

438

　　　　　　　

△

　

3

　　　　　

ム

　　

438

　　　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　

△

　

2

　　　　　

△

　　　

8

　　　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　

625

　　　　　　　

乙1

　

2

　　　　　

乙

　　

625

　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

35000

　　　　　　　

△

　

1

　　　　　

ム3500

1

　　　　　　　　　　　　

468

　　　　　　

507 550　　　　　　　△　74　　　　　△25 300

によるため，最後の収入見込額はさらに増加する。
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その１

　

道府県税

第21表

　

昭和35年度地方税

‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

・

　

湊=

　　

｜

　　

ｇ

　　　　

９

　

決（万゛卜溜）ﾘ白石岨

　

法

　　

定

　　

普

　　

通

　　

税

　　　　　　

329 837　　　　266 639　　　　63 198

　　　

1.道

　

府

　　

民

　

税

1

　　　

51 956　　　43 246　　　8 710

　　　　　　

法

　　　　　　

人

　　　　　　

31 158　　　　23 426　　　　　7 732

　　　　　　

個

　　　　　　

人

　　　　　　

20 798　　　19 820　　　　　978

　　　　

事

　　　

業

　　　

税

　　　　　

188 295　　　　144 121 44 1741

　　　　　　

法

　　　　　　

人

　　　　　　

173 137　　　　131 494　　　　41 643

　　　　　　

個

　　　　　

人

　　　　　

15 158　　　　12 627　　　　2 531

　　　　

不動産取得税

　　　　

13 293 n 339　　　　　1 954

　　　　

道府県たばこ消費税

　　　　　　

24 906　　　　23 675 1燃

　　　　

娯楽施設利用税

　　　　　

3 128 3 023　　　　　　1051

　　　　

遊

　

興

　

飲

　

食

　

税

　　　　　　

283

1

　　　　

23 247　　　　5 079

　　　　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　　　

14 470　　　　　12 874 15％

　　　　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　　　

928

　　　　　

874

　　　　　　　　

54

　　　　

狩

　

猟

　　

者

　　

税

　　　　　　　

430l

　　　　　　

401 29

　　　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　　　

4 105!　　　　　3 839　　　　　　2］

　

法

　　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　

旧

　

法による税･収入

　　　　

1

　　

451

　　　　　

277

　　　　　　

17

1

j

　

目

　

的

　

税（

　

引取税）

　　　　　

17 241　　　　14 917　　　　2 324

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

347 534　　　281 833　　　6570!

（庄）決算額は，超過課税分を除いたものである。
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決算額と･計画額との比較

(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　　

和

　　

34

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　

‾

　　

リ

)

゛卜涜

)

ﾔ
(

≒ﾉ

)

ﾚ

Ａ)－(I))
ト

)－(
ド

(ｃ)－0

1

　　　　

249 645　　　219041　　　　30 604　　　80 192　　　47 5981　　　　32 594

　　　　　

40 714　　　37 026　　　　3 688　　　11 242　　　　6 220　　　　　5 022

　　　　　

21 733　　　　18 149　　　　3 584　　　　9 425　　　　5 277　　　　　4 148

　　　　　

18 981　　　　18 877　　　　　104　　　　! 817　　　　■ 943　　　　　　874

　　　　

134 50　　　115 436　　　　19081　　　　53 778　　　28 685　　　　　25 093

　　　　

121 620　　　104 300　　　　17 320　　　51 517　　　27 194　　　　　24 323

　　　　　

12 897　　　　11 136　　　　1 761　　　　2 261　　　　1 491　　　　　　770

　　　　　

10 493　　　　8 734　　　　1 759　　　　2 800　　　　2 605　　　　　　195

　　　　　

22 429　　　21 266　　　　1 163　　　　2 477　　　　2 409　　　　　　　68

　　　　　

2 519　　　　2 234　　　　　285　　　　　609　　　　　789　　　　　△180

　　　　　

22 638　　　　19 334　　　　3 304　　　　5 688　　　　3913　　　　　1 775

　　　　　

12 039　　　　10 374　　　　1 665　　　　2 431　　　　2 500　　　　　△　69

　　　　　　

810

　　　　　

748

　　　　　　

62

　　　　　

08

　　　　　

126

　　　　　

△

　

8

　　　　　　

387

　　　　　

392

　　　　

△

　　

5

　　　　　

43

　　　　　　

9

　　　　　　　

34

　　　　　

3 099　　　　3 497　　　ハ398　　　　1006　　　　　342　　　　　　664

　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　

，

　　　　　　

431

　　　　　

41 11　　　　　261　　　　　191　　　△　134　　　　　　153

　　　　　

12 909i　　　13 602　　　　a 693　　　　4 332　　　　1 315i　　　　3 01j

　　　　

262 9911　　233 0y　　　299ｿﾞ　　　84541　　　48ｱﾌ91　　　　135 764

＿＿

　　　　　　　　　　　　　

＿＿一一
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その２

　

市町村税

第21表昭和35年度地方税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

‰頁
）

゛卜凛

）

勺‾yﾝﾄﾞｻ

　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　　　

365 884　　　33081　　　　35 073

　　　　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　

I

　　　

116 530　　　　97 854　　　　18 676

　　　　　　

個人均等割

　

！

　　　　

8 751　　　　8 395　　　　356

　　　　　　

個人所得割

　

1

　　　

60 159　　　53 579　　　6 580･

　　　　　　

法人均等割

　

1

　　　　　

1 269　　　　　1 119　　　　　　1501

　　　　　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　　　

46 351　　　　34 76lj　　　　11 590

　　　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　

166 429　　　156 1記　　　　10 3291
｜

　　　　　

純固定資産税

　　　　　

154 187　　　143 8ｿﾞ　　　10 310

　　　　　　

土

　　　　

地

　　　　　　

49 691　　　　47 925　　　　1 766

　　　　　　

家

　　　　

屋

　　　　　

65 557　　　60 976　　　　4 581

　　　　　　

償却資産

　　　　

38 939　　　34 976　　　3 963

　　　　　

交付金、納付金

　　　　　

12 242　　　12 223　　　　　19

　　　　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　　　　

3 746　　　　　　31951 551

　　　　

市町村たばこ消費税

　　　　　　

34 290　　　　32 553 1 737

　　　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　　　　

40 933　　　　　36 880　　　　　4 053

　　　　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　　　　

2214

　　　　　

2 351　　　　　ム137

　　　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　

l

　　　　

l 742　　　　1 878　　　　a 136

　

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　

｜

　　　　　

556

　

旧法による税収入

　

｜

　　

145

　　　　

i 661　　　　　　40

　

日

　　　　　

的

　　　　　

税

　

1

　　　　

11 042　　　　　9 700 1 342

　　　　

入

　　　

湯

　　　

税

　　

1

　　　　　

635

　　　　　　

447

　　　　　　

188

　　　　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　

1

　　　　

10108

　　　　　

8 983　　　　　1 125

　　　　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　　　　

283

　　　　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　　　

よ

　　　

｜

　　

270

　　　　　　

29

　　　

令

　　　　　　

計

　　　

！

　　　

377627

　　　

341 172　　　　36 455

（注）決算額は，超過課税分を除いたものである。
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決算額と計画額との比較（つづき）
(単位

　

百万円)

　　　

昭

　　

和

　　

34

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

　

へ晋尹トｊ

）

ﾘ
（

牡牛

ﾚ

Ａ）－（
丿

卜）べ）|（ｃ）－（阿

-

　　

~

　　　

320 017　　　298 757　　　21 260　　　45 867　　　32 0541　　　　　13813

　　　

94 053　　　86 323　　　　7 730　　　22 477　　　11 531　　　　　10 946

　　　　

8 567　　　　7 742　　　　　825　　　　　184　　　　　653　　　　　△469

　　　

51 956　　　50 687i　　　1 269　　　8 2031　　　2 892　　　　　5311

　　　　

丿川

　　　

964

　　　

プ

　　　

128

　　　

155j乙

　

27

　　　　　　

l

　　　　　　

i

　　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

32 339|　　　26 930,　　　5 459　　　13 962　　　　7 831 6 131

　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　　　

I

　　　

154 831　　　144 921　　　　9 910,　　11 593}　　　11 17ﾀﾞ　　　　　　　415

　　　　　　

｜

　　　　　

・

　　　　　　

・

　　　　　

｜

　　　　　

l

　　　

143 2づ　　133 3ｻ　　　9 905　　109ﾌﾟ　　10 554　　　　4つ二

　　　

43 947‘　　　47 12タ　　　　1 82li　　　　　　744　　　　　799　　　　　△　55

　　　

598

1

　　

553

よ

　　　

4 536　　　　5 666　　　　5 621　　　　　　　45

　　　

34 390　　　30 842|　　　　3 548　　　　4 549　　　　4 134　　　　　　415

　　　

11 603　　　11 593　　　　　　5　　　　　639　　　　　625　　　　　　　14

　　　　

2 723　　　　230ﾘ　　　　　416　　　　1 023　　　　　8s8　　　　　　135

　　　

30 776　　　29 2411　　　　1 535　　　　3514　　　　3312　　　　　　202

　　　

33 935　　　31 38ぴ　　　　2 555　　　　6 998　　　　5 500　　　　1 498

　　　　

2 0791　　　2 304[　　　二225　　　　　　135　　　　　47　　　　　　　88

　　　　

1620

1

　　　　

2 28l'　　　△661　　　　　122　　　△403　　　　　　525

　　　　

542

　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　

14

　　　　　　　　　　

593;

　　　　　

180

　　　　　　　　　　　　

68

　　　　　

°140

　　　　

231

　　　

｜

　

！

　　　　　　

I

　　　　

△

　

86

　　　　

9 897　　　　8 514　　　　1 383　　　　1 145　　　　1 186　　　　　△　41

　　　　

548

1

　　　　　

447! 101　　　　　87 0　　　　　　　87

　　　　

9 053　　　　7 844　　　　1 209|　　　　　1055　　　　1 139　　　　　乙　84

　　　　

280

　　　　　

22

1

　　　　　

7

」

　　　　　　　

3

　　　　　

47

　　　　　

乙･

　

44

　　　　　

16

　　　

ト

　

1

　　　

330 687　　307 864　　　’22 823　　　46 940　　　33 308　　　　13
63211
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第22表

　

昭和35年度卜地

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭

　　

和

　

ｌ

　　　　

゛

　

都勘l

　

｡

ト田Jり

　　

晶

　　

ﾚ

⊇設言

　

入場譲与税

　　　　

16 287　　　　　－　　　16 287二万こu

　

地方道路譲与税

　　　　　

18 636　　　　　213　　　　18 849　　　　15 080

　

特別とん

　

与税

　　　　　　　

25

　　　　　

100

J

　　　　　

1 032　　　　　　27

　　

合

　　　

計

　　　　　　

34 948 1 220　　　36 168 31409

-

第23表

　

昭和35年度地方譲与税

　　　　　　　　　　　　

入

　　　

場

　　　

譲

　　　

与

　　　

税

㎜

　　　　

区

　　　　　

分

　　　

心□によるあん分

　

制

　

限

　

額

　　

制限後の額

｜

　　

（Ａ）

　　　　

｜

（Ｂ）

　　　　

｜

（Ａ）－（Ｂ）

一

　　　　　　　　　　　

一

　　

-ｊ

　

東

　　　　

京

　　　　

部

　　　　　　　

14よ

　　　　　　

1 466　　　　　　　0
｜

　

大

　　　　

阪

　　　　

府

　　　　　　　　

843]

　　　　　　　

8

1

　　　　　　　　

14ド

奈

　　

川

　　

県

　　　　　　　　　

5

7

　　　　　

350

ﾄ

　　　　

1B3

1

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

28辿

　　　　　

2 645　　　　　　197
’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　

横

　　　

浜

　　　　

市

　　　　　　　　

」

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

，

　

名

　　

古

　　

屋

　　

市

　　　　　　　　　

へ

　　　　　　　　

ご

　　　　　　　

一

　

大

　　　　

阪

　　　　

市

　　　　　　

／

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

；

　

神

　　　　

戸

　　　　

市

　　　　　　　　

」

　　　　　　

ゴ

　　　　　　

ー

　　

小

　　　　　　

十

　　　　　　　　

－

　　　　　　

」

　　　　　

」

　　

合

　　　

計（Ａ）

　　　　

2 842　　　　2 645　　　　197

　　

忿

　　　　　

計（Ｂ）

　　　　　　　

16 287　　　　　　　　－　　　　　　　　］1

　　　

（Ａ）/（Ｂ）％

　　　　　　　　　　

〕

　　　　　　

扨.2

　　　　　　　　

-

1
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方譲与税の状況

(単位 百万円）

㎜

　　

34

　　　

年

　　

度

　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　

19:r”
レ温

）

　

（

ﾔﾂ

）

ト・比

　

二需二

〇〇
ﾄ４皺率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　

二

　

二

　

ゾ

　

驚

　

几

　

ご

　　　　

818

　　　　　

84ぷ

　　　　　

187

　　　　　

5.4

　　　　　

22.1

　　　　　

2∂.∂

　　　

12

ｿ

　　　

32 68y　　　3 483　　　100.0　　　　10.7　　　　　0.8

一一

における譲与制限額の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

道

　　　

路

　　　

譲

　　　

与

　　　

税

習ﾌﾞﾄﾞ千靉xス
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第24表

　

昭和35年度一地

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　

昭

　　　

和

　　

35

　　

年

　　

度。

　　　　　　　　　　　　　

当

　　

初

　

1第１次補正|第２次補正1

　

最

　　

終

国

　

所

　　　

得

　　　

税

　　　　

330 874　　　14 953　　　　7 000　　　352 827

税

　

法

　　　

人

　　　

税

　　　

438 857　　　88 710　　　24 500　　　552 067

這

|

酒

　　　　　　　　

税

　　　　

225 H8　　　21 605　　　　　　－　　　246 723

　　　　　　

計（Ａ）

　　　　　

994 849　　　125 268　　　31 500　　1 151 617

地

　

法定繰入額（Ａ）×28.5%

　　　

283 532　　　35 701　　　　8 978　　　328 211U

・年度精算額

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

笑

　　　　　　

計（Ｂ）

　　　　　

283 532　　　35 701 8 978 328 211

臨時地方特別交付金（Ｃ）

　　　　　

2 985 376　　　　94　　　　　3 455

　

合

　

計（Ｂ）十（Ｃ）（Ｄ）

　　　

286 517i　　　360ｱﾌ1　　　　9 072　　　331 666

繰

　　　

越

　　　

分（Ｅ）

　　　　　　

－

　

・

　

11 701　　△　8 978　　・20 6791

　　　　　　

F（Ｂ）十（Ｅ）

　　　　　　

‾

　　　　　　

‾

　　　　　　

‾

　　　

307 5321
再

　　　　

”

｛
（Ｄ）十（Ｅ）

　　　　　　

-

　　　　　　

-|

　　　　　　

-

1

　　　

310 987

その１

　

配分状況
第25表 昭和35年度

　

その２

　

普通交付税算定状況

　　　　　　　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

　　

区

　　　　　

分

　

し

にお帽゛・ｌ゛ｓ町

　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　　　

（Ｂ）

　　　

（Ａ）＋（Ｂ）（Ｃ）－

　

價

　　

府

　　

県

　　　　　　　

357 987　　　　　　100713　　　　　　458 700

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　

206 357　　　　　　96 172　　　　　　302 529

　　

大

　　

祁

　

市

　　　　　　　

16 816　　　　　　60 807　　　　　　77 623

　　　　　

市

　　　　　　　　　　

901

J

　　　　　　

3o 371　　　　　120 537

　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　

99 381　　　　　　　4 988 104 3691

　

合

　　　　　

計

　　　　　　

564 344,　　　　　196 885 761 229

(注) 穴表の額は，一本算定分と合併算定替分とを単純に合計したものである。

　　　　　　　　　　　　　

－198 －

　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　

年

　　　

度

　

区

　

り

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　

ﾚ高言９高付石丸）

‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　

％

　

道

　

府

　

県

　　　　

198 113　　　　　卯.4　　　　13043　　　　　51.5

　

≒≒幇

　　

8温

　　

僣

　　

12臨

　　

■．

　　　

市

　　　　　　　

29 274　　　　　加.2　　　　500j　　　　　j91
1ず

　　

騨

　　

ぶ昌

　　

鵬

　　

晶1

　　

昌



方交付税の算定基礎
(単位

　

百万円)
-

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

昭和34号度

　　　　

当

　　　　　　　　

初

　　　　　　

最

　　　　　　　　

終
（『゛』

湖減刑増減刑乳牡

　

増４額汗４率嶮荒茶

　　

274 830　　56 O44I　　2詣i　　7六　77 997j　　2六　　7麗

　　

377 821　　61 036　　　16.2　　　　2.ﾀ　　174 246　　　46.1　　　召.j

　　

二;1二二

　

ご

　

ｺﾞﾆｽﾞｽﾞ1

　

二

　

ご

　　

246 9761　　36 556　　　H.8　　　IO.4＼　　81 2351　　　J2.ﾀ　　　妬〕

　　

12 112　△　12 H2　△　100.01　　　22.4　△　12 112　△　扨Q刀　　　　2.7

　　

259 088　　24 444　　　　∂.4!　　　刀.り　　69 123　　　　26.7　　　8.7

　　　

二ト
ニ

ド

　

‘

　

259 088　　　27 42?　　　　10.6　　　　ll.O　　72 5781　　　28.0!　　　15.7

　　　

ｰ

　

］

－

　

⊃

　

1

　

〕

－

　　

259 088　　二i　　二　　〕5り　ゆ　む

地方交付税の状況

計

1
9
1
4
3
0

1
9

　

3
6
1
－

２

　
　
　
　

３

(Ａ)

　

11

　

即

100

昭和34年度地方交付税

　　　　

(Ｂ)

179 307

　

79 781

　　　

728

　

27 530

　

51 523

25° 088

準

　　

財

　　

政

　　

収

　　

入

　　

額

159 874

118817
ｒ
！
／
ｒ
｀
ｃ
／
1

2
8
0
9

4
8
5
6

5
0
2
8

1
6
4
ア

　
　
　
　

２

117

111

　

65

　

39

　

7
228

7
0
0
0
9
7

7
3
8
0
4
0

2
2

　

１

　

５

比

(単位

　

百万円)

　　　　

較

12
51

Ｆ

財源超過額
(Ｅ)一(Ｂ)

　　　

16徊

　　　

15 5E

　　　

432

　　　

906

　　　

2 1a

　　

％

　

17､8

　

25.1

146､Ｇ

　

２４､５

　

２３.8

(単位

　

百万円)

普通交付税額
(財原不足額)

　

(Ａ)一(Ｄ)

198 113

　

87 54C

　　

1 394

　

29 274

　

56 872

285 653

－199－

－

　

ミ

　 　 　 　 　 　 　 　

ー

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

－

　 　 　 　 　

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

ｊ
-

-

ｉ

ｊ

ｉ

｜

｜

一

月

－

｜

｜

－

ｙ

ｊ

ｙ

－

１

－

！

｜

－
－
Ｊ

｜

｜

」

！

｜



その３

　

交付，不交付団体数
第25表

　

昭和35年度地方

その４

　

基準財政需要額および基準財政収入額の状況

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

昭

区

　　　　　

分

　

基準財政需要額基準財政収入額

　

比

　　　

率

　

基準財政需要額

　　　　　　　　　　　

(Ａ)

　　

｜

　　

(Ｂ)

　　

ﾚ

Ｂ)/(Ａ)×100

　　

(Ｃ).

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
都道府県

　　　　

458 700　　　277 033　　　　　印.4　　　354 088
市

　

町

　

村

　　　　

302 529　　　230 570　　　　　76.2　　　206 046

　

大

　

都

　

市

　　　　　

77 623 80 568　　　　　扨j.∂1　　　　58267

　　　

市

　　　　　　　

120 537　　　100 324　　　　　∂3.2　　　　80061

　

町

　　　

村

　　　　

104 369　　　　49 678　　　　　47.6　　　　67 718

合

　　　　　

計

　　　　　

761 229　　　　507603 667　　　560 134

第26表昭和35年度

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　

年

　　　

度

　

ｓ

　　　

り

４

　

yﾚ

　

・）道

　

府

　

ａ１市

　

回Ｊ

　

Ｕ

　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

邨

　　

義務教育費

　　　　

122 834!　25.∂　　120 472　∂2j　　　2 362　2.a

　　

生活保護費

　　　　

49 379　扨.4　　219811　5.9　　27 398　2幻

　　

児童保護費

　　　　

8043

1

　

j.7

　　　

3 805　j.0　　　4 238　4.2

　　

普通建設事業費

　　　　

135 275　2∂,j　　　103 847　27.7　　　31 428　31.1

　　

災害復旧事業費

　　　　　

85012

　

17.9

　　　

69 897　j∂ぶ　　　15 115　15.0

　　

失業対策事業費

　　　　　

22 767　j.∂　　　　9 880　　2.∂　　　12 887 j2.∂

　　

一

　　　

般

　　　　

19 725　4j　　　7 374　2.0　　　12 351　12.2

　　

特

　　　

別

　　　　　

3 042　Q.7　　　2 506　0･∂　　　　536　邸

　　

委

　　

託

　　

金

　　　　

14 054　2.9　　　II 950　3.2　　　2 104　2j

　　

建設事業費

　　　　　

5 707　j.2　　　5 270　j.4　　　　437　Q.4

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

8 3471　j.7　　　　6 680　　j.∂　　　　1 667　　j.7

　

財政補給金

　　　　　

8311

　

0.2

　　　

330

　

0.j

　　　

501

　

0.5

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

37 863!　7.9　　　32 902　　∂.∂　　　　4961　　4.9

　　

合

　　　

十

　　

1

　　

476 058　100.0　　　375 064　100.0　　　100 994　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

（注）上記のほか国有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和34年度に10億円，
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昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

昭

Ｊ

　　　

万

万‾ズレ・タ1り

　　

．

　

ト

二す

　　　　　　　　　　　　　

９

　　

１

　

％

　　　　　　　

％

　　　　

１

　

％

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

42

　

91.3

　　　

4

　　

∂.7

　　　

46

　

100.り

　　　

43

　

卵.5

　

市

　　

町

　　

村

　　

3 349　％.G　　178　　5.0　　3 527　100.0　　3 416　％.3

　　

大

　

都

　

市

　　　　

３

　

印.Q

　　　

3

　

印.0

　　　

6

　

100.0

　　　

2

　

如.0

　　　　

市

　　　　　　

491

　

卵.3

　　　

59

　

扨.7

　　　

550

　

100.0

　　　

500

　

ﾀj.9

　　

町

　　　　

村

　　

2 855　卵.j　　116　　J.ﾀ　2 971　j叩.Q　2914　卵丿

　

合

　　　　

計

　　

3 391　94.9　　182　5.1　　3 573　100.0　3 459　95.3



交∧付税の状況（つづき）
(単位

　

百万円)

(単位 百万円）

和

　　

34

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

基準財政収入額比

　　

率

　

基準財政需要額

　　

基準財政収入額

　　　

（Ｄ）

　　　

甘

心1。笑話割斟‰

ぐ

乱噌割勧兵農

　　　　　　　　　

｜

　　　　

％|

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

l

　　　

％

　　　　　

194 160　　　　　54.3＼　　　10*612　　　　　2ﾀ.5　　　82 873　　　　42.7

　　　　　

163 263　　　　　7ﾀ.2　　　96 483　　　　　46.S　　　67 307　　　　沢.2

　　　　　

65 640　　　　112.7　　　19 3561　　　　55.2　　　14 928　　　　22J

　　　　　

64347

1

　　　　　

∂θ.

白

　　　

40 476　　　　　5Q.∂　　　35 977　　　　55.9

　　　　　

33 276　　　　　4ﾀ.j　　　36 651　　　　　53.1　　　　16402　　　　4ﾀ.ﾖ

　　　　　

3ジ423

1

　　　　

63.8

　　

20109

j

　　　　

35.9

　　

150 180　　　　42.0

国庫支出金の状況
(単位 百万円）

昭和34年度純計額

　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　

√

　

４

　　

率

％

　　　

知

　　　　

し

詣訓構成

/

（・）/［曰目ｏ前年回減

］

　　　　　　　

ｌ

　

勿

　　　　

｜

　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　

105 338　2リ　　　17 496　　　　27.゛|　　　　妬|　　　　如j

　　　

443回

　

10.7＼

　　　　

5oこ 7.ﾀ　　　　　　11.4　　　　　　14.5

　　　　

7 212　　M:　　　　　831　　　　　j.3　　　　　皿51　　　　　扨.り

　　　

118 099　2∂.6　　　　　17 176　　　　　　27.1　　　　　　j4う　　　　　妬］

　　　

66 1531　拓.ｸﾞ　　　　18 8591　　　　　29.7　　　　　2∂.5　　　　　5z.∂

　　　

21 303　　5.2　　　　　1 464　　　　　　2.j　　　　　　∂.ﾀ　　　　　　3.4

　　　

18 235　　4.4＼　　　　　14901　　　　　　2.3　　　　－∂.2　　　　　　4.7

　　　　

3 0681　　0.白　　　△　　261　　　　　　’づ　　　　△　0.1　　　　a　3.∂

　　　

10 490　　2.∂　　　　　3 564，　　　　　5.∂　　　　　　Jj.り　　　　　　20.2

　　　　

4 385　　2.6＼　　　　　13221　　　　　2j　　　　　　30.1　　　　　　331

　　　　

6 105 1.5　　　　　22421 3.5　　　　　　　36.7＼　　　　　j2.り1

　　　　　

884

　

0.2＼

　　

ム

　　

53

　　　　　　

－

　　　　

△

　

∂が

　　　

△25.^1

　　　

38 791　　り.4　　　△　9281　　　△　j.5　　　　△　2.j　　　　　14.0＼

　　

412 608い00.0　　63ｲ　　　100°0ﾚ　　　ﾘ　　　18‘j

昭和35年度に10億円ある。

201 ―

扉
碗
鴉
タ
玖
い

や

　

34

　　

年

　　

度

　　　　　

レ比

付

　　

｜

　　

不

　　

交

‰言

　

不交付｜

　　

計

　　

ｍ

　

川JI減率｜増

　

４１増減率！

　　

ぶづj

　　

よ

　

鮒

　　

レぶ
|

　　　

バ:ぶ

　　　　　

j

l

　　　　

ﾀﾞｶﾞ回

　　

]留

　

謡昌

　

。も

　

。愕

　

ヘム

　

町淵

　　

120

　　

4.0

　　

3 034･　如0.01　　△　51　　　△　2.Q　　　△　4　　　△　3.ﾔ

　　

1川

　

4.ｱ

　

3 630 100.0　＾68　　A 2.0　　　11　　6‘41



その１

　

会

　

計

　

別

第27表

　

昭和35年度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　

分

|

純計額㈲｜都，道府県｜市

　

町

　

村

｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％|

　　　　　　　　　

％

　

財産金からの繰入金

　　　　

6 449　22.7　　　　2 031　20.6i　　　　4418　23.９

　

財産区からの繰入金

|

　　　　

1 164　　4.1　　　　　　－　　－　　　　1 164 6.3

　

他会計からの繰入金

　　　　

20 776　73.2　　　　7 835　7ﾀ.4　　　12 941　0.∂

　　

公営企業会計

　　　

2 404　∂.5　　　1 133　皿5　　　1 271　∂.9

i

　

jJI騨外の公営企

　　　　　

202

　　

θ.7

　　　　　

86

　　

Q.9

　　　　　　

116

　　

Q.6
1

　

準公営企業会計

　　　　

1 547　　5.4　　　　　　641　　∂.5　　　　　906　　4.ﾀ|

　　

収益事業会計

　　　

16 535　5∂.2　　　5 975　弱.5　　　10 560　57.01

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

88

　　

．

　

⊃

　

88

　　

0.

j

｜

　　

合

　　　　　

計

　　　　　

2a 389　100.0 9 866　100.01　　　　18523　100.0

その２

　

繰入目的別

１

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　　　

年

　　　

度
！９

　　　　

分

ﾄ

も

　

十

　

額

　

㈲

　

１都

　

道

　

府

　

（市

　

一回r

　

せ

　

運転資金返戻

　　　　

当方

　

618

　　

浅

　　

29

　　

麗

　

収

　

益

　

金

　

眺

　

入

1

　　　

17 1回　82.8　　　　6 048　77.?　　　11 149　昶.2

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

2 932　皿丿　　　　口69　征9　　　　1 763　諮.∂

　

よ臨

金

よｿ

　　

2ニヅ

　　

二叩

　　

ﾂﾞﾂﾞ叩

1

財

　

産

　

区

　

繰

　

入

　　　　　

1 164　　－　　　　　　－　　－ 1 164　　－

｜

　

合

　　　　

‾∩

　　

28門

　

¬

　　

9 866　丿　　18 5231　‾

その３

　

会計別繰入目的別

１

区

　　　　　　　

分

　　

ト

　　

ｎトｈおり雛ぼ盤

|

　

運

　

転

　

資

　

金

　

返

　

戻

　　　　　　　　

647

　　　　　　　　　

221

1

　　　　　　　　　

56

　

ぢ゛レ゛１

　　　　

二

　　　

ご

　　　　

ぷ

財

小

産

　

金

　

繰

計

入

　　　　　　　

て;;

　　　　　　

24ﾂ

　　　　　　　

20で

財

合

産

　

区

　

繰

計

入

　　　　　　　

2

ﾑ1;;

　　　　　　

2 401　　　　　　　20;

¬202 ―



繰入金の状況
(単位 百万円）

‾‾’‾‾

　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　

｜

　　

増

　　　

減

　　　

率
昭和34年度純十額匂

　　　

，

　　　　　　　　　　　

~-

|

　　　　　　　　　　　

樹

一

認

　

簡

　

｜

　

構

　

成

　

比

　

ｌ

　

鴎/匂×100

　

l前年度増減率

｜-

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％，

　　　　

6 055　2∂.ﾀ　　　　　　394　　　　　　72.∃　　　　　　∂.51　　　　　22.3

　　　　

1 220　　4.∂　　　△　　56　　　△　　71　　　.△　　4.6　　　　　j5.ぷ

　　　

18 048　71.3　　　　　2 728　　　　　　∂9.り　　　　　　巧.j　　　　　　ず.J

　　　　

1 855　　7.3　　　　　　549　　　　　　j7.ﾀ　　　　　　2ﾀ.j　　　　　　∂j

　　　　　

415

　　

j.∂

　　　

△

　　

213

　　　

△

　　

∂.ﾀ

　　　

△

　

57.5

　　　

△

　

JQ

］

　　　　

1 992　　7.ﾀ　　　△444　　　△　　召.5　　　△　22.3 ■　　　△　　2jl

　　　

13 697　54.1　　　　　2 838　　　　　　ﾀ2.5　　　　　　20.7　　　　　　∂.J

　　　　　

89

　　

0.j

　　　

・

　　

1

　　　　

△

　　

り.Q

　　　

a

　　

0.j

　　　

△

　　

4.J

　　　

25 3231 100.0　　　　　3 066　　　　　100.0　　　　　　12.1　　　　　　9.3!

　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　

｜

昭和34年度純計額(B)

　

樹＿謡

　

回

　

｜

　

構

　

成

　

比

　

|

（Cj）/剛×100

　

1前年度増減率

　　　　　　　

648

　　

詣

　

．リ

　

．｜

　

づ1

　　

1

　　　　　

14 934　∂2.7　　　　　2 263　　　　　　73.5 15.2＼　　　　　　5.4＼

　　　　　

2 466　jj白 466　　　　　　　15.5　　　　　　旧.9　　　　△　j.9

　　　　　

18 048　100.り1　　　　　2 728 ∂ﾀ.り　　　　　　　15.1　　　　　　j］

　　　　　　

6 055　　　」　　　31　　　72ﾀ　　　65　　　り

　　　　　　

1 220　　　〕　△　以　・］　　べ|　　　ヤ

　　　　　

25 323　‾1　　　3 066!　　　loo°oj　　　12°1　　　　イ

(単位

　

百万円)

準公営企業会計

　

|

　

収益事業会十

　

リヅサド

モ

　

・

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　

303

　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　

11

1

　　　　　　　　　　　

735

　　　　　　　　

16 269　　　　　　　　　12　　　　　　　　　　J

　　　　　　　　　　　

509

　　　　　　　　　

213

　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　　

1 547　　　　　　　　16 535　　　　　　　　　48　　　　　　　　　　40

　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

6 449

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

ツ

　　　　　　　　

1 164

　　　　　　　　　

1547

　　　　　　　　

16 535　　　　　　　　　481　　　　　　　　7 6531

203



その１

　

計画額および許可額

第28表

　

昭和35年＼度

　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　

許

　　　

可’

　

ｇ

　　　　

り

四麓卜

　

鮒

　

お

　

卜

妨回卜

　

１:

一般補助事業

　　

12000

1

　　　

－

　

12 000　12 232　一　　　㎜

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　

26 800　　　　－　　26 800･　　254J　　　　一

義務教育施設整備事業

　　

20100

　　　　

－

　　

2o loJ　　20 728　　　　一

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　

8000

　　　　

－

　　

8000

　　

8 330　　　1 571
1

　

小

　　　　　　　

計

　　　　

66 900　　　　　－　　　66900　　66 725　　　1 571

1準

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　

11800

　　　

8700

　　

20 500　　11 703　　18 992

1公

　　

営

　　

企

　　

業

　　　

32 200　　25 300　　57 500　　32 946　　33 537

1そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

16 500j　　　　－　　16 500i　　25 537　　11 812

　

＿

ａ

　　　　　　

t

　　　

127 400　　34 000　161 400　136 91

年

65 912

その２

　

交付公債および枠外債

　　　　　　　　　　　　　　

許

　　　　　

可

　　　　　

額

　　　　　　　　

都

　　

区

　　　　　　　

分

　　

Ｅｍ剛ズせヨト

　

利

　

計

　

し

１お

ほ

　

付

　　

公

　　

債

　　　　

-

1

　　

3812

　　　　

－3 812　　　　　-

ﾉや

　　　

外

　　　

債

　　　

5 7081　　　　－10 194　　15 902　　　2216

　　

厚生年金還元融資

　　　

5 441　　　　　－　　　　　5 441　　　2216

　　

電

　

力

　

出

　

資

　

金

　　　　

－

　　　　

－

　　

2 577　　　2 577　　　　　－

　　

住宅金融公庫借入金

　　　　　

コ

　　　　

‾

　　　

1 914　　　1 914　　　　　－

i

　

消防施設整備事業費

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

1 805　　　1 805　　　　－

’愛知用水公団転貸債

　　　　

－

　　　　

－

　　　

1 479　　　14791　　　　－

　　

工業用地団地造成事業

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

1 200　　　1 200　　　　　－

j

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

2671

　　　　

－

　　

1 219　　1 486j　　　　－

j

　　

合

　　　　　

計

　

１

　　

5 708　　3 812　　10 194　　19714　　2 216

-
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ﾔ地･方債許･可状況

(単位

　

百万円)

　　

.額

　　　

｜

　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

二陽府皿卜

　

鮒

　

計

　

ﾚ

四到公

　

列

　

計

‾二し1

　

ヨ

　　

」

　

7 250　　　4 982 一二l

　　　

25 435I　　18 187　　　　-　　　18 187　　　7 248　　　　　］　　‘7 248

　　　

20 728　　　　907　　　　　〕　　　　907　　19 821　　　　　－　　　19 821

　　　　

9 901　　　2 695　　　　200　　　2 895　　　5 635　　　1 371　　　7006

　　　

68 296　　29 039　　　　2001　　　29 239　　37 686　　　1 371　　　39 057j

　　　

3069

1

　　　

2 823　　12 561　　　15 384　　　8 8s0　　　6 431　　　15311

　　　

66 483　14 6951　　16 599　　　31 294　　18 251　　　16938　　　35 189

　　　

37 349　　19 996　　　6 3001　　　26 296　　　5 541　　　5 512　　　11 053

　　　

202.823

1

　　　

66 553 35 6601　　　102213　　70 358　　30 252 1006101

(単位

　

百万円)

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　

二し__

　

゛

　　

上__

匹一台卜

　

（

　

計

　

し

用部個々ヨド

　

列

　

々＿

　　　

3 487　　　　　－　　　　3 487　　　　　－　　　　325　　　　　）　　　　325

　　　　　

－

　　　

5 140　　　　7 356　　　3 492　　　　　1　　5 054　　　　8 546

　　　　　

二

　　　　　

－

　　　　

2 216　　　3 225　　　　　－　　　　　〕　　　　3
225

　　　　　

一

　　　

1 oil　　　　1011　　　　　一　　　　　－　　　1 566'　　　　1
566

　　　　　

－

　　　　

805

　　　　　

805

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

1 109　　　　1 109

　　　　　

－

　　　　

145

　　　　　

145

!

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

1660

1

　　　　

1 660

　　　　　

－

　　　

1 479　　　　14791　　　　　一　　　　　一　　　　　う　　　　　‾

　　　　　

－

　　　

1 200　　　　12001　　　　　　←　　　　　”　　　　　　」　　　　一

　　　　　

－

　　　　

500

　

・

　　　

500

　　　　

267

　　　　　

－

　　　　

719 986

　　　

3 487　5 140　　10 841　3 492　　325　5
05j 8 871

－205－



第29表

　

昭和35年度丿地方

'

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

３５年

　

度

　　　　　　　

昭Ｉ

　　

ｇ

　　　　　　

゛

　

し

ゅ額(八)|四回｜市田J

ぎ

廬海図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

一般補助事業債

　　　

14 343　　　8 833　　　5 510　　15 333

　

災害復旧事業債

　　　

26 911　　　18 952　　　7 959　　23 915

　

義務教育施設整備事業債

　　　　

16 570　　　　　907　　　15 663　　　14 177

　

一般単独事業債

　　　

11 119　　　3 980　　　7 139　　17 899

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

27 064　　　16 985　　　　10 347　　　　7 488

　　

転

　　　

貸

　　　

債

　　　　　

5 152　　　　2 898　　　　2 522　　　　　　］

　　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

　　　　　　

93

　　　　　

30 63　　　　　　－

　　

借

　　　

替

　　　

債

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

枠

　　　

外

　　　

債

　　　　　

7 253　　　　2 200　　　　5 053　　　　　　－

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

14 566　　　　H 857　　　　2 709　　　　　　－

　　　

小

　　　　　

計

　　　　　

96 007　　　49 657　　　46 618　　　78 812

　　

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　　

3 118　　　　2 806　　　　　312　　　21 287

　　　

合

　　　　　

計

　　　　　

99 125　　　52 463　　　46 930　　100 099

第30表

　

昭和35年度使用料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

３５

　

年

　

度

　

，

区

　　　　　

分

　　

|

　

純計額

　

（Ａﾊﾞ

　

都

　

道

　

府

　

県

　

）田Jせ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　

使

　　　

用

　　　

料

　　

45 946　　jり0.0　　28 018　　100.0　　17 928 ， 100-0

　　

高等学校授業料

　　

14 644　　お.ﾀ　　1 3 362　　47-7　　　1 282 ゛7.2

　　

発電水利使用料

　　　

4 476　　　ﾀ.7　　　4 476　　妬.Q　　　　－　　　一

　　

保育所使用料

　　

2 787　　∂.0　　　　－　　　－　　2 787　　15-5

　　

公営住宅使用料

　　

9 402　　加.5　　34％　　12.5　　5 906　　32.ﾀ

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

14 637　　匹9　　6 684　　3.∂　　　7 953　　姐.4

j

　

手

　　　

数

　　　

料

　　

21 556　　100.0　　12 321　　100.0　　　9 235　　100.0

　　

法令に基づくもの

　　　

9 925　　妬.Q　　　7 707　　62.6　　　2218　　討.Q

　　

条例に基づくもの

　　

11 631　　夕.り　　　4614　　37.4　　　7H0　　76.0

　

分担金，負担金

　　

12 152　　　　－ 14 135　　　　－　　　6972　　　－

　

寄

　　　

附

　　　

金

　　

18 954　　　－　　　8 009　　　－　　13 300　　　－

　

財

　

産

　

収

　

入

　　

47 781　　WO-0　　15 131　　100-0　　33 221　　100-0

　　

財

　

産

　

収

　

入

　　　

5 142　　扨.∂　　2 119　　14.0　　　3 023　　9.j

　　

財産売払代金

　　

42 639　　∂ﾀ.2　　13012　　田.0　　30 198　　卯.ﾀ

　

雑

　　

収

　　

入

　　

112 104　100-0　　78 852　　100-0　　38 932　100-0

　　

恩給納付金

　　

8 998　　∂.ひ　　6 976　　∂.∂　　2 022　　5.2

　　

物品売払代金

　　

8 697　　7.∂　　7 450　　ﾀ.4　　1 247　　　3.2

　　

貸付金，回収金

　　

47 377　　42.3　　37 939　　祗j　　9 547　　24-5

　　　

転

　

貸

　

債

　

分

　　　

2 799　　　2.5　　　1 592　　　2.Q　　　1 316　　μ

　　　

年度内貸付分

　　

37 534 55.5　　30 251　　J∂.4　　　7 283　　j∂.7

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

7 044　　∂.3　　　6 096　　　7.7　　　　　948　　　2j

　　

預金利子収入

　　

6 004　　　　5.4　　　　3892　　　　4.ﾀ　　　2112　・　5.4

　　

延滞金，加算金

　　

6 368　　5.7　　4 240　　5.4　　2 128　　5.5

　　

受託事業収入

　　

9 427　　∂.j　　7 301　　∂.3　　4 058　　10.4

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

25 233 22A　　n 054　　14.1　　・ 17818　　4S.８

　　　

合

　　　　

計

　　　

258 493　　　－　　156 466　　　－　　H9 588　　　－

－206－



債発行状況 (単位

　

百万円)

和

　

３４

　

年

　

度

　　　　

‾

　

比

　　　　　　

較

　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

1

Tぷ石丁而工

ﾚ

甫万西卜に

ﾉ

ﾄ1,∩四回皿

　　

9 560　　　　5 773　　△　　9j　　△　言　　△　岫　　　　23.4

　　

16 6161 7 299　　　　2 996　　　　　17.4　　　　　　ぶ　　おﾂ

　　　

580=

　　　

13 597　　　　2 393 jJ°91　　　　　拓’9　　　　　j2･ぢ

　　

5 5541　　　12 345　　△　6 780　　　a 39.4i　　　ムj7う　　　　　47.り

　　

47り

　　　

2 933　　　19 57で　　　113.ぶ　　　部勺　　　二25.2

　　　

ソ

　　　　　

〕

］〕

　　　

卜卜

　

］＞

　

ﾆ

|

　　

37 094　　　41941　　　17 195　　　　扨り.りり1　　　　　27.c　　　　　27.りl

　　

196081

　　　

16∩

　

“18 169　　　　　宍　　　゜∂5°4　　　　5ﾀ’21

　　

56 702　　　43 626 “　9ｱ4!　　　　　う　　　ふ　9.7　　　　　　32こ

Ｚ-

ｋ の他の収入状況 (単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　

増

　　

減

　　

率

昭和34年度純計額

　

（８）増減額゛♂j構成⊇

臨

汗×1oり前年度増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　

42 336　　　　100.0　　　　3610　　　　　7.∂　　　　　∂.5　　　　　∂,∂

　　　　　

14 376　　　　　34.0　　　　　268　　　　　0.∂　　　　　j.ﾀ　　　　　3.3

　　　　　

4 162　　　　　タ.∂　　　　　314　　　　　0.7　　　　　7.5　　　　　j.ﾀ

　　　　　

3 434　　　　　∂.j　　　△　647　　　△　j.4　　　△j∂.8　　　　34.7

　　　　　

8 050　　　　　扨.θ　　　　1 352　　　　　2.∂　　　　j∂.∂　　　　13.1

　　　　　

12314

　　　　　

2ﾀ.j

　　　　

2 323　　　　　j.ﾀ　　　　　j∂.∂　　　　　∂.5

　　　　　

18861

　　　　

拓Q旧

　　　　

2 695　　　　　5.7　　　　　14-3･　　　　　ﾀ.Q

　　　　　

8 082　　　　　42.ﾀ　　　　1 843　　　　　ふﾀ　　　　22-8　　　　　i.7

　　　　　

10 779･　　　　57.1　　　　　852　　　　　j.∂　　　　　7.ﾀ　　　　12.4

　　　　　

9 455　　　　　　－　　　　2 697　　　　　5.7　　　　2∂.5　　　　　5.∂

　　　　　

1700s

l

　　　　　　

－

　　　　

1 946　　　　　4j　　　　　11.4　　　　　7.0

　　　　　

36 903　　　　100.0　　　10 878!　　　　22.∂　　　　2ﾀ.5　　　　　ﾀ.5.

　　　　　

4 562　　　　　12.4　　　　　5801 j.2　　　　　12.7　　　　14.3

　　　　

32 341　　　　　∂7.∂　　　10 298　　　　21.6　　　　31.S　　　　　∂.∂

　　　　

86 237　　　　拓り.Q　　　25 867　　　　54.1　　　　　50.0　　　　　4.∂

　　　　　

5 539　　　　　∂.4　　　　3 459　　　　　7.j　　　　∂2j　　　　加.∂

　　　　　

7 456　　　　　∂.∂　　　　1 241　　　　　2.6　　　妬.∂　　　　　9.5

　　　　

34 809　　　　　ぎり.j　　　12 568　　　　　26.4　　　　36.1　　　　　12.7

　　　　　

2 528　　　　　2.9　　　　　271　　　　　Q.∂　　　　10.7　　　　　17.6

　　　　

27 128　　　31.5　　1o 406　　　2MI 3∂.4　　　　jj.∂

　　　　　

5 153　　　　　6.01　　　　1 891　　　　　4.ぴ　　　　J∂皿　　　　　j.2

　　　　　

44

白

　　　　

錨

　　　

1 545　　　　　3.2　　　　34-6　　　　　ﾀ.j

　　　　　

5 698　　　　　∂.∂　　　　　670　　　　　j.?　　　　jj.∂　　　　　j.2

　　　　　

5,873

　　　　　

6.3＼

　　　　

3 554　　　　　7.5　　　　60-5　　　ム　ij?.り

　　　　

22403

1

　　　　

26.0

　　　　

2 830　　　　　j.l　　　　12.6　　　と　2.∂

　　　　

つ1∩只∩∩

　　　　　　

－

1

　　　

47 693　　　　100.01　　　　22.6　　　　　7.0

－207－



第31表

　

昭

　

和

　

35

　

年 度

　

目＼的

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　

_年

　　

度

　　

区

　　　

分

　

］

　

純計

　

額「Ａﾊﾞ

　

都道府県

　

｜市

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

95

　　　　　　　　　

％

　　　　　　

・

　

」

議

　　　

会

　　　

費

　　　

19 930　　　1.0　　　4 688　　　0.4　　15 243　　　j.ﾀ

庁

　　　　　　

費

　　

256 851　　μ.y　　102 352　　∂.5　　154 582　　籾.∂

警

　　　

察

　　　

費

　　

81 785　　4.∂　　81 795　　∂.∂　　　　－　　　一

消

　　　

防

　　　

費

　　

31 421　　　　j.∂　　　6584　　　0.5　　25 194　　　3.2

土

　　　

太

　　　

費

　　

333 057　　17.3　243 994　　加.2　　98 629　　12.6

教

　　　

育

　　　

費

　　

528 473　　27-5　376 407　　31.1　　163 072　　即.∂

社会及び労働施設費

　　

188 596　　　タ.∂　　89682　　　7.4　　102 220 j門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　

１
保

　

健

　

衛

　

生

　

費

　　

44 772 2j　　21 766　　　j.∂　　26 112　　　3j

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　

206 234　　皿7　　158 205　　招.2　　71 832　　幻

財

　　　

産

　　

．費

　　

39 197　　2.0　　16 152　　j.∂　　23 308　　∂.0

統

　

計

　

調

　

査

　

費

　　　

2 520　　仰　　　1 962　　0.j　　　1 555　　0.2

選

　　　

挙

　　　

費

　　　

3 988　　Q,2　　2 318　　0,2　　3 025　　0.4

諸

　

支

　

出

　

金

　　

76 620 y.り　　43 460　　　3.∂　　47 097　　　∂.Q!

公

　　

債

　　

費

　　

100 491　　5.2　　58 924　　j.∂　　41 676　　5,3!

前年度繰上充用金

　　　

10 972　　　Q.∂　　　646　　　0.j　　l0 326　　　1-3

合

　　　　　

計

　　

1 924 907　100.0　1 208 935　100.0　783 871　　1a0.01

その１

　

性質別内訳

第32表

　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　

昭和35年度

　　　　

昭和34年度

　

｜

　

比

　

較

　

増減率｜
ｇ

　　

゛

に

にｎ(Ａ)

ﾚ

4計額[叫問訟糾

]

屋×100

A

　

件

　

釧

　　

65 813ﾄ,1　56 074レ詣 9 739　　∂31　　　j71

物

　

件

　

費
1

　　

10 362･　12.7　　9 411　月.j　　951　∂.21　　扨.j

琴助費，補助費

　　　　

1 400　　j.7　　　1 308　　j.9　　　92J　　7.Q

普通建設事業費

　　　　

3 481　　4j　　　2 598　　3.7　　883　　7.∃　　　34.0

そ

　　

の

　

他

　　　　

729

　

0.∂

　　　

770

　

1.1

　

△

　

41△0.0

　

△

　

5.

1

合

　　　

計

　　　　

81785

　

100.0

　

ｱ0 161， 100.0 11 624 100.0　16‘01

－208－



別‥歳

　

出

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

　

警

　　

察

　　

費

　　

の

その２

　

財源内訳

状

　　

況

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　　　　　

昭和35年度

　　　

昭和34年度

　　　

比

　　

較

　

増減率｜
ｇ

　　

゛

に

に額(お

ﾚ

1々額[

丿

昌訃に

]屋×100

国庫支出金

　　　　

3
白

　

ｊ!

　　

3
ﾖ

　

ご|

　　

ブ

　

詣

　　　

]

使用料｀手数料

　　　　

3 041　　バ　　　1890。ﾂ1151　　ﾀ.ﾀ　　　　∂り乃

芦

　

収

　

A

　　　

987‘

　

ゾ

　　

よ

　

1-3

　

イ

　

り

　　

ゾ

その他特定財源

　　　　　

554

　　

Q.7

　　　

745

　　

加

　

△191・j.∂

　

△

　

25S＼

一般財源等

　　　

73 541　∂ﾀ.ﾀ　　63068　卵,∂　104731　卯丿　　扨.｣

合

　　

計1

　　

81 785 100‘0， ｱ0 161ド00.0 11624)000　　16'61

209

93440゛
［

り氷k

ぶ加

≒ﾚ黄白ﾉﾚ］し］

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

固

　　　　

a;

　　　

16 407　　　　　j‘0　　　　3 5231　　　　　j.2　　　　21.5＼　　　　　9.5j

－

　

227 837　ヽ　　　μ.り
㎜　　29014　　　　　ﾀ.∂　　　　　　j2.71　　　　拓.1

　　　

70 161　　　　　4.3＼　　　n 624　　　　　J.タ　　　　　妬.∂1　　　　　7,ﾀ

　　　

28 109　　　　　j.7　　　　3 312　　　　　j.7　　　　　n.∂゛　　　　∂］

　　

262 082　　　　　jδ］　　　70 975　　　　　25.5　　　　271　　　　2j,］

　　

447 697　　　　　27.6 80 776　　　　　　26.8　　　　　j∂.Qj　　　　　　7.∂

　　

173 323

∠　　15

273　　　　　5.j　　　　　　＆∂i　　　　招.S

　　　

39 099‘　　　　　2.j　　　　567J　　　　　j.ﾀ　　　　　μ.1　　　　如〕

　　

167 9261　　　　7り.J　　　33 303!　　　12.7　　　　22.8　　　　14-4‘

　　　

22 4941　　　　　1.4　　　16 703」　　　　5.5　　　　74-3　　　　　7〕

　　　　

1 33ll　　　　　0.j　　　　1 189　　　　　0-4　　　　∂ﾀ.J　　　　6 J.I

　　　　

4 775　　　　　Q.3　　　△　787　　　△　0-3　　　△　拓.5　　　　221

　　　

52 743　　　　　3.j　　　23 877　　　　　7.ﾀ　　　　45-3　　　　　8.4

　　　

99 133　　　　　δ.j　　　　1 358　　　　　り.5　　　　　l.-J　　　　　61

　　　

10 766　　　　　Q.7　　　　　206　　　　　O.I　　　　　19^　　　　30.7

　

1 623 883　　　　100.0　　　301 024　　　　100.0　　　　　18ﾇ　　　　11.6



第33表

　

警 察

　　

職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国家審察職員ｉむｉ地方警察官

　　

｜

　　

自治床ｉ

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

ﾄ

察（ｎａ（

　

ｔ

　

ド‾蘇っ

　　　　

昭

　

和

　

８

　

年

　　　　　　

65 462 5 796　　　71 258　　皿

　　　　　　　　

2 3　　　　　　30 000　　16 955　　46 9551　　95
600

　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　

270

1

　　　　　　

－

　　　　　　

270

　　　

125 725

　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　

260

　　　　　

‾

　　　　　

210'

　　　

121 940

　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　

260;

　　　　　

－

　　　　　

260･

　

・

　

123 983

1

　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　

260

　　　　　

-1

　　　　

260 126 816

　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　

280

　　　　　　

－

　　　　　

280
!

　　　

129 482

　　　　　　　　

36（定員）

　　

｜

　　

石

　　　

-

1

　　

280

　

131 930

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
（注）昭和33～35年は５月１日現在，昭和36年は５月31日現在，昭和36年の定

　　　　　　　　　　　　　

第34表

　

刑

　

法

　

犯

　

年

　

次

　

主

　

要

１

　　　　　　　

全刑法犯

　

殺

　

人｜強

　

姦∩咬

　

火ｌ

　

ｇ

　　

゛

し

牛

　

（ｍ．

ﾘ

ｭ

　

ぐ

ｲ牛

　

ｔ

ド

　

ａ

　　　

昭和31年

　　　　

1 410411　　100-0　　　　2617　　　　3 749　　　　1 607

　　　　

32

　　　　　　

1426029

1

　　

101.1

　　　　

2 524　　　　4 121　　　　1 520

　　　　

33

　　　　　　

1 440 259　　102.1　　　　2 683　　　　5 988　　　　1 720

　　　　

34

　　　　　　

1 483 2581　　105.2　　　　2683　　　　6 i4o:　　’・　1662

　　　　

35

　　　　　　

1 495 888　　106.1　　　　2 648　　　　6 342　　　　1 743!

（注）

　

１

　　　　

２

警察庁刑事局調であり，暦年で調査したものである。

14歳未満の件数は除いてある。者の

第35表

　

交 通

　　

事 故

　　

等

区

　　　　　　

分

　　

ｉ

－210



員

　　

数 の

　

＼推

察職員または地方警察職員

事務職員

―
‐
－
－
‐
‐

　

”
１
１

　

一

　

〇
4
5
6
9
3
1

　
　

0
4
8
5
2
3
0

　
　

0
2
0
9
5
8
1

　
　

5
9
9
9
9
9
0

　
　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

２

計

員は４月１日現在であり，

移

警

　

察

　

官

合

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

2
0
5
0
3
6
2
0

6
0
9
0

　

4
7
6
1

4
0
9
2
2
0
7

　

2

5
5
5
2
4
7
9
2

6
2

　

２

　

２
２

　

２

　

２

　

３

　
　

１

　

１
１
１

　

１

　

１

　

１

自治省調による。

罪

　

種

　

別

　

発

　

生

　

の

　

状

事務職員

5
1
9
9
Q
／
Ｑ
／

　
　
　

Ｑ
り

　

1
1
1
1

19 833

20101

計

(単位

　

人)

計

　

強

　　

盗

　　

窃

　　

盗

　

Ｉ

　

暴

　　

行

　

|

　

傷

　　

害

　　

脅

　　

迫

　

’

　

恐

　　

喝

件

　

数

|

件

　

数

|

件

　

数｜件

　

数

　　

件

　

数

　　

件

　

数

　　　　

5 285　　1007 649　　　36 039　　　66 883　　　　7 181　　　　　27 736

　　　　

5 029　　1005 101　　　　380381　　　70 023　　　　6 964 ’　　　28 26j

　　　　

5 442　　　990 602　　　45 787　　　73 985　　　　8 088　　　　38 684

　　　　

5 192　　1 027 992 46 794 73 014　　　　7 354 41 599i

　　　　

5 198　　1 038 418 44 250　　　68 304　　　　6717　　　　410601

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

発

　　

生

　　

の

　　

状

　　

況

（注）１

　

警察庁調であり、暦年で調査したものである。

　　　

２

　

「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数には14歳未

＼

　　　

満の者の件数を除いてある。

　　　

３

　

「交通事故件数」の昭和35年には軽微な事故を含んでいる。なお昭和34

　　　

年の（

　

）数は、東京都と大阪府の軽微な事故を含んだ件数である。
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１

１

｜

～

｜



　　　　　　

第36表

　

昭和35年度消防費の状況

その１

　

性質別内訳 （単位〉百万円）

｀

　

区

　　　

分

　　　　　　

昭和35年度

　　　　

ｒ計(謳ぷレ

　　　

純計額(Ａ)

I

都道府県

　

|
市町村

　

(B) (a)-(b:])laｘ100

人

　

件

　

費18 177
謡4841詰i13

336しぶ15 539
謡≒638[‾で語

‰‰ｙヅ:

ﾚ

おにに二

回

りうF

・匹が

パ

]]

寸熱

二

犬

合

　　

計

　

31 421 1000ﾄ584 100.0 25 194 100°O128 109j 100'Oト3 312|　100‘9

その２

　

財源内訳

第37表消防職員数の推移

-

　

区

　　　

分

　

｜

　

消防職員数

　

丿

　　

昭和８年

　　　　　　　　

370t

　　　　　

22

　　　　　　　　　

21 683

　　　　　

30

　　　　　　　　　

31 194

　　　　　

33

　　　　　　　　　

34771

j

　　　　　

34

　　　　　　　　　

36 222

　　　　　

35

　　　　

j

　　

。
ね

　　　　　

36

　　　　　　　　　

39012

(単位

　

百万円)

（注）

　

１

　

自冶省調による。

　　　

２

　

昭和33～35年は５月１日現在。

　　　　

昭和36年５月31日現在である。

― 212 ―

　　　　　　　

ﾂ,和３５

　

三心‰お作・し些よ隻

　

‥

|

　　　

純

　

計

　

額

卜

割皺率ﾚ

　　　　　

純計額(A)都道府県

　

|
市町村

　　　　

(Ｂ)㈲‾tjRXloo

国庫支出金

　

620

　

ぶ1
5諮6ojj633ﾚ1ﾄ．丁二丿

皆弥頴X 860　2-7　12　0.2　　853j　∂.j　　83B　　J｀9　　22J　　，
Q'7

地

　　

方

　　

債

　

1 682　5,4　f37　2.j　1 545 ∂j　1411J　5,Q　　269i　　　∂.j

その他特定財源

　

1 321　4-2　626　ﾀ.5　823| 5.5　8813.j　　4401　　13.3

万

般叶源等26 938

15

790 a9 21 372ふ.む4 3441

舟ふぷ

7∂.j

　

合

　　　

計

　

131 421 100.01 6 584 10001 25 194 100
0128 1091lOO.Oj　3 3j 100.0



第38表消防施設の現況
(単位

　

台または隻)

ト

　　

≪二二ヂドぎごTU

　

ポンプ自動車

　　　　　

12 389 1266　　　　　　　　704

　

ｵｰﾄ三輪ポンプ車

　　　　　　　

2741　　　　　　　144 277
ﾚ匠ﾌﾟ

ﾚ

ｲ

　

べ

　

ﾔﾐ

∩

よ

点

谷

引

　

ゑ

　

ゴ

　

。

j

　

消

　　　

防

　　　

艇

　

゛

　　　　　　　

44

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

2

(注) 自治省調による。

　　　　　　

第39表

　

火災発 生 の状況

　　　　　　　

‘総出火件数

　

｜

　

総損'害額

　　

死傷者数ﾚ

　

ｿﾞ

ｲ牛（ｍ・）削ｍ数

ﾄ

ｲな）ｔ

Ｉ

　　

昭和31年

　　　　　

33 311ﾐ　　lOO.O　　　よ混　　jQo･り　　　　81ぐ　　100.0

　　　　

32'

　　　　

34 6501　　104.0　　　26 251　　70､7　　　　7 939 ﾀｱ.J

　　　　

33

　　　　　　

36 178　　108-6　　　21 750　　卵.∂　　　　8 167　　100-2

1

　　　　

34 36 913　　m.∂　　20 803　　品)　　85]　臨,で

.

　　　

35

　　　　　　

43 671 13L1　　　24 434　　65.8　　　　　8893　如ﾀﾞj

（注）消防庁調による（暦年）。

参考表（1）

消防施設整備費補助金による消防施設の整備計画（昭和36.4ふ現在）
●|●F･｢●WF--―--?

　　　　　　　　　　

全

　　

体

　　

計

　　

画(台)

　

・

　　　　　

９

　

レ

　　

（ｍ

　　

（(昌11Å)

ブ足率

'箭

　　

消防ポンプ自動車

　　　　

18 906　　　H 965　　　　6941

詣士

手引動力ポンプ

　　　　

回

]

　

－

　　

ソ

　　

顎

丿

　

多

　

小型動力ポンプ

1

　　　

65 447　　　3161　　　33 796　　　　辿

：火報

　

発

　　

信

　　

機

　　　　

22 676　　　　7682　　　14 994　　　　　ゴ③。
信

　　

機

1

　　　

227

1

　　　

1

ﾖ

　　　

1o

j

　　　

j
?

J'消防専用無線

　　　

83ﾖ

　　

1 868　　　　6479　　　　　22

　

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　

1

　　

536 346{　234づ　　56づ　　　お!

　

(注)１

　

談笑までyjjﾐ足は,他に単独分として121,747,消火栓分とに

123, 110 を している。
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その１

　

日的別内訳

第40表ヽ昭

　

和

　

35年

　

度･

　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　　　　

純．

　　　

計

　　　　

額１

　　

道

　

路

　

橋

　

り

　

よ

　

う

　

費

　　　　　　　　　　　

111 679　　　　　　お１

　　　

河

　　　　

川

　　　　

費

　　　　　　　　　　

33 063　　　　　， ∂.∂

　　　

砂

　　　　

防

　　　　

費

　　　　　　　　　　　

10 335　　　　　　∂.j

　　　

港

　　　　

湾

　　　　

費

　　　　　　　　　　　

22 374　　　　　　∂.7

　　　

海

　　　　

岸

　　　　

費

　　　　　　　　　　　

6 374　　　　　　j.9

　　　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　　　　　　　　

49 567　　　　　　j･1.9

　　　

都

　

市

　

下

　

水

　

路

　

費

　　　　　　　　　　　　　

1 931　　　　　　　Q.∂

　　　

水

　　　　　

防

　　　　　

費

　　　　　　　　　　　　　

448

　　　　　　　

0.j

　　　

災

　　

害

　　

土

　

木

　　

費

　　　　　　　　　　　

83 390　　　　　　25.1

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　

13 896　　　　　　4.2

　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

333057

　　　　　

100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

|

純計額（Ａ）|

　

郡道府

　　

丿

　

市

　

町

　

村

物

　　　

件

　　　

費

　　　

4747　j　　1 480　ぶ　　3 267　j
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

20 837　∂.j　　11 798　ぜ.∂　　9 039　幻
投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　

299 399　∂ﾀ.ﾀ　226 980　お.Q　　81 301　∂2.4

　

普通建設事業費

　　

205 334　61-6　152 259　62.4　　61801　62-7

　

災害復旧事業費

　　

82 199　2i.7　　67 225　27-6　　15 130　15.3

　

受

　

託

　

事

　

業

　

費

　　　

6881　　2.j　　3 503　　j.4　　3 378　3.４

　

失業対策事業費

　　　

4 985　j.5　　3 993　j.∂　　　992　j.0
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

8 074　2.4　　3 736　jl　　5 022　5.j

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

333 057　100.0　　243994ﾚ00.　　98 629　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　

純十額(Ａ)
|

都道府県

　

|

市

　

町

　

村

　

丿

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

131 723　お1　109 577　封1　　22 146　221
ド言いづ

　

2ドト回レヨ｜

雑

　　　　

収

　　　　

入

　　　　

8 899　　2.7　　　4 698　　2.り　　　5445　5.5
ｽﾞ1

ヅ

トバ

　　

漢回Jドヨ

　

ヨ

レ

ヨ『jl

　

合

　　　　　　

計

　　　

333 05ｱﾚ00“O1　243 994リ00°0　　98 629　100.0
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土

　

木

　

費

　

の

　

状

　

況

都

　　

道

　　

府

　　

県

79 541

31071

1021と
5
5
4

1

　

２

　

68

　

8

243

％
惣
一
一
銘
丿
一
い
Ｊ
叩
幻
一
一
一
匹
９

　

。
Ｊ
’
ｊ

　
　
　

ｊ

　
　

２

　

1
0

― 215 ―

市 町

(単位

　

百万円)

一

　

村

36311
２

　

８

27

148

15 27と

　

5 661

98 62S

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

昭和34年度純計額(Ｂ)

　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

(C)

加率
一前年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)－(Ｂ)(Ｃ)

　　

１

９う×100

1

増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％I

　　　　　　　　　　　　

妬

　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　　　

□2 247　　　j2.∂　　　　　19 476　　　27.4　　　17.4　　　30-7

　　　　　　　　

3 308　　　　j.∂　　　　　　197　　　　Q.3　　　　5.ﾀl　　　　1.0

　　　　　　　　

8218

　　　　

J.1

　　　　

△

　

269

　　

△

　

0-4

　　　　

J.3

　　　

22-7

　　　　　　　　

5 286　　　　2.Q　　　　　　660　　　　Q.∂　　　12.5　　　　2.j

　　　　　　　　

6 160　　　　2.j　　　　　2 739　　　　∂.∂　　　44-5　　△2J.∂

　　　　　　　

27 206　　　扨j　　　　　16 365　　　23-1　　　60-2　　　43.6

　　　　　　　　

7 624　　　　2.ﾀ　　　　　1 805　　　　2.5　　　25.7　　△17.0

　　　　　　　

92 033　　　35j　　　　　30002　　　42-3　　　32.6　　　拓.∂

　　　　　　

262 082　　　100.0　　　　70 9ｱ5　　　100.0　　　21.3　　　21.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

昭和34年度純計額(Ｂ)

　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

イ万率）年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)－(Ｂ)(Ｃ)

　　　

蝶ダ901増減率

　　　　　　　　　　　

｜

　　　

妬

　　　　　　

１

　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　

．・

　　　　

4 247i　　　　　j.∂　　　　　　　5001　　　　　0.7　　　　召.∂　　　　4.6

　　　　　　　

17 907　　　　∂.∂　　　　　2 930　　　　4.1　　　鎚.4　　　　J.∂

　　　　　　

235 805　　　90-0　　　　63 594　　　aﾀ.∂　　　26-4　　　23-0

　　　　　　

155 1441　　　59.2　　　　50 190　　　70]　　　Jj]　　　拓.j

　　　　　　　

70 322　　　26-8　　　　　H 877　　　妬゛∂　　　妬゛ﾀ　　　4!?.4

　　　　　　　　

559ぷ

　　　　

2.2

　　　　　

1 288　　　　j.∂　　　25-0　　A　5.0

　　　　　　　　

4 746　　　　j.∂　　　　　　239　　　　θ.自　　　　5.0　　△　1.2

　　　　　　　　

4 1231　　　　j.∂　　　　　3 951　　　　5.∂　　　∂5.8　　　50.∂

　　　　　　

262 082　　100.0　　　　70 97 5　　　100゛O1　　　21.3　　　21.2

Ｉ

　　　　　　

Ｉ

｜

｜

｜

－

－

｜

－



第41表

　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

道‘路

　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

純

　　　

計

　　　

‥額．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　　　

゛85 169　　　　　　76-5

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　　　

54 848　　　　　　4町

　　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　　　

30 321　　　　　　27.2

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

受

　　

託

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　　　　　　　　　

3 541　　　　　　　　　∂.j

維

　

持

　　

柿

　

修

　　

費

　　　　　　　　　　

18 123 妬.2

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　　　　

4 846　　　　　　　4･4

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

111 679　　　　　100.0

（注）国直轄事業負担金17,714百万円は補助事業費に含めてある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第42表

　

道 路

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　

道

　　　　　

都ヽ道
ｉ

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

１

　

級）

　

川

　

ｐ

　

ﾚ

ｎヨ

！

　

実

　　

延

　　

長CA)

　

6 0741　12 205'　18 2791　26 605

　　

（Ａ）のうち舗装延長（Ｂﾒ

　　　　

2 260　　　2 968　　5 228　　　3710

　　

舗装率（Ｂ）/（Ａ）×100

　

％

　　　　　

37.2

　　　

24.3

　　　

286

　　　

13-9

　　

（前

　　

年

　　

同

　　

期）

　

％

　　　

（44.8）

　

（j∂■4-)

　　

C28.8)

　

(.12.0-)

　　

（Ａ）のうち改良済延長（Ｃ）

　　　

3 044　｀‘’5287
1　1 ’8

331　　　11372

　　

改良率（Ｃ）/（Ａ）×100

　

％

　

|

　　

印.j

　　　

む.3

　　　

45.6

　　　

42.7

　　

（前

　　

年

　　

同

　　

期）％

　　　

（Ｓ７.ｆｉ）

　　

（36.1）|

　　

C44.6)

　

（む.0）

　　

（Ａ）の川端WI（Ｄ）几

　

二ト931

　

715

　　

皐雲J§斎jl（Ｄ）/（Ａ）×100％

　　　　　　

］

　　　

o.∂

　　　　

0.5

　　　　

2j

　　

（前

　　

年

　　

同

　　

期）

　

％

　　　

（

　

-）

　　

0.8

　　　

C0.9)

　

（2.∂）

昭和35年

　　

新

　

設

　

実

　

延

　

長

　　　　　　

45’

　　　

721

　　　

117

　　　　

75

　　　　

1

　

舗

　

装

　

延

　

長

　　　　　

241

1

　　　

409

　　　

650

　　　

513
度事業量

　　

改

　

良

　

延

　

長

　　　　　

102

　　　

273

　　　

375

j

383

　　

晶難計‘ﾆ白ﾆ゛゛ﾆ

　

１

　　

１

　　

１

　　

１

(注) １

２

自治省調による。なお，国道における国直轄道路は除かれている。’

「（前年同期）」は，道路統計年報（昭和35年３月31日現在調査）に’よ

　　　　　　　　　　　

－216－



橋∧り／よ

　

う・費の状況

一
都

　　

・

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

｜

の 現

市 町

(単位

　

百万円)

-

　

村

（単位

　

ｋｍ）（昭和36.3-31.現在）

　

府

　

県

　

道

　　　　　　　

市

　　

町

　　

村

　　

道

　　　　　　　　　　

主要地方道

‾謬Ｔ‾‾jT

ﾚ

台刈認可|

　

計

　

ト

　

り

（再掲）

　　

93 774　120 379|　　　152　846 949|　847 101　　　985 759　　26 757

　　

4 8861　8 596　　　135　　16 719　　16 854　　　　30 678　　3 845

　　　

5.

ｽ

　　　

ｱ.l

j

　　　

∂∂.

ﾘ

　　　

2.0

　　　

2.0

　　　　　

3.1

　　　

jj.

j

　　

（５.8）

　

（ｱ.2）

　

（∂ﾀ.j）

　

（j.3）

|

　　

(1.3)

　　　

（2､8）

　

（12.８）

▽ここ√Ｔぶぷ

　

ぷ

　

86619

　　

86 758つつ

　　　

即,

1

　　　

25.3

1

　　　

∂j.

?

　　　

加.2

　　　

10.2

　　　　　　

12.7

　　　

お.り

　　

（20.1）|

　

C24.8)

　

（84.8），

　　

（７.２）|

　　

（ｱ.3）

　　　

(10.4)

　

（4j.∂）

　　

9 860'　　10.575　　　　1　397 182　397 1d　　　407 851　　　716

　

ﾍﾑ

　　

88

1

　　

，

］

　

ゴ

　

ニ

　　

414

1

　　

2.7

　　

(W.ﾀ）

1

　　

(9.1)

!

　　

（j･

ﾊﾟ

　

(.494-)

　

(49.3)

　　　

(43.0)

　　

（2.∂）

　　

1 754　　　1 829　　　　　－　　　9 948　　　9 948　　　　　11 894|　　　　7j

　　　

558

　　

1 071　　　　　－　　　7 425　　　7 425　　　　　9 146　　　　513、

　　　

618

　　

10011

　　　　

‾

　　

27 461　　27 4611　　　　28 83?　　　383i

　　　　

｜

　　

｜

　　

！

　　

|，

　

1

　　

1,刈

　　

｜

る。したがって，国道中には国直轄管理分を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－217－

　　　　

l

　　　　

%＼

　　　　　　　　　　　　　　

9
65 839　　　　∂2.∂　　　　　　　　　　23168　　　　63i

49 303　　　　　62.0　　　　　　　　　　　5545　　　　　15.i

16444　　　　　20-7　　　　　　　　　　14.630　　　　如.j

　　　

92

　　

－

　　　

0.j

　　　　　　　　　　　

2 993　　　　　∂.j

　

1 098　　　　　j.3　　　　　　　　　　　2425　　　　　∂.7

10313

　　　　　

艮.0

　　　　　　　　　　　

7810

1

　　　　

21.6

　

2 291　　　　　2,ﾀ　　　　　　　　　　　2908　　　　　∂.C

79 541　　　　100.0　　　　　　　　　　36311　　　　100.0

-

－

｜

・



第43表 橋

　

りjよ

i

　

区

　　　　　

分

　　

主要地

で

道

　　

町

一般市

丿

村道

　　　　　

・

　

（延

　

ド

橋

　

（ｓ

　

ｙ
|

∵レバ

　

;;

　

二コンロ二

回

合

に

　

ズ

　

ツ宍二19ニ

ヒル紘≒

　

ご

　

ぷ

　

46.4

　　　　

35.9

重

　

量

　

制

　

限

　

橋

　

励

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　

96 304　　　756 950
で謬気付

　　　　　

21.7

　　　　

3.∂

　　　

永久橋

　　　　　

1

　　　　　

1o

　　　

l 046　　　18 239尚

曝

ﾐ

詔

　　

二

　　

万

　

ぺ

　

二

kUに

　

：

　

づ

　　

ご

　

二

　

1二

脂省
同

雛１
２

よる。

比率は，道路統計年報(昭和35年３月31日調査)による。

　　　　　　

－218－

　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　　　　　　

道

　　　　

‥‾|

　

区

　　　　　　　

分

　　　

１

　　　　　

級

　

’

　　

２

　　　　　　

級

　　　　　

.●I･I

　　　　　　　

橋

　

剛．

　

ぎ

橋（延

　

．

し

ドＴ

全

　

橋

　

り

　

よ

　

う

　

㈲

　　　

6 149　　1 17 212　　1 1 292　177 914　　17 441

　

永

　　

久

　　

橋

　

叫

　　　

5 172　　105 9331　　9 539　　154 2651　　14711

　

木

　　　　　　

橋

　

0

　　　　

924

　　　

9 219　　　005　　17 555　　2 629

1

f

　　　

合

　　

橋

　

剛

　　　　　

53

　　　

2060

　　　　

48

　　　

6 094 161

ニ回流熟譜率％

　　

∂'4.1

　　　

ﾀQ.4

　　　

∂£5

　　　　

∂∂.7

1

　　　　

84.4

　

（前

　

年

　

同

　

期）

　

％

　　

（∂4.5）

　

（卯.ﾀ）

　

C77.3:)

　

（８２.０）･

　

C80.4)
|

重

　

量

　

制

　

限

　

橋（励

　　　　

636

　　　

6 218　　　1020　　11 951　　　1656

　

IV紺紗゛
9

　

10.3

　　　　

5.J

　　　　

ﾀ.0

　　　　

∂.7

　　　　

9.5
1（前

　

年

　

同

　

期）

　

％

　　　

（９.8）

　　　　　　　

Ci3.5)

　　　　　

j

　

（11.8）

　　　　

永久橋

　　　　

7

　　　

399

　　　

70

　　

2 729･　　　77
ト

（1）新設

ﾐ

橋

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

！ s5業|　　　混合橋　　　　－　　　　－　　　　1　　　　78 I

Jﾑﾚ量（2）架

　　　　

換

　　　　　

56

　　　

1 643　　　　240 6 611 296

1

　　

扇）改

　　

築

　　　

27

　　

1 604　　100 4 169　　　　1271
－･---

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-



う

　

の

　

現

　

況 (単位

　

ｍ) 昭和36. 3. 31現在

　　　　　　　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　

道
一

計

　　　　　

主要地方道

　　　

一般都道府県道

　　　　　　

計

躍二こ橋削ｚJ

J

橋（延

ﾊﾟ

橋（延長

　　

295 126　23 737 346 320　　　78 795　　　956 090　　102 532　　1 302 410

　　

200 198　18 334　268 477　　49 405　　　560 372　　67 739　　828 849

　　　

26774

　　

5 294　　68 089　　29 022　　　372 000　　34 316　　　440 089

　　　

8 154　　　109　　　9 754　　　　368　　　23 718　　　　477　　　33 472

　　　

･88.2

　　

77.2

　　　

77.5

　　　

62.7

　　　　

5∂.∂

　　　

66.1

　　　　　

63.6

　　　

C86.2) (74.3-)　（７５.０）　(.60.2')　　（Ｓ５.8）　(63.4)　　(60.9)

　　　

18.169

　　

3 296　　47 044　　17 129　　　222 322　　20 425　　　269 366

　　　　

6.2

　　

13.9

　　　

扨.∂

　　　

21.7

　　　　

3.∂

　　　

19.9

　　　　

20.7

　　　　　　　　　　　　　　　　

（20.６）

　　　

3 128　　　49　　　1 789　　　　161　　　　3 206　　　　210　　　　4 995

　　　　　

－

　　　　

2

　　　　　

9

　　　　

53

　　　　

1 053　　　　55　　　　1062

　　　　

78

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

8 254　　　548　　13 637　　　2 108j　　　40 103　　　2656　　　53740

　　　

5ｱﾌ3

j

　　　

262

　　　

8 279　　　　995　　　17 431　　　1 25ｱ　　　25 707

　　

道

　　　　　　　　　　　　

Ａ

　　　　　　

計

　　　　

主

　

要

　

地

　

方

　

道

　　　　　

計

　　　　　　　　

゜

　　　　　　

゜

　　　　　　　

（再

　　

掲）

　　　　　

□

　

橋

　　

数

　

｜

　

延

　　

長

　　

橋

　　

数

　

｜

　

延

　　

長

　　

橋

　　

数

　

｜

　

延

　　　

長

　　

444 610　　3 186 341　　　564 583　　4 783 8ｱﾌ!　　　23 814　　　　348 390

　　

206 263　1 143 569　　288 713　2 232 6161　　18 4021 270 460

　　

233 094　　1 961 568i　　270 039　　2 428 431　　　　5 303　　　　68 176

　　　

5 253　　　81204　　　　5 831　　　122 830　　ヨ　　　9 754

　　　　

46.4

　　　　　

359

　　　　

51.1

　　　　　

48.8

　　　　

77.31

　　　　　

77.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

（7岫

　　

(75.5)

　　　

96 304　　　756 950l　　　H8 385　　1 044 485　　　　32％　　　　47 044

　　　

21.7

　　　　　

23.2

　　　　　

21.01

　　　　

21.8

　　　　

捨

j

　　　　　

13.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（jj.5）

　　　

1047

　　　　

18.249

　　　　

1 334　　　26 372　　　　　50　　　　　1 799

　　　　

747

　　　

10002，

　　　

802

　　　

11054

　　　　　

2

　　　　　　

9

　　　　

74

　　　　

1 164　　　　　ｱ5　　　　1242　　　　　　－　　　　　　　－

　　　

5 237　　　118 111　　　　8 189　　　180 109　　　　　550　　　　　13 697

　　　

4138

1

　　　　

48 711　　　　5 522　　　80 191 265　　　　　　84C:!

219 ―



第44表し昭和35年度河川費め状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

－
ｌ

　

区

　　　

分り純

　

計

　

額）

　

道府県）

　

町二村寸

「

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％i

　　　　　　　　　

俗

｜

　

普通建設事業費

　　　　　

29 288　田.∂ 27 976　90.01　　　　202Q　72.Jt

　

7悶悶

　　

二二

　

二万

　

二ご

１

　

合

　　

計

　　　　

33 063 100.0　　31 0ｱ1 100.0　　μ00 100.0

第45表

　

河川施設の整備状況

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　

’

　

ｓ

　　　　　　　

分

　

|

　

適用河Jり

　

準１河元

　

や・他・而丁‾‾写Ｔ∇

万

々

　

川添賢次

　　

回昌

　

j2驚

　　

に沼

　

昌訟

崖

　

対談賢次

　　

1昌

　

沼潔

　　

温言

　

塁駕

ダ

　

則昌キ･）

　　　　　　　　　

二ぷ

　

ー

　　　　　　

㎜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜

（注）自治省調による。

　　　　　　　　

第46表

　

昭和35年度砂防費の状況
(単位

　

百万円)

　　

区

　　　　　

分

　

｜

　

純

　

ヽ計

　　

額

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

'、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

勿

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　

普通建設事業費

　　　　　

9 942　96､21　　　9919　ﾀﾌj　　　　　46　31.1

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

393･

　

∂.∂

　　　　

297

　　

2

1

　　　　

102

1

　

6∂.9

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

10 335 100.0!　　　10216リ00.0　　　　　148　loo.oj

－

第47表

　

砂防および海岸保全施設の整備状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(昭和35年度末現在)
Ｔ

Ｅ

　　　　　　

分

　

1

　　

ns ft 35年ぞ事業竺　り

‾‾

　　　　　　

え

　

ん

　

堤

　

箇

　　

所

　　

7

3

］

　

面

　　

積

885145m'

　

o

ソ

ドフ

　　

＞ﾐE

I

　

電卒

　

ダｈ（諾

　　

牡

　　　　

昆|

　

＋4謡郊

（注）自治省調による。

220－



第48表

　

昭和!35年度港湾費の状況
(単位

　

百万円う

ﾀﾞＪ

　　　

ご９

　

）l

　

々

　

郷お４府川う√二6¬‾星]

　

普通建設事業費

　　　　　

17］

　

詣i

　　　

12 914　8詣 6 483
諮

｀

　

受託事業費

　　　　

1350　6.01　　　876　　5.∂　　　　　457　　5j

|

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

3 451　皿ぶ　　　18]　皿J　　　□3j　加]

　　

合

　　

計

　　　

22 374 100.0!　　15 6061 100.0　　8 6ｱ4 100.0'

　　　　　

第49表

　

港湾施設

その１

　

管理者別港湾数

の状況

(昭和36. 3.31現在)

　

ｚ

　　　

［四回1市に①ぶ萱訓・長司モ・セド

　

お１

特定重要港湾

　　　　　

３

　　　　　

４

　　　　　

２

　　　　　

２

　　　　　

１

　　　　

１;

重要港湾

　　　

］

　　　

14

　　　　　

1

　　　　　

1

　　　　　

1

　　　　

73

地方港湾

　　　

428

　　

297

　　　

－

　　　

－

　　

271

　　　

996

卜

招s;）

　

（27）

　　　

（6）

　　

（-）

　　

（-）

　　　

（2）

　　

(35)

　

合

　　

計

　　　　　

487

　　　

315

　　　　

3

　　　　

3，

　　

2ｱ3ト

　　

1081

（注）

　

１運輸省管理課調によるそ。

　　　

２「その他」とは港湾管理者の未定なものである。

その２

　

港湾整備状況 (昭和35年度末現在)

「

　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ﾄ

　

ｿ

　

内

　　

９

　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県|市町村

　

四回－心・｛レ‰レコ

　

エ

　

二

　

二

　

小型船けい船岸の延長（km）

　　　　

623

　　　　

428

　　　　

195

　

大型船けい船岸の延長（km）

　　　　

98

　　　

48

　　　　

50

　　

､、

　

ヵ

　　　

道

　　　　

路（km）

　　　　

561

　　　

2

1

276

　

臨

　

港

　

父

　

通｛
軌

　　　　　

道（km）

　　　

286

　　　

144

　　　

142

　

幸湾役務提供用″船舶（隻）

　　　

171

　　

94

　　

77

　　

防波堤等外かく施設新設延長（km）

　　　　　

26

　　　　

18

　　　　　

8

　

男事

　

防波堤等外かく施設改良延長（km）

　　　　

36

　　　

33

　　　　

3

　

35業

　

小型船けい船岸の新設改良延長（km）

　　　　　

14

　　　　　

8

　　　　　

6

　

委蜃

　

大型船げ船岸ｏ新設改良延長(km)

　　　　　

6

　　　　

3

　　　　

3

　　

浚

　　　

せ

　　　

っ

　　　

量（千㎡）

　　　

13 725　　　9 600 4 125

価）

　

自治省誦ぺによる。
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第50表

　

六大港における滞

　

年月日

　　

港

　　

名

　

|

　

東

　　　　

京

　

|

　

横

　　　　

浜

　

1

　

名

　

古

　

屋

　

昭和36年７月１日～lo日

　　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

10

　　　　　　　

11日～20日

　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

14

　　　　　　　

21日～31日

　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

11

　　　　　　　

1日～31日

　　　　　　　　　

37

　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

11

　　　　　

8月１日～10日

　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　

11日～20日

　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

21日～１日

　　　　　　　　

47

　　　　　　　

17

　　　　　　　　

7

　　　　　　　

1日～31日

　　　　　　　　　

47

　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　

5

　　　　　

9月１日～10日

　　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　

11日～20日

　　　　　　　　　

43

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

13

・

　　　　　　

21日～30日

　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

13

　　　　　　　

1日～30日

　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　　

9

　　　　　

10月１日～10日

　　　　　　　　

66

　　　　　　　

11

　　　　　　　　

7

　　　　　　　

11日～20日

　　　　　　　　　

70

　　　　　　　

12

　　　　　　　　

5

　　　　　　　

21日～31日

　　　　　　　　

48

　　　　　　　

10

　　　　　　　　

23

　　　　　　　

1日～31日

　　　　　　　　　

61

　　　　　　　　

11

　　　　　　　　

12

　　　　　

日月１日～10日

　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　

11日～20日

　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　

5

　　　　　　　　

13

　　　　　　　

21日～30日

　　　　　　　　　

30

　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

13

　　　　　　　

1日～30日

　　　　　　　　　

27

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

15

　　　　　

12月１日～10日

　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

14

　　　　　　　

11日～20日

　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

15

　　　　　　　

21日～31日

　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

18

　　　　　　　

1日～31日

　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

16

叫

　

運輸省港湾局管理課調による。

第51表昭和35年度

｜

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

１

　

純

　　　　

計

　　　　

額

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　　

46 020　　　　9麗｜

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　

|

｀

　　　　　　　　

354

1

　　　　　

7.2

　　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

49 567　　　　100,0
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船状況（１日の平均滞船数）
(単位

　

隻)

大

　　　

阪

　

l

　

神

　　　

戸

　

|

　

門

　　　

司

　

l

　　　

計

　　　

｜

　

備

　　　　

考

　　　　　　　

13

　　　　　　　

20

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　

84

　　　　　　　

13

　　　　　　　

8=

　　　　　　　

－

　　　　　　　

ｱ5

　　　　　　　

20

　　　　　　　

10
1

　　　　　　　

－

　　　　　　　

81

　　　　　　　

15

　　　　　　　

12

　　　　　　　

－
80

　　　　　　　

26

　　　　　　　

17

　　　　　　　

－

　　　　　　

110

　　　　　　　

22

　　　　　　　

16

　　　　　　　

－

　　　　　　

104

　　　　　　　

26

　　　　　　　

18

!

　　　　　　　

6

　　　　　　

121

　　　　　　　

25･

　　　　　　

17

　　　　　　　

－

　　　　　　

111

　　　　　　　

］

　　　　　　　

24

　　　　　　

12

　　　　　　

115門司港は，15日～

　　　　　　　

40

　　　　　　

20|15

　　　　　　

138

都市計画費の状況
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(単位

　

百万円)

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

｜

　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　

匹
］レ

］



その１

　

都市計画法適用市町村数

第52表白都ﾌﾟ豊

　

(昭和36. 3. 31現在)

　

種

　　　　

別

　

ｉ

　

仝

　　　

数

　

|法適用数|指

　

定

　

率

　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

5盛

　　　　　　　

556

　　　　　　　

j

§§

　

町

　　　　　　　

村

　　　　　　　　

2 934　　　　　　706　　　　　　　1

㎜

　　　

合

　　　　　

計

　　

1

　　　　　　

34ﾘ

　　　　　

1262

　　　　　　　　　

36

（注）東京郎の特別区は１つの市として計上してある。

その２

　

都市計画地域地区指定状況

　　　

地

　　　

域

　　　

地

　　　

区

　　　

名

　　　　

｜

　　

都

　　　

市

　　　

数

　

］

　　　　　　　　　　　

用

　　

途

　　

地

　　

域

　　

1

　　　　　　　　　　　　

242'

　　　　　　　　　　　

住

　

居

　

専

　

用

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　　　　

工

　

業

　

専,用

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　

23

1

　

用

　　　　　　

途

　　

特

　

別

　

工

　

業

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　　　

文

　　

教

　　

地

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　

1

　　

務

　

所

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

緑

　　

地

　　

地

　　

域

　　　　　　　　　　　　　　　

11

　

防

　　　　　　

火

　　

防

　　

火

　　

地

　　

域

　　　　　　　　　　　　　　　

102

　　　　　　　　　　　

｛

準

　

防

　

火

　

地

　

域

　　　　　　　　　　　　　　　

214

　　　　　　　　

。

　　

空

　　

地

　　

地

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

｡28

　

形

　　

９｛

i

　

度

　　

地

　　

区

　　

１

　

美

　

観

　

風

　

致

　

｛１

　

：

　

２

　

ン

　　　　　

よ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

そ

　　　

の

　　

他

　

｛:言言言1

　　　　

1;

J･-

　　

ふ

　　

＝建設省凋ﾝこよる。
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ﾔ計一画の状況

その３

　

都市計画の状況

㎜

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

末

　

現

　

在

　

の

　

状

　

況

　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

--

　

区

　

″

　

分

　　　

全

　　

体

　　

計

　　

画

　　

｜

　　　

実

　　　　

施

　　　　

済

　　

｜

　　　　　

単

　　　　

位

　

|事業量

　　

単

　　　　

位

　

|事業量

区

　

画

　

整

　

理

　

全計画面積（ha）

　　

514 305実施済面積（ha）　　　90 894

街路新設延長

　

全計画延長（km）

　　

36 246 実施済延長（km）　　　5 883

駐

　　

車

　　

場

　

全計画面積（ｍ）

　

13 050 283年間利用台数（千台）　　　　2 123

都市下水路

　

要排水面積（ha）

　

1 659 668排水可能面積（ha）　　　721 567

都

　

市

　

公

　

園

　

市街地人口（千人）

　　

50 702都市公園面積（千㎡）　　119 883

その４

　

都市計画事業の状況

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

ｉ昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　　　

〕

　　　　　　　　　　　　　　

単

　　　　　

位

　　

｜

　

事

　　

業

　　

量

国

　

区

　

画

　

整

　

理

　

実施面積（ha）

　　　　　　　

15 259

庫

　　

街路新

　

設

　

延

　

長

　

延

　　　

長（km）

　　　　　　　　　

363

補

　　

駐

　　　　

車

　　　　

場

　

面

　　　　

債（m2）

　　　　　　　　　　

8101

助

　

都

　

市

　

下

　

水

　

路

　

延

　　　

長（km）

　　　　　　　　

101

分

　　

都

　　

市

　　

公

　　

園

　　

面

　　　　

債（千m2）

　　　　　　　　　　

8 1S4

単|区

　

画

　

整

　

理

‾⊇‾⊇

面施（ha）

　　　　　　　

803

独

　

都路新設改良延長

　

延

　　　

長（hm）

　　　　　　　　

345

分

　

|

　

街

　

市’下

　

水

　

路

　

延

　　　

長（km）

　　　　　　　　　

25

(注) 自治省凋による。
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参考表（２）

　

道路整備５ヵ年計画

その１

　

事業費および整備の目標 (単位

　

億円)

　　

。

　　　　　　　　　　　

|日５ヵ年計画|新５ヵ年計画|

　

・，

　　

区

　　　　　　　　

分

　

1

（33～37年度）（39～40年度）

　　

備

　　　　　

考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

旧５ヵ年計画は35匹

　

一

　　

般

　　

道

　　

路

　　　　　　

6100

　　　　

13000度で打切られ，新5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

力年計画に引き継が

　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　　　　　

2000

　　　　　

4 5001れた。

　

地

　

方

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　

1900

　　　　　

3500

1

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

10000

　　　　

21000
，

　　　　　　　　　　　　　　　　

1

1･

　

高速自動車国道

　　

名神高速自動車国道の建設を完了。東海道幹線自動車国道および国士｡開発縦貫

　

自動車国道中央自動車道の要緊急区間の建設に着手。

２

　

－

　

級

　

国

　

道

　　

５ヵ年間中に改良舗装を概戌。

３

　

二

　

級

　

国

　

道

　　

10ヵ年間中に改良舗装を概成。５ヵ年間中に大部市およびその周辺の洛愉，重

　

要産業地帯の路線，国際観光上緊急に整備を要する路線の重点区間整㈲。

４

　

都道府県道および市町村道

　　

重要地方幹線道路，重要産業地帯の必要路線,都市整備上の要緊急路線,資源開

　

発および観光上の必要路線，その他国の施策上要整備路線に重点をおいて整備。

５

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛

　　

首都高速道路の整備。踏切除却事業の推進。積寒地域における道路交通の確保

（注）建設省調による。

その２

　

道路整備５ヵ年計画実施後の道路整備状況見込

　　

（単位

　

km）

　　　　　　

昭和35年

　

改

　　

良

　　

状

　　

況

　　　

舗

　　

装

　　

状

　　

況

　　　　　　

３月木

　

昭和36年３

　

昭和41年３

　

昭和36年３

　

昭而ほり‾‾

　

区

　　　

分

　

実延長

　

月末状況

　

月末状況

　

月末状況

　

月末状況

　　　　　　　

(Ａ)匹済薦

り

頭部面祠顔鰍が゛厠頴瀦耳

　　　　　　　　　　

延長蝉

　

％

　

延長回|

　

％

　

延長{D)lX 100延長圀1×100

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　

％

　

1

　

級

　

国

　

道

　　　

9 894　61ｿ　∂2.7　9 584　昶.ﾀ　4 843　ぜ∂.ﾀ9 481　ﾀ5.∂

　

2級国道

　

15 024 5 669　37.7 9 101　印.∂3 145　2Q.ﾀ6 473 43.1

　

主要地方道

　　

27 419 11 704　42.7 14 005　51.1 38H　招.9 6514　詔.a

　

琵質素戸

　

94 705 19 337　20.4 21 261　22j　5 665　　6.り　7047　　7.ﾀﾞ
j

　

合

　　

十

　　

147 042 42 8531　29.1 53 951　36.7 17 464　11.9 29 515ﾄ20‘1

― 226 ―



その３ト道路整備,5ヵ年計画の負担区分および財源 (単位

　

億円)

|丁jﾚ~~ごﾂﾂﾌﾞﾚ|

　　

国

　　

|

　

地

　　

方

　

|

　

公

　　

団

　

|

　　

計

　　

｜

　　

一

　

般

　

道

　

路
1

　　

9 825　　3 1J　　　－ 13000

　

事J
有

　

料

　

道

　

路

　　　　

640

　　　

250

　　

3

ぶ

　　

4
白

　

業地方単独事業

　　　　　

－

　　　

3500

1

　　　　

コ

　　　

3500

　

準二回

ヅ

デ

　　

ニ○ﾖ

　

尚

　　

揮

　

発

　

油

　

税

　　　　

9 600　　　　　－　　　　　－　　　9 600

　

＿

　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　　　

865

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

865

　

財

|

地

　

方

　

道

　

路

　

税

　　　　　　　

－

　　　　

1720,　　　　－　　　　1司

　　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　　　　　

-，

　　　

083

　　　　　

1

　　　

1783

　　

都市

　

十画税

　　　　

－

　　　

26

J

　　　

267

　　

地方一般財源

　　　　　

－

　　　

3 155　　　　　　－ 3 155

　

源

|

公団借入金等

　　　　　　

-

　　　　　

-1

　　　

3 610　　　3 610

　　　

合

　　　

計

　　　　

loツ

　　

6ｲ

　　

3610

　　

21000

（注）建設省調による。

その４

　

主要国道路整備状況

゛卜゛ｘ.、区分道路延長舗装道延長舗装率人口当り道路延長面積当り道路延長

に

＼

」

㈲

　

｜

　

叫

　　

|xioo人

　

ロlkm/千人

|

面

　

積|km/km2

　　　　　　　

－

　　　　　

’

　　　

km

　　　　

km

　　　

％

　　　　　　　　　　

‘k㎡

日

　　

木

　

959 740　23 833　　2.5　89 276　j∂.ﾘ369 661　2.卯

ベルギー

　　

84 995　　67 498　　7ﾀ.4　9 053　　ﾀj　30 507　　2.7∂

フランス

　

1 232 977　394 205　　52.0　44 584･　27.7 551 208　　3.24

西ドイツ

　　

352 854　164 923　　部.ﾀ　52 150　　6.a 247 760　　1､42

イギリス

　　

309 340　309 340　j叩.り　51 870　∂.り1 244 016　1.27

イタ

　

リ

　

ー

　　

203 941　　90 989　　召.∂　48 735　　j.2 301 226　　0.卵

スウェーデン

　　　

93 394　　13 009　　艮.∂　　7415　　12.6　449 682　　0.21

カ

　

ナ

　

ダ

　　

747 834　　68 740　　ﾀ.2　17 048　　4.4a 974 3］　　Q.卵

アメ

　

リ

　

カ

　

5 648 652　1 914 065　　お.ﾀ　174 782　　3〕9 363 387　　o.卯

イ

　

ッ

　

ド

　　

598 318　　73 987　　12.4 397 3し01　　j･5 3 263 3ｿ　0.j∂

(注)世界道路統計資料(1960年)による。
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参考表（3）治

その１

　

治山治水事業10ヵ年計画投資規模

山上治一･水

　

(単位

　

億円)

区

　

り
回

生賢才冷二絆yり奏請

　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

治

　

水

　

投

　

資

　　　

659

1

　　

4 000　ﾀ.7　　5 200　2.ﾀ　　9 200　7,2

治水事業

　　　

580ヽ

　

3 650　11.0　　4 850　2.6　　8 500　8.2

そ

　

の

　

他

　　　　　

79

　　　

350

　

∂.0

　　　

350

　

4j

　　　

700

　

2.∂

治

　

山

　

事

　

業

　　　　

87

　　　

550

　

11.8

　　　

750

　

∂.ｙ

　　

1300

　

∂.7

合

　　　　

計

　

!

　　　

746

　　　

4 550　10.0　　　5 950　　2タ　　10 500　　ｱ.4

(注) 治水投資のうち， 「その他」は災害関連事業および県単独事業である。

その２

　

治水事業10ヵ年計画内訳

区

　　　　　　　

分

　　　

艶５優艶５ず1,≒回輩集姦

　

河

　　　　　　　

川

　　　　　

2 040　　　　2760　　　　4800　　　　325.4

　

砂

　　　　　　　

防

　　　　　　

730

　　　　

1 040　　　　070　　　　109.5

　

ダ

　　　　　　　

ム

　　　　　　

810

　　　　　

960

　　　　

1770　　　　134.1

　

機

　

械

　

整

　

備

　　　　　　

70

　　　　　

90

　　　　　

160

　　　　　

11.2

　　

合

　　　　　

計

　　　　　　

3 650　　　　4850　　　　8500　　　　580.2

１

２

建設省調による。

平均伸び率は，昭和35年度事業費より平均に事業費を伸ばした場合のも
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事

　

業

　

10

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

その３

　

治山事業10ヵ年計画

‥年次計画 (単位

　

億円)

飛

　

川囃に半レけ牡牛聯ト計

卜高謡。

　　

二

　

］

　

ﾆ

　

ﾃﾞﾐ

　

で

１

　

国

　

有

　

林

　　　　　　　

179

　　　

2.2

　　　　　

188

　　　　

－

　　　　　

367
1 ∠ち鸞ｏ

　　

ご

　

こ

　

ご

　

二

　

ご

　

うち荒廃地復旧

　　　　　　

574

　　　

9β

　　　　　

707

j

　　　

1.0

　　　　

1 281

事

　

業

　

内

　

訳 (単位

　

億円)

　

ｇ

　　　　

゛

ﾚﾆ

９

万

うち

あ昌賃し

に

昴

jちＨ

　

昭

　

和

　

;2

　

年

　

度

　　　　　　

S;

　　

2

　　

ビ

　

に

　

‾ﾐ

;1

　　　　　　

37

　　　　　　　　　　

109

　　　　

71

　　　　　

36

　　　　

145

　　　　

107

臨
∠謡

．

　

二

l

　

j;

　

こ

　

ご

，

　

二

（注）林野庁調による。

(単位

　

億円)

･ので，これによる昭和39年度の事業費より後期５ヵ年計画の平均伸び率を計算しだ
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前期５ヵ年

　　

後期５ヵ年

　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　　　

前期・後期
‰

申
講

ぽ

巾
］

(

汐５笥ずｏ笥卜い回冷汗爽涼

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　

11.3

　　　　　

3.3

　　　　　

55.ﾀ

　　　　

56.9

　　　　　

56.5

　　　　

1.35

　　　　　

14.4

　　　　　

J.5

　　　　

20.0

　　　　

21.4

　　　　　

2り.∂

　　　　

1.42

　　　　　　

ﾀ.ぜ

　　　　　　

0

　　　　

22.2

　　　　

jﾀ.∂

　　　　　

20.∂

　　　　

j.jﾀ

　　　　　

11.2

　　　　　

j.7

　　　　　

j.ﾀ

　　　　　

j.ﾀ

　　　　　

j.ﾀ

　　　　

j.2ﾀ

　　　　　

11.6

　　　　　

2.6

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

1.33



　　　　

参考表（４）

　

港犬湾

　

整

　

備

　

計＼画

その１

　

国民所得倍増計画による港湾事業の行政投資額

　　　　　

10ヵ年計画（昭和36～45年度）

　　　　　

前期５ヵ年計画（昭和36～40年度）

その２

　

港湾整備前期５ヵ年計画

5,300億円

2,500億円

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

５ヵ年計画

　　

内

　　　　

訳

　　

起債関係公共事業起

要

　　　

請

　　　

別

　　

一回毎諮影詰かj目口白州

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

外国貿易港湾の整備

　　　　

64 009　　64 009　　　　　0　　33％31　　97 97-2

産業港湾の整備

　　　

93 911　　82 189　　11 722　　24 154　118 065

内国貿易港湾の整備

　　　　

46 928　　46 878　　　　50　　　6 595　　53 523ヽ

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

9 660　　9 660　　　　0　　　　88　　974

調

　

整

　

項

　

目

　　

※38 568　　25 642　　12 926　　　　0　※38 56

　

小

　　　　

計

　　　　

253 076　228 378　　24 698　　64 800　317 876

災害関連事業費

　　　　

2 703　　1 622　　1 081　　　　0　　2 703

地方単独事業費

　　　

20000

　　

20000

　　　　

0

　　　　

0

　　

20 00

　

小

　　　　　

計

　　　　　

22 703　　21 622　　　1 081　　　　0　　22 7031

合

　　　　　　

計

　　　　

275ｱﾌ9

　

250 000　　25 779　　64800　340 S79{

(注) １

２

運輸省調による。

※は推定額である。

参考表（５）街路事業５ヵ年計画

その１

　

旧道路整備５ヵ年計画に基づく

　　　　　

街路事業５ヵ年計画の進捗状況 (単位

　

百万円)

年

　　　　　　　　

度

　　

｜街

　　　

路｜区画整理｜

　　

計

　

’；

５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

　　　　　　

81 594　　　　　34 091　　　　　11568

昭和

　

33

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

8 860　　　　　　6 295　　　　　　　151域

　　　

34

　　　　　　　　　　　　　

14 157　　　　　　6 653　　　　　20 8原

　　　

35

　　　　　　　　　　　　　

17 888　　　　　　6 393　　　　　24 281

　

35年度までの計

　　　　　　　　　

40 905　　　　　19 341　　　　　602　1

　

35年度までの進捗率

　　　　　　　

印ｊ％

　　　　　

56.7%

　　　　　

52.1^

細

　

建設省調による。
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その２

　

新道路整備５ヵ年計画に基づく

　　　　　

街路事業５ヵ年計画の工事種別一覧

　

工

　　　　

種

　

｜

　

事

　

業

　

量

　

１

　

事

　

業

　

費

　

｜

　　　

摘

　　　　　

要

　　　　　　　　　　　　

k m　　　　　百万円
改

　　　　

良

　　　　　　　

1 681　　　　　159 220　うち立体交差　約200億円

　

橋りよう

　　　　　　

25

　　　　

14 670

　

舗

　　　

装

　　　　　　　

□28

　　　　　

40 no

　

区画整理

　　　　　　　　　　　

65 500

　

合

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

279 500

（注）建設省調による。

　　　　　　　

第53表

　

昭和35年度教育費の状況

その１

　

日的別内訳 (単位

　

百万円)

　

区

　　　　　

分

　

｜純

　

計

　

額｜都道府県

　

｜市

　

町

　

村

教

　

育

　

委

　

員

　

会

　

費

　　　　

17 960　　jt　　　5 842　　ぶ　　12 231　　71

幼

　　

稚

　　

園

　　

費

　　　

3 196 0.∂　　　　44　　　0　　　3 152j j.ﾀ

小

　

゜中

　

学

　

校

　

費

　　

380 396　７加　271 508　72.1　　118 342　72.6

　

小

　

学

　　

校

　　

費

　　

231 835　む.∂　172 946　お.ﾀ　　61 8］ j∂.Q

　

中

　

学

　

校

　

費

　　

148 561　2町　　98 562　26.2　　56 456i 34-6

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　

87 294　妬.5　　78 394　加.∂　　940］　5.∂

　

全

　　　　

日

　　　　

制

　　　

71 703　紹.∂　　64 775　n.2　　　7 314!　　j.5

　

定

　　　

時

　　　　

制

　　　　

15591

　　

2.ﾀ

　　

13619

　　

J.∂

　　　

2 092　　1.3

盲

　

ろ

　

う

　

学

　

校

　

費

　　　　

48･％

　　

Q.ﾀ

　　　

4711

　　

j.2

　　　　

1ｲ

　　

卵

大

　　　　

学

　　　　

費

　　　　

8 531　　M　　　615力　　j,∂　　　23頌　　j.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　　

11 171　　2.j　　　2 574　　り.7　　　　8812!　　5.j

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　

4 385　o.ﾀ　　2 087　Q.∂　　260］　j.∂

そ

　　　

のＩ

　　

’他

　　　

10 644　　2.0　　　5 090　　1.4　　　　，二3.∂

　

合

　　　　

計

　　

528 473 100.0　376 407 100.0　163 072 100.0

231 ―



その２

　

性質別内訳

第53表

　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

純計額（Aj）都道府県

　

|市

　

町

　

村｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％
人

　　　

件

　　　

費

　　

369210　卵.ﾀ　331 995　∂∂.2　　37215　22.∂
物

　　　

件

　　　

費

　　　

45 609　∂.∂　　11 985　J.2　　33 624　即.∂
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

6 651　　1.3　　　1097　Q.∂　　5 554　3.4
扶

　

助

　

費，補助費等

　　　

10985　2.j　　3 306　0.9　　8 684　5.∂
普通建設事業費

　　

90 401　17.1　26 200　7,0　74 179　6.5
災害復旧事業費

　　　

4 273　θ,∂　　944 0-2　　3 352　2.j
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

1 344　　Q.2　　　880　　0.2　　　464　　0.3

　

合

　　　　

計

　　

528 473 100.0　376 407 100.0　163 072 100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　

純計額〔Ａ

〕

　

都道府県

　

ト‥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％
国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

136 443　25,∂　　121 739　32.4　　14 704　∂.0
使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

18 080　3.4　　14 795　　∂.ﾀ　　　3285　2.0
分担金、負担金、寄附金

　　　　

6 320　　j.2　　　3 135　　Q.∂　　　3763　　2j
地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

20 499　　J.9　　2 807　　0,7　　17 692　j9
その他特定財源

　　

23 391　4.j　　10 575　2.∂　22 178　13.6
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

323 740　61.3　223 356　5ﾀ.4’　101 450　62.2

　

合

　　　　

計

　　

528 4ｱ3 100.0　3ｱ6 407 100.0　163 0ｱ2 100.0

第54表

　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

小

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　　　　　　　　　

274 674 7j
物

　　　　

件

　　　　

費

　　　　　　　　　　　　　

29 180 ■　　　　7.7
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　　　　　　　　　

4 973　　　　　　1.3
賃諾債倍果至嘗

　　　　　　　　　

6ｍ

　　　　

ｌl
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教し育

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

中

　

学

　

校

　

費

　

の

　

状

　

況
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(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

(単位 百万円）

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

｜

　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　

％|

　　　　　　

258 856　　　　　　95-3　　　　　　　　　15818　　　　　　13A＼

　　　　　　　　

2 976　　　　　　1.1　　　　　　　　　26 204　　　　　　22.1

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

り

　　　　　　　　　

4 972　　　　　　4.2

　　　　　　　　

9 192　　　　　　3.4　　　　　　　　　64 497　　　　　　5j］

　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　

0

　　　　　　　　　

3 144　　　　　　2.7

　　　　　　　　　

473

　　　　　　

0.2

　　　　　　　　　

3 707　　　　　　J.ヨ

　　　　　　

271 508　　　　100.0　　　　　　　1 18 342　　　　100°01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

昭和34年度純計額(Ｂ)

　　　　　　

増

　

減

　

額

　　

(
轡減率

　

前年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)一(Ｂ)(Ｃ)

１

呂ﾐﾘ×100

1

増減率

　　　　　　　　　

i

　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　

114 2801　　　25-5　　　　22 163　　　27.5　　　四.4　　　11.4

　　　　　　

17 443　　　　J.∂1　　　　　　637　　　　0.7　　　　J.7　　　　J.∂

　　　　　　

5 241　　　　　1.21　　　　　1079　　　　1.3　　　加.∂　゜　2.7

　　　　　　

17 412　　　　3.9＼　　　　　3087　　　　J.∂l　　　n.7　　　辺.Q

　　　　　　

18 094　　　　4.0＼　　　　　5297　　　　6.ぷ 2ﾀ.j　△　　10-5

　　　　　

275 227　　　61-5　　　　48 513　　　卯.j　　　俘.∂　　　7.∂

　　　　　

447 697　　　100.0　　　　80 776　　　100.0　　　18.0　　　7.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　

｢

昭和34年度純計邦

　　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

(

野口汀言乱ご

　　　　　　　　　　　　

叫

　　　　

(Ａ)－(ｎ)(Ｃ)

１

図xioo ig 'M率

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％i

　　　　

315 776　　　70-5　　　　53 434　　　∂∂ﾂ　　　j∂.ﾀ　　　　∂.4

　　　　　

41 267　　　　∂.2　　　　　4 342　　　　5-4＼　　　10.5　　　　∂.∂

　　　　　　

6 182　　　　1.4　　　　　　469　　　　0.ぶ　　　　7.∂　　　　∂.7

　　　　　　

9 429　　　　2.j　　　　　1 556　　　　jﾖ　　　16.5　　　・珀.8

　　　　　

70 759　　　j5.∂　　　　　19 642　　　24.3　　　27.8　　　　J.7

　　　　　　

3 322　　　　0.∂　　　　　　951　　　　j.J　　　2∂.∂　　　66-2

　　　　　　　

962

　　　　

Q.2

　　　　　　

382

　　　　

Q.5

　　　

Jﾀ.∂

　

△

　　

2.

1

　　　　　

447 697　　100‘O1　　　　80 ｱｱ6　　100.0　　　18.0　　　ｱ'61



その１

　

小

第55表

　

教員数等の推移（公立学校分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

各年5月１日現在

　

学

　　

校

　　　　　　　　　　　　　　

ヶ

　　　　　　

教

　

員

　

数（Ａ）児

　

童

　

数（Ｂ）学

　

級

　

数（Ｃ）１学級当１学級当
ｇ゛・（回

巾

（回

し

（皿

卜

昌?

ﾔ

砂静

　　　　　　　　　　

ＡＩ

　　　　　　

=ＥＡ

　　　　　　　　

ａ

　　　

‾二丁¬７‾７

昭31年度

　　

343 184　　　　　　12 529　　　　　282 836　　　　　　1.21　　4ば

　

32

　　　　

349 629　如り　　12 866　　辺Q　　289 587　　辺り　　1.21　　召j

　

33

　　　　

262 369　　辺4　　13 398　104　　301 833　　jり4　　1.20　　44.4

　

34 ゛　　　366 20ﾖ　1り5　　13 279　　辺j　　304 103　　扨5　　1.20　　43.7

　

35

　　　　

358 607　jりJ　　12 496　　ﾀz　　296 286j　102　　j.2jj　　42.2

　

36

　　　　

346 8461　　∂ﾀ　　11 717　　∂j　　285 296　　∂∂　　1.22　　む.1

その２

　

中

　　

学

　　

校

　　　　　　

教

　

員

　

数固

　

生

　

徒

　

数匂|

　

学

　

級

　

数(C) 1学級当１学級当

　

ｇ

ｙ

ｌ剛皿ｎ（皿匯剛皿(A)/(C) (fS)/瞥

　　　　　　　　　

人

　　　　　　　

千人

　　　　　　　　

級

　　　　　　　

人

　　　

人

　

昭31年度

　　

195 546　　－　　　5 746　　－　　122 939　　－　　j.5ﾀ　　拡7

j

　

32

　　　　

190 730　加0　　　5 504　旬0　　1 19 688　　加a　　L59　　46.0

　　

33

　　　　

182 499　　ﾀ∂　　　5 004　　∂j　　112 788　　ﾀj　　1.62　　4j.り

　　

34

　　　　

184 025　　ﾀ∂　　　4％9　　ﾀQ　　113 554　　ﾀ5　　j.∂2　　4J.∂

　　

35

　　　　

201 480　茄∂　　　5 657　　拍3　　126 511　　鎚∂　　j.5ﾀ　　44■^

J

，

　

36

　　　　

226 3561　119　　　6 643　　121　　144 810　j2jl　　1-56　　45.9

その３

　

高 等 学 校

二

　　

ｔ皿

　

（生

　

徒

　

数

　　

学

　

校

　

数

　

し凛§鱗

ｇ

　

゛ｔ

　

（雛）

　　　

（皿

巾

　

（皿゛

づ

ミす

ヨ

両謡

　

回

）

一

　

言

　

－

　

よ

　

-

Ｕ斗

（

ぷ

　

32

　　　　　

94 579　　拓0　　　2 186　　旬り　　　2431
）（j菊（52.2）

　

33

　　　　　

96 650　旬2　　　2 242　　103　　　2 472　拓2　　（ぷう?（５５.2）

　

34

　　　　　

98 8％　　扨5　　　2 299　　珀5　　　2499ご（jl（５６.５）

　

35

　　　　

100 875　　旬7　　　　2301　　鎚5　　　2514　如J　　（5浴j（59）

　

36

　　　　

102 960　扨ﾀ　　　な6レり2　，ｍ卜球（温|（岫

１

　

小学校および中学校の教員数は，本務，兼務の合計数であり，高等学

　

’

　

校の教員数は本務の数である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

△
２

　

小学校および中学校の指数は，「公立義務教育諸学校の学級編成及び

　

教職員定数の標準に関する法律（昭和33年法律第116号）」の施行の年度

　

の前年度（昭和32年度）を100としたものである。

　　　　　　　　　

▽
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３

　

高等学校の進学率は，「中学校に関する卒業後の状況調査」に基づく，

ｊ公立の高等学校への進学者および就職進学者の合計数の中学校卒業者に

　

対する次の算式により算出したものである。割合である。なお，（

　

）書

　

は，国立，公立及び私立の高等学校への進学率である。

４

　

高校急増対策に用いられた入学率は，次の算式により算出したものであ

　

る。

　　　

５

　

学校基本調査による。

　　　　　　　

第56表教育施設の状況

その１

　

義務教育学校施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和36.5.1･現在

　　　　　　　　　　　　　　

ただし，施設の状況は昭和35年度末現在
-

　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

１

　

小

　

学

　

校

　

｜

　

中

　

学

　

校

　

学

　　　　　　

校

　　　　　　

数（Ａ）（校）

　　　　　　

26 505　　　　　　12 159

　　

本

　　　　　

校

　　　　　

数（Ｂ）（校）

　　　　　　

22 478 11 437

　　

分

　　　　　

校

　　　　　

数（ｃ）（校）

　　　　　　

4 021 722

　

学

　　　　　　

級

　　　　　　

数（Ｄ）（級）

　　　　　　

285 296 144810

　

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（Ｅ）（千m2）

　　　　　　

46 56ﾖ 24 151

　　

鉄筋コンクリート構造

　

（Ｆ）（千m2）

　　　　　　　

5 589 3 415

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　

（Ｇ）（千m2）

　　　　　　

40 979　　　　　　20 741

　

屋

　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積（Ｈ）（千m2）

　　　　　　

5 934　　　　　　3 286

　

屋

　

外

　

運

　

勣

　

場

　

面

　

積（Ｉ）（千m2）

　　　　　

116 099　　　　　83 125

　

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｊ）（千m2）

　　　　　　　

5 176　　　　　　　820

　

不

　　　

足

　　　

面

　　　

積（Ｋ）（千m2）

　　　　　　

1 629　　　　　　2 416

　

児

　　

童

　　

生

　　

徒

　　

数（Ｌ）（千人）

　　　　　　

11 717　　　　　　6 643

　

教

　

職

　

員

　

数（本務者）（Ｍ）（千人）

　　　　　　　

413

　　　　　　　

249

　

鉄筋コンクリート構造比率剛/勁×100（％）

　　　　　　　

12.00

　　　　　　

14.14

　

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率(J)/E)×100（％）

　　　　　　　

11.12

　　　　　　　

J.jり

　

児童生徒人当り校舎面積

　

E)/≪口

　　

（m2）

　　　　　　　

J.ﾀﾌ

　　　　　　　

j?.∂4

「児童生徒１人当り屋内運動場面積佃/ロ（m2）

　　　　　　　

0.51

　　　　　　　　

り.4ﾀ

　

児童生徒１人当り屋外運動場面積（I）/□（m2）

　　　　　　　

ﾀ冽

　　　　　　

12.51

　

1校当

　

り児童生徒数旧/㈲（人）

　　　　　　

4j2

　　　　　　　

5我i

　

1学級当り児童生徒数口/鶴（人）

　　　　　　

41.1

　　　　　　　

45.9

　

教職員１人当り児童生徒数Ｕ/Ｍ（人）

　　　　　　

留.4

　　　　　　

26.7

　　　　　　　　　

取

　　

得（千m2）

　　　　　　

4018

　　　　　　

6313

　

昭和35年度

　

土

　　

地｛

処

　　

分（千m2）

　　　　　　　

407

　　　　　　　

640

　

事

　

業

　

量

|

．

　

／

　　

取

　　

得（干m2）

　　　　　　　

1801

　　　　　　

2 532

　　　　　

建

　　

物｛

処

　　

分（千m2）

　　　　　　　

892

　　　　　　　

321

（注）自治省調による。
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当該年度の国立，公立，私立の高等学校１学年在学者

前年度の中学校３学年在学者×（１一年間減耗率）



　　　　　　

第56表

　

教育施設の状況（つづき）

その２

　

高

　

等

　

学

　

校

　

施

　

設

　　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

｜高等学校｜備

　　　

考

　

学

　　　　　

校

　　　　　

数（Ａ）（校）

　　　　　　

3 527

　　　

本

　　　　　

校

　　　　　

数（Ｂ）（校）

　　　　　　　

2 543

　　　

分

　　　　　

校

　　　　　

数（Ｃ）（校）

　　　　　　　

984

　

課

　　　　　　

程

　　　　　　

数（Ｄ）

　　　　　　　　　　

6415

　　　

通

　　　

常

　　　

課

　　　

程（Ｅ）

　　　　　　　　　　

2 375

　　　

定

　　

時

　　

制

　　

課

　　

程（Ｆ）

　　　　　　　　　　　　　

1 814

　　　

併

　　　　　　　　　　　

置（Ｇ）

　　　　　　　　　　

2 226

　

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（Ｈ）（千m2）

　　　　　　

12 300

　　　

鉄筋コンクリート構造（Ｉ）（千m2）

　　　　　　

2 460

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他（Ｊ）（千m2）

　　　　　　

9 840

　

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｋ）（千m2）

　　　　　　　

979

　

生

　　　　　

徒

　　　　　

数（Ｌ）-（千人）

　　　　　　

2 307

　　　

通

　　

常

　　

課

　　

程（Ｍ）（千人）

　　　　　　

1 801　　　　　　－

　　　

定

　

時

　

制

　

課

　

程（Ｎ）（千人）

　　　　　　　

435

　　　　　

小

　　　

計

　　　

（Ｏ）（千人）

　　　　　　

2 236

　　　

通

　　

信

　　

教

　　

育（Ｐ）（千人）

　　　　　　　　

71

　

教

　　　

職

　　　

員

　　　

数（Ｑ）（千人）

　　　　　　　

130（ほかに通信教

　

鉄筋コンクリート構造比率（I）/佃ｘloo（％）

　　　　　　　

即.o

　　　　

育589人）

　

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率

　

如/㈲ｘl00（％）

　　　　　　　

∂.Q

　

生徒一人当り校舎面積如/朗（m2）

　　　　　　

５.5

　

一校当り通常課程生徒数勁/（知（人）

　　　　　　

7卵

　

教職員一人当り生徒数(0)/(Q) (人）　　　　　　　j7

　　　　　　　　　　　

取

　　

得（千m2）

　　　　　　

3 141

　

昭和35年度

　

土

　　

地｛

処

　　

分（千m2）

　　　　　　　

494

J¨

じ

り17ﾄﾞﾌﾟに:?

　　

二

　

水

　　　

産

　　　

実

　　　

習

　　　

船（隻数）

　　　　　　　　

55

　　　　　　　　　　

j

　

保

　　　　

有

　　　　

船

　　　　

舶（トン数）

　　　　　　　

6 476

（注）自治省調による。
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第57表

　

昭和35年度高等学校費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　

区

　　　

分

　　

｜純

　

計

　

額｜都道府県｜市

　

町

　

村

’人’

　　

件

　　　　

費

　　　

6.4438　7ぶ　　59 109　7謡　　5 329　5詣

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

5 858　∂,7　　5 066　∂.5　　　792　∂ｊ

　

普通建設事業費

　　　

14 558　拓.7　　12 209　15.6　　2 668　認.4

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

2 440　　2.∂　　　2010　2.5　　　617 6-6

　　

合

　　　　

計

　　

87 294 100.0　78 394 100.0　9 406 100.0

第58表

　

昭和35年度社会教育費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　

区

　　　

分

　　

１純

　

計

　

額｜都道府県１市

　

町

　

村

物

　　　

件

　　　

費

　　　

3 308　2詣　　　633　2ぶ　　2 675　お1

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

1 807　妬.2　　　309　j2旧　　1 585　拾0

普通建設事業費

　　　

3 627　お,5　　1 323　乱4　　2 432　27.6

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 429　21-7　　　309　12-0　　2 120　24-0

　

合

　　　

計

　　

11 171 lOO.Oj　25ﾊﾟ100.0　8 812ツ00.0

第59表社会教育施設の状況

　　　　　　　　　　　

昭和35年度末現在

　　　　　　　　　　　

総

　　　

計

　

都道府県

　　

市‾而‾‾ﾏﾄﾞ］

　　

区

　　　　　

分

　　　

尚尚

可

剽

尚ぶｰ

幼

　　　　

稚

　　　　

園

　　　

2 740　　9o為　　　　8　　　1ふ　　2 732　　89ｿt

社

　　

公

　　

民

　　

館

　　

8 321　　6 407　　　－　　　－　8 321　　6 407

会

丿

図

　　

書

　　

館

　　　

663

　

3 807　　92　1 525　　571　2 282
ﾐ§

　　

博

　　

物

　　

館

　　　　

84

　　

425

　　　

2o

　　

166

　　　

64

　　

259

施
t

公

　　

会

　　

堂

　　　

558

　　

847

　　

11

　　

168

　　

547

　　

679

設

　　

体

　

育

　

施

　

設

　　　

937

　　

831

　　　

83

　　

257

　　

854

　　

574

（注）自治省調による。
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参考表（6.）高等学校生:徒し急

区

　　　　

分

　　　　

１

　

≒聶)

　

ｌｉ費

　

，
|ヨrｎ岫-

　　　　　　

ﾚ

（靉36麟

い

回|㈱む蔽河6弔価

ｉ乖運啄窟

　　

67

　

7

　　

60

　

369

　

22

　

347

　

38

　

2

　

36

⊇Ｊ

　

翌バま

　　　

I

こ

　　

こ

　　　

ニ

　　

こ

　　

ニ

　　

Ｅ

　　

７

　　

Ｕ

　　

Ｕ

育振興

{

設

　

備

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

69

　　

24

　　

45

　　

5

　　　

1

　　　

4

合

　　　　

計

　　　　

－

　　

－

　　　

－

　

553

　　

75

　

478

　　

48

　　

5

　　

43

(注) １

２

その１

文部省調による。

新設校の用地所要坪数は約180万坪と推定し，別途地方債の許可を行なう

目的別内訳
第60表 昭和35年度社会

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　　　　　

純

　　　　

計

　　　　

額

　　

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　　　　　　　

64 398　　　　　　　　54.1%

　　

児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　　　　　　　

18 056　　　　　　　　ﾀ.∂

　　

住

　　　　　

宅

　　　　　

費

　　　　　　　　　

41 320　　　　　　　　　21.９

　　

災

　　

害

　　

救

　　

助

　　

費

　　　　　　　　　　　

935

　　　　　　　　　

0.5

　　

労

　　　　　

働

　　　　　

費

　　　　　　　　　　

5 630　　　　　　　　　∂.a

　　

失

　

業

　

対

　

策

　

費

　　　　　　　　

39 065　　　　　　　即.7

　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　

19 192　　　　　　　　　10.2

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

188 596　　　　　　　100.0

　

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年
丿

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

純

　

計

　

額

　

㈲

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　

¶-
費
等
費
費
費
費
費
金
他

　

費

　

業
業
‘
’
業

　

助
経
事
事
業
事

　
　
　

｀
設
旧
事
策

件
Ｊ
的
建
復

　

対
付
の

　

費
資
通
害
託
業

　

助

　

普
災
受
失

物
扶
投

　
　
　
　

貸
そ

合 計

1201

76 96

　　　

751

　

38 911

　

10 623

　　

6 802

188 596

-

　　

％

　

∂.Q

　

4ひ.ﾀ

　

ぎり.∂

　

23.7

　

Q.4

　

0 .2

　

16.3

　

9,8

　

2.7

100.0

－238－

－－

１

Ｓ

Ｓ

一

一

■

－
-

　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　

Ｉｌ

　　　　　　

ｊ



増に伴う施設整備計画
(単位

　

億円)

二

　

の

　　　

年

　　　

次

　　　

計

　　　

画

　　

昭和37年度

　　　

昭和38年度

　　　

昭和39年度

　　　

昭和40年度

辰１げ四半

皐

半国峠口

斗

田０帥回

小

匹半四半費

　　

115

　　　

4

　　

111

　　

121

　　　

8

　　

113

　　

95

　　　

8

　　

87

　　

－

　　

－

　　

－

　　

12

　　

－

　　

12

　　

11

　　　

－

　　

11

　　　

9

　　

－

　　　

9

　　

－

　　

－

　　

－

　　

15

　　　

5

　　

10

　　

23

　　　

8

　　

15

　　

23

　　　

8

　　

15

　　

17

　　　

6

　　

11

　　

12

　　　

4

　　　

8

　　

19

　　　

7

　　

12

　　

19

　　　

7

　　

12

　　

14

　　　

5

　　　

9

　　

154

　　

13

　　

141

　　

174

　　

23

　　

151 146　　23 123　　31　　11　　20

ものとする。

及び労働施設費の状況
(単位

　

百万円)

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

｜

　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　

28 881　　　　　　　32.2%　　　　　　35 888　　　　　　　おｊ豺

　　　　

7 957　　　　　　　　∂.9　　　　　　　　10681　　　　　　　　10.4

　　　

20 507　　　　　　　22.9　　　　　　　　20％0　　　　　　　　20.5

　　　　　

676

　　　　　　　　

Q.7

　　　　　　　　　

313

　　　　　　　　

Q.3

　　　　

4 959　　　　　　　　5.5　　　　　　　　　727　　　　　　　　Q.7　；

　　　

14 696　　　　　　　16.4　　　　　　　　24 382　　　　　　　　23.9

　　　

12 006　　　　　　　13.4　　　　　　　　9 269　　　　　　　　ﾀ.j

　　　

89 682　　　　　　　100.0　　　　　　　102 220　　　　　　　100.0

－239－

(単位

　

百万円)

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

市

　

･ｴ

　

お

　

０３４４４帽

　

礼

一

ノノド訓監

と

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　

％l

　　

6 655　　　∂.5　　13 498　　　　7.∂　a　1 485　△ﾀ.7　△　11.0　　34.7、

　

42 709　　4j.∂　　71 056　　　む.0　　　5912　　a∂.7　　　　∂.3　　13.4M

　

46 387　　45.4　　74 764　　　43.1　　　7 426　　48.6　　　　タ.9　　10.6-･

　

19 924　　jﾀ.5　　37 064　　　21.4　　　3 504　　2J.り　　　　９.5　　　4.∂･

　　

1 623　　　j.∂　　　1 942　　　　1.1　　　　l8　　　0.1　　　　θ.∂　1 203.31

　　　

578

　　　

Q.∂

　　　

1 214　　　　θ.7　△　463　△3.1　△　38ぶ　　105.1

　

24 262　　23.7　　34 544　　　j9.ﾀ　　　4 367　　2∂.∂　　　　ﾀ.7　　　9,9｡

　　

2 106　　　2.Q　　　9 577　　　　5.5　　　1 046　　　∂.ﾀ　　　扨.ﾀ　　25.7

　　

4 363　　　4j　　　4 428　　　　2.∂　　　2374　　15.5　　　53.6　　　2.2'

　

102 220 100.0　　173 323　　100.0　　15 273　100.0　　　　8'81　　13.8

j



その３

　

財

　

源

　

内

　

訳

第60表 昭和35年度社会及び

第61表

　

昭和35年度生活保護費の状況
(単位

　

百万円)

　　　

区

　　　

分

　　

ｌ純

　

計

　

額｜都道府県

　

｜市

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　

扶助費、補助費等

　　　

61 654　　％.∂　27 558　　巧.4　34 411　　弱.9

　　

物

　　

件

　　

費

　　　

1 623　　2.5　　716　　2.5　　907　　2.5

1

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

1 121　　　j.よ607　　　2.j　　　570　　　j.6

　　　

合

　　　　

計

　　　　

64 398　　100,0　28 881　　100.0　35 888　100.0

第62表

　

被保護者数の推移（1ヵ月平均）

　　　　　　　　

被保護実人員

　　

生活扶助

　

住宅扶助

　

教育扶助

　

医療扶助

　

区・利水ヅヅ．

白

百

ﾚ

ﾄ

ﾋﾟ

ヰ⊇

’

　　　　　　　

千人

　　　　　　

人

　

千人

　　　　

千人

　　　　

千人

　　　　

千人

　

翠lj30年度

　

1 928　100.0　21.7　1 704　100.0 845　100.0 585　100.0 386 100.0

　　　

31

　　　　

1 825　ﾀ4.∂　20.3　1 561　91.6 748　∂∂.5 543　∂2.ﾀ372　96.3

1

　　　

32

　　　　

1 649　∂5.5　j∂.2　1 431　∂£0 614　72.7 496　∂j.∂365　∂£5
1
，

　　

33

　　　　　

1 615　　∂3.7　17.6　1 438　∂4.4 629　74.4 500　∂5.6＼ 389　100.6

・

　　

34

　　　　

1 664　∂∂.J　j∂j　1 470　∂∂.2 664　78.6 510　∂7,a 433　112.1

　　　

35

　　　　

1 642　∂5j　17.6　1 425　∂3.6 656　77.6＼ 496　∂4.∂460　jjﾀ.2

(注) １

２

生活保護速報(厚生省社会局保護課)による。

被保護実人員は歴年による。

240

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　

ヾ

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‥

　　　　　　　　　　　

純計額cA）

　

｜

　

都道府県へ

ｰ

　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　

92 404　　　4ﾀ.Q　　40 388　　　45.０

　

使用料、手数料

　　　　

68恥

　　

3.δ

　　

1 871　　　　　2j

　

雑

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　

12 601　　　　∂.7　　　7 968　　　∂.9

　

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　　

8818

　　　　　

j.7

　　　　

4 929　　　　　5.5

　

その他特定財源

　　　　

8 735　　　4.6＼ 5 225 5.∂

　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　　

59 212　　　乱4　　29 301　　　32.7

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

188 596　　　100.0　　89682　　100.0



労働施設費の状況（つづきで）

第63表

　

昭和35年度児童福祉費の状況

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　

区

　　　　

分

　　

｜純

　

計

　

額

　

｜都道府県

　

｜市

　

町

　

村

Ｉ

　　

人

　　

件

　　

費

　　

｜

　

1692　　　　髭　163　　　詣ト．|　麗

　　

物

　　

件

　　

費

　　　

3 536　　jﾀ.∂　　1216　　巧.ぶ　2 320　　21､７

＝

　

扶助費、補助費等

　　　

9 665　　認.5　4 860　　心.j　5 242　　の.j

　　

普通建設事業費

　　　

2 377　　燧.2　1 224　　巧ﾂ　1 294　　12.1

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

786

　　

4.J

　　

4

]

　　

∂.2

　　

29

1

　　

2.a

　　　

合

　　　　

計

　　　　

18 0561　100.0　7 95ｱ　100.01　10 681　100.01

第64表

　

昭和35年度住宅費の状況
(単位 百万円）

　　　

区

　　　　

分’

　

|．純

　

計

　

額

　

ｉ都道府県

　

｜市

　

町

　

村

１

　

普通建設事業費

　　

32 829　　7詣 16 895

岫16036　　　76.5

　　

災害復旧事業費

　　　

1 839　　4.5＼ 324　　　　j.∂　　1515　　　7.2

1

　

貸

　　

付

　　

金

　　　

2710

　　

∂.∂

　

1 825　　∂.ﾀ　1 153　　5.5

1

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

3 942　　ﾀ.5　　1 463　　7j 2 256　　　扨.∂

　　　

合

　　　　

計

　　　　

41320

　　

100.0

　

20 507　　100.0　20960j　100101

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

― 241 ―

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

‾

　

昭和34年度純計額

　　

増

　　　　

ヽ｀

　　

’増減率

　　　　　

｜

　

市

　

田J

　

わ

　　　　　

叫

　

≒ト（ﾉﾊﾟjト．|昌利

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　

％

　　

脳

　　　

52 016 －　50.9　　87 911　　　50.7　　　4 493　　2ﾀ%　　　　5j　　　j.21

　　　

4 955　　　4.∂　　　5 866　　　　j?.4　　　　％○　　　∂.J　　　妬.j　　　∂.91

　　　

5 077　　　5.り　　　9 447　　　　5.j　　　3 154 20.j　　　　33.4　a　5ぷ

　　　

4 158　　　4,j　　　9 827　　　　5.7　ム　1009　ム　∂.∂　　乙拓ｊ　　　∂う

　　　

6 163　　　∂.0　　　8 294　　　　4.∂　　　　441　　　2.9　　　　　5.j　　紹ぷ

　　　

29 851　　2ﾀ.2　　51 978　　　50.0　　　7 234　　47.4　　　穏.J　　四.4
j

　

102 220　　100.01　　173 323　　100､0　　15 273　　100.0　　　　8.8 13.8



第65表

　

公営住丿宅等の

　

区

　

分

　

|

　

公

　　

営

　　

どﾌﾟﾚ

ｲ主宅戸ｌ

　

≒ま｣≒jL

　

木

　

造

　　　

226549　　193289

轟;二二

第66表

　

昭和35年度災害救助費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　　

区

　　　　

分

　　

｜純

　

計

　

額

　

｜都道府県

　

｜市

　

町

　

村．

　　

物

　　

件

　　

費

　　　

207

　　

2

が|

　　

122

　　　

詣

　

85

　　　

認

　　

扶助費、補助費等

　　　　

425

　　

妬､5

　　

334

　　

4ﾀ.4

　　

145

　　

9.a

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　

177

　　

皿∂

　　

174

　　

25.7

　　　

3

　　

j.0

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

126

　　

お.5

　　　

46

　　

∂.∂

　　　

80

　　

2＆５

ト・

　　

・

　　

935

　　

100.0

　　　

676

　　

100.0

　　　

313

　

j卯･9

　　　　　

第67表

　　

災害救助法の適用状況

その１

　

適用団体数

臨

　

り昭和34年度

　　

ｌ

　

ｎ畔・

　　

問浄6 J130

　　　　

ヰ姫Ｐ官叫に司『爾９

ﾚ

鴫ｒｙ“

火

　　　　

災

　　　

10

　　

101

　　

11

　　

6

　　

6

　　

7

　　

6

　　

7

　　

11
尖な諭忿朝1r

　　

11

　

481

　

776 10　　26　　78　　－　‘－　　－
7

　

。祐

　　

：

　

：

　

：

　

ｌｌ：丁：：

　　

計

　　　　　　

21

　　

58

　

787

　　

18

　　

34

　　

87

　　

6

　　

7

　　

11

－242



建設状況昭和35年度末現在

　　　　　　　　

(単位戸)
匹|

　

その他

1

合

　

計

　　　　　　　

｜

　　　

533 103　　　36 262　　　569 365

　　　

419 833　　　33 029　　　452 867

　　　

113 265　　　　3 233　　　116 498

　　　

48 232　　　　1 982　　　50 214

その２

　

被害状況 (水害

　

2 000戸以上)

発生年月日

　

｜

　　

災害の種類

　　

１

　

救助法適用団体

　

l人的被害|笑家の被

35皐5月24日

　

より地震津波による水

　

10道県

　

34市町村

　　　

11E

ﾍ

　　

404
こＩ

　　

７

　

８

　　

景雨による水害

　　　　　

3県

　　

4町

　　　　　　　

6o

　　

l8 803

　　

□

　

2

　　　

諮琵‰

　

に

　

ニ

　　

に

　　

謂工潔繕

　

ユパヱ

　　　　

二

　　

二

　　

10‘7

　　

豪雨による水害

　　　　　

２県

　　

４市町

　　　　　　

8

　　　

2 539

（注）厚生省社会局施設課調による。

第68表

　

社会福祉施設の状況

　　　　　　　　　　　　

(昭和35年度末現在)

　

区

　　　　　

分

　　　　

９

　　

（都道府県

　

｜市

　

田J

　

せ

　　　　　　　　　　　　

箇所数1職員数1箇所数|職員数|箇所数|職員数

保

　　　

育

　　　

･所

　　　　

5 807　2八ぬ1　　101　　　5之!　　5706　251公

母

　　　

子

　　　

寮

　　　　

516

　　

12471　　　42　　128 474　　1119

養

　　　

老

　　　

院

　　　　

450

　

3 209　　　37　　4回　　413　2 732

授

　

産

　

施

　

設

　　　　

387

　　

1300

　　　

52

　　

324
J

　　

335

　　

976

(注) 自治省調による。
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参考表(7) 公

　

営

　

住

　

宅

　　　　　　　　　

第１期（昭和27. 28. 29年度）　　　　第２期〔昭和30. 31. 32

　

区

　　　

分

　

ﾚ

3ヵ年計画|実

　　　

貪|匂/収×100 3ヵ年計画|実　　　績

　

ｉ

　

１

　

・

　　

。

ﾎﾟ

o

　

9

ご

　　

詣

　

ｻ

）

ﾎﾟ

o1

　

8o

こ

　

第

　

２

　

種

　　　　

45 000　　　24 969　　　　55.5　、　55 000　　　62 005

j

　

合

　　

計

　　　　

180 0001　　124 020　　　　68.9　　　155 0001　　142 195

(注) １

２

３

建設省調による。

過年災および予備費補正予算支出当年災の災害公営住宅を含まない。

（

　

）内は改良住宅を加算した戸数および率である。

その１

　

日的別内訳

保
伝
結
そ
清
そ
そ

合

染

健

　

病

　

所

予

　

防

　

核

　　

予

　　

防

　

の

　

他

　

予

　

防

　

掃

　　

事

　　

業

の他環境衛生

　　　　

の

　　　　　　　　　

計

その２

　

性質別内訳

費
費
費
費
費
費
他

第69表
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昭

　

和

　

35

　

年

　

度

3 503

4 560

7 458

3 126

15 215

　

3 671

　

7 239

44772

C
S
J

t
o

O

O

C
M

Ｃ
Ｍ
０

　

一

　

一

　

暴

　

・

　

―

　

争

　

－

O

(
Ｏ

C
ｓ
.

･
＊

C
o

t
o
０

ｊ
ｊ

　
　

Ｊ

　
　

ｊ
ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

　

純

　

計

　

額
囚

|

　

都

　

道
7
府県

　　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

18 833　　jが8 478　　詔

　　

扶

　

助費、補助費等

　　　　　

9 727　　　21.7　　　8 606　　　∂ﾀ.5

　　

普通建設事業費

　　　　

10 690　　23.9　　3 133　　14.4

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

5 522　　　12.3　　　1 549　　　7.j
｜

　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

44ｱﾌ2

　　

丿00.0

　　

21766

　　　

100.0

ｌ

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

｜

　

屯

　　　　

十

　　　

昭

額
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

/
｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

.I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿－



建

　

設

　

３

　

ヵ

　

年｀一計」画
(単位

　

戸)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-●●〃--

　

／／
屎11)/

　　

｀

　　　

第３期(昭和33.34.35年度)

　　　

第４胡(昭和36,37.38年度)
仁二⊇

３９回ﾄﾞ

保

　

健

　

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況

－245－

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　

昭和34年度純ﾄ額

　

mi

　　　　　　

増゛利一

2丿゛”

　　　　

叫

ぷ§仙構・り影
100声

皿

卜

　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　

ｉ

　　

％

　　　

妬

　　

％

1，

　　

10 355 59.7　　16 426　　　421　　　2 407　　42.4　　　巧.7　　12.2

　

:

　

3 485　　13.3　　　8 459　　　21.6　　　12681　　22.4　　　巧.り　　　2j

L

　　

8 289　　31.7　　11 086　　　2∂.j　ム　　396　･ヽ7.り　　△　3.5　　扨.0

j

　　

398

1

　　

15.3

　　　

3 128　　　　∂.Q　　　23941　　42.2　　　76.5　　　2.2

う

　　

26 112　　100.0　　39099　　　100.0　　　5673　　100.0　　　14.5　　10.1

　　　

゛和

　　　　　

35

　　　　　　

年

　　　　　

度

１

　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

１

　　

市

　　

町

　　

村
|

　

∧

　　　　

2610

　　　　　　

12､０％1

　　　　　　　

904

　　　　　　　

.J.5％

　　　　　　　　　

2 232　　　　　　　如j　l　　　　　　　3 657　　　　　　　　14.0

･
1　　　　　　　5 951　　　　　　　27.2　1　　　　　　　2315　　　　　　　　∂.9

ズブ゛

　　　　

2 285　　　　　　　珀･5　1　　　　　　　　　1 074　　　　　　　　4.1

l1

　　　　　　　

3 680　　　　　　　16.9　1　　　　　　　11 635　　　　　　　　な.∂

　　　　　　　　　

1 155　　　　）　　5.J　I　　　　　　　　　2 907　×　　　　　　11.1

j

　　　　　　　

3 853　　　　　　　17.7　　　　　　　　　　3 620　　　　　　　　13.８

､･

　　　　　

21766

　

1
100.0　　　　　　　　26 112　　　　　　　100.0



その3｀財源内訳

第69表

　

昭和35年,度'保健一

第70表

　

昭和35年度結核予防費の状況

(単位

　

百万円)

尚ﾆﾌﾞﾂﾞ）回し＼］
第71表結核死亡率の状況

(単位

　

人)

丿
ヨダヨ茫到区り白こ（茫茫

ツザ

　

カ

　

ご計で度

　

二〇ご

j

　

32

　　

1

　　　

42718

1

　　　　

4∂.ﾀ

　　　

35

　　　　　　　

31 884|　　　　34.1

（注）厚生省結核予防課調による。

　　　　　　　

第72表

　

健康診断の実施状況

　　　　　　　　

分

　　

1対象人ロ|受診者数

　

受診率･

　

発見者数|患者発見率

　

区

　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　

佃

　　

U/匈×1001

　　

鴎

　　

順)/匂〉ｑ00

　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　　

千人‘

　　　　

％

　　　

千人

　　　　

勿
定

　

期

　

分

　　　　　　

92 428　　37 503　　　刹,∂　　　125　　　6j

　

使

　　　

用

　　　

者

　　　

15 427　　4 672　　　郭.2　　　　21　　　0j･

　

学

　　　

校

　　　

長

　　　

23 255　　18 569　　　7ﾀ.∂　　　　25　　　0.1

　

施

　　

設

　　

の

　　

長

　　　

1 489　　　514・　　　討.5　　　　　1　　　　仰

　

市町村長(一般住民)

　　

52 257　　13 748　　　2j.り　　　　78　　　　04，
定／期

　

外

　　　　　　

3 158 I 335　　　42.3　　　　l7　　　，jl

　　

合

　　　　　

計

　　　

95 586　　38 838　　　40.6　　　142 ；　祠

(注) 厚生省結核予防課調による。
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昭

　　　

和

　　　

35

　　　　

年

　　　

度

レｓ

　　　　　

゛

　

ﾚ

　

ｰt･ｎ　（漕 道后鯛臨うF

国’庫支出’金

　

7 153　詣　5 409 2麗　　1 744
使

　

明

　

料、手

　

数

　

料

　　　

9 075　　加.j　　4H2　　j∂.ﾀ　　4963
地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

2 416　　5･･1　　　177　　り.∂　　　2 239
そ

　

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

　　　

4042

1

　　

タ.Q

　　　

2 084　　　　タ.∂　　　　4293 一

一

　　

般

　　

財

　　　　　

等

　　　

22 086　　49.3　　　9 984 45.ﾀ　　12 871

　

合

　　　　　　　　

計

　　　

44 7721　100‘01　　21 766
｀　100‘0　　26112｀I



衛生費め状況（つづき）

(単位

　

吉万円)

ノ

　　　　

村

　　　　　　　　　　

朗

　　

㈲一朗回

　

｜

　

構成比

　

ば

/（知×100

1

増減率

　　

尚

　　

％

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　

∂.7

　　　　

6 945　　　　j7,∂　　　　　208　　　　∂.∂　　　　j?.0　　　22J

　　　　　

19.0

　　　　

8 645　　　22.1　　　　　430　　　　7.∂　　　　5･自　　　　5.ﾀ

　　　　　

∂.∂

　　　　

3 351　　　　∂.∂ ・a　935　　i 16-5　　△27.9　　　29.jl

　　　　　

妬.J

　　　　

2 427　　　　∂.2　　　　1 615　　　2∂.５　　　66.5　　△40-7

　　　　　

Jﾀ.∂

　　　　

17 731　　　　45-3　　　　4 355　　　7∂.∂　　　21/.1　　　扨.∂

　　　　

100.0

　　　

39 099J 100.0　　　　5 673　　　100.0　　　　叫　1011

第73表

　

昭和35年度環境衛生費の状況
(単位百万円)'

　

区

　　　　

分

　　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

物

　　

件

　　

費

　　

8 458　　j麗I　　3 206　　　詣　5 252　　　諮
普通建設事業費

　　　

7080

　　

37:5 .　　1 202　　24.9　　6 235　　j2.ﾀ
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

3 348　　n.7　　　427　　∂.∂　　3 055:　　2切

｜

合

　　　　　

計

　　　　

18 886　　100.0 4 8351　　100.0　　14 54ﾀﾞ 100.0

第74表

　

環境衛生施設の状況
昭和35年度末現在

　

（1）し尿処理完設

　　　　　　　　　　

I (2)ごみ処理施設

｜区

　

分

　

）

　

=則区

　　　　　

分

　　　

）

　

=頃

蕩厠顛隨耳で［j

　　　　　　　　　　　

’礪別清掃地域人口

　　　　　　

収（千人）

　　　　

51 115　　　　　　　　収（千人）　　　　　51 115

　

収集人口

　　　

知（千人）

　　　　

39 78j 収集人口　　　総（千人） 43 862

　

普及率知/収×100（％）

　　　　　

77-8＼普疫率卿/囚

　　　

（％）

　　　　　　

∂5.∂

　

年間総排出量(c)C千k/）

　　　　

18 678!年間総排出量　回（千t）　　　　　9 589

　

年間収集量

　　

回（千kO KWO･の　13 3571 年間収集量　（哺（千t）（100.0）　7 482

　

ド回に
(=FkO Cii.6) 1 54代鱗皿設目引（問卵

離

折翻
則

子

ﾚﾄﾞ報白川

　　

その他

　　

（千k/) a∂.4）　24祗

　

自家処理(0―(D)E)(千kZ）

　　　　　

5 321　自家処理（（ヵ一回匈（千t）　　　　　2107
自家処理のうち下水

　　　　　　　　　　

自家処理率曲鴎/×100

　

道終末処理施設（千k/）

　　　　　　

987

　　　　　　　　　　　　

（％）

　　　　　

22.0

　

自家処理釦/○×100（％）

　　　　　

2∂.5運器

　

特殊運搬車（台）

　　　　　　

916

　　　

バキューム車

　　　　　　　　　　

搬材
|

運搬用トラック

･･運器

　　　　　　　

（台）

　　　　　

2 226･ 用　　　　　　　　（合） 2 831
搬材

　

運搬用トラック

　

用

　

|

　　　　　　

（台）

　　　　　　

611

1

　　　

海洋投I棄船（隻）

　　　　　　

86

＼（注）自治省調による．
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第75表

　

保健衛生施設の現況

（1）診療所および隔離病舎 (昭和35年度末現在ｙ

　

区

　　　　　

一一

　　

分

　

1診療所|隔離病舎

施

　　

設

　　

数

　

‥

　　　　　　

2 565　　　1 538

建

　

物

　

面

　

積（干m2）

　　　

852

　　　

707

　　

木

　　　

造（千m2）

　　　

748

　　　

627

　　

非

　

木

　

造（千m2）

　　　

104

　　　　

80

病

　　

床

　　

数

　

［床5

　　　

19 180　　273］

　　

一般病床

　

（床）

　　　

11 851　　　　　－

　　

結核病床

　

（床）

　　　

3 406　　　　］

　　

そ

　

の

　

ｲ也

　

．（床）

　　　

3 923　　27 355J

（2）衛

　

生

　

車

　

両

区

　　　　

分

　

|保有台数(台)

レントゲン車

　　　　　

290

患者輸送車

　　　　

716

その他の車両

　　　　

1600

合

　　　　

計

　　　　　

2 606

（注）自治省調による。

その２

　

性質別内訳

248

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

35

　　　　　

年

　　　　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　

|

　

純

　

計

　

額

　

㈲

　

｜都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　

田I

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％|

　　　　　　　　

％
物

　　　　

件

　　　　

費

　　

20 982　　扨,2　　14831　　∂.4　　6 151

扶助費，補助費等

　　　

24 234　　jj.∂ 156141　　ﾀ.ﾀ　　12 266

投

　

資

　　

的

　

経

　

費

　　

112 402　　54-S　　91 689　　5∂,Q　　40869

　　

普通建設事業費

　　

75 608　鍋.7　61 924　即.f　21 351

　　

災害復旧事業費

　　

29 268　　　召.2　　22759　　14-4　／ 18998

　　

受

　

託

　

事

　

業

　

費

　　　

7 225　　3.5　　6 731　　　4.∂　　　494'

　　

失業対策事業費

　　　

301

　　

0.j

　　

275

　　

0.2

　　　

26,一

貸

　　　　　

付

　　　　

金

　　

38 434　　j∂.∂　　32515　　20.5　　　5肌9

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

10 182　　4.ﾀ　　3 556　　2.2　　6 627

　

合

　　　　　

計

　　

206 234　lOO.Oj　158 2051　1oo･o　71 832j



その１

第76万表

　

昭和35年度産業経済費の状況

目的別内訳 (単位

　

百万円)

Ｔ

　

区

　　

分

　

い屯

　

計

　

額｜都道府県｜市

　

田J･

　

村

゛ｸ農

　

業

　　

費

　　

38 494

肩21963　　　麗　21

620　　　諮

　

耕地事業費

　　

56 140　27.2＼　48 149　釦.4　20 926 ， 2ﾀ.j

　

開拓事業費

　　

6 957　　∂ぶ 6 801　　　4.J　　　　603　　　Q.∂

　

畜産

　

業

　

費

　　

6 839　5.3　5 047　3.2　19％　2.∂

　

蚕

　　

業

　　　

費

　　　

2019

　　

1.0

　　

1 922　　j.2　　　1 14　　Q.2

　

造

　　

林

　　　

費

　　　

7 224　　ふ5　　6 577　　ず.2　　1 383　　j.∂

　

治

　　　

山

　　　

費

　　　

8 842　　.　ざ.J　　　8593　　　5.5　　　264　　　0.4

　

林

　　

道

　　　

費

　　　

8 449　　4.j　　6 115　　J.9　　4 541　　∂ｊ

　

その他林業費1

　　

4 943　　2.4　　4 196　　2.7　　958　　1-3

＼漁

　

．

　

港

　　

費

　　　

9 597　　　j.∂　　　6706　　　4.2　　　4 146 ・|

その他水産業費

　　　

7412 ， S.∂　　　5882　　　a.7　　　1 869　　　2.∂

商

　

工

　

業

　

費

1

　

49 318　　2S.ﾀ　36 254　　22.ﾀ　　13 412　　拾ﾖ

．

　

合

　　　　

計

　

1

　

206 234　100.0　1 58 205　100-0　　71 8321　1000

(単位

　

百万円)

/

０３４４０‘‰

J

L談

)

卜成訓誤認

がh

謡菜丿

　　　　　

伺

　　　　

ｌ

　　　

勿

　　　　

｜

　　　

劉

　　　

％

　　　　

％

　　　　　

∂.∂

　　　　

18 054　　　扨.∂　　　　2 928　　　　7.δ　　　妬.2　　　　5.5

　　　　

17.1

　　　

21 685　　　j2.ﾀ　　　　2 549　　　　∂.71　　　11.8　　　　7.j

　　　　

5∂.タ

　　　

91 967　　　5j.∂1　　　20 435　　　55-3　　　22.2　　　17.1

　　　　

29.7

　　　

63 427　　　37.∂|　　　　12 181　　　∂j.∂　　　四.2　　　　詣

　　　　

26-S

　　　

22 854;　　　13-6' 6414　　　　妬.7　　　2∂■1　　　卯.り

　　　　　

り.7

　　　　

5 403　　　　J.2　　　　1 817　　　　4.7　　　j?S.∂　　　∂2ぶ

　　　　　

0

　　　　　

278

!

　　　　

G.2

　　　　　

23，

　　　

0j

　　　　

∂.J

　　　

33.0

　　　　

∂.2

　　　

28 762　　　17.1　　　9 672 25-3　　　53.6　　　2j.ﾀ

　　　　

ﾀ.2

　　　　

7 458.
'　　4.4　　　　2

72　　　　7.j　　　J∂1　　°Q]

，

　

100.0

!

　　

167 926　　100.0　　　38 30J　　100.0　　　22‘81
14.4

― 249 ―



その３

　

財源内訳

第76表，昭和35年ｻﾞ度産奮

第77表

　

昭和35年度農業費の状況

(単位

　

百万円)

　

区

　　　　　

分

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

頌

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　

人，

　

件

　　

費

　　　

59111

　　

巧'1

　　　

664

　　　

∂.り

　　　

5 247　　24.3

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

8 158　　2jぶ　　4 747　　21.6　　3411　　j5.∂

扶助費，補助費等

　　　

1091

白

　　

2∂ぷ

　　

8 261　　37.6　　　5 352　　2i.7

　

普通建設事業費

　　　

7 220　阻/　　4 342　　四.∂　　5 204　　24.1

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

4 085'　　珀.よ　　3 571　　妬.j　　　514　　　2.j

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 207　　　5j　　　378　　　ム7　　　1 892　　　∂.7

　　

合

　　　　

計

　　　

38 4941　100.0　　21 9631 100.0　　21 620 100･9

― 250 ―

　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

S5」

　　

年

　　　　

度

　

ｇ

　　　　　

゛

　

ﾄ

;* ft ?i W I il3道　府　（宵町

国

　

庫

　

支

　

岨

　

金

　　

76 9851　J鳥　　719451　ずが　　5 040

分担金ヽ負担金および寄附金

　　　

9 045　｡ 4.4　　　5 223　　　∂｡3　　　5 188

仁。∴。謡

　

二回二な二

二丿

　

゛

　

≒゛

　

ニトごト2昌

　

ご

　

お



経済費の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

☆ﾚ

9344純゛≒

]

樹鴻

ﾐﾑ

成川諾

示

]‰|

万

感皐

　　　　　　

％1

　　　　　　　　　　　

％I

　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　　

7.G

　　　

63 329　　　J7.71　　　1 3 6561　　　j?5.白　　　21.6　　　17.9

　　　　　　

7.2

　　　　

5 484　　　　5.5　　　　3 561!　　　ﾀ.J　　　∂j.ﾀ　　　23-7

　　　　　

11-0

　　　

30 695　　　召j　　　　12 102　　　Jj.り　　　39.4　　　辺.7

　　　　　

j∂.∂

　　　

16 525　　　　ﾀ.∂ 2 227 5.∂I　　　D.5　　　27.9

　　　　

♂

　

j∂.0

　　　

51 893　　　30-9　　　　6 762㈲　13.0　　　なぷ

　　　　

100‘0

　　

167 926!　　lOO.Oj　　　38 308，　10010｣　　22.8　　　14.4

第78表

　

昭和35年度耕地事業費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　

区

　　　　　　

分

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

普通建設事業費

　　

27 883　　j詣1　　24 403　　5jﾂ　　482ｿﾞ　　2jﾘ|

災害復旧事業費

　　

20 558　　おｿﾞ　　17 611　　ｙ.∂!　　14 4よ ∂ﾀ.2

　

受託事業費

　　

5 575　　9.W　5 443　11.3.　　1ﾆ0.6

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 124 J］　　　692　　　1.4　　　148J　　　7.j

　

合

　　　

計

　　

56 140 10001　48 149　100.01　20よ 100.0

　　　　　　　　

l

　　　　

l

　　　

l

　　　　　　　　　　　　　　　

l

第79表

　

昭和35年度造林費の状況

(単位

　

百万円)

　

区

　　　　　　

分

　

ｌ

　

純

　　

計

　　

頷

　

１

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

普通建設事業費

　　　

6 078　　∂刻　　5 668 面.2　　　8ﾂﾞ　　62.9

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 146　　j5ぶ　　　909　　jふ8　　　51ま　　37.1

　

合

　　　　　

計

　　　　　

ア224

　　

、

100.0

　　　

6 577 100.01　　　1､383　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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第80表ﾉ造I･林ごト事……業

Ｅ

　

９

　

・

　　

ふ

　　　

’

ﾔ

。

内

　

万二仁ｊ］］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

林野庁所管１

昭和。

　

総

　　　　

数

　　　　　　　　

587

　　　　　

131

　　　　　

函

30年

　　

人

　

工

　

更

　

新

1

　　　　

383

1

　　　　　

56

　　　　　　

55

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　

204!

　　　　　　

75

　　　　　　　　

75

　

31

　　

1総

　　　　　

数

　　　　　　　　　　

561

　　　　　　

144

　　　　　　

14U

　　　

・

　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　

361

　　　　　　

63

　　　　　　

61

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

1

　　　　

200

　　　　

81

　　　　

80｀

　

32

　　

総

　　　　

数

　　　　　　　　　

521

　　　　　

137

　　　　　

136

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　

337

　　　　　　

70

　　　　　　

69

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　

184

　　　　　　

67

　　　　　　

67E

　

゛33

　　

総

　　　　

数

　　　　　　　　　

507

　　　　　

125

　　　　　　　

124'

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　

361

　　　　　　　　

76

　　　　　　

75，

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　　

146

ﾚ

　　　　　　

49

　　　　　　

49，

　

34

　　

総

　　　　

数

　　　　　　　　　

498

　　　　　

114

　　　　　

113

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　

364

　　　　　　

76

　　　　　

’75･

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

1

　　　　

134

　　　　

381

　　　　

38

　

35

　　

｜総

　　　　

数

　　　　　　　　　

544

　　　　　　

133 13､1

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新’

　　　

395

　　　　

84

1

　　

、82

　　　　

｜

　

天

　

然

　

更

　

新l

　　　　

149

1

　　　　

49

　　　　

49

（注）農林省統計調査部調による。

　　　　　　　　

第81表

　

昭和35年度治山費の状況
(単位

　

百万円)

区

　　　　　

分｜純

　

計

　

額

　

｜都道府県

　

｜市

　

町

　

村

普通建設事業費

　　　

7 539　　∂麗　　7 508　∂鳥‘　゛　43　　　詣

災害復旧事業費

　　　

8

ﾂﾞ

　　

ﾀ,∂

　　　

852

　　

ﾀ.ﾀ

　　　　

13

　　

4･外

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

4391

　　

4.9

　　　

233

　　

2.7

　　　

208

　　

忽∂

　

合

　　　　

計

　　　　

8 8421　100‘0　　8 593　1000　　　264　　100.0

第82表

　

治山施設の整備況状（都道府県分）

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　　　　

昭

　

和

　

35，

　

年

　

度

　

事

　

業

　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

箇

　

所

　

数｜

　

面

　　

積

　　

等ニ

え

　　　　　

ん

　　　　　

堤

　　　　　　　　

2 669 706 878 m?
山

　　　

腹

　　

工

　　　

事

　　　　　　　　

1 351　　　　　　　　　　　　3258 ha

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

293

　　　　　　　　　

31457･㎡

j

床

　　　　　　　　　　　

止

　　　　　　　　　

743

　　　　　　　　　　　

89 O12m4

（注）自治省調による。
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の

　

実

　

施レ状

　

況

第83表

　

昭和35年度林道費の状況

(単位

　

千町歩)

(単位″百万円)

　

区

　　　　　　

分

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

１

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

’y

　

普通建設事業費

1

　　

589

ﾘ

　

∂jﾂi

　　

4 206　　δjt　　3030　　∂jﾂ

　

災害復旧事業費j

　　

2 165 25-6　　　1 828　　2ﾀ.5　　　　1187　　　26.1

　

そ

　　

の

　　

他1

　　

392

1

　　

4.

ﾂ

　　　

81

　　

j.∂

　　

324

　　

7,2
1

　

合

　　　　

計

　

i

　　

8 44?　100 （y　　6 1151　100101　　4 5411　100.01

第84表

　

昭和35年度漁港費の状況
(単位

　

百万円)

　

Ｉ

　

区

　　　　　　

分

　

ﾚ純

　　

計

　　

額

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

普通建設事業費

　　　

6 890　　諮　　５Ｕ　　諮|　　2 564

言

'災害復|日事業費

　　　

2211

　　

2ふ0

　　　

768

　　

11.5

　　

1 465　　お,j

，そ

　　

の

　　

他

　　　

496

　　

5.2

　　　

389

　　

コ

　　

醐

　　

2､8

　　

合

　　　　

計

　　　

959ｱ

　

lOO.Oj

　　

6 706　100.0　　4 146　100.0
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訳

☆刊

・
ｿﾞ二ニノニ》

　

引

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

60

　　　　　　　

17

　　　　　　

431

　　　　　　　

396

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

45

　　　　　　　

13

　　　　　　

32

　　　　　　　

282

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

15

　　　　　　　

4

　　　　　　

11

　　　　　　　　

114

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

56

　　　　　　　

17

　　　　　　

39

　　　　　　　

316

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

46

　　　　　　　

16

　　　　　　

30

　　　　　　　

252

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

10

　　　　　　　

1

　　　　　　　

91

　　　　　　　

109｢，

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

53

　　　　　　　

18

　　　　　　

35

　　　　　　　

331

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

42

　　　　　　　

15

　　　　　　

27

　　　　　　　

225

1

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

11

　　　　　　　

3

　　　　　　　

8

　　　　　　

, 106

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

51

　　　　　　　

16

　　　　　　

35

　　　　　　　　

331

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

42

　　　　　　　

141

　　　　　　

28

　　　　　　　

243

1

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

9

　　　　　　　

2

　　　　　　　

白

　　　　　　　　

881

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

48

　　　　　　　

19

　　　　　　

29

ニ

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

42

　　　　　　　

17

　　　　　　

25

　　　　　　　

246

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

2

　　　　　　　

4

1

　　　　　　　　

901

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

57

　　　　　　　

19

　　　　　　

38

　　　　　　　

35

j

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

47

　　　　　　　

16

　　　　　　

31

1

　　　　　　　

264

　　　　　　　　　

O1

　　　　　　　　

10

　　　　　　　

3

　　　　　　　

71

　　　　　　　　

9J4、



その１

　　

第85表漁港施設の状況

管理者別港湾数 (昭和36. 9. 1現在)

ｙ

　　

区

　　　

（落ヅ訓果２割鴛３劃な諾卜計'j

　　　　　　　　　　　　　　

¶

　　

漁港管理者指定済漁港，

　　　

2 254　　　　341　　　　78　　　　56 2 729

゛

　

漁

　

港

　

都道府県

　　　　　

2卵

　　　　

188

　　　　

73 56　　　　546

　　　

管理者

1

市町村

　　　　

2 025　　　‘153　　　　　5　　　　　－2 183

　　

漁港管理者未指定漁港

　　　　　

10

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

10

　　　

合

　　　　　

計

　　　　

2 264　　　341　　　　78　　　　56　　2 73り

（注）水産庁漁港部計画課調による。

その２

　

漁港施設の整備状況 (昭和35年度末現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　

訳

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

|

　

宋，

　　　

計

　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県1市町村･

　　　　　　　　　　　　

総

　

延

　

長

　

（km）

　　　　　

2 226　　　｡682　　　1 544

　

防波堤等外かく施設|

　　　　　　　　　　　　　　　　　

･

1

　

’

　　　　　　　　　　

改良済延長

　

（km）

　　　　　　

841

　　　　

358

　　　　

483

　

け

　

い

　

船

　

岸

　

の

　

延

　

長

　　

（km）

　　　　　

691

　　　

269

　　　　

422

　　　　　　

防波堤外かく施設の新設延［k。］

　　　

34二つｽ

’昭和35

　

誘
波堤外かく唖設の改良延（k°）

　　　　　　

241

　　　　

9

1

15

　

年度事

　

長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　

ｌ

　

業量

　　

けい船岸の新設，改良延長（km）

　　　　　　

20

　　　　

91

　　　　

11

1

　　　　　

浚

　

せ

　

っ

　

量

　　　　

（千㎡）

　　　　　

I 635　　　　973　　　662

（注）自冶省調による。

－254－



第86表

　

昭和35年度商工業費の状況

第87表

　

団体別商工業費の状況

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

Ｅ

　　

（大

　

ｔ

　

市１

　　　

市

　　　

卜

　

‾筝Ｔ

　　　　　　　　　

然

　

％

　　　　　　　

％

　　

％

　　　　　　　

％

　　

％
商工業費

　　

2 457　74.0　　2.S　　8 352　お.Q　　2.2　　2 299　　5.7　　Q.泥

産業経済費

　　　

3 322　100.り　　3.1　27 351　j叩.り　　71　40 544　如り.Q　15-6･

歳出総額

　

108 340　　－　100.0 375 134　　－　100.01 260 688　　－　100.0

参考表（８）漁港整備計画

(単位

　

百万円)

　

区

　　

分

|整

　

備

　　

計

　　

画「昭和3o～36年度支出額

　

進捗率’

　　　　　　　　　

港

　

数|事詣費iうち国費|実施港数l事蕎費|うち国費叫/固×100

　

内

　　　　　

地

　　　

510

　　

42 668　25 084　　470　24 814　14 770　　59.0＼
・

　　　

本

　　　

土

　　　

387

　

33 025　15 844

二19

427　　9 689 61.2

　　　

離

　　　

島

　　　

123

　

9 643　9 240　　121　　5 387　5 081　　　5j.ﾀ

　

北

　

海

　

道

　　　

94

　

12 397　11 959　　901　7 139　6 988　　認.4

　　

合

　　　

計

　　　　

604

1

　

55 065　37 0431　　560　31953　21758　　　59ス

(注) 水産庁漁港部計画課調による。

255 ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-=¶-〃
区

　　　　

分１純

　

計

　

、額ｉ都

　

道

　

府

　

県

　

ｿ

　

ﾛlこr

　

せ’

貸、付

　　

金

　　

31 579　∂jﾘ　　266111　　7詣|　　4 968

］

扶助費、補助費等

　　　

6786　　紹.7　　3 119　　∂.∂　　3 758　　2∂.が

普通建設事業費

1

　　

53叫

　　

jり.9

　　　

3 199　　　∂.∂　　　2417　　j∂.り

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

55ｻ

　　

11.3

　　　

3 325　　　ﾀ.2　　　2269　　妬.劣

｜

　

合

　　　　

計

　　　

49 318　100°ol 36254　　100.0　　13412 100.0



その１

　

決算の内容

第88表

　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

性

　

質

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　

年

　　

度

　　

、

　　

区

　　　　　　　

分

　　

ﾄ

ﾛt額（絹都道府県

　

レ市･ｴ

　

（

　

人

　　　

件

　　　

費

　　

704 536　3謡‘ 505 891　　諮　198 695
詰

1

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

164 7171 8.6　　66 491　　5.5　　98 226　12.5

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

35 405　　M　　164ﾘ　jﾐ　　J8 922　2.ず

　

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　

74 076　　3.∂　　34 540　　2.9　　S9 536‘ 5.0

　

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

77 429　　4.0　　49 247　　幻1　　53 949　∂.9
，補助交付金､寄附､負担金

　　　

47 138　　2.J　　38 221　　J.2　　32 954　　4.2

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

30 291　　j.∂　　11 026　　0.ﾀ　　20 995　2.7

　　

小

　　　　　　　

計

　　　

1056 213 54.∂　672 652　55.7　409 328　52.1

　

普通建設事業費’

　

477 004　2j.∂　288 927　3.∂　217 148　2M

　

災害復旧事業費

　　

119 237　δ.2　92 584　7.7　39 336　5.Q

　

失業対策事業費

　　

44 210　2j　　18 917　j.5　25 293　S.2

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　

640 451　おj　400 428　おj　　281 777　お.Q

　

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　

32 339　　j.7　　14716　　1.2＼　　17 623　2.3
1

　

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　

19 727　　1.0　　11 227　　0.∂　　　8500　1.1

　

出

　　　　

資

　　　

金

　　　

5 767　　り.3　　　　2363　　Q.2　　　3 404　　0.4｜

　

貸

　　　　

付

　　　　

金

　　　

58 947　　3.1　　47 979　　4.01　　11 235　　1.4

　　

小

　　　　　　

計

　　　

116 780　∂j　　76 285　∂.､9　　40 762　5.2

　

公

　　　　

債

　　　

費

　　　

100 491　　5.2　　58 924　ぜ.∂1　　41 677　5.∂
|

前年度繰上充用金l

　　

10 972　Q.∂　　　646　回　　10 327　　1.4

ヽ合

　　　　

計

　

11 924 907 100.0 1 208 935 100.0'　783 8ｱ1ド00.0

その２

　

性質別歳出の推移

１

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

昭和31年度

1

昭和32年度

　

昭和33年度

|

昭和34年度

１

　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　

１

　

人

　　　　　　　　

費

　　　

477 625　　　516 028　　　　5510771　・ 601 02″1

　

物

　　　

診

　　　

費

　　　　

116012

　　　

121 390　　　138 891　　　149 728

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

22 514 ｀　28 968　　30 349　　31 583

　

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　　

47 926　　　50 312　　　57 844　　　66 870

　

積立金および補助費等

　　　　

65 724　　　85 712　　　73 7U　　　78 454

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　

729 801　　　802 410　　　851 956　　　927 656

　

普通建設事業費

　　　

244 364　　306 221　　343 159　　377 606

　

災害復旧事業費

　　　

54 755　　56 415　　66 246　　102 523
y

　

失業対策事業費

　　　

30 887　　35 474　　36 906　　40 086

　

国直轄事業負担金

　　　　　

277

　　　　　　

360

　　　　　

94

　　　　　

269

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　

330 283　　　398 470　　446 405　　　520 484

　

出

　

資

　

金，貸

　

付

　

金

　　　　

19 960　　　29 620　　　39 205　　　47 670

　

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　

9411

　　　

12 865　　　16910　　　18 174

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　

29 371　　　42 485　　　56 115　　　65 844
，公

　　　

債

　　　

費

　　　　

73 502　　　86 656　　　92 863　　　99 133

　

前年度繰上充用金

　　　

43 112　　　12 507　　　8 240　　　10 766

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

1 206 069　　1 342 528　　1 455 5791　　1 623 883

― 256 ―



別歳･I出決算

　

の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　

和

　

３４

　

年

　

度

　　　　　

比

　　　　　　

較

　　　

増

　　

減

　　

率

　

１

　　　　

４

　

ｔ

　

額(３

)

大壁ぷ

(ｃ)

卜
成特畠回，冶荒票

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

１

　　　　

％

　　　　

妬

　　　　

％

　　　　　　　　　

601 021　　　　　　37.0　　　103 565　　　Jj.∃　　　17.2　　　　ﾀj

　　　　　　　　　

149 728　　　　　　∂.2　　　　14 989　　　　5旧　　　扨ｶ　　　　ﾌ.∂

　　　　　　　　　

31 583　　　　　　j.ﾀ　　　　3 822　　　　j.2　　　12.1　　　　4.j

　　　　　　　　　

66 870　　　　　　4.1　　　　7 206　　　　2.4　　　旬.∂　　　1.5.6

　　　　　　　　　

69 400　　　　　　ざ.2　　　　8 0291　　　　　2,7　　　11.6　　　　7.∂

　　　　　　　　　

42 097　　　　　　2.∂　　　　50411　　　　j.7　　　j2.り　　　　ﾀｊ

　　　　　　　　　

｢27 303　　　　　　｣.∂　　　　2 988　　　　｣.0　　　｣0.ﾀ1　　　　5.5

　　　　　　　　　

918 602　　　　　　5∂j　　　137 611　　　45.7　　　錨.Q

　　　　　　　　　

377 869　　　　　　25.2　　　99 135　　　J2.ﾀ　　　26.2　　　旬.7

　　　　　　　　　

102 529　　　　　　∂j　　　16 708　　　　5.∂　　　妬,J　　　5り.ざ

　　　　　　　　　

40 086　　　　　　2.5　　　　4 124j　　　　j.4　　　扨ｊ　　　　∂.∂

　　　　　　　　　

520 484　　　　　　32.0　　　119 967　　　Sﾀ.ﾀ　　　23.0

　　　　　　　　　　

18 174　　　　　　1.1　　　　14 165　　　　J.7　　　77.ﾀ　　　　7.5

　　　　　　　　　　

9 054　　　　　　Q.∂　　　10 673　　　　∂.5　　　117.ﾀ　　　　2.9

　　　　　　　　　　

4 983　　　　　　Q.3　　　　　784　　　　り.j　　　15.7]　　　5∂.7

　　　　　　　　　

42 687　　　　　　2.∂　　　16 260　　　　5.j　　　38.0＼　　　圃.j

　　　　　　　　　

74 898　　　　　　j.∂･　　　41 882　　　jj,ﾀi　　　55.ﾀ

　　　　　　　　　

99 133　　　　　　δj　　　　1 358　　　　0.4　　　　jぷ　　　　∂.a

　　　　　　　　　

10 766　　　　　　Q.71　　　　　206　　　　O.I　　　　jぷ　　　30.7

1

　　　　　　

1 623 883　　　　　100.0　　　301 024 100‘oj　　　18.5　　　11‘61

― 257 ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

鸚ご特認

　　

対

　

前

　

年

　

度

　

比

　

較

　　

3大いに

し

混∩賜∩百∩皿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　　

704 586　　　　117　　　　137　　　　108　　　　107　　　　109　　　　117

　　　　　　

164717

　　　　

119

　　　　

131

　　　　

105

　　　　

114

　　　　

108

　　　　

110

　　　　　　

35 405　　　　116　　　　130　　　　129　　　　105　　　　104　　　　112

　　　　　　

74 076　　　　129　　　　142　　　　101　　　　n5i　　　　1 16･　　　　111

　　　　　　

97 156　　　　104　　　　129　　　　130　　　　86　　　　106　　　　124

　　　　　

1 075 940　　　　117　　　　135　　　　110　　　　106　　　　109　　　　116

　　　　　　

457 986　　　　127　　　　154　　　　125　　　　112　　　　110　　　　121

　　　　　　

118 947　　　　173　　　　201　　　　103　　　　117　　　　155　　　　116

　　　　　　

44 210　　　　117　　　　129　　　　115　　　　104　　　　109　　　　110

　　　　　　

19 308　　　　110　　　　791　　　　130　　　　26　　　　286　　　　718

　　　　　

640 451　　　　133　　　　464　　　　121　　　　112･　　　　1 17　　　　1 16

　　　　　

｀

　

64 714　　　　161　　　　219　　　　148　　　　132　　　　122　　　　136

　　　　　　

32 339　　　　139　　　　247　　　　137　　　　131　　　　108　　　　178

　　　　　　

97 053　　　　154　　　　228　　　　145　　　　132　　　　117　　　　147

　　　　　

100 491　　　　118　　　　119　　　　118　　　　107　　　　107　　　　101

　　　　　　

10 972　　　　51　　　　52　　　　29　　　　66　　　　131　　　　102

■

　　　　

1 924 907　　　　122　　　　144　　　　111 108j　　　　112　　　　1汐



第89表

　

義務的経費等の歳出

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　　

３５

　　

年

　

度

　　

区

　　　　　　

｀分

　　　

純計額CA)

　

都道府県

　

トふに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　

人

　　　

件

　　　

費，

　

704 586　鍋.∂　505 891　jj.∂　198 695　25.3

　

公

　　　

債

　　　

費

　　

100 491　j.2　　58 924　4J　　41 676　5.S

　

扶

　　　

助

　　　

費

　　　

74 076　j.ﾀ　　34 540　2.9　　39 536 ５.０

　　

小

　　　　　　

計

　　　

879 153　お.7　599 355!　49息　２７９　907　拡6

　

普通建設補助事業費

　　

295 114　拓j　193 573　妬.り　110130　瓦丿

失業対策補助事業費

　　　

40 539　2.j　　171ｼ31　2j　・ 23 366　ぶ

　

災害復旧事業費

　　

103 724　5.4　83 353　∂.ﾀ　32 663　4.2

　　

合

　　　　　　　

計

　　　

1318 530　68.5　893 4ﾗ　73.9　446 066　56.9

　

歳

　　

出

　　

総

　　

額

　　

1 924 907　100.り1 208 935ツ00.0　783 871 j叩夕

(注) 補助事業費には，国直轄事業負担金を含めてある。

その１

　

人件費の内容

第90表

　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　

昭和34年

　

比

　　

較

　　

増

　

減

　

率

　

ｇ

　

り

‰か白蝋市回

耶

）
゛

防

災呼

|

ド司‾潔［

議員，委員等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

％
報酬手当

　

17 584　4 397　13 187　15 662　1 922 j.ﾀ　　12.3　　扨.Q

特別職給与

　　

6 479　　225　6 254　5･560　　9191 0.ﾀ　　16.5　　4.3

職

　

員

　

給607 046 449 871 157 175 518 933　88 113 お.j　17.0　　∂.2

　

基本給439 658 330 815 1Q8 843 382 788　56 870 54.ﾀ　14.9　　∂.∂

　

ド≒159 440　116 594 42 846　128 300　　3114050 .i　　24.3　　j2,∂’

　

Ｐﾘ

　

ｱ 948　　2 462　　5 486 7 845　　　103　0j　　　j.3　　ミ５.６

Ｐ背惣

　

16 890　10 999　　5 891　14 406 2 484 j.4　　17.2　　　&.j

退

　

職

　

金

　

22 410　17 037　5 373　16 576　5 834 5.∂　お.2　15.1
湿給および霖

　

27 620　21 261 6 399 25 004　　2 616　2.5　　10.5　　　印

そ

　

の

　

他

　

6 557　2 101　4 456　4 880　1 677 j.∂　∂4.4　7j

合

　　　

計

　

ｱ04 586 505 891　198 695 601 021　103 565 100.0　17.2　　8.3

事業費支弁分

　

12 468　　9 726　　2 742　10080　　2 388

・総

　　　

計

　

717 054　515 617　201 437　61 1 101　105 953　　　　　　　　　　　･･j

258



総額中に占める割合

　

人

　

件

　

費

　

の

　

状

　

況

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

　　

区

　　　　　

分

　　

純

　

計

　

額

|

都道府県

　

|

市

　

町

　

村

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

129814

　

jj

　

126 544　2ぶ　　3 270　ぶ

　

使用料、手数料

　　

23 322　J.3　　16 359　j.2　　6％3　j.5

　

その他特定財源

　　　

12 739　j.∂　　8 346　j.∂　　4 393　2.2

一一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

538 711　76.5　　354 642　70.2　　184 069　ﾀ2.7

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

704 586　100.0　　505 891　100.0　　198 695　100.0
づ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

－259－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）
‾‾‾’‾

　

昭

　　

和

　　

３４

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　

較

長
ｎ m CB) 115 道　府　　　　市　　町　　村　氷牡びご

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　

601 021　　37.0　　433 082　　43.1　　167 939　　2j.ﾀ　　103 565　　　17.2

　　　

99 133 ・　∂.j　　57 923　　　5.∂　　41 376　　　∂.j　　　1 358　　　　j.4

　　　

66 870　　　4.j　　30 788　　　3j　　36 082　　　5.∂　　　7 206　　　扨.∂

　　

767 024　　47.2　　521 793　　52.0　　245 397　　36.3　　112 129　　　μ.∂

　　

236 120　　14.5　　151 389　　15.1　　93 755　　招.∂　　58 994　　　25.り

　　　

37 313　　　2j　　15 573　　　j.5　　21 868　　　j.2　　　3 226　　　　∂.∂

　　　

86 043　　　5.∂　　67 731　　　∂.7　　26 621　　　∂.9　　17 681　　　20.5

　

1 126 500　　69.3　　756 486　　75.3　　387641　　57.2　　192030　　　17.0

　

1 623 883　　jQ0 .0　1 004 776　　100.0　　677 967　　100.0　　301 024　　　j∂.51

　　　　　　　

1



第91表 昭‥和3恥1年

　　　　　　　　　　　　

基

　　　

本

　　　

給’

　　　

ヽIそ｀

　　

ｇ

　　　

゛

ト

　

削四回）ｙｕ

し

こ箔¬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

一

　　

般

　　

職

　　

員

　　　

154 808　　　69 744　　　85 064　　　61 91

　

企

　

画

　

総

　

務

　

部

　

門

　　　　

55 422　　　16 312　　　39 110　　　23 674

　

上

　

木

　

建

　

設

　

部

　

門

　　　　

21 874　　　10 752　　　H 122　　　　8 540

　

教

　　

育

　　

部

　　

門

　　　　

8 780　　　　3 256　　　　5 524　　　　3 217

　

社会民生部門

　　　

16 943　J　　6 057　　　10 886　　　6 329

　

労

　　

働

　　

部

　　

門

　　　　

3 182　　　　2 149　　　　1033　　　　1320

　

衛

　　

生

　　

部

　　

門

　　　　

19 366　　　10 412　　　　8 954　　　　7 967

　

商

　　

工

　　

部

　　

門

　　　　

4 559　　　　2 601　　　　1 958　　　　1 708

　

農

　

林

　

水

　

産

　

部

　

門

　　　　

24 682　　　18 205　　　　6 477　　　　9 159

1教

　

育

　

関

　

係

　

職

　

員

　　　

238 427　　　220 808　　　　17 619　　’ 78ヽ640

1

　

学

　　

校

　　

関

　　

係

　　　

236 560　　　220 267　　　　16293　　　　77 896

　　　

教

　　　　　　　

員

　　　

217368

1

　　

211 722　　　　5 646　　　70 883

　　　　

大

　　　　　

学

　　　　

2 423　　　　1 620　　　　803　　　　　758

　　　　

高

　

等

　

学

　

校

　　　　

38 360　　　35 314　　　　3 046　　　12 844

　　　　

義務教育諸学校

　　　

174 638　　　174 466　　　　　172　　　　56 670

j

　　　　　

幼

　　

稚

　　

園

　　　　

1 464　　　　　－　　　　1 464　　　　　442

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

483

　　　　

322

　　　　　

161

　　　　　

169
1

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

19 192　　　　8 545　　　　10 647　　　　7013

　　　　

高

　

等

　

学

　

校

　　　　

5 752　　　　　5171　　　　　581　　　　2 110

　　　　

義務教育諸学校

　　　　

11 971　　　　　2738　　　　9 233　　　　4 322

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

1 469　　　　　636　　　　　833　　　　　581

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

1 867 541　　　　　1326　　　　　744

　

乃

　　

察

　　

職

　　

員

　　　　

42 975　　　42 975　　　　　　－ 17 374‘
’う

　　　

察

　　　

官

　　　

38 431　　　38 431　　　　　－　　　15 561

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

4 544　　　　　4544　　　　　　1 813

　

消

　　

防

　　

職

　　

員

　　　　

10 822　　　　3 224 7 598　　　　4 423

j

　　　　

時

　　

職

　　

員

　　　　　

］

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

7 948

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

447 032　　　336 751　　　110 281　　　1ｱ0 299

レ夢１費支弁分

　　　

７乱j

　　

5 9361 I 438　　　　　ふ９Ｈ
ｊ

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

439 658　　330 815　　108 843　　　197 388

　

/tゝ･

　　

I=_-._●●

　

●

　　

ふふ■･･（注）一部事務組合の基本給502百万円，その他の手当210百万円は，一般職員の企

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第92表

　

地

　

方公

　　　　　　　　　

昭和36年

　

５月31

　

日現員ダ･ ,Jl
jT

育ちj。

ﾐ|

　　　

゛

1

1都

　

府ﾂﾞﾌﾞ゛ｽj

　

義務教育関係

j

　　　　　　

646

　　　　　

582

　　　　　

6 ･
回

付☆

　

ン

　

プ

260－



度.I職し員

　

給

　

の

　

状り

’画総務部門に含めてある。

務

　

員．数

　

の

　

状

　

況

261 －

(単位

　

百万円)

(単位

　

千人)

昭和35年5月1日現§|増

収

ﾉも

)(Ｃ)

額|増昌万で

00

率

　

前年度増減率

　　　　　

‰
!

　　　　　　　　　

回互

　　　　　　　　　

み|

　　　　　　　　　

み･

　　　　　

ヨ

　　

ス

　　

万Jy

　　

]

　　　　　

倒

　　

≒2

　　

バズ

　　

帽j

．のノ也

　

の

　

手

　

当

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

｜

５１皿いいI
w It　　額ｏいい々のt｜市　町　村

　　　　　

28 026　　　33 888　　　216 722 あ.j!　97 770　2パ　118 952　71

　　　　　　

7 393　　　　16 281　　　　79 096　J2.5J　　23 705　　5.2　　55
391　お.∂

　　　　　　

4 127 4413　　　　30414　j.ﾀ1　　14 879　3.2　　15 535　ﾘ.パ

　　　　　　

1 172　　　　2 045　　　　11 9971 2.o＼　　　4 428　　j.0　　　7 5691パ

　　　　　　

2 377　　　　3 952　　　23 272　　J.∂ 8 434　　弓　　14 838　町1

　　　　　　　

869

　　　　　　

451

　　　　　

4 502　　θ.7　　　3018　　0.71　　　1 484:　　0.ﾘ

　　　　　　

4 265　　　　3 702　　　27 333　　j.4　　14 677　　3.2＼　　12 656　　7･ﾂﾞ

　　　　　　　

956

　　　　　

752

　　　　

6 267　　j.り　　　3 557　　θ.7　　　2710　　に

　　　　　　

6 867　　　　2 292　　　33 841　　5.5　　25 072　　5.51’　8 769　　5.S

　　　　　

72 371　　　　6 269　　　317 067　51.4　　293 179　∂j.り　　23 888　錨.り

　　　　　

72 148　　　　5 748　　　314 456i　別.Q　　292 415　∂j.∂1　　22 041　jJβ

　　　　　

69 076　　　　1807　　　288 251　46.7　　280 798　∂jj　　　7 453　　j.7

　　　　　　　

497

　　　　　

261

　　　　

3 181　　り.,5　　　2 117　　Q.5　　　1 064　　0.7

　　　　　

H 842　　　　1 002　　　51 204　　∂j　　47 156　10.3　　　4 048　　2.（

　　　　　

56 621　　　　　　49　　　231 308　57.5　　231 087　50.4　　　　221　　0.1

　　　　　　　　

－

　　　

4J

　　　

1 906　，う　　　ー　　1 906　　j.2

　　　　　　　

116

　　　　　

53

　　　　　

652!

　　

り.71

　　　

43＆

　　

0.j

　　　　

214

　　

りj

　　　　　　

3 072　　　　3 941　　　　26 205i　　4.3　　11 617　　2.5　　14 588　　ﾀ.j

　　　　　　

1 884　　　　　226　　　　7 862　　1.3　　　7 055　　7.5　　　　807　　Q.5

　　　　　　　

922

　　　　

3 400　　　16 293　　2.7　　　3 660　　Q.∂　　12 633　　7.ﾀ

　　　　　　　

266

　　　　

315

　　　

2 050　0.3＼　　　902　　0.2　　　1 148　　Q.7

　　　　　　　

223

　　　　　

521

　　　　

2 611　　0.j　　　　764　　0.2　　　1 847　　j.2

　　　　　　

17 374　　　　　　－　　　60 349　　∂.7　　60 349　13.2　　　　　－　　－

　　　　　　

15 561　　　　　　－　　　53 992　　∂.7　　53 992　ll.S　　　　　一　　一

　　　　　　

1 813|　　　　　　－　　　　　6 357　　j.0　　　6 357　　jツ　　　　ー　　－

　　　　　　

1 160　　　　3 263　　　　15 245　　2.5　　　4 384　　j.り　　10861」　6.∂

　　　　　　

2 462　　　　5 4861　　　　7 948　　1.3　　　2 462　　θ.5　　　5 486　　∂1

　　　　　

121 393　　　48 906　　　617331　100.01　　458 144　100.0　　159 18ｱ　100.0

　　　　　　

2 337　　　　　574　　　10 285　　－j　　　8273j　　〕　　2012j　　〕

　　　　　

119 056　　　48 332　　607 046　　‾　449 871　　¬　157 1ワ　　‾



その！

　

性質別内訳

第93表昭和ご35一年度二苛

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　

分

|

　

純

　

計

　

額rＡ）｜

　

都道

　

府

　

（市

　

こ列

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

個

　　　　　　　　

％’

　

柿助事業費

　　　　

295 114　∂j.ﾀ　　193 573　67.0　　110 130　50､７

　

単独事業費

　　　　

167 829　55.2　　85 792　2ﾀ.7　　92 902 42M

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

14061

　　

2.9

　　　　

9 562　　∂.S　　　　1411176.5ｽﾞ

｜

　

合

　

計

　　　

477 004ツ00.0　288 92ｱﾚ00｀O1　217 147 100.0

(注) 補助事業費には，

その２

　

日

　

的

　

別

国直轄事業負担金を含めてある。

　　　　　　　　　　　　　　　

純

　　　　　　　　　　　　　

計
ﾄ

　　　　

゛

　

ﾄ

ｕリ１９）口lｗ業１）作事回目

　

土

　　

木

　　　　　　　　　　

143 898　　　　　　61 436
′6

585;

　　　

道路橋りよう費

　

1

　　　　　　

54 848　　　　　　　303J　　　　　　　3 523 ■

　　　

河

　　

川

　　

費

　　　

ヽ

　　

25 240　　　　　　40俳　　　　　　　491

　　　

砂

　　

防

　　

費

　　　　　　　

9 661　　　　　　　281　　　　　　　　88

　　　

港

　　

湾

　　

費

　　　　　　

12 495　　　　　　5 078　　　　　　1 333･

　　　

都市計画費

　　　　　

30 504　　　　　15516　　　　　　901t

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

11 150　　　　　　6 192　　　　　　　249‘･

　

教

　　

育

　　　

費

　　　　　　

52 506　　　　　　37 895　　　　　　　328

　　　

小学校費

　　　　

17 735　　　　9 474　　　　　122|

　　　

中学校費

　　　　

271

劉

　　　　

10 138、　　　　34j

　　　　　

学校

　　　　　　　

49囮

　　　　　

9 5921　　　　　　11

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　

2 643　　　　　　　8 691　　　　　　　　　4郊

　

社会及び労働窪設資

　　　　　　　

28 078　　　　　　　12 4901　　　　　　　　74J

　　　

住

　　

宅

　　

費

　　　　　　

24 253　　　　　　8 571　　　　　　　739

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

3 825　　　　　　3 9191　　　　　　　　a

　

保健衛生費

　　　　　

4 737　　　　5 953|　　　　　5

　　　

環境衛生費

　　　　　　

2 925:　　　　　　　4 154 4り

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

1 812i　　　　　　1 799　　　　　　　　11

　

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　　　　　　

58 914　　　　　　　16 694　　　　　　， 6 300

　　　

耕地事業費

　　　　　　

24 552　　　　　　3 331　　　　　　4 687

　　　

造

　　

林

　　

費

　　　　　　　　

4 494　　　　　　　1 5S4　　　　　　　　　5邸

　　　

治

　　

山

　　

費

　　　　　　　

7 424　　　　　　　　　　115　　　　　　　　187f

　　　

林

　

道

　

費

　　　　　　

5o麹

　　　　　　

821

1

　　　　　　

･阿

　　　

漁

　

港

　

費

　　　　　　

6 590!　　　　　　300　　　　　　141

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

10 7831　　　　　　10 543　　　　　　　1 182;

　

庁

　　　　　　

費

　　　　　　　　

953

　　　　　　

10050

　　　　　　　　

J

　

財

　　

産

　　　

費

　　　　　　　　

490

　　　　　　

10 893　　　　　　　　54

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　

5 538　　　　　　12 41 43･

　　

合

　　　　

計

　　　　　　

295 114　　　　　167 829　　　　　14061『

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　

t

― 262 ―



通建設一事業費の状･況
(単位 百万円）

034年度o2
ﾄﾝ

♂ｏ）

こい

　

晶

回

ﾌﾞ

）

ｽﾞ

ｔ

　

寸

jE

　

］

モ

　

］

　

ズ

　

377 871　100.0　　　　　　99133　　　　100.0　　　　　　　26.2　　　　　8.6

　

額

一

　

計
-

211 919
88 692
29 779
1003０
18 906
46 921
17 591

90 729
27 331

C
O
C
0
I
＞
i

.
―
'
V
O
L
O

U
S
C
U
'
―
■

3
6
3
3
5
7
6
0
／
○

7
4
1
1
3
7
0
7
3

3
1
1
4
3

　

１

1
2
6
7

C
O
　
C
Ｏ

5 941

7 031
２

　

１

　

１

　

７
７

２

　

１

　

１
ｊ
１

　

７

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

都

　

道

　

府

　

県

5
6
8
9
3

5
6
2

　

１

１

2
6
2
6
2
4
1
7
4

1
2

　
　

１

　
　

２
１

　　

5 671

　　

7 517

　　

4 242

　　

5 690

　

15 653

　　

1 697

　　

3 545

　　

9 548

288 927

(単位

　

百万円)

市

　　　

町

３

1.7

7.j

10 604

74 311
27 203

37 294

　

2 796

20 497

16 604

８
６
２

１
４

２

3
2
0
9

　
　

１

221

217 1

村

ｊ

0｡

― 263 ―

14､4

18.６

　

６.2

　

2.1

　

4.0

　

9.8

　

ふ7

19.0

　

5.7

　

7.δ

　

3-1

　

2,4

　

∂.7

　

7旧

　

j.7

　

2.2

　

j.5

　

0.７

１７-2

　

6.8

　

1.3

　

j.∂

　

1-3

　

j.5

　

j.7

　

2.3

　

2.ざ

　

３.8

00.0

470
937

463

954
790

776

550

397

975

373
209

840

387

067

320

133
201

932

750

977
671

517

242

690

・653

　

697

!545

・548

四2

j

~-

　　　　　　　

，

　　

・

　　　　　　　　　　

１

　　　　　

４

　　　　　　　

１

　　　　　　

｜

１

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　　　　　　

ｌ

－

１

）

）

）

レ

）

）

？

「

－

１

－
｜

）

｜

　　　　　

；

　　　　　　　

Ｉ

－

｜

－

１

Ｊ

¶

－

）

？

ｊ

ｊ

ｒ４

）

２

ヨ

:）

？

７

｜

－



その３

　

財源内訳
第93表

　

昭和35年一度普っ通建

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’昭

　　

和

　　

35
1　年　　度　　‾-

¶

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

ﾄ

t

　

計

　　

（れ卵回｜市町喬＼．｀

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

k

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　

‥

　

国

　

庫

　

支

　　

出

　　

金

　　　

136 206　2∂.5　　　104 695　　　　31 511

　

分担金，負担金および寄附金

　　　　

20 744　　4.a　　　　l8 147　　　　12 214

　

財

　　

産

　　　

収

　　　

入

　　　　

20 093　4.2　　　　6 006　　　　14 087fじ

　

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　

59 659　12.5　　　　26 974　　　　32 685

　

そ

　

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

　　　　

49 236　10.3　　　　27 391　　　　42 824

　

一

　

般

　　

財

　　

源

　　

等

　　　

191 066　40.1　　　　105 714 83 826f

　

合｀

　　　　　　　

計

　　　　

4ｱｱ004

　

100.0

　　　

288 927j　　　217 U7

その１

　

性質別内訳
第94表昭和35年度災

　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　　

年

　　　

度
９

　　　　

分

卜

屯

　

十

　

額ぷ都道府県．｜市

　

町‾ｻ

I

補助事業費

　　　

103 724 ∂万　　　83 3531　タ詣t　　　32 664 ’∂遮

単独事業費

　　　

14 284　12.0　　∂033　＆7　　　6 351　妬.２

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

1 227　　j.0　　　　1 198　　j.3　　　　　321　　Q.∂’

　

合

　　

計

　　

119 235リ0°0　92やﾄ）O°　39 336 10°0

（注）補助事業費には，国直轄事業負担金を含めてある。

その２

　

日的別内訳

264 ―

(単位

　

百万円)

　　　　　　　

純

　　　　　

計

　　　　　

額
ｇ

　

゛

　

４訓単゛９ｓ

　　

'

　　

ﾄ

府゛

卜

町村

　　　　　

事業費

　

事業費|事業費|

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　

％
災害土木費

　　

72 764　　9169　　236　82 169　卵.ﾀ67 224　72.6115098　38.4
農

　

業

　

費

　　

1598　　193　　　－　　1791　　j.5　158　　0.2　1695　4.a
耕地事業費

　　

18361　　2197　　888　21 446　皿Q 18 4801　即.014 502　屁.ﾀ
治

　

山

　

費

　　　

773

　　　

91

　　　

－

　　

864

　

0.7

　

852

　

0.ﾀ

　　

13

　

叩
林道費

　

1982　183　　2　2 167　j.∂1 829　2.0 1 188　3.0

漁

　

港

　

費

　　

2 175　　　36　　　1　　2212　　j.ﾀ　769　　Q.∂　1465　j.7
小学校費

　　

1 200　　720　　－　1 920　j.∂　　5　0.Q 1920　4.ﾀ
中学校費

　　

598

　　

626

　　

－

　

1 224　1-0　　5　0.0＼ ＼225　幻･
住

　

宅

　

費

　　

1 787　　　52　　　－　　1839　　j.∂　323　0.3　1516　S.9
その他

　

2 486　100　100･　3 603　3.0 2 939　3.2　714　j.∂

合

　

計

ﾚ

o3724 14 284 1227ﾄ19 235 100.092 584 100.039 336 100.0]＼



貧I事業費のI状し況（つづき）
(単位

　

百万円)

Ｆ

　　

昭

　

和

　

34

　

年

　

度

　

純

　

計

　

額

　　

１

　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜増

　

減

　

額｜増

　

減

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

119 025　　　　　　31.5　　　　　　　17 181　　　　　　　　14.4

　　　　　　　　　　　　　

15 754　　　　　　　4.2　　　　　　　4 990　　　　　　　　31.7

　　　　　　　　　　　　

115 213　　　　　　　4.Q　　　　　　　4 880　　　　　　　　32.1

　　　　　　　　　　　　

41 812　　　　　　召j　　　　　　17 847　　　　　　　i2.7

　　　　　　　　　　　　

35 751　　　　　　　ﾀ.5　　　　　　　13 485　　　　　　　　57.7

　　　　　　　　　　　　

150316

　　　　　　

Jﾀﾒ 40 750　　　　　　　　27.1

　　　　　　　　　　　　

377871

　　　　　

100.0

　　　　　　

99133

　　　　　　　

26-2

害復旧事業費の状況
(単位 百万円）

昭和34年度純計額

　　　　

比

　　　　　　

較

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　　　　

匂

　　

l

jな馬

((

J? ｜
構成比　○/叫×1001前年度

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

顛

　　　　　　

％

　　　　　

5芯

　　　　

86 044　　∂j.9　　　　　17 680　　　　105.8　　　　　20-5　　　　　妬∂

　　

. 14 087　　招.7　　　　　　197　　　　　jl　　　　　　j.4　　　　　2旬

　　　　　

2 399　　　2.j　　　ム　1 172　　　ム　7.Q　　　　△4∂.ﾀ　　　　　　一1

　　　

102 530　　100.01　　　　16 705j　　　　100‘0{　　　　　16°3　　　　　1741

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

区

　　　

分

　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　

昭和34年度

　　

比

　　

較

　　　　

ﾄ

4

　

計

　

額戸叫市回

ﾄﾞ

l

　

白

（

ＵｎｌＵ

）

国庫支出金

　　　　

84 335　　7諮　69 833　14 502　66 597　∂ぶ17 738　2詣|

ﾉ地

　

方債

　　

24 433　加.5　17 155　7 278　21 612　21.1 2 821 紹ｊ’

在晶談

　

4 428　　3.7　　2 008　13 196 6 235　　6.J A I 807△29］

一般財源等

　　　　

6 039　　5.j　　3 588　　4 360　　8 086　　7.ﾀ△2047ム25.3

卜

．

　

’計

　

119 235 100.0 92 584 39 336 102 530 10°0ﾄ705 Iバ
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第95表

　

災害復旧補助事業の進捗状況／

その１

　

公共土木施設

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万印

　

回

　　

台汁≒,1勺頴蒜對濤ﾄﾞ■乙尹

32

　

年

　

災

　

害

　　　　　　　

11364

　　　　　　

11364

　　　　　　

100･0
ﾖけU

　

龍レ

　

ヨ
|

　　

Ｗ

１

　

建設省調による。

2

　

32～34年災害については，35年度第二次補正予算までの額である。

その２

　

港湾施設 (単位

　

百万円)

　

Ｅ

　　

分

　

ﾚ゛≒業勺鸚数Ｐ陥ド昔で
1。

率

32

　

年

　

災

　

害

　　　　　　　　

644

　　　　　　　

635

　　　　　　　

98.6

33

　

年

　

災

　

害

　　　　　　　　

1 170　　　　　　　1020　　　　　　　87.2
34

　

年

　

災

　

害

　　　　　　　　

3 352　　　　　　　2263　　　　　　　67,5
35

　

年

　

災

　

害

1

　　　　

143

1

　　　　　

361

1

　　　　　

25.5

　

合

　　　　

計

　　　　　　　　

6 600　　　　　　4 279　　　　　　　64.8

（注）１

　

運輸省調による。

　　　

２

　

その他の注については，（その１）に同じ。

その３

　

農地および農業用施設 (単位

　

百万円)

　

ｘ

　　

分

　

ド≒業勺鸚設計溜ド曇‰o馴

33

　　

年

　

災

　

害

　　　　　　　

11 234　　　　　　　　　9984　　　　　　　　88.9

34

　

年

　

災

　

害

　　　　　　　

30 724　　　　　　18 787　　　　　　　61.6

35

　

年

　

災

　

害

　　　　　　　　

8 365　　　　　　　2 2901　　　　　　　・27.4

　

合

　　　　

計

　　　　　　　　

50 323　　　　　　31061　　　　　　　61.7

（注）

　

１

　

農林省調による。

　　　

２

　

その他の注については，（その１）

　

同じ。

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　

第96表

　

昭和35年度失業対策事業費の状況

その１

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 百万円）

　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　　

昭和34年度

　

比

　　

較

　

髪毎

ド

　

り

むt剛回皿）町

ぎ

゛゛゛

し

鯛お

｣

謁

　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

鯛

　　　

％|

　　　

％

　

％

　

補助事業費40 539 91.7 17 173 卯,∂23 366 92.4 37 313　9.5 3 226　∂.6 7.6

　

一

　

般35 051 7ﾀ.3 12 706 67.2 22 345 ∂∂j31 557 阻7 3 494　n.j∂.7

　

特

　

別

　

5 488 12.4 4 467 3,∂　1 021　4.j 5 756 14.4△268△4.7 j.∂

1単独事業費

　

3 671　∂.J　1 744　ﾀ.2　1 927　7.∂　2 773　∂.∂　898　32.4 24･,1･

　

合

　　

計44 210 100.0 18 917 100.0 25 293 100.0 40 086 100.0 4 124　10.3 8.6
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その２

　

日的別内訳

　　　　　　　

｜

　

純

　　　　

計

　　　　

額

　　

区

　

．

　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

|

都道府県

|

市町村

、

　　　　　　　　

|補助事業費|単独事業費|

　　　　

計

Ｉ

　

道路橋りよう費

　　　　

1 489　　　　　1　　　1 490
髭|　1

490　　　　　一
丿河

　

川

　　

費

　　　

1 560　　　　　－　　　　1560　　a.5　　　1 560　　　　一
一港

　

湾

　

費

　　　　

146

　　　

－

　　　

146

　

り.3

　　　

146

　　　

－
１都市計画費

　　　

269

　　　

－

　　　

269

　

Q.∂

　　　

220

　　　

49
°失業対策費

　　　

35 243　　3 668　　38 911　卵.0　　14 649　　24 262
.:下水道事業費

　　　　　

49

　　　　　

－49

　　

Q.2

　　　　

－

　　　　

49

　

そ

　

の’他

　　　

1 783　　　2　　1 785　4.0　　852　　933

　　

合

　　

計

　　　

40 539　　3 671　　44 210 100.0　　18917　　25 293

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

１
区‘'分

　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　

昭々4年度

　

比

　

較|廊も

'

　　　　　

純計額|都道府県1市町村

　

純

　

計

　

(

皺如回1
詰

T
国庫如金22 687

諮

9 842

諮12

845

諮21

343　諮1 344　　仰

大尽知源1 542 3-5　807　4.3　　735　2.9　1 636　jj△　94△　5-7　ﾀ.∂

一般財源等

　

19 981ﾚ５.2 8 268 む.7 11 713 48-3 17 107 '112.72 874　妬.ａ ５ｊ

合

　　

計44 210 100.0ﾘ8 917 100.0 25 293 100‘Oげ00861100｀o4 124　1o‘31 8‘6

第97表

　

失業対策事業就労人員等の推移

ｇ

　

ぐよﾌﾞﾐVぎ実Ａこ

　

央対ごみ白み100

＼9jﾌﾟ:

　

三

　

］ヨ

　

テ

､ITﾐ33゛均

　

∃j

　

lHy

　

ヨ

　

ミ

(注) １

２

労働市場年数（労働省）による。

失業対策事業就労実人員は，暦年により年月平均したものである。

　　　　　　　　　　　

－267－



その１

　

会計別内訳

区 分

公

　

営

　

企

　

業

　

会

　

計

法適用外の公営企業会計

準

　

公

　

営

　

企業会計

収

　

益

　

事

　

業

　

会

　

計

国民健康保険事業会計

公益質屋事業会計

農業共済事業会計

　　

合

　　　　　　　

計

その２

　

繰出目的別内訳

区

転
務
設
債
字

運
事
建
公
赤
そ

合

資

柿

金 繰

繰
繰
繰

費
費
費

　

て

の

ん

分

繰

計

出
出
出
出
出
他

第98表

純

６
１
９

　
　

４

　
　
　
　
　

１

32

計

4
9
0
2

　

1
7
6
9

2
9
9
2
9
6
4
3

4
9
3

　

１
１

　

１

　
　
　

３

昭

　

和

　

35

　

年度

昭

　　

和

　　

35･

　

年

額（Ａ） 都

　

道

　

府

　

県

５

898

　

2.２ヽ

り.ひ

　

0.∂

　　

－

　　

－

　　

－

100.0

純

　

計

　

額（Ａ）

昭

　　

和

　　

35

　　

年

１

都

　

道

　

府

　

県

　　

681

　

｡659

　

9 557

　

2 671･

　　

233

　　

915

14716

その３

　

会計別、繰出目的別内訳

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

）

　　

剛ｎｕ回叩1蟹緊Ｌ

　

撃％資♂ｊｉ

　　　　

昌

　　

温

　　

ぷ

　

鴛

　

蓉

　

嘗綴i

　　　　

l昌

　　

ヅ

　　　

昌

｜

　

堂゛゛ぷぶ諸

　　　　

昌

　　　

昌・

　　　

ぼ

－268－

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

． ．

　 　 　 　 　 　 　 　

~

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

、

｜

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

。

　　　

。う

　　　　　　

。。，

」

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

｜

　

』

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ゝ

－

！

－

－

1

1

1

１

－

－

１

－

－

｜

－



繰

　

出プ金

　

め

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　

９臨磋会白ににこｕ白雪蟹言回峰IW寥剽蒙jl昔賞

　　　

j

　　　　　

420

　　　　　　　　

63

　　　　　　　

382

　　　　　　

591

　　　　　　

゛6

　　　　　　　　

1 803　　　　　　　　21　　　　　1 752　　　　　　401　　　　　　　33

　　　　　　　　

11 657　　　　　　　　25　　　　　　170　　　　　　111　　　　　　　－

　　　　　　　　

3 868　　　　　　　　－　　　　　　57　　　　　　31｀　　　　　　　一

　　　　　　　　

1003

　　　　　　　　

11

　　　　　　

992

　　　　　　

2]1

　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

639

　　　　　　　　

2

　　　　　　

838

　　　　　　　

5

　　　　　　　

4

＼

　　　　　

19 390|　　　　　　　122　　　　　4 191　　　　　　167　　　　　　46

― 269 ―

-度

　　　　　　　　　　

丿七

　　

較

　

ｌ

⊇

“:r”

　

o3尚拓雪

　

樹
一バ

ドビ乱ｱﾂﾞﾊﾟ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閃

　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　　　　　

612

　　　　

1 236　　　　∂j　　　　　5］　　　j.∂　　△　5.Q

I

　　　　　　　　

3 253　　　　2 713 15.0　　　　1 199 ’ 44.2　　ム　∂j

　　　　　　

7 472　　　　7 545　　　41.5　　　　9 484　　　25.7　　　　∂.∂

　　　　　　

27％

　　　　

2 948　　　16.2　　　　2 519　　　∂5.4　　　　ﾀj

　　　　　　

2 049　　　　1 802　　　　ﾀ.ﾀ　　　　　480　　　26.6　　　31.1

　　　　　　

1 441　　　　19301　　　旬.∂　　　　　426　　　22j　　　扨.Q

　　　　　　

17 623　　　18 174　　100.0　　　14 165|　　　ｱｱ.9　　　　7.5

　　　　　　　　　　

－

　　

１

　　　　

１

　　　　　　　

比

　　　　　

較

　　　　　

-

Ｔ

市目ｴru｜93尚爽４背



その１

　

増

　

加

　

状

　

況

第99表 昭和35年一度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

積

　　　　　

立

　　　　　

額

　　　

ノ

ｊ

　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

し

４府則市Bfr # [　ｔ｀･ふ’

　　

基木財産積立金

　　　　　　

5

　　　　

927

　　　　

932

　　

財政調

　

整積立金

　　　　　　

8 926　　　　　2 472　　　　11 398

　　

減債基金積立金

　　　　　

1 132　　　　　409　　　　1 541

　

災害救助基金積立金

　　　　　　　

174

　　　　　　　　　

9

　　　　　　　

183

　　

その他特定目的積立金

　　　　　　

2 246　　　　　　(5331)　　　（7 577)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 844　　　　　7 090

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（9 148)　　(21 631)

　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

12 483　　　　　　8 661　　　　　21 144:

（注）（

その２

)内は一部事務組合分を含んだ額である。

積立金現在高の状況

（注）（

　

）内は一部事務組合分を含んだ額である。

　　　　　　　　　　　　　

第100表

その１

　

日的別出,資金の状況

(注) 一部事務組合分を含む。
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昭

　

和

　

35

　

年

　

度

ご
ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　　

年

　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　

都道府県

　

|市町村

　

|

　　　

計

　　

凶

　

］

産

　　

業

　

経

　

済

　

費

　　　　　　

766

　　　　　

521 1287　　2麗

　　

商

　　

工

　　

業

　　

費

　　　　　　

556

　　　　

452

　　　

1008

　

＜17.５

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　

210

　　　　　　　

69

　　　　

279

　　　

4.∂T
財

　　　　

産

　　　　

費

　　　　　　

352

　　　　

550

　　　　

902

　　

jμ
庁

　　　　　　　　　

費

　　　　　　　

7

　　　　

1 024　　　1 031　　j7.ﾀ
土

　　　　

木

　　　　

費

　　　　　　

410

　　　　　　

374

　　　　

784

　　

1‘13.6、
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

828

　　　　

936

　　　

1764

　　

30.6

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

2 363　　　　3 405　　　5ｱ681　100.0

　　　　　　　　　

昭和34年度末現在高

　　　　　

昭和35年度積立額

　　　

昭和

ブ

　

゛

脂卜HJ≪

　

゛ｗ
脂卜m-i＼ n II

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

基本財産積立金

　　

152

　　

2 800　　2 952　　ﾀ.j　　　5　　　832　　　837　　10

財政調整積立金

　

3 805　3 050　6 855　21.1　8 015　2 121　10 136　243

減債基金積立金11 212　　983　12 195　57.5　787　　394　081　1056

災害救助基金積立

　　

505

　　　

100

　　　

605

　　

j.∂

　　

175

　　　　

4

　　　

179

　　

21金
｜その他特定目的積

　

2 084 (8 082) (10 166) 50.5　2 245 （5 149) (7 394)　601

　

立金

　　　　　　　　　　　

7816

　　

9 900　　　　　　　　4 662　　6 907j

　　　　　　　　　

(15 015) (32 773>　　　　　（8 500) (19 727)

　

合

　　

計

　

1ｱｱ58

　

14 749 32 507100.0 11227　8013　19 240 1931



黎･立’金の状況
(単位 百万円）

　　　

と

　

り

　

く

　

ず言

　　　　　　　　　

純

　　

ｕ

　

立

　

額

　

▽

「四回｜市い∩

　

十

　

」

お皿

　

１市Iい∩

　

士

　

1

‾j

　　　　

375

　　　　

385'

　　

△

　　

51

　　　　

5べ

　　　　　

547|

1-

　　　　

242 948　　　　　11901　　　　8684　　　　15列 10 208;
II

　　　　

1056

　　　　　

470

　　　　

1 526　　　　　76　　乙一611　　　　　　151

　　　

｡

　

21

　　　　　　

6

　　　　　　

27

　　　　　

153

　　　　　　

3

　　　　　　

156

　　　　　

602

　　

（2 385)　（2 987)　　　　　　　(2 946)　　（4 590)!

　　　　　　　　　

c4雪

　

c6帽

　　

1 644　　　　c4顕（15仰

　　　　

1 931　　　　4 1301　　　　6 061　　　　10552　　　4 531　　　　　150831

出

　

資

　

金

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)
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昭

　　

和

　　

34

　　

年

　　

度

　　　　　　　

比

　　　　

較

　

臨ｎ(市･Tり

　　　

ｎ

　　

剛

臨
j‾ﾔYyご

)

訟副

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　

％，

　　　　　　

451

　　　　　

602

　　　　

1053

　　

21.1

　　　　

234

　　　

22.2

　　

△22.2

　　　　　　

238

　　　　　

556

　　　　　

794

　　

j5.タ

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

213

　　　　　

46

　　　　　

259

　　　

5.2

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－;

　　　　　　

301

　　　　　

765

　　　　

1 066　　21.4　　△　164　　△15.4　　　　∂.7:

　　　　　　　　

2

　　　　　

972

　　　　　

974

　　

jﾀ.∂

　　　　

57

　　　　

5.9

　　

22jﾀ.0･

　　　　　　

170

　　　　　

272

　　　　　

442

　　　

∂.9

　　　　

342

　　　

77.4

　　　

!?04.5i

／

　　　　

561

　　　　　

887

　　　　

1 448　　2ﾀ.Q　　　　316　　　2j.∂　　　j∂∂.∂

　　　　　

1 485･　　　3 498　　　4983，100.0　　　785　　　15.8　　　58.7r

　

特‰．田平

　

昭和35年度末現在高

　　　

比

　　　

較前年
l

　

ヤ
∩劉列尚尚ﾄｲ

計

ノ謁絃拶:

/

　　

375

　　　

385

　　

－

　

95

　

95

　　

147

　

3 352　3 499　7j 547　　j∂,5　j.2

　　

948

　　

1 191　911 351 1 262 12 488　4 574　17 062　35.9　10 207　j4∂.9 52.5

　　

470

　　

1 526　345　15　360 11 288　　922　12210　25.7　　　15　　C.I　2.j

　　　

6

　　　

27

　　

－

　

5

　　

5

　

659

　　

103

　　

762

　

j.5

　　

157

　

26.0

　

J.∂

　

（2 385) (2 986)　－182･　182 3 728(11 028)i(l4 756)i 29.5 (4 590) C45.2')＼27.ﾀ

　

(4184)1 (6 115)　　　　｜　　　　　(19 979) (48 289)|　(15 516) (47.3)
1

　

4 1301　6 061 1 256 6481 1 904 28 310' 19 280 47 590! 100.0　15 083　46.4 14.3、



その２

　

出資金現在高の状況

区 分

公社等に対するもの

　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　

観光、交通関係

　　

開

　

発

　

関

　

係

　　

そ

　　

の

　　

他

そ

　　　

の

　　　

他

　　

商

　

工

　

関

　

係

　　

農林水産関係

合

係
係
他

関
関

　
　

の

力
宅

電
住
そ

計

都道府県

第100表

市町村 計

4
8
5
1
0
4
6
1
8
7
2
8

7

　

4
9
5
8
6
8
8
8
3
7
3

4

　

4
2

　
　

6
4

　

4
8
1
4

　

4
9

2

　

1

　
　
　
　
　

9
4

　

1
8

　
　

4
1
－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　

2

6
6
8
3
9
5

　

1
5

　

1
7

　

1
1

6

　

4
0
2
8
2

　

4
8
0
8

　

1
9

8
4

　

1

　
　

2

　

1

　

4
3
9
2

　

1
9

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

0
1

　
　

5

　
　

2
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

I

　
　
　
　
　
　
　
　
　

I

　

8
2
7
8

　

1
9
5
6
7
0

　

1
7

　

0
0
8
2
9
3
4
9
8
5
6
4

　

6
0

　

1

　
　

3
3
0
4
2
1
3
9

.
1
1

　
　
　
　
　

9
3
1
2

　
　

２
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

（注）一部事務組合分を含む。

,その１

　

日的別貸付金の状況

区 分

教

社

　　　　

育

　　　　

費

会及び労働施設費

宅
働
の

済
業

径
工

そ

　

合

　

の

の

費
費
他
費
費
他
他

計

（注）一部事務組合分を含む。

第101表

㈲

3｡

J7

昭和35年度･

ｌ

２

8
5
5
5
3
5
2
9
3
5
6
3

2

　
　

1
5
5
3
０
8
8
1
4
6

7

　
　

2
3
1
6
4

　

１
３

　
　

６
３

市町村

２

１

３

計

1 141

　　

20

　

419･

　

391

　

311

4 627

　

816

　

284

1 985

　　

38-

1 504

5268

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

純

　　

計

　　

額

０
2

　

1
6
8
1
6
8
8

1

　
　
　
　
　

3
3

　
　
　
　

ｕ
-
≫
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≪
O

'
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^

C
O

V
O

O
n

I
n

≫
-
H

"
-
Ｍ

ｊ

　
　
　
　

ｊ

都道府県

８

　

１

　

60

325

ｊ l
Ｏ

N
O
ア

　
　
　
　
　

４

市町村

　

323･

2 106

1 153

・

　

¬･

　　

185

　　

768

5919

４968

　　

9Q1

　

2 888

11236
・

　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　

｜

｜

｜

　 　 　

”

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　

■

....＿一

　

（_一＿２．．ｙ．．ペー，＿£＿－～－

　　　　

｜

　　

rfr¶-r.4二－７．－Γφle11I V>。９４ｅｔｉ

！

－

１

－

ｉ

１

・

１

・

●

Ｆ

り

｜

－

=

|

－

－

・

－

－

｜

－

１

｜

Ｌ

「
１

ｊ

ｉ

ｌ

Ｊ

ｊ

ｉ



出∇資一金

　

の

　

状

　

況（つづき）

貸

　

付

　

金

　

の

　

状

　

況
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(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

昭

　

和

　

34

　　

年・

　　　　

止

　　

ｅ

　　　　

１

　

レ14
tf- 11　　（あ郎　トｏｿ置簡仏|≒でご票言

　

％

　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　　　　

698

　　　

j.∂

　　　　　

435

　　　　　

263

　　　　

235

　　　

55.7

　　　

拓.7･

　　　　　　

9 577　　22.4　　　　7 765　　　　1 812　　　1 313　　　13.7　　　2S.T

　　　　　　

2 308　　　5.j　　　　1 464　　　　　844　　　　　－　　　　　－　　　　　－

‘.

　　　　　

992

　　　

2.∂

　　　　　

847

　　　　　

145

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

6 277　　14.7　　　　5 454　　　　　823　　　　　－　　　　　一　　　　　－

　　　　　

28 762　　67.4　　　24 259　　　　4 503　　　9 672　　　お.6　　　21.9,

　　　　　

22 668　　53.1　.　　　18 953　　　　3 715　　　　　－　　　　　－

〕

　　　　　　

6 094　　14.3　　　　5 306　　　　　788　　　　　－　　　　　－　　　　　－

j

　　　　

3 650　　　∂.∂　　　　1 485　　　　2 394　　　5 040　　　13.8　　　11.8

|

…
…42 687　100.0　　339441　　　89ｱ21　162601　　鍋’j　　j騏

　　　

昭和35年度回収

　　　　　

昭和35年度末現在高

　　　

比

　　　

較

　　　　　　

｜

≠
四

卜

宍

り

お

1

鴛斤り

　

ト

　

ぐ

響で鰐言

）

皿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　

％
‘

　　　　

1

　　　

201

　　　

202

　

2 335　1 078　3 413　j2.∂　　939　　38.0　　　－

i

　　　

－

　　　　

1

　　　　

1

　

1007

　

460

　

1 467　　5.j　　　19　　　j.∂　　　－

｛

　　　

－

　　　

166

　　　

166

　

402

　　

146

　　

548

　　

2.j

　　　

253

　　

85.8

　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

383

　　

59

　　

442

　　

j.7

　　　

391

　　

766.7

　　　

－

　　　　　

1

　　　

34

　　　

35

　

543

　

413

　　

956

　　

j.5

　　

276

　　

40.6

　　　

-

　

-ヽ

　　　　

124

　　　

738

　　　

862 10 850 12 379　23 229　87.2　　3 765　　四ｊ　　　－

/-

　　　

85

　　　

266

　　　

351

　

3 362　1 584　4 951　18.6　　　465　　扨.y　　　　」
:

　　　

24

　　　　

15

　　　

39

　

1 661　　465　2 126　　∂.0　　245　　8.0　　　　-|

t

　　　

－

　　　

48

　　　

48

　

2 670　7 455　10 125　j?∂.Q　　1 937　　23.7　　　　」

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

165

　

310

　　

475

　　

j.∂

　　　

38

　　　

∂.2

　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

15

　　　

409

　　　

424

　

2 992　2 560　5 552　20.∂　　1080　　24.2　　　づ

　　　　

125

　　　

939

　　

1064 13185113 457 26 642 lOO.Oj　　4 704　　21.4　　　叫



その２

　

貸付金現在高

第101表

　

｀昭∧和

　

35

　

年

　

度

（注）1.

　

一部事務組合分を含む。

　　　

2.

　

転貸債分の貸付額は総額である。
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昭和34年度末現在高

　　　　　　

昭和35年度貸付額＼

　　

区

　　　　

分

　　

都道府県
|
市町村

|

　　　

計
（Ａ）

ﾚ

道府県|市町村|

　

計

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

転貸債にかかるもの

　　

14 875　11908　26 783　印.2　　2 837　　2 539　　5 376

預託金にかかるもの

　　

1 938　　248　　2 186　　4.j　20 226　　5 067　25 293

　

商

　

工

　

関

　

係

　　

1 456　　160　　1616　∂.Q　16 804　4 023　20 827

　

農林水産関係

　　

148

　　

42

　　

190

　

0.4

　

2 457　　490　、2 947

　

詰爵及び労働施設

　　　

194

　　　

11

　　　

205

　　

Q.4

　　　

606

　　　

279‘

　

885

　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　

－

　　　

11

　　　　

11

　　

0.Q

　　　

139

　　　

71

　　　

210

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

140

　　　

24

　　

164

　　

0.a

　　

220

　　

204

　　

424

預託金以外のもの

　

21 495　2 922　24 417　妬.7　24 916　3 630　28 546

　

公社等に対するも

　　

2 435　　232　　2 667　　5.0　　4214　　938　.5 122

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　

2 212　　195　2 407　4.5　　1 118　　473　　1 591

　　

観光、交通関係

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

200

　　　

3

　　

2旨

　　

開

　

発

　

関

　

係

　　　

223

　　　

1

　　

224

　

Q.4

　

2 780　　　10　27りＯ

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

－

　　　

36

　　　　

36

　　

0.1

　　　

116

　　　

452

　　　

568.

　

そ

　　

の

　　

他

　　

19 060　2 690　21 750　如.7　20 702　2 692　23 394

　

合

　　　

計

　　　

38 308　15 078　53 386 100.0　47 979＼　11236　59215



貸:付

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円)

●･

　　

．昭和35年度回収

　　　　　

昭和35年度末残高

　　　　　

比

　　　

較

　

前年度

　

ぶ中
洵”

ｏ

　

箭砂洲

　

・

　

匂

　

胆‰でご
回4

j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　

％

　　　　

859

　　　

575

　　

1 434　16 853 13 872　30 725　46.1　　3 942　　14.7　　　㎜1

　　

19 219　　5 013　24 232　2 945　302　　3 247　　4.9　　1 061　　4∂.5　　〕

　　

16018

　　

3 994　20012　2 242　　189　　2 431　　j.7　　　815　　50.4　　う

　　　

2 237　　、478　　2 715　　368　　54　　　422　　Q.∂　　　232　　122.1　　」

　　　　

606

　　

276

　　

882

　　

1941

　　

14

　　

208

　　

0.3

　　　

3

　　　

j.5

　　

］

　　　　

139

　　　

67

　　　

206･

　　

」

　　

15

　　　

15

　　

0j

　　　　

4

　　

56.^?

　　

］

　　　　

219

　　　

198

　　　

41

］

141

　　

30

　　　

171

　　

G.2

　　　　

7

　　　

4.3

　　

－

1

　

17 128 3 210i　20 333　27 283　3 342　32 625　49.0　　8 208　　j＆∂　　－

　　　

1 985　　　9001　　2 885　4 664　270　　4 934　　7.4　　2 267　　∂5.Q　　－

　　　　

782

　　　

446

　　

1 228　2 548　222　　2 770　　4.2　　　363　　15.1　　－

　　　　　

－

　　　　

3

　　　　

3

　　

200

　　

－

　　　

200

　　

0.∂

　　

200

　　

2､00

　　

－

　　　

1 087　　　　8　　I 095　1 916　　　3　　1 919　　2.∂　　1 695　　756.7　　－

　　　　

116

　　　

443

1

　　

559

　　　

－

　　

45

　　　

45

　　

0j

　　　　

9

　　

25.0

　　

－

　　

15 143　　2 310　17 453　24 619　3 072　27 691　む.∂　　5 941　　27j　　］

37 206J　8ｱ981　46 004j 49 081 17 516 66 59ｱ　100.0　13 221 24.7
17.5

ｰ
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その１

　

性質別内訳

第102表

　

昭

　

和

　

35∧年

　

度ヽ

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　

|

純計額（Ａ）
「

都道尹県ｌ市

　

町

　

村Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

「

　

％|

　　　　

｜

　

％
地方債元利償還金

　　

97 088　∂.9　　58 469　ﾀ.i!　38 728･　８.６

　

元

　　　　　　　

金

　　　

56 543　5.2　　34 125　5j　　22 465　印

　

利

　　　　　　　

子

　　　

40545　J.7　　24 344　∂.∂　　16263　3.∂

一時借入金利子

　　　

3403 ’θj　　455　0.1　　2 948　Q.∂

　

合

　　　　　　

計

　　　

10049『　9.2　　58 924　9.2　　41676　9,2

一

　

般

　

財

　

源

　

1091 391 100.0　640 697 100.0　450694j迦Q.0

（注）昭和34年度については，このほか借替債に伴う23億円がある。（以下同じ｡）

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

３５

　　

年

　　

度
ｌ

　

ｇ

　　　　

゛

　

し

にtｗ八)）道府県｜市

　

町

　

村｀

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

1 166
穴　　　666　が　　　500　み|

　

使

　

用

　

料，手

　

数

　

料

　　　

2 291　　2.3　　　564　1.0　　　172　　4,2

　

その他特定財源

　　　

5800　　5.7　　　3284　　5.5　　　2631　∂,3

　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

91234　90.8＼　　54410　ﾀ2.ﾖ　　36814i ∂∂.aj

　

合

　　　　　　

ト

　　　

100491ﾄ00.0　　58 924ﾚ00｀Oi　　41676ﾄ00.0

その３

　

公債費の実質的比率

=二

　　

＜

臼

三］

７

　

≒ﾌﾞ

　

ﾌﾌ

　　

ﾆ

　　

士

　　

贈

　

ド１

　

三

　

三

　

UE

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

906 285　　　　　85 745　　　　　28 257
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公

　

債

　

費

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　

昭

　

和

　

３４

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　

較

　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

４

　

．ｎ

白

丁轜Tこ

三

回可言Ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　　　

93 332　　　　　　10.6　　　　3 756　　　　2旧　　　　4.0　　　　∂.2

　　　　　　　

57 437　　　　　　∂.3　　△　894　a　　Q.5　△　　j.∂　　　17.6

‘｀

　　　　　　　

35815

　　　　　　

4.Q

　　　　

4 650　　　　2.5　　　13.0＼△　　∂.2

　　　　　　　　

3 450　　　　　　0.4　　△　　47　　　　　0　　　　jj1ﾀ.9

　　　　　　　　

％ｱ82

　　　　　　

10.7

　　　　

3 709　　　　2.0　　　3.8　　　　8.4

　　　　　　　

902 710　　　　j∽.り　　188 681　　　100.0　　　2Q.ﾀl　　　j2.∂

(単位

　

百万円)
Ｓ

　　　　

昭

　

和

　

３４

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　

較

　　　

増

　

減

　

率

　

｜

　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　

９）

ﾄ

尊訓構に白目、冷昌

’‾

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　　　　　　　

1 284　　　　　　7j　　△　　118　　　　3.2　△　　ﾀ.2　△　15､6

　　　　　　　　　　　

1 731　　　　　　j.5　　　　　5601　　　BI　　　32.4　　　　2.2

　　　　　　　　　　　

4 181　　　　　　4.3　　　　1 619　　　43.6　　　3ﾀ.7　　　33.4

　　　　　　　　　　

89 586　　　　　　∂2j　　　　1 648　　　44.4　　　　j.∂　　　　7.∂

　　　　　　　　　　

9j 782　　　100.01　　3 7091　10001 3.8　　　　8.4

－

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

率

　　　

前

　　

年

　　

度

　　　

(Ａ)‾(Ｃ)

(Ｄ)

|

(Ｂ)‾(Ｃ)
(Ｅ)

１

　

万万･?×100

　　　

ド

　

．

二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

515916

　　　　　　　

31 505　　　　　　　　∂ｊ　　　　　　　　　　∂j

　　　　　　　　　　

362 H2 25 983 7.2　　　　　　　　　　∂.∂
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5983　　　4945　　　1038　　82.7　　34.∂

　　

小

　　　　　　

計

　　　　

13073　　　8805　　　4268　　67A　　7∂.j

　　

一般職員用公舎

　　　

1 616　　1 540　　　76　　95.3　　9.4

公教育職員用公舎

　　　

1627　　　1609　　　　19　　9∂.∂　　　ﾀ.5

き

|

警察、消防職員用公舎

　　　　

872

　　　

792

　　　　

8o

　　

卯.∂

　　　

5.0

°

　

小

　　　　　

計

　　　　

4 115　　　3940　　　　175　　ﾀ5.∂　　３.9

　　

合

　　　　　

計

　　　　　

17188

　　

12745　　4 443　　74.2　100.0

（注）自治省調による。

第107表 昭和35年度純計決

ｓ

　　　　　　

゛

　

し

陥

こ

ら卜画％ド

≧

♂

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　

744 236　　　　623 005　　　　121231

　　

普

　　　

通

　　　

税

　　　　　

715 953　　　598 388　　　　117 565

　　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　

28 283　　　　　24 617　　　　　3 666

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　

36 168　　　　　31 758　　　　　4410

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　

310 987　　　　286 517　　　　24 470

　　　

小

　　　　　　

計

　　　　　　　

1 091 391　　　　941 280　　　　150 111

国

　

庫

　

支

　　

出

　

金

　　　　　

477 057　　　402 620　　　　74 437

　　

義務教育費負担金

　　　　

122 834　　　109 481　　　　13 353

　　

その他の普通補助負担金

　　　　　　

104 464　　　　　91 043　　　　　13 421

　　

公共事業費補助負担金

　　　　　

225 993　　　　178 108　　　　47 885

　　

失業対策事業費補助金

　　　　　　

22 767　　　　22 988　　　△　　221

　　

騎顕纏゛右９:r

　　　

999

　　　　　

1000

　　

、△

　　　

1

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　　

96 007　　　　72 000　　　　24 007

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　

74 434　　　　　　－　　　　74 434

繰入金（収益事業分を除く。）

　　　　　　

11 854　　　　　　　11854

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

275 059　　　　122 255　　　　152 804

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　

2 02j 802　　　1 538 155　　　　487 647

－286－



び

　

公

　

舎

　

の

　

状

　

況 昭和35年度末現在

　　　　

(単位

　

干平方米)

　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　

ｉ

建物面積

｀1

　

内

　　　　

訳

　

|

　

比

　　

率

　

建物面積

　

内

　　　　

訳

　　

比

　　

率

→

　

木♂け群知叫‰岨

　

゛)

ﾄ

♂ヤ裔ｌ

し

/福言

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　

％|

　　

％

　　　

1077

　　　

260

　　　

817

　

24.2

　

12.5

　　

4 253　　2 551　　170]　60-0　4ﾀ.∂

　　　

1 420　　　832　　　588　5∂.5　16-4　　　340　　　20　　　123　∂J.∂　24.0

　　　

3 929　　3 243　　　686　∂2.5　45.5　　2 054　　1 702　　　352　∂2.ﾀ　　4.0

　　　

6 426　　4 335　　2 09!　67.4　74.4　　6 647　　4 470　　2 177　67.3･　77.∂

　　　

1 152　　1100　　　52　ﾀ5.4　13-3　　　464!　440　　　24　ﾀj.?　5.4

　　　

258

　　　

251

　　　　

7

　

97-4

　　

3.り

　　

1 369　　1 357　　　12　卯.j　扨.Q

　　　

805

　　　

725

　　　

80

　

ﾀ0.2

　　

ﾀ.3

　　　

67

　　　

67

　　　　

0

　

四.∂

　　

Q.∂

　　

22ﾘ5

　

2 076　　　139　93-7　25.6　　1900　　1 864　　　　ぷ98-i> 22.2

　　

8 641　　6 411 2 230 74J 100.0 8 547 6 334 2213ﾄﾞｻﾞ1門

算額と地方財政計画との比較 (単位

　

百万円)

区｀

　　　　　　　　　

分

　　　

純計決

;

額((j

　

計

　

画

　

額乱

　

差

宍

－り
引

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　　　

704 586　　　600 340　　　104 246

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　　　

380 936　　　317 783　　　　63 153

　　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　　

164 717　　　　　　　－　　　　　　　－

　　

扶助費，補助費等

　　　　

151 505　　　　　　　－　　　　　　　－

　　

出

　

資

　

金，貸

　

付

　

金

　　　　　　

64714

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　　　

100 491　　　　84 039　　　　16 452

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　　

35 406　　　　45 905　　　・10 499

投

　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　　　

640 451　　　　473 648　　　166 803

　　

直轄事業負担金

　　　　

19 308　　　20 306　　・　998

　　

普通建設事業費

　　　　

457 985　　　323 493　　　134 492

　　

災害復旧事業費

　　　　

118 948　　　94 118　　　24 830

　　

失業対策事業費

　　　　

44 210　　　35 731　　　8 479

麓質％品９９準

　　　

－

　　

16 440　　　△16 440

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　　　

19 726　　　　　　－　　　　19 726

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　

32 339　　　　　　-　　　　-32 339

繰

　

上

　

充

　

用

　　

金

　　　　　

10 972　　　　　　－　　　　10 972

歳

　　　

出，

　　

合

　　

計

　　　　

1924907

　　　

1 538 155　　　386 752

－287－



その１

　

総 額

第108表 昭和35年回度資

-

　　

区

　　　　　　　　　

分’

　

｜第１‘４半期１第２‘４平期］

　　

｜歳

　　　　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　　

3 726　　　　　｀･　3 739

　　

1

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　　　　　　

I 540　　　　　　　1 672

　

゛Ｆ巧尹貿惣譲惣

　　　　

1溜

　　　

迄

　　

ａ与jol‰。，べ1

　　　　　

3;g

　　　　

ツ

勺‾♂‰Ａ与・俗゛

　　　　

ぶ

　　　　

ぶ

　

支

　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

2 988　　　　　　36 381

　

巾

よ。ぺぶ‰i‰療

　　　　　

昌

　　　　

ぶ

　

出

　　

支

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　　　　

3 292　　　　　　　39 47，

その２

　

都道府県分

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

１

　

第１・４半期

　

｜

　

第２・４半期

　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　　

2 412　　　　　　　2 275

　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　　　　　　　

870

　　　　　　　　

801収

　　

地方交付税および地方譲与税

　　　　　　　　　　

914

　　　　　　　　

578

1

　　　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　　　　　

400

　　　　　　　

619

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　

228

　　　　　　　

277

　　

歳計金貸付回収金

　　　　　　　

４

　　　　　　　　　

５入

　

一時借入金借入額

　　　　　　　

68

　　　　　　

61

　　　

収

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　　　　

2 484　　　　　　　2 341

支

　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

1 843　　　　　　2 157

　　

歳

　

計

　

金

　

貸

　

付

　

金

　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　

12

　　

一時借入金返済額

　　　　　　　

57

　　　　　　

45
出

　　

支

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　　　　

1911

　　　　　　　

2 214

その３

　

市町村分

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

１

　

第１・４半期

　

｜

　

第２・４半期

　　

歳

　　　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　　

1 314　　　　　　　r464

　

匹

　

方

　

ヨ

　　

670

　　　　　　

I

　　　

871収

　　

地方交付税および地方譲与税

　　　　　　　　　　

386

　　　　　　　　

203

　

｜

　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　　　　　　

89

　　　　　　　　

139

　

l

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　

169

　　　　　　　　

251

　

1歳計金貸付回収金

　　　　　　　　

36

　　　　

，24一入

　

一時借入金借入額

　　　　　　　

384

　　　　　

146

　

l

　

収

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　　　　　　

1734

　　　　　　　

1734

支｀歳

　　　　　　　　

出

　

‾‾〒ぷ

　　　　　

1 481

　　

歳．計

　

金

　

貸

　

付

　

金

　　　　　　　　

9o

　　　　　　　

岫

　

|

一時借入金返済額

　　　　　　　

146

1

　　　　　

ブ209
出１

　

支

　　

出

　　

合

　　

計

　　　　　　　　　

1381

　　　　　　　

リ嘸，

－288－
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｀
≒

―

　

″



地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画

昭和35年度計画額

６

５

1 411

Ｉ

４

２

２

４

　
　

５

　
　

９

　
　

４

　

－

７

　

４

　

２

　

６

　

３
８

３

　
　

１

　
　

２

　
　

１

１

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

″
ａ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

J7

11

比

― 297 ―

△

(A)-(B)
-

1 223

1 201

1 511

△

△

お

ｊ

(単位

　

億円)

~

　

較

四回

△

2j

４

　
　

７

７

　
　

３

　
　
　
　

△



その２

　

歳 入

第115表 昭

　

和

　

36

　

年

　

度

二

　　　　　　　　　　

分

　　　

ｉ

　

昭和36年度計画額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　

地

　　　　　　　　

方

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　

7 620　　　　　お.∂

　　　　

普

　　　　　　　

通

　　　　　　　

税

　　　　　　　　

7 249　　　　　373

　　　　

日

　　　　　　　　

的

　　　　　　　

税

　　　　　　　　　

371

　　　　　　

j.9

　　

地

　　　

方

　　　

譲

　　　

与

　　　

税

　　　　　　　　　

424

　　　　　　

2.2

　　　　

入

　　　

場

　　　

譲

　　　

与

　　　

税

　　　　　　　　　

162

　　　　　　　

0.∂

　　　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　

251

　　　　　　　　

j.3

　　　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　

0.j

　　

地

　　　

方

　　　

交

　　　

付

　　　

税

　　　　　　　　

3 773　　　　　　皿7

　　

国

　　　

庫

　　　

支

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　　　　

4 974　　　　　　26.1

　　　

義務教育関係国庫負担金

　　　　　　

I 336　　　　　　　7.0

　　　

その他の普通補助負担金

　　　　　　

1 244　　　　　　　∂.5

　　　

公共事業費補助負担金

　　　　　

2 125 11.1

　　　　　

普通建設事丿業費補助負担金

　　　　　　　

1 644　　　　　　　∂.∂

　　　　　

災害復旧事業T費補助負担金

　　　　　　　

481

　　　　　　　　

2.5

　　　

失業対策事業費補助負担金

　　　　　　　

259

　　　　　　　

j.4

　　　

国有提供施設等所在市町村助成交付金

　　　　　　　　　

JO

　　　　　　

０,1

　

地

　　　　　　　　

方

　　　　　　　　

債

　　　　　　　　

770

　　　　　　　

4.0

　

雑

　　　　　　　　

収

　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

1 565　　　　　　　∂.2

　　　　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

19 126　　　　　100.0

― 298 ―



地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画（つづき）

昭和35年度計画額

６

５

４

１

１

１

l
Ｏ
Ｃ
Ｄ
'
O
C
M
C
T
j
C
N
l
'
―
(
^
C
N
l
C
M
O
^
Ｕ
^
O
O
t
^

　

！

　
　

一

　
　
　

曾

　
　
　

‐

　
　

一

　
　

■

　
　

一

　
　

一

　
　

Ｉ

　
　

一

　
　

一

　
　
　

一

　
　

一

　
　

Ｉ

Ｃ
>
０
０
'
-
(
C
M
O
-
-
(
Ｏ
Ｑ
０
^
t
>
^
'
＾
'
-
H
C
-
v
'
:
i
＾

■
^

e
n

･
*
-
(

C
M

i
-
Ｈ

比

－299－

ム △

J7

(単位

　

億円)

~
総

ｊ

　
　

5

c
ｒ
>

-
^

ｊ

　
　

ｊ
ｔ

７

　
　

ｊ

Ｃ
Ｏ

c
v
^

茄

△

｜

　 　 　 　 　 　 　

｜

．．

　　　　　　　　　　　　　　

一心|

１

　　　

匹

ｌ

ご

１

ｉ

｛

｝

ト

「

｜

Ｓ

ｌ

１

｜

？

Ｆ

ｉ

ｉ

ｉ

１

「

Ｓ

－

－

｜

－

－

230

984

246

318

136

174

　　

8

865

026

095

910

781

206

575

230

　

10

7２0

222

381

一如
-

390

26

］

125

106

　

26

　

77

　　

3

908

948

241

334

344

438

　

94

　

29

　　

0

　

50

343

745



その１

　

道府県税

第116表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

地

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

昭和36年度見込客1

　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 392　　　　　　昶.0

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

民

　　　

税

　　　　　　　　　

550

　　　　　　

j5ぶ

　　　

個

　　　

人

　　　

均

　　　

等

　　　

割

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　

り,7

　　　

法

　　　

人

　　　

均

　　　

等

　　　

割

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　

0.1＼

　　　

所

　　　　　　　

得

　　　　　　　

割

　　　　　　　　　

216

　　　　　　

5.9

　　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　

割

　　　　　　　　　

304

　　　　　　

∂.4

　

事

　　　　　　　　

業

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　

1900

　　　　　　

52.1

　　　

個

　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　

155

　　　　　　

4.2

　　　

法

　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

I 745　　　　　　47.9

　

不

　　

動

　　

産

　　　

取

　　　

得

　　　

税

　　　　　　　　　

138

　　　　　　

3.∂

　

た

　　

道

　

府’県

　

ば

　

こ

　

消

　

費

　

税

　　　　　　　　　

264

　　　　　　　

7.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヽ

　

娯

　　

楽

　　

施

　　

設

　　

利

　　

用

　　

税

　　　　　　　　　

44

　　　　　　　　

j.2

　

料

　

理

　

飲

　

食

　

等

　

消

　

費

　

税

　　　　　　　　

273

　　　　　　

7.5

　

自

　　　　　

動

　　　　　

車

　　　　　

税

　　　　　　　　　

164

　　　　　　

4.5

　

鉱

　　　　　　　　

区

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　

10

　　　　　　

0-3

　

狩

　　　　　

猟

　　　　　

者

　　　　　

税

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　

0.j

　

法定外普通税および旧法税゛収入

　　　　　　　　

4

　　　　　

0.1

　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　　　

税

　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　

1.1

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　

255

　　　　　

7.0

　　　　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

3647

　　　　　

100.0

－300－



方

　

税

　

収

　

入

　

見

　

込

　

状

　

況

昭和35年度見込額

２

1 441

１３１

１

ｊ

　
　

ｊ

０

　
　

６

5j

比

－301－

１

１

(単位

　

億円)

~
較

Ｑ

　
　

５

ｌ

　
　

ｊ

４

　
　

Ｑ

×100

32

2j

11

お

Ｌ

　

７

７

　

２



その２

　

市町村税

第116表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

地

　

方

　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

昭和36年度見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 857　　　　　I 97.1

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

民

　　　

税

　　　　　　　　

1 234　　　　　31.1

　　　　

個

　　

人

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　　　　　

87

　　　　　　　

2.2

　　　　

法

　　　

人

　　　

均

　　　

等

　　　

割

　　　　　　　　　

12

　　　　　　　

0.3

　　　　

所

　　　　　

得

　　　　　

割

　　　　　　

6ｼ8

　　　　

17.1

　　　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　

割

　　　　　　　　

457

　　　　　　　

11.5

　　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　　　

税

　　　　　　　　

1 752　　　　　　　44.1

　　　　

純

　　

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

税

　　　　　　　　

1 624　　　　　如.ﾀ

　　　　　　

土

　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　

515

　　　　　

13.0

　　　　　　

家

　　　　　　　　　　　　　　

屋

　　　　　　　　　

674

　　　　　

17.0

　　　　　　

償

　　　

却

　　　

資

　　　

産

　　　　　　　　

435

　　　　　　　

旬.ﾀ

，

　　　

交

　　　　　　　

付

　　　　　　　

金

　　　　　　　　　

14

　　　　　　　　

0.∂

:

　　　

納

　　　　　　

付

　　　　　　

金

　　　　　　　　

114

　　　　　　　

2.ﾀ

　　

軽

　　　　

自

　　　

動

　　　

車

　　　

税

　　　　　　　　　

47

　　　　　　

j.2

　　

道

　

府

　

県

　

た

　

ば

　

こ

　

消

　

費

　

税

　　　　　　　　　

362

　　　　　　

ﾀ.j

　　

電

　　　

気

　　　

ガ

　　　

ス

　　　

税

　　　　　　　　　

416

　　　　　　　

10.4

　　

鉱

　　　　　　　　

産

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　

22

　　　　　　　

0.∂

　　

木

　　　

材

　　　

引

　　　

取

　　　

税

　　　　　　　　　

18

　　　　　　　

0.5

　　

法定外普通税および旧法税収入

　　　　　　　　

6

　　　　　

0,j

　

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

116

　　　　　　

2.ﾀ

　　

入

　　　　　　　　

湯

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　

0.j

　　

都

　　　

市

　　　

計

　　　

画

　　　

税

　　　　　　　　　

108

　　　　　　

2.7

　　

水利地益税および共同施設税

　　　　　　　　

3

　　　　

0.j

　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

3 973　　　　　100.0

－302－



税

　

収

　

入

　

見

　

込

　

状

　

況（つづき）

昭和35年度見込額

－
１
‐
－
１
１
１
１

　

５

　

９

　

４

　

１

　

１

　

７

　

８

　

１

　

Ｃ
Ｏ

Ｏ
S

　

C
Ｏ

比

－303－

㈲一朗

△

△

心

△

み

　

∂

n

(単位

　

億円)

　

較

一一
贈゛率
(C)/(B)×100

△

△

11



第117表

　

昭和36年度地方

ﾚ

・

　

]

ﾉ

ﾆｹﾞ

ﾚｻ

j

　

ﾍｸﾞ1

　

ふ譲ここ

　　　　

4

ﾆｽﾞ

　　　

29

;j

i

　　　　

2

;:ﾌ

第118表

　

昭和36年度地方

　

区

　　　

分

　　

当

　

初

昭

第

で

次

36

第

宍ｽﾞ

捕正後

三

一

　　　　　　　　　

㈲

|

補

　

正

|

補

　

正

|

　　　

倒

　　　　

回

国

　

所

　　

得

　　

税

　　

366 269　　22 428　　26 000　414 697　330 874

にズ

　

Ａ

　

Ｉ

　

ニドT

　

二卜二二

，

税

　　　　　

計

　　

（匈

　

，

1 218 679 73 966　　45000　1 337 645　　994 849

　

地

　

(a)X 28-5%　　　　1　　347 324　　21 080　　12 825　　381 229　　283 532

　

方

　

過年度精算額

　　　

5 632　　　　‾　　　　‾　　5 632　　　　‾

悛獅錨鸚数

　　

１

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

１

　　　　　

－

，Ｕ

　

繰入または繰越

　　　

20 679　　　　－　△　9 850　　10 829　　　　－

　　　　

計

　　

（b）

　　

373 636　　21 080　　　2 975　　397 691　　283 532･

ド門鵜診見|

　

づ

　

り

　

り二り

.2985

　　

合

　　　

計（b）刊ｃ）1

　

377 2ﾂﾞ　　21 302　　3 no　4Q1 704 286 51７

－304－



'譲与､税収入見込状況

(単位

　

百万円)

1

　　

9

　

fa 35　　年　　度　　　　　　　　　比　　　　　　較

リ1 ia 詔ト回心トむ団々　゛ｊｓ劉≒joブ

ｊ

　　

二

　

二

　

，

U

　

二

　

jl

；

　　　　　　

843

　　　　　　

82

　　　　　　

761

　　　　　　　

277

　　　　　　　

j2.ﾀ

交付税の算定基礎

(単位

　

百万円)

　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　

｜

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　

｀

嶋縁|レ印に釧大判と叫訃回、四万帽卜

］

・

　

、％

|

l･

　　　

14 953　　　7000　　352 827　　　35 395　　　辺.7　　　61 870　　　17､5

　　　

88 710　　24 500　　552 067　　　139 305　　　31.7　　　90 633　　　妬.ﾀﾞ

　　　

21 605　　　　　－　　246 723　　　49 130　　　21-8　　　33 525　　　8.∂

1

　

125 268　　315001 1516白　　223 8ｿ　　22〕　　186 028　　　16､2

’

　

35 701　　　8 978　　328 211　　　63 792　　　22-5　　　53018　　　妬.2

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

5 632　　　加り.0　　　　5 632　　　辺Q刀

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　　

１

　　　

辺り.0

　　　　　　

1

　　　

辺り.Q

　　

△11 701　△　8 978　△20 679　　　20 679　　　辺Q.り　　　31 508

j

　　

24 000　　　　－　　307 532　　　90 104　　　31.8 90 1591 2ﾀ.∂

1

　　　

3

ｿ

　　　　

94

1

　　

3 455　　　　6〕　　　22-5　　　　558 16-2

　　　

24 376　　　　941　　310 987　　　90 77ﾘ　　　31.7　　　90717　　　29.2

－305－



区 分

第119表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

昭和36年度当初計画

総

　　

額

債
業
業

　
　

事
事

計

　
　

助
旧

会
補
復

般
般
害

　
　

一

　

災

一

直

準

義務教育施設整備事業

高等学校整備事業

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

固定資産税減税補てん債

オリンピック施設整備

港
簡
と
下
宅

公

電
水
交
地
工
病
そ
合

轄
公
湾
易
場

事

企
備
道
備

営
整
水
整

　　

水

　

道

　

地

　

造

　

成

営

　

企

　

業

　

会

気
道
通

下

特

住
病
厚
総

業

　
　

の

用
院

鉄
水

業

業
事
事
事
事
事

計

事
事
事

　

事
道事

事
事

　

計

の他

別

　　

地

　

方

　

債

　　　　　　　　　

宅

　　　　　　　　　

院

生

　

福

　

祉

　

施

　

設

　　　　　　　

計

債
債
業
業
業
業
業
債
業
業
業
業
業
業
業

２

１

政府資金

１

公

　

募

計画追加

政府資金

9
４
０
２
４
４
８
ほ

　

一

　

一

　

４

　

一
ヽ
一

　

一

１
０

　

１

-

-

-

-

-

-

-

-

-

194

　

－

-

　

－

T９４

（注）一般補助事業の昭和36年度計画追加欄の（

　

）内は災害関連事変分で内義

　　　　　　　　　　　　　　　　

― 306 ―

-

ｊ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

が

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｆ
ｊ

－

Ｌ

Ｊ

1

1

1

1

1

！

」

－

１

１

－

ｉ

－

｜



地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　

昭和36年度最終計画

･総

　　

額

　　

叫

２Ｃ

　

ｌ

１

である。

政府資金

１

公

　　

募

昭和35年度最終計画

総

　　

額

　　

匂

161

161

― 307

政府資金

(単位

　

億円)

公

　　

募

比較増減

　

㈲一剛

乙

＆

△

674

120

268

201

　　

－

　

80

　　

5

　　

－

160

118

　

32

　

27

　　

4

　

55

　

－

322

　

85

167

　

47

　

－

　

－

　

11

　

12

274

　

－

　

－

　

－

　

－

274



第120表 昭

　

和

　

36

　

年

　

変

　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

昭和36年度予算額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　

歳

　　　　

入

　　　　

総

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

2 415 042

　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　　　　　　　　　　　　

1 481 826

　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　

933 216

　　　　　

大

　　　　　

都

　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

130 667

　　　　　

市

　

お

　

よ

　

び

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　

742 555

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

451 884

　　　　　　

町

　　　　　　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　

290 671

　　　　　

特

　　　　　

別

　　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　

51 069

　　　　　

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　　　　　　　　　　　　　

8 925

‘

　　　

歳

　　　　

出

　　　　

総

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

2 415 042

　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　　　　　　　　　　　　

1 481 826

　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　

933 216

　　　　　

大

　　　　　

都

　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

130 667

　　　　　

市

　

お

　

よ

　

び

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　　

742 555

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

451 884

　　　　　　

町

　　　　　　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　

290 671

　　　　　

特

　　　　　

別

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

51069
1

　　　　

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

8 925　1

区 分

第121表 昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

予

　

算

　

総

　

額

　

㈲

国
市
国
都
財
分
使
手
寄
繰
雑
繰
地
特
特
軽

41 41

351 87

2 415

― 308 ―

都道府県

釘
打
一
一
一

C
r
j

-
｡

0.1

439 722

　

40 140

245 414

725 276

　　　　

291

439 960

　　　　

－

　

19 769･.

　

20 982

　

28 721

　

12 594

　

10 825

　

16 996

　

89 803

　

57 718

　

56 831

　　

2 322

　　　　

－

1 481 826

！

　　　　

方

　　　　

税
１

　　

方

　　

譲

　

与

　

税
！

　　

方

　　

交

　

付

　

税
小

　　　

計（一般財源）
｜有提供施設等所在
り町村助成交付金
ｉ

　　

庫

　　

支

　

出

　

金
；道府県支出金

　　　

産

　　

収

　　

入
・担金および負担金
ｌ

　　　　

用

　　　　　

料

　　　　

数

　　　　

料

　　　　

附

　　　　

金

１

　　　　

入

　　　　

金
１

　　　　

収

　　　　

入

１

　　　　

越

　　　　

金

　　　　

方

　　　　

債
一別区財政平衡交付金
別区財政調整納付金

　

油引取税交付金

合

　　　　　　　　

計
・

　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　

｜

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

｜

ｌ

－

！

－

｜

｜

｜

－

－

－

｜

ｊ

ｌ

ｊ



予。算

　

の

　

状

　

況

(単位 百万円）

ｔ

　

昭和32年度予算額

　　

｜

　　

増

　　

減

　　

額

　　　　

増

　

回

　

戎

　　　

率

７

　　　　　　　

匂

　　　　　

W - (B) (C)　　　　面×100　　　　　　　｜

＝

　

j

　　　　　　　　

1 933 931 481 111　　　　　　　　　2詣

i

　　　　　　　　

1 160 860　　　　　　　　　　320 966　　　　　　　　　　　　27-6

1

　　　　　　　　

773 071　　　　　　　　　　160 145　　　　　　　　　　　　20-7
；

　　　　　　　　

106 394　　　　　　　　　　　24 273　　　　　　　　　　　　22.8

　　　　　　　　　　　　

617 227　　　　　　　　　　125 328　　　　　　　　　　　　20-3

1

　　　　　　　　

373 321　　　　　　　　　　　78 563　　　　　　　　　　　　21.0

・

　　　　　　　　

243 906　　　　　　　　　　　46 765　　　　　　　　　　　　四.2

　　　　　　　　　　　　　

36 241　　　　　　　　　　　14 828　　　　　　　　　　　　40-9

:

　　　　　　　　　

13 209　　　　　　　　　△　　4 284　　　　　　　　　　5　認.j
l

　　　　　　　　　　　

1933 931　　　　　　　　　　481 111　　　　　　　　　　　　24.9

5

　　　　　　　　

1 160 860　　　　　　　　　　320 966　　　　　　　　　　　　27.6
？

　　　　　　　　

773 071　　　　　　　　　　160 145　　　　　　　　　　　　20-7

i･

　　　　　　　　

106 394　　　　　　　　　　　24 273　　　　　　　　　　　　22.∂
･，

　　　　　　　　

617 227　　　　　　　　　　125 328　　　　　　　　　　　　20.3

　　　　　　　　　　　　　

373 321　　　　　　　　　　78 563　　　　　　　　　　　21-0
’，

　　　　　　　

243 906　　　　　　　　　　　46 765　　　　　　　　　　　　四.2
’

　　　　　　　　

36 241　　　　　　　　　　　14 828　　　　　　　　　　　　jり.9
1

　　　　　　　　　

13 209　　　　　　　　　こ　　4 284　　　　　　　　　　ム　お.j

歳

　

入

　

予

　

算

　

の

　

状

　

況

－309

(単位

　

百万円)

-

　　　

度

　　　　　　　

昭和35年度

　　　

｜

　　　

比

　　　　　　　　　

４

　

１

，市

　

町

　

村

　

1

　　

予

　

算

　

ｷ，

　

額

　

知

　　

丿

一

詣

　

額

（Ｃ

づ増減率昌×100

　

｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

91

　　　　

1

　　　　

ら

　　　　　　　　

373 307　　　　　649 751　　　　J3､∂　　　　　163 278　　　　　　　25j

g

　　　　　　

1 274　　　　　　32 566　　　　j.71　　　　　　8 848　　　　　　　27.2
；

　　　　　

106 464　　　　　271 134　　　　14.0　　　　　80749　　　　　　29-8

y

　　　　　

481 045　　　　　953 451　　　　49-3　　　　　252 870･　　　　　　26､5
1

　　　　　　

1110

　　　　　　

1009

　　　　

0.1

　　　　　　　

130

!

　　　　　　　　

12.9
七

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

‘

　　　　　

126912

　　　　

470 817　　　2j･ぶ　　　　　％〇岬　　　　　　加.4

: ■■　　　　　　40288　　　　　　35
685　　　　j.∂　　　　　　4 603i　　　　　　12-9

う

　　　　　　　

38 948　　　　　　48 776　　　　2.5　　　　　　9 9411　　　　　　20.4

ン

　　　　　　

8 221　　　　　　24 518　　　　1.3　　　　　　4 685　　　　　　　19.1
11

　　　　　　

18 866　　　　　　44 174　　　　2.j　　　　　　34131　　　　　　　7.7
･･

　　　　　　

10 049　　　　　　19 327　　　　j.0　　　　　　3 316　　　　　　　17.2
4で，

　　　　　　　

14 067　　　　　　　20 902　　　　I-l　　　　　　　　3 990　　　　　　19.1
ン

　　　　　

20 149　　　　　　24 H3 j.2　　　　　　13 032　　　　　　　5y.り

　　　　　　　　

61 138　　　　　1 14 686　　　　5.9　　　　　36 255　　　　　　　31-6

ソ

　　　　　　

36 004　　　　　　61 518　　　　∂.2　　　　　　32 204　　　　　　　52.5

　　　　　　　　

68 785　　　　　107 769　　　　5.∂　　　　　　17 847　　　　　　　扨.δ
゛

　　　　　

6512

　　　　　　

3 507　　　　り.2　　　　　　3 005　　　　　　∂5.7

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

2 943　　　　0.2＼　　　　△　　621　　　　　　△　21.1

”

　　　　　

1 122　　　　　　　736　　　　　Q　　　　　　　386　　　　　　　52.4
ゾ

　　　　　　

933 216　　　　1 933 931 100.01　　　　　4811111
24.9

--



第122表昭和36年∇度

慶プ年ｸﾞ

ｰ

　

ゝ

　　

Ｉ
道

　

府県

36
-

　

都

和
一
額㈲

昭

一

．総算予

分区

　　

5 381

116 262

　

91 061

　　

7 032

329 436

435 10凋

5
4
2
6

2
3
9
1

－

　

―

ｊ
ｌ
ｌ
ｌ

<
＾
K
C
o
^
O
C
N
]
Ｏ
ｏ
Ｏ
-
^
l
C
'
-
H
"
-
H

一
一
―
・
一
Ｉ
一
奉
一
一
―
一

O
'
>
H
C
＼
3
≫
-
-
(
Ｃ
Ｔ
＼
t
o
O
C
>
^
'
-
-
)
≫
-
^
O
O

　

―
<

~
H

(
Ｍ

-
i

-
-
.

2
4
7
7
1
5

―
／
Ｏ

　　

1

1481

－
‐
‐
‐
‐
１
‐
－
‐
‐
‐
‐
‐
‐
－
―
－
ｉ
－
－
－
－
・
‐
‐
・
‐
‐
‐
‐
－
‐
－
－
i

　

6
5
1
3
7
8
3
4
4
1
1
3
4
4
4
5
8
5
2
4

　

2

　

3
8
6
7
9
6
6
3
5
5
8
5
6
4
2
6
9
6
2
0

　

4

　

6
5
0
4
9
6
0
3
3
1
2
2
0
2
0
0
3
4
3
6

　

0

　

2
1
1
4
9
3
0
3
8
7
1
2
3
5
6
0
1
6
2
4

　

5

　

2
8
9
3
5
3
6
7
6
3

　
　

6
2
3
1

　
　
　
　
　

1
－

　
　

２

　
　

４
／
｛
｝
２

　

２

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
金
費
金
金
金
金
金
費

　
　
　
　
　
　

設

　
　
　
　
　
　
　
　

用
付
付
付

　
　
　
　
　
　

施
生
済

　

査

　

ｉ

　
　

充
交
交
納

　
　
　
　
　
　

働

　
　
　
　
　

ａ

　
　

上
税
衡
整

会

　

察
防
木
育
労
衛
経
産
調
挙

　

債
出

　
　
　
　
　
　
　

び

　
　
　
　
　
　
　

及
健
業

　

計

　
　
　
　
　
　
　

会

議
庁
笥
消
土
教
社
保
産
財
統
選

計

予

　

合

第123表昭和36年度

度

県

　

年

一一一一一一一一一

道

　

府

36

　

都

　　　

和

総

　　　

額

昭

算予

分

785 61

６１５

21971

77 742

3
3
2
8
４
9
5
4
5

9
4
1
3
2
４
2
1

1

　

２
７
１

　

１

70 391

36 024

10 065

　

4 604

費
費
費
等
費
費
費
費
金
金
金
金
金
費

　
　
　

費
業
業
業

　
　
　
　
　

用

　
　

修
助
事
事
事

　
　
　
　
　

充

件
件
補
補
設
旧
策
債
立
資
付
出

に

備

　
　

持
９
　
建
復
対

　
　
　
　
　

度

　
　
　

助
通
１
　
業

　
　
　
　
　

年

人
物
維
扶
普
災
失
公
積
出
貸
繰
前
予

14811。,i2 415計合
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諸

　　

支
公

　　　

債

繰

　　　　

出
前年度繰
軽油引取
特別区財政平
特別区財政調

● W 〃

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

－

-

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

．

　　　　　　

．･

　　　　　　　　　　

ｉ

－

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

－ ・

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｆ

　　　　　　　　　

。･

●

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

♂

｜

1

1

1

ｉ

ｉ

－

｜

｜

－

｜

一

一

｜



目･的･別歳出予算の状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

?-・rF

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　　

比

　　　　　

較

市

　

町

　

村

　

|

　　

予

　　

算

　　

総

　　

９

ぽ

譜寸土‰に「

　　　　　　　

17 252　　　　17 194　　　　詣| 5 442　　　　　　　諮

　　　　　　

165 3221　　　　239 528　　　　　12.4」　　　　42 057　　　　　　17.6

　　　　　　　　　　

‾

　　　　　　

76 501　　　　　　j.0　　　　　14 560　　　　　19.0

　　　　　　　

27 441　　　　　　29 702　　　　　　jl　　　　　4 771　　　　　　錨j

　　　　　　

130 561　　　　　348 635　　　　　　j∂.0　　　　Ill 361　　　　　　31-9

　　　　　　

198 564　　　　　516 003　　　　　　2∂J　　　　117 665　　　　　22.∂

　　　　　　

134 595　　　　　197 333　　　　　　10.2　　　　　62 730　　　　　∂j.∂

　　　　　　　

38 949　　　　　　54 715　　　　　　2.∂　　　　　18619　　　　　34-0

　　　　　　　

75 896　　　　　222 693　　　　　　11.5　　　　　45 661　　　　　　20:5

　　　　　　　

20 274　　　　　　25 026　　　　　　j.3　　　　　12 125　　　　　ぢﾀﾞ∂.4

　　　　　　　　　

554

　　　　　　

3 562　　　　　　Q.2　　　△　　2 281　　　△　∂4j

　　　　　　　　

1 815　　　　　　2 468　　　　　　0.j　　　△　　　215　　　a　　∂,S

　　　　　　　

38 760　　　　　　49 671　　　　　　2.51　　　　13 393　　　　　27.0

　　　　　　　

47 502|　　　　　106 777　　　　　　j.5　　　　　18 467　　　　　17.3

　　　　　　　

20 280　　　　　　22 019　　　　　　j.2　　　　　14 005　　　　　63.e

　　　　　　　　

9 784　　　　　　n 870　　　　　　Q.∂　　　△　　I 805　　　△　15.3

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

744

　　　　　　　

－

　　　　　　

654

　　　　　

87-9

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

3 443!　　　　　0ぷ　　　　　3 022　　　　　∂7.∂

　　　　　　　

2 322　　　　　19碩　　　　　卵 356･　　　　　　　括j

　　　　　　　

3 345　　　　　　4 080　　　　　　Q.2　　　　　　524　　　　　12.8

　　　　　　

933 216　　　　1 933 931　　　　　100.0　　　　4811ﾔ　　　　　24.9

性質別歳出予算の状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　　

年

　

度

　　　　　

比

　　　　　　　

較

Ｔ

☆

予

　　

算

　　　　　

額知

　

し

躍♂｜ル兵農

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

222 887　　　　　657 712　　　　　　34.0　　　　127 905　　　　　　扨.4

　　　　　　

119071

　　　　　

160 887　　　　　　8.3　　　　　32 816　　　　　20-4

　　　　　　　

22 243　　　　　　34 471　　　　　　1.8　　　　　　88391　　　　　25-6

　　　　　　

104 854　　　　　167 424　　　　　　8.7　　　　　45 227　　　　　　27-0

　　　　　　

293 872　　　　　539 159　　　　　　27.9　　　　　199 383　　　　　　57.0

　　　　　　　

38 451　　　　　123 652　　　　　　6.4　　　　　　963　　　　　　Q.∂

　　　　　　　

27 964　　　　　　44 048　　　　　　2.3　　　　　　5 887　　　　　　13-4

　　　　　　　

47 502　　　　　106 777　　　　　　5.5　　　　　18 467　　　　　　17-3

　　　　　　　

6 665　　　　　　8319　　　　　　0.4　　　　　　6 063　　　　　　72.ﾀ

　　　　　　　

3611

　　　　　　

3 764　　　　　　0.2　　　　　　2 195　　　　　　5∂.∂

　　　　　　　

12 687　　　　　　49 749　　　　　　2.6　　　　　20 642　　　　　　の.5

　　　　　　　

20 280　　　　　　22019　　　　　　1.1　　　　　14 005　　　　　　63-6

　　　　　　　

9 784　　　　　　11 870　　　　　　0.6　　　△　　1 805　　　　△15.2

　　　　　　　

3 345　　　　　　4080　　　　　　0.2　　　　　　524　　　　　　j2.ﾀ

　　　　　　

933 216　　　　1 933 931　　　　　100.0　　　　481 111　　　　　　24.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
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その１

　

道府県税

第124表

　

昭

　

和

　

36年

　

度

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

画

　　　　　

額

　　　　　　　　

調
区

　　　　　　

分

　

昭和35年度i昭和36年度|増減額|増減率

し

和3潭度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

゛
道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　

43 246　　54 990　　H 744　　　2M　　44 599

　　

うち法人分

　　　

23 426　　30 289　　7 363　　　3.ﾀ　　26 933

事

　　　

業

　　　

税

　　　

144 121　　190030　　45 909　　　24.2＼　168 714

　　

うち法人分

　　　

131 494　174 502　　43 008　　　24-6　150 558

道府県たばこ消費税

　　　　

23 675　　26 360　　　2 685　　　拓.2　　18518

料理飲食等消費

　　　

23 247　　27 294　　4 047　　　jj.∂　　23 636

軽油引取税（目的税）

　　　

14 917　　25 525　　10 608　　　む.∂　　　12 807

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

32 627　　40 453　　　7 826　　　四.3　　35 946

　　　

計

　　　　　　　

281 833　364 652　　82819　　　22.7　　304220

その２

　

市町村税

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

画

　　　　　

額

　　　　　　　　　

調ｇ

　　　　　

゛

　

し

に４≠・綱増４ｎ）減率

ﾚ

盲盲万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
市町村民税

　　　

97854　123 415　　25 561　　　釦.7　　111330

　　

個人所得割

　　　

53 579　　67 800 14221　　　　21.0　　75469

　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　　

34761　　45 652　　10 891　　　お.ﾀ　　24 564

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　

9514

　　　

9％3

　　　

449

　　　　

4.5

　　

11297

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

156 100　　175227　　19 127　　　拓.ﾀ　　190731

市町村たばこ消費税

　　　　

32 553　　36 246　　　3693　　　加.2　　16 260

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　

36 880　　41 594　　　4714　　　11.3　　17 755

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

17785　　2o 835　　　3050　　　14-6　　19 698

　　　　

計

　　　　　　

34ロア2

　

397 31/　　56 145　　　14.1　355 774

（参考）国税における昭和36年12月末実績（１兆4 698億円）は，前年同期（１兆1741
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地方税の徴I収状況

(昭和36年17月末現在)

　　　

定

　　　　　

額

　　　　　　　　　　　

収

　　　

入

　　　

済

　　　

額

　　　

i

' BSIn36ip度1゛゛額皿減］o3湊度|呂大渡卜減額）減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

ム

　　　

56 472　　　　11 873　　　部.∂　　32 616　　41 111　　　8 495　　　部.d

　　　

34 305　　　　7 372　　　27.4　　23 038　　28 815　　　5 777　　　25.1

　　　

215 122　　　　46 408　　　27-5　　139 431　　175 701　　36 220　　　2∂J

　　　

193 40　　　　42 859　　　2∂.5　　126 646　　159 245　　32 599　　　251

　　　

21 032　　　　2 514　　　　13-6　　18 518　　21 032　　　2 514　　　13-6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

28 094　　　　4 458　　　括.ﾀ　　18 334　　22 624　　　4 290　　　3.4

　　　

19 969　　　　7 162　　　55.ﾀ　　11 155　　17 059　　　5 904　　　52.1

　　　

43 957　　　　8011　　　　22.5　　28 376　　34 289　　　5 913　　　即1

　　　

384 646　　　80 426　　　26.4　248 480　31 1 816　　63 336　　　25う

(昭和36年９月末現在)

　　　　　

定

　　　　　　

額

　　　　　　　　　

収

　　　

入

　　　

済

　　　

額

　　　

｜

昭和36年度|増

　

減

　

額|増減率

ﾚ

和25年度丿昭和36年度|増減額1増減率

l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

139 260　　　　27 930　　　20.1　　49 735　　63 625　　13 890　　　21.8

　　　　

95 271　　　　19 802　　　即.∂　　25 956　　33 248　　　7 292　　　2j･ﾀﾞ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

32 429　　　　7 865　　　24-3　　19 402　　25 799　　　6 397　　　24.Si

　　　　

11 560　　　　　263　　　　2.∂　　　4 377　　　4 578　　　　201　　　　4.4

　　　

209 784　　　　19 053　　　　ﾀj　　83 731　　95 868　　12 137　　　12.7

　　　　

18 639　　　　2 379　　　13-8　　16 187　　18 472　　　2 285　　　12-4

　　　　

20 450　　　　2 695　　　13-2　　17 358　　19 864　　　2 506　　　12.6

　　　　

22 958　　　　3 260　　　14.2　　　9 919　　12 274　　　2
355　　　19.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

41 1 091　　　55 317　　　13.5　1ｱ6 930　210 103　　33
173　　　15.8

円）と比べて2 957億円, 25,2%の増加である。
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第125表昭和36年度

　　　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　　　　　　

基

　

準

　

ｇ

　　

゛

し

廊回（四回団41

　

別･

　

ﾚ

扁価飛T

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

460 563　　　　126 824　　　　587 387　　　206 315

市

　　

町

　　

村

　　　　

253 261　　　　126 893　　　　380 154　　　　133 681

　

大

　

都

　

市

　　　　　

13 728　　　　87 517　　　　101 245　　　　11 140

　　　

市

　　　　　　　

115 091　　　　33 930　　　　149 021　　　　75 588

　

町

　　　

村

　　　　

124 442　　　　5 446　　　　129 888　　　　46 953

　

合

　　　

計

　　　　　　

713 824　　　　253 717　　　　967 541　　　　339 996

(注) 木表は，一般算定分と合併算定替分とを単純に合計したものであり，

第126表

　

昭 和

再算

36年度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

36

　　　

年

　　　

度

　　

ヽ

　

区

　　　　　　　

分

　　

1

普通交付税|特別交付税|合

　　

計

　

固

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　

254 248　　　　　13 496　　　　　267 744

市

　　　　

町

　　　

村

　　　　　

119 580　　　　　14 379　　　　　133 959

　　

大

　　　

都

　　

市

　　　　　　

2 588　　　　　　　334　　　　　　2922

　　　　　　

市

　　　　　　　　　

39 503　　　　　　5 679　　　　　45 182

　　

町

　　　　　　

村

　　　　　

77 489　　　　　　8 366　　　　　85 855

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

3ｱ3 828　　　　　27 875　　　　　401 703

（注）特別交付税には臨時地方特別交付金を含む。

第127表

　

昭和36年度普通会計分地方債許可状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　

区

　　　　　　　

．分

　　　

｜

　　

計

　　

画

　　

額

　

｜

　　

許

　　

可

　　

額

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　　　　　　　

77 900　　　　　　　50 278

　　

一般

　

補助

　

事業

　　　　　　　　　

15 900　　　　　　　12 700

　　

災

　

害復

　

旧

　

事

　

業

　　　　　　　　

30800

　　　　　　　

11566

　　

義務教育施設整備事業

　　　　　　　　　

17 800　　　　　　　　17 800

　　

高等学校整備事業

　　　　　　　　　

3000

　　　　　　　　　

一

　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

900

　　　　　　　　　　　　

7 891

　　

固定資産税減税補てん債

　　　　　　　　　　　

400

　　　　　　　

、

　　

321

　　

オリンピック施設整備

　　　　　　　　　

1000

　　　　　　　　　

－

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　　　　　

16000

　　　　　　　　　

9 2?0 -

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

93 900　　　　　　　59 548

（注）許可額は、昭和37年２月１日現在である。
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普通交付税の算定状況

定後のものである。

地方交付税 の交付状況 (単位

　

百万円)

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　　

≒

　

１

　　　

比

　　　

ｔ

　

ｌ

普通交付税|特別交付司合

　

お

ﾖ

維ドレ誤診‰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

198 114　　　　　　13 043　　　　　　　21 1 157　　　56 587　　　　26.8

　　　　　　　

87 539　　　　　　12 291　　　　　　　99 830　　　34 129　　　　討.2

　　　　　　　　

1 394　　　　　　　3％　　　　　　　　1790　　　　1 132　　　　63.3

　　　　　　　

29 435　　　　　　5015　　　　　　　34 450　　　10 732　　　　3jj

　　

㎜

　　　　

56 710　　　　　　6 880　　　　　　　63 590　　　22 265

詞

　　　　　　

285 653　　　　25 334　　　　　310 987　　90 ｱ16　　　29.21

　　　　

第128表

　

財政再建団

その１

　

種類別

体数

　　

W－－

　　

j乙-

　

-〃●

　

’-W

　　

g

　　　　　　　

芸言認（雛黙示回付聊谷琵弔翻

　　　　　　

゛

尚

之幣）羅

万

善靉

尚

を覗

丿

爾言賢

丿

言

　

府

　　　　　　　

県

　　　

36

　　　

18

　

4

　　

2

　　　

16

　　　

7

　　

－

　　

91

　

全部適用団体

　　　

一

　　

17

　

3

　　

－

　　

14

　　　

6

1

　　

－

　　

8

　

一部適用団体

　　　

－

　　　

１

　　

１

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　

一

　　

－

　

準

　

用

　

団

　

体

　　　

－

　　　

－

　

－

　　

２

　　　　

２

　　　　

１

　　

－

　　　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

1 519　578 302　135　411　　81　16　346

　

全部適用団体

　　　

－

　　

536 250　　－　　286　　74　　－　212

　

一部適用団体

　　　

－

　　

34

　

32

　　

－

　　　　

2

　　　

－

　　

－

　　

2

　

準

　

用

　

団

　

体

　　　

－

　　　

8

　

2o

　

135

　　

123

　　　

7

　　

16

　

13

1

一合

　　　　　　　

計

　　

1 555　　　596 306　　13ｱ　　427　　　88　　1J　355

　

全部適用団体

　　　

－

　　

553 253　　－　　3001　　80　　-｀　220!

　

一部適用団体

　　　

－

　　

35

　

33’

　

－

　　　　

2

　　　

-

　　

-1

　　

21

　

準

　

用

　

団

　

体

　　　

－

　　　

8

　

2o

　

137

　　

1251

　　　

8

　　

16

　

1り
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”’‾‾‾

　

”‾‾

　　　

”’‾

　

’｀

　

”‾

　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）

こご

団

ご

ﾄ

ん夕

　

卜

奏ｓ゛

ﾄ

ヰＪ

ﾚ
ﾚｄ卜に

　　　

‘

　

170 108 376 423　　　　43284　　254 248　　254 248　　∂ｲ2i

　　　　

142 224　　　　275 905　　　　15331　　　119 580　　　119 580　　　52.0

　　　　　

89 902　　　　101 042　　　　2 385　　　　2 588‘　　　2 588　　　　0.7

　　　　　

44 608　　　　120 196　　　　10678　　　39 503　　　39 503　　　10.6

　　　　　

7 714　　　　　54 667　　　　2 268　　　77 489　　　77 489　　　20.ｱ

j

　　　

312 332 652 328　　　58 615 3ｱ3 8281　　373 828　　　100.0



その２

　

完了年度別

第128表･財政善一建

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

財政再建債を起した団体

　　　

そみ

　　　　　　　　　　　　　　　

レ

　

削

　

iﾔ

　

汁

　

ｕレヽ

ﾊﾟ

（利

　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　

4

　　　　

22

　　　　

53
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出

　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　

3724

― 322 ―



地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画

　

（つづ‘き）

その４

　

歳入増減事由 く単位

　

億円）

　　

’

　

ぼI゛

　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

増

　　

減

　　

額

　

＼

　

地

　　　　　　　　　

方

　　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　

1689

　　　　

現行法による増収見込額

　　　　　　　　　　

1710

　　　　　　

普

　　　　　　

通

　　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

1 641

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

/

　　　　　　

目

　　　　　　　

的

　　　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　

69

　

≒

　　　　

樋

323



その１

　

道

　

府

　

県

　

税

第133表

　

/昭づ和、37年面･地一

　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　

ｚ

　　　　　　

l田口3ツ1ln36四:増ｓｎ％琵辱（|’

　　　

，

　　　　　

分

　　

見込額

　

㈲

　

見込額

　

如

1

　

㈲一如

　

（Ｃ）

|

　

面ｘl00r

　

普

　　　

通

　　　

税

　　　

430 575　　339 127　　　91 448　　　2ぶ‘

　　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　　

91 880　　　54 990　　　36 890　　　　∂7j

　　　

個

　　　　　　

人

　　　　

53 924　　　24 201　　　29 723 12.8

　　　

法

　　　　　　

人

　　　　

37 956　　　30 789　　　7 167　「　器a.

　　

事

　　　

業

　　　

税

　　　　

225 710　　　190 030　　　35 680　　　　皿∂

　　　

個

　　　　　　

人

　　　　

14 905　　　15 528　　△　623　　　A4.りI

　　　

法

　　　　　　　

人

　　　　

210 805　　　174 502　　　36 303　　　　加.∂

i

　

不動，産取得悦

　　　

17 393　　13 811　　　3 582 25.l＼

1

　　

道府県たばこ消費税

　　　　

34 272　　　26 360　　　　7912　　.　jQ,ひ｜

　

?･夕地設利用税

　　　　

4 858　　　4 395　　　463　　　皿5

｜

　

料理飲食等消費税

　　　　

29 101　　　27 294　　　1 807　　　　∂.jj

　

自

　

ｎ

　

車

　

税

　　　　

20 002･　　　16 365　　　≒3 637　　　　22.2＼j

　　

ヤ

　　　　

区

　　　

税

　　　　　

I 027　　　　1 0261　　　　　よ　　　　∂ｊ

　　

狩

　

祁

　

者

　

税

　　　　　

匹･

　　　

4

1

　　　　

99

　　　

24､5

　　

伊よ璧偕づ

　　

，う

　　

ズ

　　

ヤ

　　

〕j

　　

固

　

定

　

資

　　　

税

　　　　　

5 4481 4 099「　　　　1349　　　　　必,ﾀ

　

目

　

的

　

税（軽油引取税）

　　　　

309801

　　　

25 525　　　　5 455　　　　21.4

J

　

合

　　　　

ト

　　　

46

ﾑ

5

　

364652

　　

96門

　　

］

324



方ﾆし税収入!見込状況

その２市･町村税 (単位

　

百万円)

……

…万“

　　

二

　

ル

?li (A.

↓＼普-･

　　　

通

　　　

税

　　　

456 247　　385 705　　70 542　　　j詣

1｡，市．町

　

村

　

民

　

税

　　　　　

159 878　　　123 415　　　36 463 2ﾀ.ぷ

ｌ
’

　　

個

　　　　　　　

人

　　　　

102 179　　　76 539　　　25 640 3S.S

　

－

　

＼法

　　　　　

人

　　　

57 699　　　46 876　　　10 823　　　　　23-l＼

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　

196 099　　175 227　　　20 872　　　　j］

1

　　

純固定資産税

　　　

181 865　　　162 431　　　　19 434　　　　j2.り

　　　　

土

　　　　　　

地

　　　　

51 567　　　51 527　　　　　40　　　　卵

Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

，

　　　

家

　　　　　

屋

　　　　

75 446　　　67 419　　　8 027　　　　jjぶ

･J･,゛，

　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　　

54 852　　　43 485　　　11 367　　　　2引|

　　　

交付金，納付金

　　　　

14 234　　12 796　　　1 4ソ　　　11-2]

卜

　

軽

　

自

　

勁

　

車

　

税

　　　　　

6 087　　　4 651 14ぬ　　　　釦.J

＼.た

　

ば

　

こ消費

　

G2

　　　　　

45 794　　　36 246 951　　　　2∂ヅ

　　　　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　

438

1

　　　

41 594　　　　2 226　　　　5.J

………鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　　

21

ﾊﾟ

　　　

2 15C　　･1　8
，J

ン

　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　　

1 815　　　　1 815

］，|

　

∇びがＶ望づ

　　

612

　　　　　

607

　　　　　　　

ト

　

よ

｜

　　

～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

．目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　

13 060　　　11 612　　　　14ﾚ　　　　12､５

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

Ｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

斗

　

入

　　　

湯

　　　

税

　　　　　

657

　　　

548

　　　

耐jﾀ.ﾀ

仁
お市［計画税

　　　

12 104　　10 768　　二　　12.4

卜炉偉才なバ

　　

299

　　　　　

296

］　j.り

　　

Ｓ

卜

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

469 307　　397 317　　　71 990!
18』

…

　

…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

－325－



第i34表昭和37年度４

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

昭和37年度

　

｜

　

昭

　　　

和

　　　

36

　　　

年
1

　

‾

　　　　　　

｜

　

（A）

　

）

　

お㈱）

　　

功口、･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

:j

　

国

　

税

　

三

　

税

　

回

　　　　　

1 490 284　　　　1 218 679　　　　　118 966t

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

所

　　　

得

　　　

税

　　　　　　

497 933　　　　　366 269　　　　　48 428

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　

法

　　　

人

　　　

税

　　　　　　

699 9糾　　　　578 162i　　　　　64 5?8[

　　　

酒

　　　　　　

税

　　　　　　

292 387　　　　274 248　　　　　6000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　

法

　

定

　

繰

　

入

　

率（b）

　　　　　　　

昂.9

　　　　　　

2∂.5

　　　　　　

2∂.5’

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税（ｃ）

　　　　　

458 071　　　　　373 636　　　　　24 05が

　　　

（ａ）×（ｂ）

　　　　　　　　　

430 692　　　　　347 324　　　　　33 905

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘?

　　　

過年度精算額

　　　　　

17 529　　　　　5 632　　　　　　-j

　　　

地方交付税法第19条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　

ｉ

　　　

第２項の返還金

　　　　　　　　

‾

　　　　　　　

１

　　　　　　

｀’．

　　　

繰入または繰越

　　　　　　

9 850　　　　20 679‘　　　　△　9850ﾋﾞ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

111

　

臨時地方皿交付いd）

　　　

－

　　　

3 656　　　3571-

　　

合

　　

計（ｃ）十圓

　　　　

458 071　　　377 292　　　24 412卜

326－



方＼交付税の算,定基礎

(単位

　

百万円)

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

匹

|

収朗朗(D)/(B)X100 (A)-(C) E) cAc)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

1 337 645　　　　　271 605　　　　　　22.5　　　　152 639　　　　　11.4

　　　　　

414 697　　　　　131 664　　　　　　j5.ﾀ　　　　83 236　　　　　20-1

　　　　　

642 700　　　　　121 802　　　　　　21.1　　　　　57264　　　　　　∂.ﾀ

　　　　　

280 248　　　　　　18 139　　　　　　∂.∂　　　　　12139　　　　　　4.S

　　　　　　　

％

　　　　　　

28.S

　　　　　

397 691　　　　　　84 435　　　　　　22.6　　　　60 380　　　　　巧.2

　　　　　

381 229　　　　　　83 369　　　　　　24.0　　　　.49 463　　　　　13.0

　　　　　　　　　　　　　　

.

　　　　　　　　　　　　　

f

　　　　　　

5 632　　　　　　11 897　　　　　211.2　　　　　11 897　　　　　211.2

　　　　　　　　

1

　　　　

△

　　　　

1

　　

a

　　　

旬0‘Q

　

△

　　　　　

1

　　

△

　　　

100-0

　　　　　　

10 829　　　△　10 829　a　　　52.4　△　　　979　a　　　　ﾀ.Q

　　　　　　

4013

　　　

△

　　

3 656　・　　　lOO-O　△　　　4013　・　　100.0

　　　　　

401 704　　　　　80 779　　　　　22.4　　　　56 367　　　　　15.0

― 327 ―



第135表

　

昭

　

和丿37……7年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

37

　　　

年

　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ト

　　

ｎ

　

［匹お資４

｀一

　　　

般

　　　

会

　　　

計

　　　

債

　　　　　　　　　

720

　　　　　　　

720

　　

一

　　

般

　　

補

　　

助

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

155

　　　　　　　　

155

　　

災

　　

害

　　

復

　　

旧

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

235

　　　　　　　　

235

　　

義務教育施設整備事業

　　　　　　　

155

　　　　　　

155

　　

高等学校施設整備事業

　　　　　　　

50

　　　　　　

50

　　

清

　　　　

掃

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　　

40

　　

一

　　

般

　　

単

　　

独

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

65

　　　　　　　　　

65

　　

オリンピック施設整備事業

　　　　　　　　

10

　　　　　　　

10

　　

へ

　

ん

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

-1Q

　

直

　　　

轄

　　　

事

　　　

業

　　　

債

　　　　　　　　　

130

　　　　　　　　　　

130

　

準

　　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　　　　　　　

464

　　　　　　　　

力4

　　

港

　　

湾

　　

整

　　

備

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

220

　　　　　　　　　　

44

　　

簡

　　

易

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

37

　　　　　　　　　

37

　　

と

　　

場

　　

整

　　

備

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　

6

　　

下

　　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

175

　　　　　　　　

137

　　

宅

　　

地

　　

造

　　

成

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　　

－

　

公

　　　

営

　　　

企

　　　

業

　　　

債

　　　　　　　　　

961

　　　　　　　　

53り

　　

電

　　　　

気

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　

150

　　　　　　　　

97

　　

上

　　　

水

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

425

　　　　　　　　

259

　　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

150

　　　　　　　　

60

　　

地

　　　

下

　　　

鉄

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

170

　　　　　　　　　　　

84

　　

一

　　

般

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

j4

　　　　　　　　

14

　　

市場、ガス､国際観光､その他の事業

　　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　

1｀6

　　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

2 275　　　　　　160

　

特

　　　

別

　　　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　　　　　　

175

　　　　　　　　

175

　　

住

　　　　　　　　　　　　　　　

宅

　　　　　　　　　　

40

　　　　　　

j

　　

必

　　

病

　　　　　　　　　　　　　　　

院

　　　　　　　　　　

７７×　　　　　　　　７７

　　

厚

　　

生

　　

福

　　

祉

　　

施

　　

設

　　　　　　　　　　

58

　　　　　　　

9

　

58

　　　

総

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

鶏

　　　

1779

（注）総計欄の（

　

）書は、準公営企業債の公有林整備事業に充てられる農林漁業

　　　　　　　　　　　　　　　　

― 328 －



度

　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

｡｡7-公

度

募 総

昭
一
額 佃

和

　　　

36

政府資金

１
１
１

-
金融公庫からの委託金であって、外書である。

年

公

度

(単位

　

億円)

募

増減額

㈲一朗

△

△

△

１



第136表 地

　

方｀公

　

営

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　

末

　　　　

，

　

ｇ

　　　　

゛

　

臨

郷お（モ

　

・ｲ回合

　　

レ

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　　　　　

402

　　　　　　

4 369　　　　　　4 771 ｡

　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　

180

　　　　　　

818

　　　　　　

。998

　

簡易水道事業

　　　　　　

4

　　　　

1 764　　　　1768

　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

69

　　　　　　　

87

　　　　　　　

156

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

28

　　　　　　　

23

　　　　　　　　

51，

　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

32

　　　　　　　

9

　　　　　　　

41，

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

49

　　　　　　　

760

　　　　　　　

809

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

11

　　　　　　　

128

　　　　　　　　

139

　

その他の地方公営企業

　　　　　　　　

29

　　　　　　

780

　　　　　　　

809

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

291

　　　　　　　

291

国民健康保険竃業

　　　　　　　　

－

　　　　　

4 959　　　　　　4 959

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　　　　

－

　　　　　　

651

　　　　　　　

651･

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

274

　　　　　　　

274

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヾ

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

402

　　　　

10 544　　　　　10 941

（注）国民健康保険事業数には，直営診療機関を設置している団体数が含まれてい

第137表

　

地

　

方

　

公‘営

≒:ちドノ:

　　　

1二

　　　

笥

．

這

　　

：

　　

；

　　

：

　　　　　　　　　　　

二

　　　　　　　

・

　　

洲

仁几≒：

　　　　

二

　　　　

昌

ﾌﾞﾂﾞ詐鸞囃

　　　　

二

　　　　

ご

昌ソ;∵:

　　　　

3二

　　　　

憐:

－330－



事

　

業

　

の

　

事

　

業･

　

数

(単位

　

人)

る。

　　

事

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数

201 464　　　　　　　　　　　　178771　　　　　　　　　　　　2269j

　

4

冽

　　　

４

白

　　　　

お

ｉ

　
　
　
　

’

／
－

　

０
４
Ｑ
／
５
６
４

　

１
３
６

）
８
５
１
３
１
９
３
９
４
０

。
６

　

１
１

　

2
5
9
1
5

　
　

３

　

２

　
　
　
　

７
２

　

１

　

１

　

２

　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　

１

２
２
３

　
　
　

Ａ
）

1107

5
4
8
3
9

5

　
　
　
　
　

４

9 231

4
3
0
1
7
1
8
2
2
3
4
6

　

１

　

８

６

　

４

　

4
8
3
2
2
5
6
9
9
3
7

　

5

4
7
6
9
9
2
7
5
6
4
7
2
9

　

９

１

　

2
2
4
3
1
2
6
6
2
6
1

　
　
　

２

０

　

４

　
　

６

　
　
　
　

７

　
　
　
　
　

３

　
　
　
　

４

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

― 331 ―

　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

34

　　　　

年

　　　

度

　　　

末

゛
法適用企業ｏ・（ぎ

　

/

１

　

゛

　　　　　　　　　　　　

344

　　　　　　　

3 663　　　　　　　　　4 007　　　　　　　　764

　　　　　　　　　　　　

149

　　　　　　　　

774

　　　　　　　　　　

923

　　　　　　　　　

75

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

1 664　　　　　　　　　1 664　　　　　　　　104

　　　　　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　　

86

　　　　　　　　　　

153

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　

△

　

2

　　　　　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　

423

　　　　　　　　　　

463

　　　　　　　　

346:

　　　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　

14

　　　　　　　　

125

　　　　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　

679

　　　　　　　　　　

703

　　　　　　　　

106

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

339

　　　　　　　　　　

339

　　　　　　　　

△48

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

4 765　　　　　　　　　4 765　　　　　　　　194

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

618

　　　　　　　　　　

618

　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

201

　　　　　　　　　　

201

　　　　　　　　　

73

　　　　　　　　　　　　

344

　　　　　　　

9 586　　　　　　　　　9 930　　　　　　　1 0］

｜

ｉ

｝

１

）

Ｆ

－１

　　　　　　　　　　　　　

１



第138表昭I和35｀年し度

　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　

㈲

　　　　　

昭

　

’和

　

ｓ

　

゛

ト

　

入卜

　

０１

い

て‾▽回

　

地方公営企業1

　　　

359 014　　　356 006　　　3 008　　　283 046

　

法適用企業

　　　　

204 2881　　　206 629　　・2 341　　　176 0卵

　

法非適用公営企業

　　　　　

31 336　　　　31 799　　△　463　　　　30 131

　

UE非適用準公営企

　　　

123 390　　　　117 578　　　　5 812
16

877

　

業

　

収

　

益

　

事

　

業

　　　　　

154 427　　　　151 102　　　　3 325　　　　139 883

　

国民健康保険事業

　　　　　

81 943　　　　78 51　　　　3 386　　　　73 872

　

公益質屋事業

　　　　　

3 9381　　　　3 589　　　　349　　　　4 038

　

農業共済事業

　　　　　

9

1

　　　　

871

　　　　　　

78 7ぱ！

　　

合

　　　　

計

　　　　　　

600 2F　　　590 125　　　10 1461　　　｡ 501 550

その１

　

収益および費用の状況
第139表昭和35年度法

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

|水逆事業|工業用水道事業l交通事.業

ヽ総

　　　　

収

　　　　

益

　　

囚

　　　　　　

45 062　　　　　　1 411　　　　　50 704

　

営

　

業

　

収

　

益

　

佃

　　　　　

43 729'　　　　1 3121　　　　49 259

　

営

　

業

　

外

　

収

　

益

　　　　　　　　　

1 333　　　　　　　99　　　　　1 445

　

総

　　　　

費

　　　　

用

　

（Ｃ）

　　　　　

41 017　　　　　　1 226　　　　' 51 968

　

営

　

業

　

費

　

用

　　

D

　　　　　

33 650･　　　　　893　　　　48 463

　

営

　

業

　

外

　

費

　

用

　　　　　　　　　　

7 367　　　　　　333　　　　　3 505 ’

　

差

　　　　　　　　

引

　

(A)-(C)

　

Cl64) 4 045　　　（20）185（69）・1264

　

純

　　

利

　　

益

　　　

(143) 4 132　　(16) 224 C20 1 283

　

純

　　　

損

　　　

失

　　　　　

（21）

　　

87

　　　　　

（4）39（48）

　

2 547

総収益対総費用比率(A)/(C)

　　　　

109.6×　　　　　　115.1

　　　　　

97.6

営業収益対営業費用比率叫/朗

　　　　　　

120.0

　　　　　

j4∂‘91

　　　　　　

1Q1.6＼･

（注）

　

１

　

（

　

）内は企業数を示す。

　　　　

２

　

その他企業は損益計算を行なつていないので，全企業数より少ない。

その２

　

費用の性質別構成状況

区

　　　　　

分

　

１水道事業｜交通事業１電気事業．

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　　　　

13 H 1　　　　　30 324　　　　　　769
減

　

価

　

償

　

却

　

費

　　　　　　　

5 895　　　　　ジ42　　　　　　2 624
支

　　

払

　　

利

　　

息

　　　　　　　

6 840　　　　　2 377　　　　　　5 372
そ

　　　

の

　　　

他

　

1

　　　　　

16 397　　　　　14 525　　　　　　1 3051

　

合

　　　　　

，計

　　　　　　　

42 243　　　　　51 968　　　　　10070

(注) １

２

水道事業には工業用水道事業を含む。

職員給与費には退職給与金は含まれていない。
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公営４業のj決･算状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･･･=¶wf

　

734

　　

年

　　

度

　

（Ｂ）

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　

㈲－（知

友

　

几）

　

／

４

　　

入）

　　

よ
）

　

61

　

f

　　　

275 941　　　　　7 105　　　　　　　75 968　　　　　　　80 065　　　　△　4 097

　　　　　　　

172 5751　　　　　3 463　　　　　　28 250 34 054　　　ム　5 804

　　　　　　　

30 188　　　△　　57　　　　　　1 205　　　　　　1 611　　　　△　406

　　　　　　　

73 178　　　　　3 699　　　　　　46 513　　　　　　44 4001　　　　　　2 113

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

137 915　　　　　1 968　　　　　14 544　　　　　13 1町　　　　1 357

　　　　　

㎜

　

㎜

　

3 693　　　　　　345　　　　　△　100　　　　乙　　1041　　　　　　　4

　　　　　　　　　

668

　　　　　　

叩

　　　　　　

238

1

　　　　　　

2031

　　　　　

］

　　　　　　

491 992　　　9 558　　　　98 721　　　　98叫　　　　『

適用企業の決算状況
(単位 百万円）

電気事業1ガス事業「病院事業|下水道l」業|その.他の事業!

　　　

t

　　

l

　　　

II 329　　　　2 308　　　　7 005　　　　3 900　　　　6 425　　　　128 1こ

　　　

10感87

　　　　

1 981　　　　6 860　　　　3 157 6 216|　　　123 401

　　　　

442

　　　　　

327

　　　　　

145

　　　　　

743

　　　　　

209

　　　　　

4 743!

　　　

10070

　　　　

2 236　　　　7 242　　　　3 893　　　　6012　　　　123 664

　　　

4 625　　　　1 729　　　　6 886　　　　3 088　　　　5 704　　　　105 038

　　　

‾5445 507　　　　　356　　　　　805　　　　　308　　　　　　1862j

i(28) 1 259　（32）72（49）△237　（11）7（25）　413　(398)　4 480

(28) 1 259　(18) 126 (20)　70　　　(7) 113 (19)　464　(272) 7 671

（-）

　　

－

　

(14) 54 (29)　　307　　　(4) 106　（6）　51　(126)　3 191

　　　

112.5

　　　　

103-2

　　　　

96-7

　　　　

100.2

　　　　

扨∂.ﾀ

　　　　　

加∂.

j

　　　

235-4

　　　　

114.5

　　　　

ﾀ9.∂

　　　　

102.2

　　　　

扨ﾀ.り1

　　　　　

117.5

(単位

　

百万円)

ﾌﾟガス､事業

　

｜

　

病院事業

　

１

　

下水道事業

　

｜

　

そ

　

の

　

ｲ也

　

|

　　　

計

|⊃

、

I
J1 1!

、11
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その３

　

資本的収支の状況
第139表昭和3ち年度法丿直

　

区

　　　　　　　

分

　　

ｌ水道事業｜交通事業｀|電気･事僕

≒木゛J゛こ゛

　　　　

j濡

　　　

1摺

　　

勺湿

　

；
市
：ａで9）

　　　

（1仙

　　　

（2穴

　　　

（118回

　

工事負担金

　　　　　　　

588

　　　　　

11

　　　　　　　　　

甲

　

ムム‰

　　

二

　

二

　

ユ

　

∵Vド

　　

二

　

二

　

二

（注）１（

　

）内は借換債分の外書である。

　　　

２

　

水道事業には，工業用水道事業が含まれている。

そ海４

　

資産負債および資本に関する調

　

区

　　　　　　　

分

　　

｜水道事業｜交通事業｜

　

電気事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｆ
資

　　

産

　　

総

　　

額

　　　　　

287 523　　　　101 726　　　　　123 686

　

；

　

:

　

1レ:

　　　

2二

　　

9二

　　

1ご

　

繰

　　

延

　　

劾

　　

定

　　　　　　　　

463

　　　　　　　　　

171

　　　　　　　　　

6

資

　　　　　　　　

本

　　　　　

275 739　　　　　88 819　　　　　117 707 1

　

昌

　

帽2:

　

才こ

　

Ｉ

　　　　　　

二S

　　　　　

二

　　　　　

ごこ

　

仁に八

　　

二

　

八翼

　

勺二

　

塁□1:

　　

ll

　　

笥

　　　　　　

濃

　　　　　

簾

　　　　　　

け

ドヅ∵帽

　　

ご

　　

お

　　

二万

334



用企業の決算状況（つづき）
(単位

　

百万円)

、ガス事業

　

｜

　

病院事業

　

｜下水道事業

　

｜

　

その他事業

　

ｉ

　　　　

計

　　　

｜

　　　　　　

翔

　　　　　

ヅ

　　　　　

聯

　　　　　

ヅ

　　　　　　　

ｍ

　　　　　　

／

　

ゝ

　　　　　　

Ｊ

　

ゝ

　　　　　　　

／

　

－

　　　　　　

Ｊ

　

ゝ１

　　　　　　　

。

　　　

、|

－
ｉ
ｌ
ｌ
ｒ
ｌ
ｌ
ｒ
ｒ
ｉ
Ｌ
ド
ｐ
ｌ
ｊ
―
Ｉ
ｒ
－
１
－
―

　
　
　
　
　
　
　

－

４
３
ｘ
’
ノ
0
0
1
3
5
2
3
6
2
9
％
＆
タ

4
1
8
2
1
0
9

　

7
1

　

6
2
9
4
≪
Ｓ
t
^

t
o

1
5
5
1
0
5
4
0
6
4
2
1
3

6
6
8
1
4
4
7
2
3
8
0
5
1

7
5
2

　
　
　

1
9
8
7

　
　

1

　
　

2

　
　

ぐ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ａ

ｉ
‐
ｉ
－
－
－
ｉ
‘
‐

　
　
　
　
　

‐
‐
ｉ
‐
‐
ｉ
ｌ
‐

〇
1

　

2

　

4
1
3
3
5
2
汐
０
δ

8
6
5
2
0
2
2
0
9

％
ｊ
ｊ

7
8
6
3
3

　
　

３
０
６

　

ｊ

2
3
6
4
4

　
　
　
　

２

　　　　

1

　

9 267

　

5 706

　

(99)

　　

421

　　　

2

　

3 138

10 157

　

9 487

　

9 093

　　

394

　　

247

　　

423

乙990

　　　

％

　　　

知

　　　

印

1

1 311

245

179

276

　

％

乙

　
　
　
　

―

　
　
　

－

７
９
う
I

　

3
5
4
6
2
4
3
5
7
夕
δ
9

6
4
0

　
　

5
6
3
4
7
7
5
3
6

％
７
７

８
７
４

　
　
　
　
　

１
９
７

　

１
１

　
　
　

２

″

　

Ｃ

　
　
　
　
　

１

(単位

　

百万円)

ガス事業

　

｜

　

病院事業

　

｜

　

下水道事業

　

｜

　

その他事業

　

１

　　　　

計

　　　　

｜

　　　　　　

5 095　　　　　9 983　　　　50 428　　　　24 384　　　　　　　602 825･

　　　　　　

4 419　　　　　8 196　　　　45 804　　　　　14 399　　　　　　　548 9831

　　　　　　　

657

　　　　　

1 745　　　　　4 618　　　　　9 971　　　　　　　53 121

　　　　　　　　

19

　　　　　　

42

　　　　　　　

6

　　　　　　

14

　　　　　　　　

721

　　　　　　

4 141'　　　　7 396　　　　47 262　　　　　6 144　　　　　　　547
208

　　　　　　　

747

　　　　　

2519

　　　　

30 989　　　　　　791　　　　　　　222 476

　　　　　　

3 344　　　　　4 329　　　　　14 188　　　　　4 590　　　　　　　　291
594

　　　　　　　

141

　　　　　　

896

　　　　　

2 229　　　　　　54　　　　　　　28 188

　　　　　

△

　

91

　　　　

△

　

348

　　　　

△

　

144

　　　　　　

709

1

　　　　　　　

4 950･

　　　　　　　

953

　　　　　

2 587　　　　　3 166　　　　　18 240　　　　　　　55
617

　　　　　　　

150

　　　　　　

181

　　　　　　　

13

1

　　　　

16 916　　　　　　　22 550

　　　　　　　

803

　　　　　

2 406　　　　　3 153　　　　　1 324　　　　　　　33
067

　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

∂∂.7

　　　　　　

∂2.j

　　　　　　

ﾀ0.∂

　　　　　

59.1

　　　　　　　　

ﾀj.れ

　　　　　　　

15.6

　　　　　　

30-7

　　　　　　

65-6

　　　　　　

∂.4

　　　　　　　　

42.4

　　　　　　　

68.61

　　　　　

45-2

　　　　　　

2∂.2

　　　　　

∂∂.2

　　　　　　　　

52

1

･

　　　　　　　

81.8

1

　　　　　

72-5

　　　　　

N6.5

　　　　　

753-1

　　　　　　　　

拓θや，
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－



第140表昭和35年度ご法非適

卜

　　

り癌土谷遥尚

尚

臨尚

　　　　　　　　　　　　

ふ蕃刈うE轟策

　　　

ｕ琴］

　　

収益的収入

　　　

11 865　11 129　　736　　1 338　　　死

　　　

直

　

接

　

収

　

入

　　　　

10231

　　　

9 611　　　620　　　1 202　　　　25

1

　　　

間

　

接

　

収

　

入

　　　　　

560

　　　

560

　　　　

－

　　　　

47

　　　

ズ４

１

　　

繰

　

入

　　

金

　　　　　

666

　　　

577

　　　　

89

　　　　

47

ム

ｊ

　

ｌ

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

408

　　　

381

　　　　

27

　　　　

42

　　　　

－
｜

　

資木的収入

　　　

14 572 1 1 146　　　3 426　　　　513　　　　17
1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛-

　　　

企’

　

業

　　

債

　　　　

n 520　　　8 989　　　2 531　　　　344 .　　　－j

　

｀繰

　

入

　

金

　　　　

1 253　　1070　　　183　　　　60　　　　21

，

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

□99

　　　

1087

　　　　

712

　　　　

109

　　　　

1

」

｜繰

　　

越

　　

金

　　　　

1 320　　　1 004　　　316　　　　12

］ノ

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

歳

　

入

　

合

　

計

　

㈲

　　　

27 757　　23 279　　4 478　　　1 863　　　･43 、
｜

　　　　

……

「

　　

収益的

　　

出

　　　

10 126　　9 508　　618　　1 224 :2j’

｜

　　　

人

　　

件

　　

費

　　　　

2 640　　2 590　　　　50　　　　519　　　　15.

1

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

3 163　　2 760　　　403　　　　118　　　　　　l

｜

　　

そ

　

の

　

他

　　　

4 323　　　4 158　　　　165　　　　587
に

｜

　

資木的支出

　　　

16 445　　13 084　　　　3 361　　　　　742　　　　20

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

W

　　　

普通建設事業

　　　

13 887　　10 746　　　　3 141　　　　　486　　　　、14

　　　

災害復旧事業

　　　　

124

　　　　

124

　　　　　

－ 8　　　　　－．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

X

　　　

企業債償.沼元金

　　　　

1 595　　　1 431 164　　　　　169　　　　　1

，

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

839

　　　　　

783

　　　　　

56

　　　　　　

79

　　　　　

5

I，

　

前年度繰上充用金

　　　　

14

こ

　　　

1 427　　　　66　　　　258　　　　-3

↓
、歳

　

出

　

合

　

|･

　

卿

　　　

28 06')　　　24 019　　　4 045　　　2 224　　　　50「

　

差引残

　　

㈲一佃

　　　

乙307

　　

゛ 740ﾚ 433　　　△361　　６

4

336



用一公丿営一企｡業･の決算状況

の

△

　　

４

内

-
索道事業

△ △

21

△

－337－

電気事業

１

　

サ

91

825

　

］

　

］

　

］

1 281

　

187

ガス事業

13

11

(単位

　

百万円y

二

13641

U 819

６

　

２

１

　

１

１

　

1
０

2

　

１

31

117

32

　

3 501

　

5 029

18 262

１５

1 851

1 771

31 79

178

139

　　

4

　

10

　

25

292

203

　

19

　

70

　　

6

476

147

　

37

　

45

　

65，

338

281

　

－

　

54

　　

3

144

629

153



第141表昭和35年度法非適’

臨

　

りＰ≠

白
水尚赫Jジかな

　

収益的収入

　

2 644　43 703　30 808、12 895　　2 518　13 616

　　

直

　

接

　

収

　

入

　　

2 208　　39 851　28 099　11 752　　　1 640　　11 402

　　

間

　

接

　

収

　

入

　　　

79

　　　

834

　　

421

　　

413

　　　　

27

　　　

715

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　

223

　　　

2 246　　I 809　　　4371　　　826　　　1 092

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

134

　　　

772

　　

479

　　

293

　　　　

25

　　　

407

　

資本的収入

　

6 730　　7 673　6 031　1 642　11 687　28 331

　　

国庫支出金

　　

1 281　　　231　　114　　117　　1 712　　　296

　　

地

　　

方

　　

債

　　

2 592　　　3 763　　2 986　　777　　　5 451　　11 025

　　

繰

　　

入

　　

金

　　

□79

　　　

3 062　　2 526　　536　　　4 082　　　7 170

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

1 678　　　617　　405 212　　　　　442　　　9840

　

繰

　　

越

　　

金

　　　

363

　　

1 305　1 048　　257　　　195　　4 625

歳入合計㈲

　

9 737　52 681　37 887　14794　　14 400　44 572

　

収益的支出

　

2 248　43 461　30 425　13 036　　2 475　　8 828

　　

人

　　

件

　

費

　　　

472

　　

20 408　14 329　6 079　　　981　　　2 636

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　

718

　　　

1 532　　1071　　461　　　648　　1 718

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

1 058　　21 521　15 025　　6 496　　　846　　4 474

　

資本的支出

　

7 104　　9013　6 943　2 070　H 395　29 687

　　

普通建設事業

　　

6 462　　6 696　5 252　　1 444　　11 029　　25 303

　　

災害復旧事業

　　　

160

　　　

112

　　　

95

　　　

17

　　　　

26

　　　

275

　　

地方債償還金

　　　

258

　　　

1 360　　999　　361　　　311　　　2 8之1

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

224

　　　

845

　　

597

　　

248

　　　　

29

　　　

1 288

　

前年度繰上充用金

　　　

268

　　　

2 616　　1 092　　1 524　　　　32　　　451一

歳出合計匂

　　

9 620　　55 090　38 460　16 630　　13 902　38 96、

差引残高

　

㈲一匂

　　　

117

　

△

　

2 409　△573ﾚ1 836　　　４98　　7 606

第142表 昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

収

　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

競馬

　

事業

　

｜

　

競輪事業」

　

経

　　　

営

　　　

収

　　　

入

　　　　　　　　

30 543　　　　　　84 066

　

繰

　　　　　　

入

　　　　　　

金

　　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　

35･

　

繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　　　　　　

421

　　　　　　　　

131

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　　　　

227

　　　　　　　　

55

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　

㈲

　　　　　　　

31 236　　　　　　85 965

　

経

　　　

営

　　　

支

　　　

出

　　　　　　　　

27 715　　　　　　74 515

　

建

　　　　　　

事

　　

業

　　

費

　　　　　　　　　　

91

　　　　　　　　

17

j

　

繰

　　　　　　

出

　　　　　　

金

　　　　　　　　　

2 636　　　　　　　･922・

　　

一

　

般

　

会

　

計

　

の

　　

分

　　　　　　　　　

2 636　　　　　　　　9 146[

　　

そ

　

の

　

他

　

会

　

計

　

の

　

分

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

78、

　

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　

-･

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　

知

　　　　　　　　

30 442　　　　　　　　　8401j

差

　　　

引

　　　

残

　　

高

　

㈲‐匂

　　　　　　　　　　

794

　　　　　　　

1 950ヽ

－338－



用準公営企業の決算状況

益

　

事

　

業

　

の

　

決

　

算

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　

いじけぶ曜芦動車％）に事（

　　

お

　　　　　　

2叩

　　　

８づ

　　　

16?

　　　

14幄

　　　　　　　

157

　　　　　　　　　　

102

　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　

2 026

　　　　　　　

581

　　　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　

1 632　　　　　　　　　　　3006･

　　　　　　

26 692 8 707　　　　　　　　　1 826　　　　　　　　　　154
426

　　　　　　

24 410 7 667　　　　　　　　　4
134311

＿

　　　　　　　

ぱ

　　　　　　　　　

言

　　　　　　　

イ

　　　　　　　　

づ

　　　　　　

26 393　　　　　　　8 468 1 783　　　　　　　　　151
101

　　　　　　　

299

　　　　　　　　

239

　　　　　　　　

431

　　　　　　　　　

3 325j

-

339 ―

　　　　　　　　

左

　　　　　

の

　　　　　

内

　　　　

訳

Ｐ彗卜ｕ業ば剰訂晦口戸難ダ

J

　　

計

　　　

，

　　　

3 300　　　2 531　　　　，知　　　　7り0　　　2218　　　3 827 62 481

　　　

2 752　　　1 840　　　　775　　　　559　　　1 899　　　3 577　　　　55 101

　　　　　

177

　　　　

259

　　　　

12

　　　　

28

　　　　

26

　　　　

213

　　　　　

1 655

　　　　　

265

　　　　

207

　　　　

151

　　　　

193

　　　　

269

　　　　　

7

　　　　　

4 387

　　　　　

106

　　　　

225

　　　　

12 ，　　　10　　　　24　　　　30　　　　　1 338

　　　

20 745　　　1 717　　　1 047　　　　681　　　3 554　　　　587　　　　54 421

　　　　　

212

　　　　

22

　　　　　

9

　　　　

13

　　　　

37

　　　　　

3

　　　　　

3 520

　　　

8 085　　　1 083　　　　671　　　　433　　　　743　　　　10　　　　22 831

　　　

3 605　　　　566　　　　296　　　　122　　　2 530　　　　51　　　　　15 493

　　　

8 843　　　　46　　　　71　　　　1 13　　　　244　　　　523　　　　12 577

　　　

2 421　　　　348　　　　191　　　　921　　　998　　　　575　　　　　6 488

　　　

26 466　　　4 596　　　2 188　　　1 563　　　6 770　　　4 989　　　　123 390[

　　　　

2 261　　　2 264　　　　860　　　　682　　　　621　　　2 138　　　　57 012

　　　　　

541

　　　　

657

　　　　

368

　　　　

108

　　　　

218

　　　　

744

　　　　

24 497i

　　　　　

953

　　　　

2自○

　　　　

□0

　　　　

90

　　　　

190

　　　　

95

　　　　　

4 616!

　　　　

・767

　　　

1 329　　　　382　　　　484　　　　213　　　1 299　　　　27 899

　　　

19018

　　　

2 045　　　1 149　　　　883　　　4 338　　　2 254　　　　57 199

　　　

17 219　　　1 683 ｡　　975　　　　742　　　3 081　　　1 603　　　　49 490

　　　　　

76

　　　　　

66

　　　　　

－32

　　　　　

－

　　　

101

　　　　　　

573

1

　　　　

1 132　　　　　245　　　　140　　　　46　　　1 165　　　　93　　　　　4 750

　　　　　

591

　　　　

51

　　　　

34

　　　　

63

　　　　

92

　　　　

457

　　　　　

2 386

　　　　　

192

　　　　

70

　　　　

49

　　　　

36

　　　　

104

　　　　　

－

　　　　　

3 367

　　　

21 471　　　4 381　　　2058　　　1601　　　5 063　　　4 392　　　　11ｱ57j

　　　　

4 995　　　　215　　　　130　　　△38　　　1 707　　　　597　　　　　5 812



第143表昭和35年度'国民

　　　　　　　　　　　　

事

　　　　

業

　　　　

勘

　　　　

，定

　　　　　　

直

　　

ｇ

　　

川

大あ市

す
市卜川i器㈲匹「

ﾖ

臨奇

Ｉ保険料・診料収入

　　　

87

　

16 075　15 924　　68　2 309　34 463　　　16

　

一

　

部

　

負

　

担

　

金

　　　　

－

　　　

26

　　

393

　　

6

　　　

－

　　

425

　　　

3

，国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

59

　

12 570　15 913　　53　　2 332　30 927　　　－

｜

　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

都道府県支出金

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　　　　　　　　

－

．繰

　　　

入

　　　

金

　　　

144

　　

I 546　　1 995　　　6　　1 269　　4 960　　　　5

　　

普通会計からの分

　　　

144

　　

1 508　　1 946　　　5　　1 269　　48721　　　5j

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

－

　　　

38･

　　　

491

　　　

－

　　　　

88

　　　

－

　

繰

　　　

越

　　　

金

　　　　

1

　　

705

　　

2 142　　6　　　136　2 890　　1　－

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

2

　　

516

　　

514

　　

4

　　　

19

　　

1055

　　　

－

　

歳

　

入

　

合計

　

㈲

　　

293

　

31 438　36 881　143　5 965　74 720　　24

　

庁

　　　　　　

費

　　　

125

　

3 461　　3 538　　19　　604　7 747　　　23

，人

　　

件

　　

費

　　　

75

　

2711

　　

2 920i　　16 470　　6 392　　，
「6’1

そ

　　

の

　　

他

　　　

50

　　

55o･

　　

618

　　

3

　　

134

ﾑ

55

1

　　　

7

□呆険給付費

　　

158

　　

24 773　26 623　　103 5 044　56 701　　　　－

　

療養給付費

　　

155

　　

23 763　　25 427　　　97　　4 874　54 316　　　　二

｜

　

給

　　

食

　　

費

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

3

　　

1010

　　

1 196　　6　　170, 2 385　　　一

Ｉ保

　

険

　

施

　

設

　

費

　　　　

1

　　　

667

　　

1 216　　　6 22　　1 912　　　－，

　

公

　　

債

　　

費

　　　

－

　　

142

　　　

107

　　　

3

　　　

－

　　　

252

　　　　

二

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

4

　　

107ぽ1 587　　　5　　　　42　　2711　　　　－’

　

前年度繰上充用金

　　　　

－

　　

1049

1

　　　

527

　　

11

　　　

－

　　

1 587

I

　

歳

　

出

　

合

　

計

　

叫

　　　

288

　

31リ

　

33 578　147　5712　7o 910　　24

　

差引残高

　

㈲‐佃

　　　　

5

　　

2

ﾂﾞ

　

3 283　△4　　253　　3810　　　　1

340



健､康保験事業の｡決算状況

(単位

　

百万円)

　　　　

診

　　　

勘

　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

都市≠り詣訃錫叫計･

ﾚ

ぢ市卜市卜川詣訃咽お

　

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

763

　

3 160　　　9　　－　　3 948　　103　16 838　19 084　　77　2 309　38 411

　

286

　

1 237　　　4　　－　　1 530　　　3　　312　1 630　　10　　－　　1 955

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

5

　　

71

　　

－

　　

－

　　　

76

　　

59

　

12 575　15 984　　53　2 332　31 003

　　　

2

　　

14

　　

－

　　

－

　　　

16

　　　

5

　　　

2

　　　

14

　　

－

　　

－

　　　

16

　　

188

　

826

　　　

2

　　

－

　　

1 021　　149　　1 734　2 821　　　8　1 269　　5 981

　　

74

　

503

　　　

1

　　　

－

　　　

583

　　

149

　　

1 582　2 449　　　6　1 269　　5 455

　　

H4

　

323

　　　

1

　　　

－

　　　

438

　　

－

　　

152

　　

372

　　　

2

　　

－

　　

526

　　

48

　

205

　　　

1

　　

－

　　　

25

　

－

　

1

　　

753

　

2 347・　　7　　36　　3 144

　　

57

　

319

　　　

2

　　

－

　　　

378

　　

2

　　

573

　　

833

　　　

6

　　

19

　　

1 433

　

1349

　

5 832　　18　　－　　ア223　317　32787　42 713　161　5 965　81943

　

1 297　5 331　　15　　－　　6 666　　148　　4 758　8 869　　34　604　14413

　　

707

　

2 459　　　7　　－　　3 189　　91　　3618　5 379　　23　470　　9 581

　　

590

　

2 872　　　8　　－　　3 477　　57　　1 140　3 490　　11　　134　　4 832

　　　

4

　　

70

　　　

1

　　

－

　　　

75

　　

158

　

24 777　26 693　　104　5 044　56 776

　　　

－

　　

一

　　

一

　　

一

　　　

－

　　

155

　

23 763　25 427　　97　4 874　54 316

　　　

4

　　

70

　　　

1

　　

－

　　　

75

　　

－

　　　

4

　　　

70

　　　

1

　　　

－

　　　

75

　　　

一

　　

一

　　

一

　　

一

　　　　

－

　　　

3

　　

1010

　

1 196　　　9　　170　　2 385

　　　

－

　　

－

　　

一

　　

一

　　　

－

　　　

1

　　

667

　

1 216　　　6　　22　　1 912

　　

23

　　

90

　　　

1

　　　

－

　　　

114

　　

－

　　

165

　　

197

　　　

4

　　

－

　　

369

　　

39

　　

162

　　

－

　　

－

　　　

201

　　　

4

　　

1 112　1 749　　　5　　42　　乙912

　　

173

　

418 一　　一　　－　　　591　　　－　　1 222　　945　　11　　－　　2 178

　

1536 6 071　　17　－　－　　7 647　311　32701　39 669　164 5 712　78 557

△

　

187△239

　　　

1

　　　

－

　

△424

　　　

6

　　　

36

　

3 044　△3　253　　3 386･

― 341 ―



第144表昭和35年度公益

　　

区
∧

　

“‾｡“

分

　

|

　

大

　

都

　

市

　

1

　

都

　　　

市

　

ｌ

　

町
｡，

　　

村

１

　

経営収入

　　　　　

222

　　　　

201

　　　　　

461

，

　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　

113

　　　　　　　　　

26

　　

繰

　　

一越

　　

金

　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

257

　　　　　　　　　

・71

ヽ

　

地

　　

方

　　

債

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　　

18

；

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　

13

　

歳入合計㈲

　　　　　　　

255

　　　　　　

2 467　　　　　　　589

　　

人

　　

件

　　

費

　　　　　　　　

47

　　　　　　　

254

　　　　　　　　

48

　　

貸

　　

付

　　

金

　　　　　　　　

169

　　　　　　

1 750　　　　　　　408

，

　

繰

　　

出

　　

金

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

28

　　　　　

，

　　　

2

　　

地方債償還金

　　　　　　　　

11

　　　　　

1“

　　　　　

98

　　　　　　　　　

37

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　

96

　　　　　　　　　　　

34･

|

歳出合計朗

　　　　　　　

249

　　　　　

2 226　　　　　　　529

　

差引残高

　

㈲一匂

　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

241 60

’j

第145表昭和35年度農業

ﾚ

歳

　

入
‾‾項

　

目|

　

都

　　　

市

　

に･町

　　　

村

　

｜

　

．

　　　　　　　　　　　　

Ｗ㎜

　

共済勘定収入

　　　　　　　

142

　　

1

　　　　　　　

428

　　　　　　　　　　　

570

　

；∵:

　　　

匹

　　

ニ

　　

コ

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　　　

26

　

∵弩兄

　　　

；

　　　

ニ

　　　

ニ

　

都道府県支出金

　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　　

98

　　　　　　　　　

126

　

7

　

1

　

1

　　　　

12

　　　　

7:

　　　　

ぷ

　

共通勘定収入

　　　　　　　　

6；.

　　　　　

41

　　　　　　　

‘

　　

.47

ド

　

フ

　

驚

　　　　

y

　　　

3;

　　　　

4:

－3捺－



質屋事業会計の決算状況
(単位

　

百万円)

特

　　

別

　　

(

　　

f^

｡　|ｒ"オ％ト　　m.

　　　　　　　　　　　

570

　　　　　　　　　

3 266　　　　　　　3 351　　　　　　　＆　85

　　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　

171

　　　　　　　　

188

　　　　　　　

△

　

17

　　　　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　　

381

　　　　　　　　

345

　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

64

　　　　　　　　

110

　　　　　　　

△

　

46

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

56

　　　　　　　　　

44

　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　

627

　　　　　　　　　

3 938　　　　　　　4 038　　　　　　　△100

　　　　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　　

394

　　　　　　　　

349

　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　　　

514

　　　　　　　　　

2 841　　　　　　　2 927　　　　　　　△　86

　　　　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　

46

　　　　　　　

△

　

8

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

146

　　　　　　　　

176

　　　　　　　

a

　

30

　　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　　

170

　　　　　　　　

195

　　　　　　　

△

　

25

　　　　　　　　　　　

586

　　　　　　　　　

3 589　　　　　　　3673　　　　　　　△104

　　　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　

349

　　　　　　　　

345

　　　　　　　　　

４

共済事業の決算状況
(単位

　

百万円)

歳

　

出

　

項

　

目

　

|

　

都

　　　　

市

　

|

　

.町

　　　　

村

　

！

　　　　

計

マワ≒

　　　

1］

　　　

二

　　　

二

　

‰;言

　　　

6;

　　　

鸞

　　　

ご

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

12

ワツ）詣

　　　

;ｽﾞ

　　

謡

　　　

驚

諮二昌:

　　　

；

　　　

:;

　　　

二

卜尺八昌

　　　

！

　　　

フ

　　

ゲ

― 343 ―



第146表

　

昭和35年度企業債等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　

昭和34年度昭和35年度

　

昭和35年度償還額差

　　

゛‘

　

ｇ

　

゛

l

末Ｖ高

1

°Ｖ゛

ﾚ

‰剽かりn- (A)+08)-(O)

適

　

用

　

企

　

業

　　

216 124　　51 208　8 087　15 175　　23 262　259 245

　

水、道事業

　　

82 303　18 859　3 261　5 840　9 101　97 901

　

工事用水道事業

　　　

5 010　　　2 497　　149　　321　　　470　　　7 358

　

交

　

通

　

事

　

業

　　

32 169　　1 202　　1 576　2519　　4 095　　42 621

　

電気事業

　　

81 326　10 947　2 486　5 319　　7 805　89 787

　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

2 785　　　651　　152　　189　　　341　　　3 284

　

その他の事業

　　

12 531　　　6 226　　463　　987　　1 450　　18 294

非適用企業

　　

51 732　12 647　1 850　3 169　　5 019　62 529

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

40 198　　8 989　　1 431　　2 50!　　　3 932　　47 756

　

工業用水道事業

　　　

6 628　　　2 531　　　164　　393　　　557　　　8 99

　

交通事業

　　

1 118　　343　168　　74　　242　　1 298

　

電気事業

　　

3 645　　670　　85　192　　277　　4 230

　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

143

　　　　　

H4

　　　　

2

　　　　

9

　　　　

11

　　　　

255

準公営事業

　　

60 753　22 829　4 752　4 076　　8 828　78 830

　

簡易水道事業

　　

10 256　　2 592　　258　　649　　　907　　12 590

　

港湾整備事業

　　

12 916　　8 085　　032　　907　　2 039　　19 769

　

病

　

院

　

事

　

業

　　　

18 356　　3 762　　1 361　　1 185　　2 546　　20 757

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　

3 817　　　1 083　　245　　267　　　512　　4 655

　

と畜場事業

　　　

1 611　　　671　　141　　104　　　245　　2 141

　

観光施設事業

　　　

□91

　　　

432

　　　

46

　　　

83

　　　

129

　　

1 577

　

宅地造成事業

　　　

2 356　　　743　　065　　162　　　1 327　　1934

　

公共下水道事業

　　　

9 897　　　5 451　　　311　　　625　　　936　　15 037

　

その他の事業

　　　　

453

　　　　　

10

　　　

93

　　　

94

　　　　

187

　　　　

370

収

　

益

　

事

　

業

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

国民健康保険事業、

　　

902

　　　　

67

　　

153

　　

｡57

　　　

210

　　　

816,

公益質屋事業

　　　

583

　　　

64

　　

H0

　　

36

　　　

146

　　　

面7

農業共済事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一一

　　　

一

　

合

　　　　

計

　　　

330 094　　86 815　14 952　22 513　　37465　401957

－344－



第147表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　

Å

　　

゛

)
欝

y

ｕ

譜

|市卜（

ｷ

９

Ｊ
Ｌ疆

　　

上水道事業

　　　

4 264　　　450　2 603　　373　　　838　　14 233

　　

工業用水道事業

　　　　

1 530　　　1010　　470　　　－　　　　50　　　3 541

　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　

4 065　　　4 065　　　－　　　－　　　　　－　　11 050

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

612

　　　　

125

　　　

447

　　　

40

　　　　　

－

　　　

2 367

　　

港湾整備事業

　　　

1 228　　　855　　373　　　－　　　　－　　3 195

1

　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　　

341

　　　　

122

　　　

147

　　　

20

　　　　

52

　　　

1 748

，市

　

場

　

事

　

業

　　　　　

206

　　　　　

8

　　

198

　　　

-

　　　　

一一

　　　

850

　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　

441

　　　　　

－

　　

407

　　　

34

　　　　

－

　　　

1 478

　　

観光施設事業

　　　　

165

　　　

40

　　

75

　　

50

　　　　

－

　　　

489

　　

と畜場事業

　　　　

257

　　　　　

244

　　　　

13

　　　　　

－

　　　　　

370

S

　

宅地造成事業

　　　　

788

　　　

200

　　

534

　　　

54

　　　　

－ 937

¶♂

　

公共下水道事業

　　　　

405

　　　　

－

　　

405

　　　

－

　　　　

－

　　　

405

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

貸付額合計

　　　

14 302　　　　6875　　5 903　　　584　　　　940　　　　　－

　

累計貸付額

　　　　

－

　　

＼7979　18211　1976　2 496　　40 662

1

　　　　　　　　　　　　

l

　　　　

l

（注）昭和36年３月31日現在の貸付額である。
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